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はじめに 

令和 6 年度老人保健健康増進等事業「認知症の背景疾患の実態ならびに専門的対応マニ

ュアルに関する調査研究事業」では、「認知症疾患医療センター実績データの収集・管理・

集計・分析体制の確立」と 「被災地認知症支援マニュアルの作成」という２つの課題に取り

組みました。 

2008 年に創設された認知症疾患医療センター運営事業は、時代の要請とともにその目的

も変化し、今日では「都道府県及び指定都市が認知症疾患医療センターを設置することによ

り，保健医療・介護機関等と連携を図りながら，地域において認知症に対して進行予防から

地域生活の維持まで必要となる医療を提供できる機能体制の構築を図ること」とされてい

ます。しかし、この事業は発足当初から 「事業の質をいかにして確保するか」が課題とされ、

2018 年度以降、各センターは毎年所定の様式で前年度分の実績を報告し、都道府県・指定

都市がそれを集計・分析して事業評価を行い、国が全国のデータを集約し老人保健健康増進

等事業において集計・分析し公表するというプロセスをとってまいりました。しかし、その

作業の中で、データの収集・管理・集計・分析のプロセスに数多くの課題があることが判明

しました。そこで本研究事業では 「データ集計・分析ワーキンググループ」を設置して、課

題解決に向けた新たなシステム開発に着手するとともに、今後のシステム開発と管理体制

の在り方について提言することにいたしました。また、前年度分の実績データの分析ととも

に、過去 7 年間のデータの縦断的分析を行い認知症疾患医療センターの実績の時代的変化

について報告しております。 

 被災地の認知症支援マニュアルについては、日本認知症学会が 2011 年の東日本大震災の

際に支援マニュアルを作成しており、2024 年 1 月 1 日の能登半島地震においても避難所等

で活用してもらえるよう被災地自治体等にマニュアルを送付することにいたしました。し

かし、内容がすでに時代にそぐわないものとなっていたため、急遽補遺版を作成して被災地

にお送りいたしました。本研究事業では、日本認知症学会社会対応委員会の中に新たに 「被

災地認知症支援マニュアル作成ワーキンググループ」を設置して、今日の時代に合った被災

地認知症支援マニュアルの改訂版を作成しております。また、避難所においても使い勝手の

よいツールとなるよう、簡易版のマニュアルや壁に貼付できるポスター等も作成しました。

さらに、地震・津波・洪水など近年に自然災害を経験した複数の被災地の自治体・医療機関・

介護保険事業所等を対象に災害時の認知症支援に関する調査を実施し、その結果を踏まえ

て災害時の認知症支援に関する提言を行うこととしました。 

 本報告書とともに、本事業で作成した被災地支援マニュアル等のツールが、今後の認知症

医療・介護の発展に寄与することを願っております。 

認知症の背景疾患の実態ならびに専門的対応マニュアルに関する調査研究事業 

検討委員会委員長 粟田主一 
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I. 認知症の背景疾患等の実態ならびに専門的対応マニュアルに関する調査研

究事業検討委員会





1. 委員構成





検討委員会委員（〇印：委員長） 

〇粟田 主一 
東京都健康長寿医療センター・認知症未来社会創造センター・セン

ター長

石井 伸弥 医療法人社団知仁会メープルヒル病院・院長 

内海 久美子 砂川市立病院認知症疾患医療センター・センター長 

枝広 あや子 東京都健康長寿医療センター研究所・研究副部長 

武田 章敬 国立長寿医療研究センターもの忘れセンター・センター長 

田中 稔久 三重大学医学部神経・筋病態学講座・教授 

冨本 秀和 
三重県済生会明和病院・院長、三重大学大学院医学系研究科・特定

教授 

中西 亜紀 大阪公立大学大学院生活科学研究科・教授 

新美 芳樹 東京大学医学部・医学部附属病院早期探索開発推進室・特任講師  

藤本 直規 医療法人藤本クリニック・院長 

古田 光 東京都健康長寿医療センター認知症疾患医療センター・センター長 

秋山 治彦 横浜市立脳卒中・神経脊椎センター臨床研究部・部長  

新井 哲明 筑波大学附属病院精神神経科・教授 

和田 健二 川崎医科大学医学部認知症学教室・教授 （マニュアル作成 WG) 

森澤 拓 社会福祉法人浴風会認知症介護研究・研修センター・研究員 

オブザーバー

江川 斉宏 厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課 

吉松 直樹 厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課 

事務局 

山本 英里 一般社団法人 日本認知症学会 
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データ集計・分析ワーキンググループ（〇印：座長） 

〇粟田 主一 
東京都健康長寿医療センター・認知症未来社会創造センター・セ

ンター長

枝広 あや子 東京都健康長寿医療センター研究所・研究副部長 

森澤 拓 社会福祉法人浴風会認知症介護研究・研修センター 研究員 

被災地認知症支援マニュアル作成ワーキンググループ（〇印：座長） 

粟田 主一 
東京都健康長寿医療センター・認知症未来社会創造センター・セ

ンター長

〇中西 亜紀 大阪公立大学大学院生活科学研究科・教授 

秋山 治彦 横浜市立脳卒中・神経脊椎センター臨床研究部・部長 

新井 哲明 筑波大学附属病院精神神経科・教授 

和田 健二 川崎医科大学医学部認知症学教室・教授 
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2. 検討委員会開催実績





令和 6 年度老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業分）テーマ番号 82 

認知症の背景疾患等の実態ならびに専門的対応マニュアルに関する調査研究事業 

第 1 回検討委員会（オンライン） 

2024 年 8 月 10 日（水） 16 時 00 分～18 時 00 分 

議事次第 

1. 委員紹介

2. 厚生労働省挨拶

3. 事業の概要について

4. フリーディスカッション

① 認知症疾患医療センター実績データの収集・管理・集計・分析体制の確立について

② 災害時の認知症対応マニュアルについて

③ DMT 導入を踏まえた医療提供体制の実態調査（フォローアップについて）

④ その他

【配布資料】 

資料 1：議事次第 

資料 2：検討委員会設置要綱 

資料 3：事業の概要について 

参考資料 1：認知症疾患医療センターにおける事業実施状況の報告について（事務連絡） 

参考資料 2：認知症疾患医療センター事業実施状況報告書様式(R5 用) 

参考資料 3：認知症疾患医療センター事業実績報告クラウドシステム 

参考資料 4：Html, PHP ファイル構成 

参考資料 5：被災した認知症の人と家族の支援マニュアル（医療用） 

参考資料 6：被災した認知症の人と家族の支援マニュアル（介護用） 

参考資料 7：被災した認知症の人と家族の支援マニュアル医療用第 2版補遺 

参考資料 8：被災した認知症の人と家族の支援マニュアル介護用第 2版補遺 

参考資料 9：避難所での認知症の人と家族支援ガイド（家族用） 

参考資料 10：避難所での認知症の人と家族支援ガイド（支援者用） 

参考資料 11：認知症医療提供体制の課題に関する調査結果の概要 

参考資料 22：認知症医療提供体制のあり方に関する提言とその後の動き 

参考資料 13：認知症疾患医療センター運営事業実施要綱（令和 6 年 3 月 19 日一部改正） 
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令和 6 年度老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業分）テーマ番号 82 

認知症の背景疾患等の実態ならびに専門的対応マニュアルに関する調査研究事業 

第 2 回検討委員会（オンライン） 

2025 年 1 月 19 日（日） 18 時 00 分～20 時 00 分 

議事次第 

5. 厚生労働省挨拶

6. 事業の概要について

7. 認知症疾患医療センター実績データの収集・管理・集計・分析体制の確立について

＜データ集計・分析 WG からの報告＞

1) 認知症疾患医療センター運営事業実績評価の経緯と縦断的分析（暫定版）

2) 令和 5 年度分認知症疾患医療センター運営事業実績報告書の集計（速報）

3) 認知症疾患医療センター運営事業実績報告クラウドシステムの改良

8. 災害時の認知症対応マニュアルについて

＜マニュアル WG からの報告＞

1) アンケート調査の進捗状況について

2) 被災地認知症支援マニュアル改訂版（案）について

3) 避難所用貼付用チラシ（案）について

4) 文献調査について

9. その他

【配布資料】 

資料 1：議事次第 

資料 2：検討委員会設置要綱 

資料 3：事業の概要について 

資料 4：認知症疾患医療センター運営事業実績評価の経緯と縦断的分析（暫定版） 

資料 5：令和 5 年度分認知症疾患医療センター実績報告書の集計（速報） 

資料 6：認知症疾患医療センター運営事業実績報告クラウドシステム・プロトタイプ 

資料 7：プロトタイプの改良 

資料 8：アンケート調査鑑文 

資料 10：被災地アンケート調査票 

資料 11：アンケート送付先一覧 

資料 12：貼付用チラシ（案） 

資料 13：被災地認知症支援医療マニュアル改訂版（案） 

資料 14：文献調査（2025-01-15 版） 
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令和 6 年度老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業分）テーマ番号 82 

認知症の背景疾患等の実態ならびに専門的対応マニュアルに関する調査研究事業 

第 3 回検討委員会（オンライン） 

2025 年 3 月 14 日（金） 18 時 00 分～20 時 00 分 

議事次第 

10. 厚生労働省挨拶

11. 事業の概要について

12. データ集計・分析 WG からの報告

1) 令和 5 年度分認知症疾患医療センター運営事業実績報告書の集計結果

2) 認知症疾患医療センター運営事業実績評価の経緯と縦断的分析

3) 認知症疾患医療センター運営事業実績報告クラウドシステムの開発

13. 被災地認知症支援マニュアル WG からの報告

14. その他

【配布資料】 

資料 1：議事次第 

資料 2：検討委員会設置要綱 

資料 3：事業の概要について 

資料 4：報告書の表紙と目次（案） 

資料 5：令和 5 年度分認知症疾患医療センター実績報告書集計分析結果（報告書原稿） 

資料 6：認知症疾患医療センター運営事業実績評価の経緯と縦断的分析 

資料 7：認知症疾患医療センター運営事業実績報告クラウドシステムの開発（報告書原稿） 

資料 8：被災地支援マニュアル WG からの報告書案 

資料 9：二次調査依頼文 

資料 10：二次調査一覧 

資料 11：避難所掲示用チラシ こんなときどうしよう 案 

資料 12：避難所掲示用チラシ 認知症の方のご家族へ 案 

資料 13：被災地認知症支援医療マニュアル改訂案 

資料 14：被災地認知症支援マニュアル（介護用詳細版）改訂案 

資料 15：介護用簡易版 案 

資料 16：認知症の人と家族の支援マニュアル（介護用簡易版）案 
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3. 事業の概要





1. 目的

1.1. 認知症疾患医療センター実績データの収集・管理・集計・分析体制の確立 

認知症疾患医療センター運営事業の質の確保を目的とする一連の老人保健健康増進等事

業において、全国の認知症疾患医療センターで毎年新たに診断されている認知症疾患の診

断名別件数（約 10 万件／年）を含む事業実績のデータを、2017（平成 29）年度分より老人

保健健康増進等事業において継続的に集計・分析し、センターの機能状態を経年的に評価し

てきた。本研究ではこれまでに蓄積されてきたデータを縦断的に分析し、認知症疾患医療セ

ンターの機能の経年的変化を明らかにするとともに、今後も認知症疾患医療センター運営

事業の実績データを継続的に収集・管理・集計・分析して認知症疾患医療センター運営事業

の質の確保に向けた施策に反映させていくための方法を示し、その体制整備に向けた政策

提言を行う。 

1.2. 被災地認知症支援マニュアルの作成 

日本認知症学会では、2011 年の東日本大震災の際に、医療職及び介護職向けの「災害時

における認知症の本人・家族等への対応マニュアル」を作成し、学会のホームページ上に公

開している。2024 年１月に発災した能登半島地震においても同マニュアルが活用されてい

るが、作成時より 12 年の歳月を経ており、この間に認知症の医療やケアのあり方、防災対

策のあり方も大きく変容している。本研究では、現在のマニュアルを改訂するとともに、認

知症の背景疾患等を考慮した支援方法やリロケーションダメージへの対策なども含む実用

性の高い支援マニュアルを専門的見地から作成し、広く活用していくための体制整備と政

策提言を行う。 

2. 方法

2.1. 検討委員会の設置と政策提言に向けた検討 

日本認知症学会社会対応委員会委員及び認知症支援に関わる多職種によって構成される

「認知症の背景疾患等の実態ならびに専門的対応マニュアルに関する調査研究事業」検討

委員会を設置し、①認知症疾患医療センター運営事業実績データを継続的に収集・管理・集

計・分析・活用するための方策を検討して政策提言を行うとともに、②「災害時の認知症対

応マニュアル」のあり方を検討し、それを広く活用していくための政策提言を行う。 

2.2. 認知症疾患医療センター実績データの収集・管理・集計・分析体制の確立 

「データ集計・分析ワーキンググループ」を設置し、過去 7 年分（2017 年度～2023 年度）

のデータ統合と縦断的分析を行うとともに、検討委員会での意見を踏まえて、将来的に認知
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症疾患医療センター運営事業の実績データを継続的に収集・管理・集計・分析・活用するた

めの体制を考案する。尚、電子ファイルで収集されるデータを統合して集計・分析するシス

テムを試行的に構築し、その実用性を検証して手引きを作成する。

2.3. 被災地認知症支援マニュアルの作成 

「被災地認知症支援マニュアル作成ワーキンググループ」を設置し、検討委員会の意見を

踏まえて、マニュアル作成のための基礎資料の収集、文献レビュー、被災地において認知症

支援に携わってきた専門職等を対象とするヒアリング調査を行い、それらに基づいて電子

版及び冊子体のマニュアルを作成する。 

3. 事業年間スケジュール

事業は下記のスケジュールで進めた。 
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4. 論点と主な意見（第 1回～第 3回検討委員会）





第 1 回検討委員会における論点と主な意見 

1. 認知症疾患医療センター実績データの収集・管理・集計・分析体制の確立について

○ 認知症疾患医療センター運営事業の質の確保を目的とする一連の老人保健健康増進等

事業において、全国の認知症疾患医療センターで毎年新たに診断されている認知症疾

患の診断名別件数（約 10 万件／年）を含む実績データを、2017 （平成 29）年度分より

老人保健健康増進等事業において継続的に集計・分析し、センターの機能状態を可視化

させてきた。

○ 現在は、EXCEL ファイルで作成されている実績報告書の様式に、各センターで実績デー

タを入力し、それを都道府県が回収し、都道府県が EXCEL ファイル上でそれを統合す

ることによって、EXCEL ファイル上の関数を使ってデータセットが自動的に作成できる

ようになっている。それらを一式揃えて厚労省に提出することとしている。 

○ しかし、このプロセスの中で、さまざまな問題が生じている。例えば、 「各センターに

ID がふられていないので経年データを見ることが出来ない」、「病院名で突き合わせて

ようとしたら病院名が変更になることがある」、「様式を勝手に変更してデータが入力

されたりすることがある」、「欠損値があると、それが 0 を意味するのか、欠損を意味す

るのか判断不能で、集計処理が困難になる」、「厚労省の担当者が変わるとデータセット

がうまく作れなくなったりする」など。

○ こうした問題を克服するために、クラウド上でデータを収集・共有できるシステムを開

発する必要があると考え、そのプロトタイプの開発に着手した。しかし、誰がそれを管

理するかという問題が残されている。この問題は厚生労働省マターであり、今後検討し

ていく必要がある課題であろう。

2. 災害時の認知症対応マニュアルの作成について

○ マニュアルのあり方にはついては、紙媒体と電子媒体の両者を検討する必要がある。分

量が多くならないように注意する必要がある。電子版で細かく切り取って見られるよう

な方法も考慮に入れてはどうか。
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第 2 回検討委員会における論点と主な意見 

1. 認知症疾患医療センター実績報告書集計結果（速報）について

○ 2023 年の段階で診断後支援の相談支援がほぼ 100%に達している。認知症疾患医療セン

ターの診断後支援は、それに関わる相談員の人件費が補助金の積算根拠になっている

ことも影響して、かなり浸透してきているものと推察される。 

○ 一方、ピアサポートについては、現段階では 4 割程度である。ピアを募ってもなかなか

集まらないことや、認知症が進行してピアの対象でなくなるといった問題もある。ピア

サポートをセンターで行う意味がどれほどあるのか。認知症カフェや介護予防でやっ

てはいかがかという意見がある。 

○ ピアサポートを医療機関で行うことに意味はある。そこにいることが気持ち的に楽に

なるということがある。進行とともに他の場所へ移行する時期はあるが、今必要な居場

所はどこかを考えて判定する場所としても医療機関でピアサポートを行う意味がある。 

○ 精神科の認知症疾患医療センターでは抗 Aβ抗体薬にはほとんど対応できていない。最

適使用推進ガイドラインに示されているのであるから、認知症疾患医療センターは抗 A

β抗体薬の紹介機関や継続投与機関にしっかり関わるようにすべきではないか。

○ このたびの最新データは 2023 年度分のデータであるため、抗 Aβ抗体薬が導入されて

から間もないものである。この段階では、精神科病院への普及はかなり難しいのではな

いか。次年度以降の推移を見る必要がある。

2. 認知症疾患医療センター実績データの収集・管理・集計・分析体制の確立について

○ 第 1 回検討委員会で紹介したクラウドシステムのプロトタイプについて以下の 6 項目

の改良点を加えたものを作成した。

 トップ画面に「ID のない方」、「ID を登録済みの方」のボックスを追加した。実績報告

をする方でまだ ID を取得してない新規の方はこちら、登録済みの方はこちらから入る

というようにした。

 昨年と同じメールアドレスで登録した場合は、ログインすると昨年登録した実績デー

タが表示され、それを修正して保存できるように改良した。認証するために電子メール

－22－



アドレスを用いているので、毎年登録をお願いして、メールアドレスが昨年と同じ場合

には昨年登録したデータを表示するようにした。初年度の場合はそれができないので、

初年度は全て空の状態から入力してもらうことになっている。 

 都道府県担当者画面に「確認する年度」の項目を追加した。都道府県担当者にどのよう

な機能が必要かと考え、都道府県担当者には前年度のデータを見るなど継続性も必要

であろうということで、クラウド上で確認する機能を追加した。都道府県担当者の ID

であるメールアドレスとパスワードは翌年度でも利用できるようにしている。1回登録

したデータは、翌年度は、担当者名を変更しても利用できる。メールアドレスを変更す

る場合には再度申請が必要だが、メールアドレスを変更しない限りずっと継続して確

認できる。

 各センターで確認したい年度を入力するとその年度のデータを見ることができる。都

道府県においても、確認したい年度を入力すると、その年度の都道府県内のデータのダ

ウンロードができる。都道府県担当者はここで該当する施設のデータの確認・修正もで

きる。確認すると、電子メールアドレスを登録した際、いっしょに登録した都道府県等

担当者の名前と部署名と電話番号がデータの中に入り保存するとそれがデータとして

登録される。それ以外に、登録完了報告機能というのも追加した。都道府県担当者が責

任を持って認知症疾患医療センターのデータがアップロードされてるのを確認し、そ

れをクラウドシステム管理者に報告し完了年度を入力するという機能を追加した。 

 各センターの実績報告終了画面で各項目の登録不備情報を表示するようにした。必要

なデータが入ってない状態で保存すると、それを入力して下さいというメッセージが

出る。この注意事項は都道府県担当者のほうの画面でも出るので、都道府県担当者も保

存すると、このデータはこういうふうな注意事項が出てるのだということが都道府県

担当者にも分かる。

 クラウドシステムの管理者画面に年度別の報告データのダウンロード機能以外に全年

度報告データのダウンロード機能を追加した。また、登録完了報告確認画面を追加し

た。クラウドシステム管理者画面にログインする時に、確認・修正する年度を登録して、

選択した年度の報告データの確認やダウンロードができるという仕様になっている。

3. 災害時の認知症対応マニュアルの作成について

○ 調査にあたって、この老健事業ではどのような災害を取り扱うかという問題がある。

最近の日本では、地震、津波、洪水、地滑りが多いので、地震・津波・風水害に焦点
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をあてて、地震と津波で能登半島、風水害については岡山県の倉敷市、茨城県の常総

市を選択し、自治体 54 カ所、病院 354 カ所、地域包括 262 事業所、その他団体から

介護老健施設、介護老人福祉施設、特養、グループホーム。DPAT 等の支援チームとい

う形で 11 月にアンケートを発送した。 

○ 認知症学会のマニュアルは東日本大震災の時に作られ、2 回改訂がなされているが、

能登半島の地震の時に補遺版を作って挟み込みをするという形で改訂された。現在、

厚労科研の特別研究班で BPSD の対応マニュアル・ガイドラインを作成しているので、

それとの整合性を図りつつ今後最終的な調整に行う。

○ 現在のバージョンは 18 頁のマニュアルとなっているが、避難所のばたばたしたとこ

ろでは 18 ページも読めない。目次に症状を示し、例えばせん妄と書いてあったらせ

そのページにすぐ行けるようなショートバージョン作ってはどうか。県庁や大きな調

整本部で見る完全版と、避難所のような現場で見る簡略版という 2 バージョンを作成

してはどうか。

○ デジタルのファイルにすれば、クリックして読みたいところに飛べる。各種情報のリ

ンクを検討しては、どうか。

○ どのフェーズでどの場で誰が使うかということで、しっかりしたものとショートバー

ジョンと 2種類あるのが理想的であろう。
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第 3 回検討委員会における論点と主な意見 

1. 認知症疾患医療センター実績報告書集計（縦断分析）の結果について

○ 2017 年～2023 年の 7 年間に、認知症疾患医療センターは 422 から 505 に増えており、

2012 年のオレンジプラン以来の目標設置件数（500 件）をクリアしている。特に一般病

院のセンターが増えていることが目立つ。

○ 専門医療機関の要件と機能については、診断後等支援の「相談員による診断後の相談支

援」が 46％からほぼ 100％に、「ピアサポート、ピアカウンセリングや交流会」が 15％

から約 4 割に達しており、鑑別診断では MCI の診断件数・構成比が全年齢及び 65 歳未

満のいずれのケースにおいても増加傾向にある。認知症の超早期段階でのサービスへ

のアクセスが増えてきている様子が窺える。

○ 身体合併症に対する救急医療の要件と機能については、救急医療機関指定等について

は大きな変化は見られないものの、一般病院のセンターの増加とも関連して、身体合併

症のある認知症患者に対する救急医療への支援やリエゾンチーム配置の割合が少しず

つ増えている。

○ 地域連携推進機関としての要件と機能では、半分以上の認知症疾患医療センターが認

知症初期集中支援チームにチーム員として関与し、6 割ぐらいが後方支援に対応してい

ることから、認知症疾患医療センターと認知症初期集中支援チームとの関係が次第に

強化されてきている様子が窺える。

○ 実績報告書の縦断的分析によって、認知症疾患医療センターの実績の変遷だけではな

く、認知症の専門医療に求められているニーズに関する重要な情報が得られることが

わかる。しかし、縦断分析を通して、改めて、現在の実績報告書の収集・管理・集計・

分析体制に不備があることが再認識された。

2. 認知症疾患医療センター実績データの収集・管理・集計・分析体制の確立について

○ 本研究事業では、①各センターでの実績データの入力、②都道府県・国への提出、③デ

ータセットの作成とデータクリーニング、④集計・分析のプロセスを、より効率的かつ

正確に実施できるようにするために、クラウド上でのデータ収集システムとして、「認

知症疾患医療センター運営事業実績報告クラウドシステム」のプロトタイプを作成し

た。また、このプロトタイプシステムの仕様検討を行い、運用が行えるよう、さくらイ

ンターネットのサーバに実装した。
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○ 報告書には、システムソフトウエアの構成等でプロトタイプシステムの構成とソフト

ウエア構成を記述し、運用システムの方で、さくらレンタルサーバのサーバ上で、アプ

リケーションソフトのバージョンを記述した。また、機能解説とフローチャートでは、

事業実績報告者用の利用画面での機能の解説とフローチャートの説明をし、都道府県

等の担当者の画面での機能の解説とフローチャートの説明をした。最後にクラウドシ

ステム管理者用画面で、機能の解説とフローチャートの説明図を加えた。

○ 最終的な運用システム上でのセキュリティ設定として、メンテナンス用の FTP サーバ

とか、システムの送受信用メールアドレスは DCnet、認知症介護研究・研修東京センタ

ーの電子メールアドレスから送・受信する内容とし、定期的なバックアップ機能を装備

する形にしている。システムの手引、システムマニュアル_管理者編も用意した。

○ 但し、誰がこのシステムを管理するのか、誰がデータを管理するのかということがまだ

明確になっていない。これについては次年度以降の検討課題となるであろう。

3. 災害時の認知症対応マニュアルの作成について

○ 能登半島のヒアリング調査から、以下のような情報が得られている。

 被災地から離れた施設で避難者の受け入れをしていると、その後本人が元いた場所に

帰れなくなってしまうことがある。最初は本人も帰りたいって言っていても、長期化す

るとそこになじんでしまう。施設としてはお返ししたいと考えても、それを指揮・調整

するところがない。

 災害によってニーズが異なるので過去の経験が役立たない部分がある。能登半島でも

東日本の経験があまり役に立たなかったのではないか。東日本の時も阪神の経験が役

に立たなかったのではないか。被災者個人を見ても受けている被害がかなり違う。

 DPAT や福祉系の支援チームが直接診察や介助ができないという問題が生じた。何か法

的な問題があるらしいがそれはいかがなものかという意見が聞かれた。例えば入浴介

助が必要であっても、利用者に触れられないと言われたと。この辺は特に厚生労働省の

ほうにはお伝えしておかなければいけない。

 市町村越えの避難の問題で、例えばある市町村で介護保険未利用の状態で避難してき

たとき、その人が介護保険を使おうとしてもうまく使えないらしい。避難を受け入れた

側の市町村側が介護保険の申請や様々な調整を全部負担してやらなければならないか

ということも指摘された。
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 見取り期に入ってしまった場合の避難先の負担が大きい。特に独居高齢者について課

題があるという指摘が複数あった。

 認知症学会のマニュアルはほとんど知られていなかった。そういう資料があるという

のは喜ばれていたが、その効果がどの程度あったのかは分からない。

 避難所には貼り紙が非常に多い。その中で必要な情報を見つけれるかどうかが分から

ない。ある程度目立つものにしなければいけないのか。QR によるリンクや、厚生労働

省からの初期の通知とかにうまく活用していく必要があるのではないか。

○ 茨城県（風水害）のヒアリング調査から以下のような情報が得られている。

 避難所で認知症の人が、他者の物を勝手に食べてしまう、人の物と他の方の物との区別

がつかない、トイレでないところで排せつする、うろうろされるというようなクレーム

もあった。

 水没すると医療機関等も活動ができない状況だったが、認知症疾患医療センターは非

常に活躍して貢献された。

 在宅酸素などについては、関係者がしっかりと臨機応変な対応をしてくれた。

 水没してカルテが参照できないということもあったというが、その後「電子＠連絡帳」

を作ったとのこと。被災地が行った工夫で有効であったことを全国に伝える必要がある。 

○ 作業部会で、1 枚物の避難所に掲示するチラシを 2 部作った。1 つは認知症と診断され

ていても、されてなくても、困ったという症状があった時に、ちょっと考えてみてくだ

さいというチラシ。「眠れない」とか、避難所で困りそうな症状を主にピックアップし

ている。非常に簡単なことだけを書いており、詳しい認知症のマニュアルのほうに QR

コードでつなぐということにした。もう一つは、認知症と分かってる方ご家族向けのも

の。家族が、家族だけで何とかしなければいけないと思いやすいので、介護施設、福祉

避難所等への案内という意味で作成した。こちらも QR につなげる。 

○ これまでの介護用マニュアルは、文字が多いと指摘されていた。字数を減らして絵を入

れて要点を記載した。「不安」「いらいら」「幻覚・妄想」「落ち着かず歩きまわる」「ア

パシー・抑うつ」「不眠」「排泄」「お役立ち情報へのアクセス」ということでまとめた。

平易なわかりやすい言葉を用いるよう配慮した。

－27－



○ 能登半島地震の時に、厚生労働省が「被災された地域における認知症の方やご家族、そ

の周囲の方へ」と、認知症の方への配慮のお願いを通知したのが 1 月 2 日だった。認

知症の人への初期支援が求められるのが 3 日といわれているが、その初期の 3 日以内

に通知が出せるのは厚生労働省しかない。厚生労働省が出す通知に、少なくとも 1 枚

物のチラシを貼ってもらう、あるいは、リンクを載せてもらってはどうか。そのリンク

にこのマニュアルがつながっていたら自治体等がそこからダウンロードができる。そ

れを厚生労働省にお願いしたい。この委員会として提言してはどうか。

○ このたびの調査で認知症疾患医療センターが非常に役立ったという意見が聞かれた。

災害支援に関する認知症疾患医療センターの役割についても提言してはどうか。この

調査では災害時に認知症支援の司令塔として役割を果たしていると考えられた。災害

時においても、地域の認知症医療・介護の中核的拠点としての役割を果たすことを提言

してはどうか。
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5. 提言

「認知症の背景疾患等の実態ならびに専門的対応マニュアルに関する調査研究」検討委員会 





1. 認知症疾患医療センター実績データの収集・管理・集計・分析体制の確立について

2017 年以降、過去 7 年間にわたって、認知症疾患医療センター運営事業の質の確保を目

的に、認知症疾患医療センターの実績を所定の様式の EXCEL ファイルに入力し、これを都道

府県で集約して国に提出し、老人保健健康増進等事業において集計・分析して報告するとい

う仕組みがつくられてきた。しかし、この方法では、各認知症疾患医療センター・都道府県・

国の間での EXCEL ファイルの受け渡し作業やデータ集約作業に多大の時間と手間を要し、

さらに誤入力をチェックするなどデータクリーニングに関するメカニズムが働かないこと

が明らかにされている。この問題を解決するために、2024 年度老人保健健康増進等事業「認

知症の背景疾患等の実態ならびに専門的対応マニュアルに関する調査研究」検討委員会で

は、円滑なデータ集約と信頼できる集計・分析を継続的に実施できるようクラウド上でデー

タを入力・収集・共有してデータセットを作成できるシステムを開発するとともに、データ

クリーニングを含むデータ管理体制とシステム管理体制を確立することを提言する。

2. 災害時の認知症支援について

近年頻発している地震・津波・洪水等の自然災害に際して、避難所等に避難する認知症の

人への支援にあたっては、ニーズに応じた支援を行うための情報が十分に提供されていな

いことが明らかにされてきている。日本認知症学会では、2011 年の東日本大震災の際に、

被災地の認知症支援マニュアル（介護用、医療用）を作成したが、その内容も古くなったこ

とから、2024 年度老人保健健康増進等事業「認知症の背景疾患等の実態ならびに専門的対

応マニュアルに関する調査研究」において改訂版を作成した。また、同事業では、避難所に

おいて認知症支援に必要な情報が被災の初期段階に伝えられていないこと、マニュアルの

周知が図られていないこと、認知症疾患医療センターが災害時の認知症医療・介護について

重要な役割を果たしていることなども明らかにされた。そこで本事業の検討委員会では、災

害時の認知症支援について以下の 3 つの事項を提言することとした。 

① 災害初期段階に被災地自治体に向けて政府より発出される通知によって、避難所に貼

付できる認知症支援に関する情報ツール（ポスターなど）の周知が図られること。

② 上記の通知やポスターなどに QR コードをつけて、そこから被災地の認知症支援に関す

るマニュアルにもつなげ、各種情報に迅速にアクセスできるようにすること。

③ 認知症疾患医療センターが、災害時において被災地の認知症支援の司令塔（あるいは認

知症医療介護の中核的拠点）として機能できるように平時において果たすべき役割を

明らかにしておくこと。
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付記 

末筆になりますが、被災地の一日も早い復旧ならびに復興を願うとともに、今回の調査に

ご協力いただいた多くの方々にこころから感謝申し上げます。 
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II. 調査研究報告





1. 2023 年度分認知症疾患医療センター運営事業実績報告書の集計分析





1. 研究目的

 認知症疾患医療センター運営事業は都道府県及び指定都市が認知症疾患医療センターを

設置することにより、保健医療・介護機関等と連携を図りながら、地域において認知症に対

して進行予防から地域生活の維持まで必要となる医療を提供できる機能体制の構築を図る

ことを目的とする事業である。

各認知症疾患医療センターは、所定の様式（認知症疾患医療センター協議書兼実績報告書

―以下、実績報告書）を用いて、前年度一年間の実績を都道府県・指定都市に報告すること

が義務付けられている。この実績報告書は、認知症疾患医療センター運営事業実施要綱に沿

って事業実態を把握し、質の評価が可能となるように設計されており、適宜様式の変更を経

て令和 5 年度実績報告書の項目が決定されている。 

本研究の目的は、この実績報告書を用いて、2023 年度一年間の認知症疾患医療センター

の事業実績を分析することにある。尚、2022 年度より基幹型は基幹型ⅠとⅡに類型化され

ている。

2. 研究方法

対象は、2024 年 3 月 31 日現在で認知症疾患医療センターに指定され、実績報告書（Excel

データ）の提出があった全国の 505 施設（基幹型Ⅰ 17、基幹型Ⅱ 4、地域型 386、連携型

98）である（悉皆調査）。実績報告書の内容を基に結果に示す項目を分析対象にした（巻末

資料 1：認知症疾患医療センター運営事業実績報告書様式を参照）。Excel 上の様式統合が

可能な書式によって、都道府県指定都市単位でデータセット化したものを統合して、全国デ

ータとした。各項目については、クロス集計表を用いて、類型別・医療機関種別に分析した。

3. 研究結果

Ⅰ．医療機関基本情報

Ⅰ-1．対象の類型と医療機関種、設置主体 

対象となる認知症疾患医療センターを類型別・医療機関種別（表 1、図 1）に示す。 基幹

型ⅠおよびⅡはすべて一般病院であり、地域型では 45.9％が一般病院、54.1％が精神科病

院であった。連携型は診療所が 42.9％を占めた。類型別の設置主体（表 2）を示す。基幹型

Ⅰは 52.9％が国立、23.5％が都道府県・指定都市立、5.9％が市区町村立であり、あわせて

82.4％が公立の医療機関であった。一方基幹型Ⅱでは 75.0％が国立、25.0％が都道府県・指

定都市立と、あわせて 100％が公立の医療機関であった。地域型、連携型では医療法人が

57.3％、57.0％と最も多くを占めた。 
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表 1 類型別・医療機関種別内訳 

図 1 類型別・医療機関種別内訳（再掲） 

表 2 類型別 設置主体 

⼀般病院 精神科病院 診療所 合計
17 0 0 17

100.0% 0.0% 0.0% 100.0%
4 0 0 4

100.0% 0.0% 0.0% 100.0%
177 209 0 386

45.9% 54.1% 0.0% 100.0%
30 26 42 98

30.6% 26.5% 42.9% 100.0%
228 235 42 505

45.1% 46.5% 8.3% 100.0%

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

基幹型Ⅱ

医療機関種別

学校法⼈ 国 都道府県・指
定都市 市町村 公益法⼈ 医療法⼈ 組合および連

合会 個⼈ その他 合計

1 9 4 1 0 1 0 0 1 17
5.9% 52.9% 23.5% 5.9% 0.0% 5.9% 0.0% 0.0% 5.9% 100.0%

0 3 1 0 0 0 0 0 0 4
0.0% 75.0% 25.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

22 21 33 22 30 221 12 3 22 386
5.7% 5.4% 8.5% 5.7% 7.8% 57.3% 3.1% 0.8% 5.7% 100.0%

1 2 8 6 4 66 3 3 5 98
1.0% 2.0% 8.2% 6.1% 4.1% 67.3% 3.1% 3.1% 5.1% 100.0%

24 35 46 29 34 288 15 6 28 505
4.8% 6.9% 9.1% 5.7% 6.7% 57.0% 3.0% 1.2% 5.5% 100.0%

設置主体

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

基幹型Ⅱ
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Ⅰ-2．病床数 

1) 一般病床：類型別（表 3）、医療機関種別（表 4）に一般病床数を示す。基幹型Ⅰ、Ⅱお

よび一般病院の一般病床が多く、診療所の多い連携型では一般病床数が少なかった。

表 3 類型別 一般病床数 

表 4 医療機関種別 一般病床数 

2) 精神病床：類型別（表 5）、医療機関種別（表 6、図 2）に精神病床数を示す。精神科病

院が多数を占める地域型および精神科病院で精神病床数が多く、診療所では精神病床の設

置がなかった。

表 5 類型別 精神病床数 

表 6 医療機関種別 精神病床数 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 652.6 168.6 649 322 932
基幹型Ⅱ 4 666.5 73.9 652 602 760
地域型 386 159.7 255.1 0 0 1226
連携型 98 49.7 96.5 0 0 400
合計 505 159.0 255.0 0 0 1226

病床数　⼀般病床

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 344.2 284.5 283 0 1226
精神科病院 235 7.4 23.6 0 0 155
診療所 42 1.5 4.9 0 0 19
合計 505 159.0 255.0 0 0 1226

病床数　⼀般病床

医療機関
種別

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 48.2 25.4 41 20 108
基幹型Ⅱ 4 40.0 0.0 40 40 40
地域型 386 185.7 158.2 180 0 808
連携型 98 61.4 107.6 0 0 420
合計 505 155.8 155.8 129 0 808

類型

病床数　精神病床

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 66.8 116.0 30 0 756
精神科病院 235 269.9 118.8 256 0 808
診療所 42 0.0 0.0 0 0 0
合計 505 155.8 155.8 129 0 808

病床数　精神病床

医療機関
種別
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図 2 医療機関種別 精神病床数 

3) 全病床数：類型別（表 7）、医療機関種別（表 8、図 3）に全病床数を示す。一般病床を

含むと基幹型Ⅰ、Ⅱ及び一般病院で病床数が多い傾向があった。ヒストグラムから、精神科

病院及び一般病院に 201-400 床規模の医療機関が多かった（注：令和 4 年度より「その他

病床」と「療養病床」の項目は削除された）。

表 7 類型別 全病床数 

表 8 医療機関種別 全病床数

図 3 医療機関種別 全病床数 

※令和 4 年度実績報告書より「その他病床」と「療養型病床」の項目は削除された。

※令和 4 年度実績報告書より診療科の項目は削除された。

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 713.4 178.4 697 396 1000
基幹型Ⅱ 4 707.0 73.3 692 644 800
地域型 386 354.9 217.2 309 0 1267
連携型 98 122.9 131.5 100 0 434
合計 505 324.7 235.1 282 0 1267

類型

全病床数

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 438.8 262.7 395 39 1267
精神科病院 235 271.9 133.6 256 0 898
診療所 42 1.5 5.0 0 0 19
合計 505 324.7 235.1 282 0 1267

病床数　全病床数

医療機関
種別
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Ⅰ-3．自院におけるアルツハイマー病の抗アミロイドβ抗体薬（抗 Aβ抗体薬）に係る治療

の実施（新規）

令和 5 年度実績報告書より「自院におけるアルツハイマー病の抗アミロイドβ抗体薬（抗

Aβ抗体薬）に係る治療の実施」の項目が設けられた。初期投与と継続投与いずれも対応し

ている場合には、「対応している（初期投与）」が選択される。類型別（表 9、図 4）、医療機

関種別（表 10、図 5）に自院におけるアルツハイマー病の抗アミロイドβ抗体薬（抗 Aβ

抗体薬）に係る治療の実施状況を示す。初期投与の実施は基幹型Ⅰで 70.6％、基幹型Ⅱで

100.0％であった。一方、地域型や連携型では、対応していないが 75.7％、87.5％と大半を

占めた。医療機関種別では一般病院の 39.0％が初期投与に対応、4.0％が継続投与に対応し

ていたが 57.0％は対応しておらず、また精神科病院の 93.0％、診療所の 82.9％は対応して

いなかった。

表 9 類型別 自院における抗 Aβ抗体薬治療の実施 

図 4 類型別 自院における抗 Aβ抗体薬治療の実施（再掲） 

対応している
（初期投与）

対応している
（継続投与） 対応していない 合計

12 0 5 17
70.6% 0.0% 29.4% 100.0%

4 0 0 4
100.0% 0.0% 0.0% 100.0%

74 17 284 375
19.7% 4.5% 75.7% 100.0%

6 6 84 96
6.3% 6.3% 87.5% 100.0%

96 23 373 492
19.5% 4.7% 75.8% 100.0%

⾃院における抗Aβ抗体薬治療の実施

類型

基幹型Ⅰ

基幹型Ⅱ

地域型

連携型

合計
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表 10 医療機関種別 自院における抗 Aβ抗体薬治療の実施 

図 5 医療機関種別 自院における抗 Aβ抗体薬治療の実施（再掲） 

対応している
（初期投与）

対応している
（継続投与） 対応していない 合計

87 9 127 223
39.0% 4.0% 57.0% 100.0%

7 9 212 228
3.1% 3.9% 93.0% 100.0%

2 5 34 41
4.9% 12.2% 82.9% 100.0%

96 23 373 492
19.5% 4.7% 75.8% 100.0%

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計

⾃院における抗Aβ抗体薬治療の実施

医療機関
種別
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Ⅱ．専門的医療機関及び診断後等支援機能としての要件と機能

Ⅱ-1．稼働状況および人員配置 
 
1) 稼働日数：類型別の稼働日数（表 11、図 6）、医療機関種別の稼働日数（表 12、図 7）を

それぞれ示す。基幹型の稼働日数が多く、地域型と連携型の間には差はなかった。医療機関

種別では診療所の稼働日数が多い傾向があった。

表 11 類型別 稼働日数（上段：週、下段：年） 

 

図 6 類型別 稼働日数（左図：週、右図：年） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 5.8 1.0 5 5 7
基幹型Ⅱ 4 5.0 0.0 5 5 5
地域型 386 5.2 0.5 5 2 7
連携型 98 5.2 0.7 5 1 7
合計 505 5.3 0.6 5 1 7

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 293.6 61.7 246 240 366
基幹型Ⅱ 4 244.0 0.8 244 243 245
地域型 386 256.8 28.3 245 93 366
連携型 98 253.5 38.5 244 48 365
合計 505 257.3 32.6 245 48 366

稼働⽇数　週

類型

稼働⽇数　年間

類型
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表 12 医療機関種別 稼働日数（上段：週、下段：年） 

 

図 7 医療機関種別 稼働日数（左図：週、右図：年） 

2) 医師配置状況：類型別医師配置状況（表 13、14、15、図 8）、医療機関種別医師配置状

況（表 16、17、18、図 9）をそれぞれ示す。実績報告書上で数値入力項目の空欄は集計デ

ータ上で「0」とされ、集計に含まれることに留意が必要である。すべての認知症疾患医療

センターに専門医（日本老年精神医学会若しくは日本認知症学会の定める専門医）または専

門医以外の医師（認知症疾患の鑑別診断等の専門医療を主たる業務とした 5 年以上の臨床

経験を有する医師）のいずれかが配属されていた。類型別では専門医の配置人数は基幹型Ⅰ

で中央値 2 名、基幹型Ⅱで中央値 3 名であり。地域型、連携型では中央値 1 名であった。

専門医以外の医師は、基幹型Ⅱ以外は中央値 1 名であった。医療機関種別では専門医はい

ずれも中央値 1 名であった。 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 5.2 0.6 5 1 7
精神科病院 235 5.3 0.6 5 2 7
診療所 42 5.4 0.5 5 5 6
合計 505 5.3 0.6 5 1 7

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 255.0 35.0 244 48 366
精神科病院 235 258.9 31.4 245 93 366
診療所 42 261.3 24.6 248 237 345
合計 505 257.3 32.6 245 48 366

稼働⽇数　年間

医療機関
種別

稼働⽇数　週

医療機関
種別
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表 13 類型別 医師配置状況（専門医または専門医以外の医師） 

 

表 14 類型別 医師配置状況（専門医） 

表 15 類型別 医師配置状況（専門医以外の医師） 

図 8 類型別 専門医配置状況 

配置なし 配置あり 合計
0 17 17

0.0% 100.0% 100.0%
0 4 4

0.0% 100.0% 100.0%
0 386 386

0.0% 100.0% 100.0%
0 98 98

0.0% 100.0% 100.0%
0 505 505

0.0% 100.0% 100.0%

類型

基幹型Ⅰ

地域型

合計

連携型

基幹型Ⅱ

専⾨医または専⾨医以外の医師いずれか

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 2.2 1.4 2 0 5
基幹型Ⅱ 4 2.8 1.3 3 1 4
地域型 386 1.3 1.5 1 0 14
連携型 98 0.7 0.8 1 0 3
合計 505 1.2 1.5 1 0 14

⽇本⽼年精神医学会若しくは⽇本認知症学会の定める専⾨医

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 1.8 2.1 1 0 8
基幹型Ⅱ 4 1.0 2.0 0 0 4
地域型 386 2.1 2.5 1 0 23
連携型 98 1.6 1.5 1 0 10
合計 505 2.0 2.3 1 0 23

類型

上記以外で、認知症疾患の鑑別診断等の専⾨医療を主たる業務とした５年以上の臨床経験を有する医師
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表 16 医療機関別 医師配置状況（専門医または専門医以外の医師） 

 

表 17 医療機関種別 医師配置状況（専門医） 

 

表 18 医療機関種別 医師配置状況（専門医以外の医師）

図 9 医療機関種別 専門医配置状況 

3) 精神保健福祉士配置状況：類型別精神保健福祉士配置状況（表 19、20、21）、医療機関

種別精神保健福祉士配置状況（表 22、23、24）をそれぞれ示す。実績報告書上での数値入

力欄の空欄は集計データ上「0」となり集計に含まれることに留意が必要である。専従・兼

務のいずれかで 88.9％の医療機関に精神保健福祉士が配置されており、昨年度と同等であ

った。

配置なし 配置あり 合計
0 228 228

0.0% 100.0% 100.0%
0 235 235

0.0% 100.0% 100.0%
0 42 42

0.0% 100.0% 100.0%
0 505 505

0.0% 100.0% 100.0%

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計

医療機関
種別

専⾨医または専⾨医以外の医師いずれか

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 1.5 1.8 1 0 14
精神科病院 235 1.1 1.1 1 0 6
診療所 42 0.8 0.9 1 0 3
合計 505 1.2 1.5 1 0 14

医療機関
種別

⽇本⽼年精神医学会若しくは⽇本認知症学会の定める専⾨医

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 2.0 2.5 1 0 23
精神科病院 235 2.1 2.3 1 0 13
診療所 42 1.3 1.2 1 0 5
合計 505 2.0 2.3 1 0 23

医療機関
種別

上記以外で、認知症疾患の鑑別診断等の専⾨医療を主たる業務とした５年以上の臨床経験を有する医師
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表 19 類型別 精神保健福祉士配置状況 

表 20 類型別 精神保健福祉士配置状況（専従） 

表 21 類型別 精神保健福祉士配置状況（兼務） 

 

表 22 医療機関種別 精神保健福祉士配置状況 

表 23 医療機関種別 精神保健福祉士配置状況（専従） 

 

配置なし 配置あり 合計
1 16 17

5.9% 94.1% 100.0%
0 4 4

0.0% 100.0% 100.0%
18 368 386

4.7% 95.3% 100.0%
37 61 98

37.8% 62.2% 100.0%
56 449 505

11.1% 88.9% 100.0%

精神保健福祉⼠の専従または兼務のいずれか

類型

基幹型Ⅰ

基幹型Ⅱ

地域型

連携型

合計

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 0.9 0.5 1 0 2
基幹型Ⅱ 4 0.8 0.5 1 0 1
地域型 386 0.9 0.5 1 0 6
連携型 98 0.2 0.4 0 0 1
合計 505 0.7 0.6 1 0 6

精神保健福祉⼠　専従

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 0.5 0.6 0 0 2
基幹型Ⅱ 4 0.5 0.6 1 0 1
地域型 386 1.2 1.4 1 0 12
連携型 98 0.9 1.2 1 0 5
合計 505 1.1 1.3 1 0 12

精神保健福祉⼠　兼務

類型

配置なし 配置あり 合計
29 199 228

12.7% 87.3% 100.0%
5 230 235

2.1% 97.9% 100.0%
22 20 42

52.4% 47.6% 100.0%
56 449 505

11.1% 88.9% 100.0%
合計

診療所

精神科病院

⼀般病院

医療機関
種別

精神保健福祉⼠の専従または兼務のいずれか

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 0.8 0.7 1 0 6
精神科病院 235 0.8 0.4 1 0 2
診療所 42 0.2 0.4 0 0 1
合計 505 0.7 0.6 1 0 6

精神保健福祉⼠　専従

医療機関
種別
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表 24 医療機関種別 精神保健福祉士配置状況（兼務） 

4) 保健師配置状況：類型別保健師配置状況（表 25、26、27）、医療機関種別保健師配置状

況（表 28、29、30）をそれぞれ示す。数値入力項目の空欄は集計データ上で「0」となり

集計に含まれることに留意が必要である。専従・兼務のいずれかで保健師の配置がされて

いるのは 11.9％であった。いずれの認知症疾患医療センターでも専従保健師の配置人数は

中央値 0 名での配置であったが、一方最大で 2 名の配置があった。 

表 25 類型別 保健師の配置状況 

 

表 26 類型別 保健師配置状況（専従） 

表 27 類型別 保健師配置状況（兼務） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 0.9 1.4 1 0 12
精神科病院 235 1.4 1.2 1 0 7
診療所 42 0.6 1.1 0 0 5
合計 505 1.1 1.3 1 0 12

医療機関
種別

精神保健福祉⼠　兼務

配置なし 配置あり 合計
13 4 17

76.5% 23.5% 100.0%
1 3 4

25.0% 75.0% 100.0%
342 44 386

88.6% 11.4% 100.0%
89 9 98

90.8% 9.2% 100.0%
445 60 505

88.1% 11.9% 100.0%

保健師の専従または兼務のいずれか

類型

基幹型Ⅰ

基幹型Ⅱ

地域型

連携型

合計

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 0.2 0.6 0 0 2
基幹型Ⅱ 4 0.3 0.5 0 0 1
地域型 386 0.1 0.3 0 0 2
連携型 98 0.0 0.2 0 0 1
合計 505 0.1 0.3 0 0 2

保健師　専従

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 0.1 0.2 0 0 1
基幹型Ⅱ 4 0.5 0.6 1 0 1
地域型 386 0.1 0.2 0 0 1
連携型 98 0.1 0.2 0 0 1
合計 505 0.1 0.3 0 0 1

保健師　兼務

類型
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表 28 医療機関別 保健師配置状況 

表 29 医療機関種別 保健師配置状況（専従） 

 

表 30 医療機関種別 保健師配置状況（兼務） 

5) 臨床心理技術者配置状況：類型別臨床心理技術者配置状況（表 31、32、33）、医療機関

種別臨床心理技術者配置状況（表 34、35、36）をそれぞれ示す。数値入力欄の空欄は集

計データ上で「0」となり集計に含まれることに留意が必要である。専従・兼務のいずれ

かの臨床心理技術者は 86.3％の医療機関に配属されており、昨年度と比較すると 1.1 ポイ

ント減であった。臨床心理技術者は専従の者は少なく最大 5 名、兼務の者では最大 7 名の

配置があった。

表 31 類型別 臨床心理士技術者配置状況 

 

配置なし 配置あり 合計
192 36 228

84.2% 15.8% 100.0%
217 18 235

92.3% 7.7% 100.0%
36 6 42

85.7% 14.3% 100.0%
445 60 505

88.1% 11.9% 100.0%
合計

診療所

精神科病院

⼀般病院

医療機関
種別

保健師の専従または兼務のいずれか

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 0.1 0.3 0 0 2
精神科病院 235 0.1 0.3 0 0 2
診療所 42 0.1 0.3 0 0 1
合計 505 0.1 0.3 0 0 2

保健師　専従

医療機関
種別

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 0.1 0.3 0 0 1
精神科病院 235 0.0 0.2 0 0 1
診療所 42 0.1 0.3 0 0 1
合計 505 0.1 0.3 0 0 1

保健師　兼務

医療機関
種別

配置なし 配置あり 合計
0 17 17

0.0% 100.0% 100.0%
0 4 4

0.0% 100.0% 100.0%
16 370 386

4.1% 95.9% 100.0%
53 45 98

54.1% 45.9% 100.0%
69 436 505

13.7% 86.3% 100.0%

臨床⼼理技術者の専従または兼務のいずれか

類型

基幹型Ⅰ

基幹型Ⅱ

地域型

連携型

合計
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表 32 類型別 臨床心理士技術者配置状況（専従） 

 

表 33 類型別 臨床心理士技術者配置状況（兼務） 

 

表 34  医療機関別 臨床心理士技術者配置状況 

表 35 医療機関種別 臨床心理技術者配置状況（専従） 

 

表 36 医療機関種別 臨床心理技術者配置状況（兼務） 

6) 連携推進補助員配置状況： 類型別連携推進補助員配置状況（表 37、38、39）、医療機

関種別連携推進補助員配置状況（表 40、41、42）をそれぞれ示す。数値入力欄の空欄は集

計データ上で「0」となり集計に含まれることに留意が必要である。専従・兼務のいずれか

の連携推進補助員が配置されている医療機関は 10.1％であった。中央値ではいずれも 0 名

の配置であり、最大で専従 2 名、兼務 5 名の配置であった。

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 0.4 0.6 0 0 2
基幹型Ⅱ 4 0.0 0.0 0 0 0
地域型 386 0.2 0.6 0 0 5
連携型 98 0.1 0.3 0 0 2
合計 505 0.2 0.5 0 0 5

臨床⼼理技術者　専従

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 0.8 0.5 1 0 2
基幹型Ⅱ 4 1.0 0.0 1 1 1
地域型 386 1.1 0.8 1 0 7
連携型 98 0.6 0.8 0 0 4
合計 505 1.0 0.8 1 0 7

臨床⼼理技術者　兼務

類型

配置なし 配置あり 合計
24 204 228

10.5% 89.5% 100.0%
22 213 235

9.4% 90.6% 100.0%
23 19 42

54.8% 45.2% 100.0%
69 436 505

13.7% 86.3% 100.0%
合計

診療所

精神科病院

⼀般病院

医療機関
種別

臨床⼼理技術者の専従または兼務のいずれか

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 0.2 0.7 0 0 5
精神科病院 235 0.1 0.3 0 0 1
診療所 42 0.1 0.4 0 0 2
合計 505 0.2 0.5 0 0 5

医療機関
種別

臨床⼼理技術者　専従

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 1.1 0.9 1 0 7
精神科病院 235 1.0 0.6 1 0 4
診療所 42 0.5 0.7 0 0 2
合計 505 1.0 0.8 1 0 7

臨床⼼理技術者　兼務

医療機関
種別
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表 37 類型別 連携推進補助員配置状況 

 

表 38 類型別 連携推進補助員配置状況（専従） 

表 39 類型別 連携推進補助員配置状況（兼務） 

 

表 40 医療機関別 連携推進補助員配置状況 

表 41 医療機関種別 連携推進補助員配置状況（専従） 

 

配置なし 配置あり 合計
13 4 17

76.5% 23.5% 100.0%
4 0 4

100.0% 0.0% 100.0%
353 33 386

91.5% 8.5% 100.0%
84 14 98

85.7% 14.3% 100.0%
454 51 505

89.9% 10.1% 100.0%

連携推進補助員の専従または兼務のいずれか

類型

基幹型Ⅰ

基幹型Ⅱ

地域型

連携型

合計

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 0.2 0.4 0 0 1
基幹型Ⅱ 4 0.0 0.0 0 0 0
地域型 386 0.0 0.2 0 0 2
連携型 98 0.0 0.1 0 0 1
合計 505 0.0 0.2 0 0 2

連携推進補助員　専従

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 0.1 0.2 0 0 1
基幹型Ⅱ 4 0.0 0.0 0 0 0
地域型 386 0.1 0.4 0 0 5
連携型 98 0.2 0.7 0 0 5
合計 505 0.1 0.5 0 0 5

類型

連携推進補助員　兼務

配置なし 配置あり 合計
198 30 228

86.8% 13.2% 100.0%
220 15 235

93.6% 6.4% 100.0%
36 6 42

85.7% 14.3% 100.0%
454 51 505

89.9% 10.1% 100.0%
合計

診療所

精神科病院

⼀般病院

医療機関
種別

連携推進補助員の専従または兼務のいずれか

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 0.1 0.2 0 0 2
精神科病院 235 0.0 0.1 0 0 1
診療所 42 0.0 0.0 0 0 0
合計 505 0.0 0.2 0 0 2

連携推進補助員　専従

医療機関
種別
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表 42 医療機関種別 連携推進補助員配置状況（兼務） 

7) 診断後等支援のための相談員の配置状況： 類型別・診断後等支援のための社会福祉士

配置状況（表 43、44、45）、医療機関種別・診断後等支援のための社会福祉士配置状況（表

46、47、48）、類型別・診断後等支援のための精神保健福祉士配置状況（表 49、50、51）、

医療機関種別・診断後等支援のための精神保健福祉士配置状況（表 52、53、54）をそれぞ

れ示す。数値入力欄の空欄は集計データ上で「0」となり集計に含まれることに留意が必要

である。専従・兼務のいずれかの診断後等支援のための相談員が配置されている医療機関は、

社会福祉士 12.3％（1.3 ポイント減）、精神保健福祉士 49.5％（4.4 ポイント増）であった。

中央値ではいずれも 0 名ではあるが、最大値では、地域型および一般病院で診断後等支援

のための社会福祉士の配置が多く（兼務最大値 9 名）、地域型および一般病院、精神科病院

で診断後等支援のための精神保健福祉士の配置が多かった（地域型の専従最大値 5 名、兼

務最大値 12 名、精神科病院の兼務中央値 1 名）。そのほかの職種は、看護師（認知症看護

認定看護師・老年看護認定看護師含む）、保健師、臨床心理技術者、公認心理士、介護支援

専門員、介護福祉士、作業療法士、言語聴覚士、理学療法士、薬剤師、管理栄養士、医療ソ

ーシャルワーカー、認知症ケア上級専門士、若年性認知症支援コーディネータ、音楽療法士

および認知症当事者（経験専門家）などが配置されていた。

表 43 類型別 診断後等支援のための相談員 社会福祉士配置状況（専従または兼務のいずれか） 

表 44 類型別 診断後等支援のための相談員 社会福祉士配置状況（専従）

 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 0.1 0.4 0 0 2
精神科病院 235 0.1 0.6 0 0 5
診療所 42 0.2 0.6 0 0 2
合計 505 0.1 0.5 0 0 5

医療機関
種別

連携推進補助員　兼務

配置なし 配置あり 合計
14 3 17

82.4% 17.6% 100.0%
4 0 4

100.0% 0.0% 100.0%
345 41 386

89.4% 10.6% 100.0%
80 18 98

81.6% 18.4% 100.0%
443 62 505

87.7% 12.3% 100.0%

診断後等⽀援のための相談員　社会福祉⼠の専従または兼務のいずれか

類型

基幹型Ⅰ

基幹型Ⅱ

地域型

連携型

合計

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 0.1 0.3 0 0 1
基幹型Ⅱ 4 0.0 0.0 0 0 0
地域型 386 0.0 0.2 0 0 1
連携型 98 0.0 0.2 0 0 1
合計 505 0.0 0.2 0 0 1

診断後等⽀援のための相談員の配置　社会福祉⼠　専従

類型
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表 45 類型別 診断後等支援のための相談員 社会福祉士配置状況（兼務） 

 

表 46 医療機関種別 診断後等支援のための相談員 社会福祉士配置状況（専従または兼務のいずれか） 

 

表 47 医療機関種別 診断後等支援のための相談員 社会福祉士配置状況（専従） 

 

表 48 医療機関種別 診断後等支援のための相談員 社会福祉士配置状況（兼務） 

 

表 49 類型別 診断後等支援のための相談員 精神保健福祉士配置状況（専従または兼務のいずれか） 

 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 0.1 0.2 0 0 1
基幹型Ⅱ 4 0.0 0.0 0 0 0
地域型 386 0.2 0.8 0 0 9
連携型 98 0.2 0.5 0 0 3
合計 505 0.2 0.7 0 0 9

診断後等⽀援のための相談員の配置　社会福祉⼠　兼務

類型

配置なし 配置あり 合計
187 41 228

82.0% 18.0% 100.0%
222 13 235

94.5% 5.5% 100.0%
34 8 42

81.0% 19.0% 100.0%
443 62 505

87.7% 12.3% 100.0%
合計

診療所

精神科病院

⼀般病院

医療機関
種別

診断後等⽀援のための相談員　社会福祉⼠の専従または兼務のいずれか

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 0.1 0.2 0 0 1
精神科病院 235 0.0 0.1 0 0 1
診療所 42 0.0 0.2 0 0 1
合計 505 0.0 0.2 0 0 1

診断後等⽀援のための相談員の配置　社会福祉⼠　専従

医療機関
種別

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 0.3 1.0 0 0 9
精神科病院 235 0.1 0.3 0 0 2
診療所 42 0.2 0.5 0 0 2
合計 505 0.2 0.7 0 0 9

診断後等⽀援のための相談員の配置　社会福祉⼠　兼務

医療機関
種別

配置なし 配置あり 合計
9 8 17

52.9% 47.1% 100.0%
3 1 4

75.0% 25.0% 100.0%
179 207 386

46.4% 53.6% 100.0%
64 34 98

65.3% 34.7% 100.0%
255 250 505

50.5% 49.5% 100.0%

診断後等⽀援のための相談員　精神保健福祉⼠の専従または兼務のいずれか

類型

基幹型Ⅰ

基幹型Ⅱ

地域型

連携型

合計
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表 50 類型別 診断後等支援のための相談員 精神保健福祉士配置状況（専従） 

 

 

表 51 類型別 診断後等支援のための相談員 精神保健福祉士配置状況（兼務） 

 

 

表 52 医療機関別 診断後等支援のための相談員 精神保健福祉士配置状況（専従または兼務のいずれか） 

 

 

表 53 医療機関別 診断後等支援のための相談員 精神保健福祉士配置状況（専従） 

 

 

表 54 医療機関別 診断後等支援のための相談員 精神保健福祉士配置状況（兼務） 

 

 

 

 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 0.2 0.4 0 0 1
基幹型Ⅱ 4 0.3 0.5 0 0 1
地域型 386 0.3 0.5 0 0 5
連携型 98 0.1 0.2 0 0 1
合計 505 0.2 0.5 0 0 5

診断後等⽀援のための相談員の配置　精神保健福祉⼠　専従

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 0.3 0.5 0 0 1
基幹型Ⅱ 4 0.3 0.5 0 0 1
地域型 386 0.7 1.3 0 0 12
連携型 98 0.5 1.0 0 0 5
合計 505 0.7 1.2 0 0 12

診断後等⽀援のための相談員の配置　精神保健福祉⼠　兼務

類型

配置なし 配置あり 合計
126 102 228

55.3% 44.7% 100.0%
96 139 235

40.9% 59.1% 100.0%
33 9 42

78.6% 21.4% 100.0%
255 250 505

50.5% 49.5% 100.0%
合計

診療所

精神科病院

⼀般病院

医療機関
種別

診断後等⽀援のための相談員　精神保健福祉⼠の専従または兼務のいずれか

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 0.2 0.5 0 0 5
精神科病院 235 0.2 0.4 0 0 2
診療所 42 0.0 0.2 0 0 1
合計 505 0.2 0.5 0 0 5

診断後等⽀援のための相談員の配置　精神保健福祉⼠　専従

医療機関
種別

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 0.5 1.2 0 0 12
精神科病院 235 0.9 1.3 1 0 9
診療所 42 0.3 0.8 0 0 3
合計 505 0.7 1.2 0 0 12

診断後等⽀援のための相談員の配置　精神保健福祉⼠　兼務

医療機関
種別
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8) 診断後等支援機能に関する業務内容

相談員による診断後の相談支援、ピアカウンセリングなどのピアサポート活動や交流会

の実施、その他の日常生活支援業務の実施を類型別・医療機関種別に示す（表 55、56、図

10、11）。空欄の報告は昨年同様で、相談員による診断後の相談支援には空欄 2 件であった

が、ピアカウンセリングなどのピアサポート活動や交流会の実施は 71 件の空欄、その他の

活動は49件の空欄があり、欠損値として扱った。相談員による診断後の相談は全体で97.2％

が実施しており、昨年度と実施率に大きな差はなかった。ピアカウンセリングなどのピアサ

ポート活動や交流会の実施は全体で 45.6％が実施しており（4.8 ポイント増）、地域型およ

び診療所での実施が多く、次いで一般病院が多く実施していた。その他の内容は認知症の人

や家族介護者を対象とした相談会・講座の開催等による支援、認知症カフェや本人家族の交

流会（本人ミーティング、ピアカウンセリング含む）、若年性認知症本人の会、男性介護者

家族の会などピアサポートの開催や案内、受療前相談、福祉サービス等の社会資源の利用援

助や面接同行、自宅訪問による援助、通院継続のための支援、コグニサイズ、スローショッ

ピングやコーラスグループ等の非薬物療法、認知症関連書籍紹介、他団体が主催する活動へ

の運営協力など多彩な内容が挙げられた。

経年的な比較は結果の末尾に記載する（付表 1～4）。 

表 55 類型別 診断後等支援機能に関する業務内容

表 56 医療機関種別 診断後等支援機能に関する業務内容 

相談員による診断後の
相談⽀援

ピアカウンセリングなどの
ピアサポート活動や

交流会の実施
その他

あり あり あり
489 198 189

97.2% 45.6% 41.4%
17 7 8

100.0% 41.2% 50.0%
4 1 1

100.0% 25.0% 25.0%
374 155 140

97.4% 47.1% 40.8%
94 35 40

95.9% 41.7% 43.0%

合計

連携型

基幹型Ⅱ
類型

基幹型Ⅰ

地域型

相談員による診断後の
相談⽀援

ピアカウンセリングなどの
ピアサポート活動や

交流会の実施
その他

あり あり あり
489 198 189

97.2% 45.6% 41.4%
221 94 94

97.4% 49.5% 45.6%
227 84 67

97.0% 39.4% 32.2%
41 20 28

97.6% 64.5% 66.7%

合計

医療機関
種別

診療所

⼀般病院

精神科病院
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図 10 類型別 診断後等支援機能に関する業務内容(再掲)

図 11 医療機関種別 診断後等支援機能に関する業務内容（再掲） 
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Ⅱ-2．検査体制 
 
類型別検査体制（表 57、58、59、図 12、13）、医療機関種別検査体制（表 60、61、62、

図 14、15）をそれぞれ示す。PET 検査と髄液検査は令和 4 年度実績報告書より追加された

項目である。令和 4 年度と比較すると基幹型Ⅰの傾向は概ね不変であるが、基幹型Ⅱでは

髄液検査が 75％整備から 100％整備になった。自施設で画像検査が困難なケースは、連携

医療機関における検査設備を活用していると考えられるが、自施設と連携先のどちらかに

検査体制があるとの回答は全体で PET 検査 51.3％、髄液検査 64.0％と令和 4 年度に比較

しやや上昇した。医療機関種別にみても、CT 検査の整備率は高いものの、診療所で CT 検

査が自院で可能なものは 40.5％であった。類型別同様、自施設で検査が困難な医療機関は、

連携医療機関における画像検査設備を活用していると考えられ、特に診療所では、自施設と

連携先のいずれかに髄液検査設備がある診療所は令和 4 年度と比較すると 28.2 ポイント増

加した。

表 57 類型別 自施設検査体制

 

図 12 類型別 自施設検査体制(再掲)

CT検査 MRI検査 SPECT検査 PET検査 髄液検査
あり あり あり あり あり

468 259 140 68 167
92.7% 51.3% 27.7% 13.5% 33.1%

17 16 17 13 14
100.0% 94.1% 100.0% 76.5% 82.4%

4 4 4 3 4
100.0% 100.0% 100.0% 75.0% 100.0%

383 202 108 49 134
99.2% 52.3% 28.0% 12.7% 34.7%

64 37 11 3 15
65.3% 37.8% 11.2% 3.1% 15.3%

連携型

基幹型Ⅱ

合計

類型

基幹型Ⅰ

地域型
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表 58 類型別 連携先の画像検査設備 

 

 

 

図 13 類型別 連携先の画像検査設備（再掲） 

 

表 59 類型別 自施設または連携先の検査体制 

 

 

  

CT検査 MRI検査 SPECT検査 PET検査 髄液検査
連携先にあり 連携先にあり 連携先にあり 連携先にあり 連携先にあり

95 259 360 193 164
18.8% 51.3% 71.3% 38.2% 32.5%

0 0 0 3 1
0.0% 0.0% 0.0% 17.6% 5.9%

0 0 0 1 0
0.0% 0.0% 0.0% 25.0% 0.0%

47 192 275 142 115
12.2% 49.7% 71.2% 36.8% 29.8%

48 67 85 47 48
49.0% 68.4% 86.7% 48.0% 49.0%

地域型
類型

基幹型Ⅰ

連携型

合計

基幹型Ⅱ

CT検査 MRI検査 SPECT検査 PET検査 髄液検査
⾃施設または連携

先にあり
⾃施設または連携

先にあり
⾃施設または連携

先にあり
⾃施設または連携

先にあり
⾃施設または連携

先にあり
502 496 494 259 323

99.4% 98.2% 97.8% 51.3% 64.0%
17 16 17 16 14

100.0% 94.1% 100.0% 94.1% 82.4%
4 4 4 4 4

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
385 380 378 191 244

99.7% 98.4% 97.9% 49.5% 63.2%
96 96 95 48 61

98.0% 98.0% 96.9% 49.0% 62.2%

合計

類型

基幹型Ⅰ

基幹型Ⅱ

地域型

連携型
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表 60 医療機関種別 自施設検査体制 

 

 

 

図 14 医療機関種別 自施設検査体制(再掲) 

 

表 61 医療機関種別 連携先の画像検査設備 

 

 

CT検査 MRI検査 SPECT検査 PET検査 髄液検査
あり あり あり あり あり

468 259 140 68 167
92.7% 51.3% 27.7% 13.5% 33.1%

227 195 132 67 144
99.6% 85.5% 57.9% 29.4% 63.2%

224 54 6 0 21
95.3% 23.0% 2.6% 0.0% 8.9%

17 10 2 1 2
40.5% 23.8% 4.8% 2.4% 4.8%

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計

CT検査 MRI検査 SPECT検査 PET検査 髄液検査
連携先にあり 連携先にあり 連携先にあり 連携先にあり 連携先にあり

95 259 360 193 164
18.8% 51.3% 71.3% 38.2% 32.5%

16 43 96 67 36
7.0% 18.9% 42.1% 29.4% 15.8%

50 183 226 101 101
21.3% 77.9% 96.2% 43.0% 43.0%

29 33 38 25 27
69.0% 78.6% 90.5% 59.5% 64.3%

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計
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図 15 医療機関種別 連携先の画像検査設備（再掲） 

表 62 医療機関種別 自施設または連携先の検査体制 

Ⅱ-3．相談件数 
 

1） 相談方法：類型別相談件数（表 63、図 16）、医療機関種別相談件数（表 64、図 17）を

それぞれ示す。相談件数の数値入力欄が空欄となっていた医療機関では、訪問相談件数

を確認していない、あるいは当該方法による相談を行っていない可能性があるが、集計

データ上では「0」となり集計に含まれていることに注意が必要である。平均相談件数

は、基幹型Ⅱの面接相談件数が少なく、地域型で電話・面接・訪問相談件数が多く、連

携型でオンライン・その他相談件数が多いが、ともに医療機関ごとのばらつきが非常に

大きいことが伺われた。医療機関種別では平均の電話相談件数は精神科病院で多く、面

接相談件数は一般病院で多く、訪問・オンライン相談件数は診療所において多かった。 

CT検査 MRI検査 SPECT検査 PET検査 髄液検査
⾃施設または連携

先にあり
⾃施設または連携

先にあり
⾃施設または連携

先にあり
⾃施設または連携

先にあり
⾃施設または連携

先にあり
502 496 494 259 323

99.4% 98.2% 97.8% 51.3% 64.0%
227 225 225 133 176

99.6% 98.7% 98.7% 58.3% 77.2%
235 231 230 101 119

100.0% 98.3% 97.9% 43.0% 50.6%
40 40 39 25 28

95.2% 95.2% 92.9% 59.5% 66.7%

合計

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所
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表 63 類型別 相談件数（上から電話相談、面接相談、訪問相談、オンライン、その他） 

 

図 16 類型別 相談件数（上から電話相談、面接相談、訪問相談、オンライン、その他） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 609.4 538.8 496 44 2002
基幹型Ⅱ 4 211.8 148.0 189 82 388
地域型 386 978.8 1335.8 558 9 14673
連携型 98 397.8 615.9 172 1 3648
合計 505 847.6 1226.0 474 1 14673

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 253.5 319.0 165 4 1209
基幹型Ⅱ 4 161.3 183.4 82 49 433
地域型 386 365.1 558.0 169 0 5257
連携型 98 180.7 381.8 31 0 2345
合計 505 323.9 524.4 132 0 5257

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 1.2 2.5 0 0 8
基幹型Ⅱ 4 0.3 0.5 0 0 1
地域型 386 15.8 103.9 0 0 1973
連携型 98 14.7 51.4 0 0 464
合計 505 15.0 93.6 0 0 1973

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 0.2 0.7 0 0 3
基幹型Ⅱ 4 0.0 0.0 0 0 0
地域型 386 1.5 10.1 0 0 137
連携型 98 5.7 36.3 0 0 350
合計 505 2.2 18.3 0 0 350

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 56.1 153.1 2 0 639
基幹型Ⅱ 4 35.8 52.9 16 0 112
地域型 386 45.5 200.4 0 0 2666
連携型 98 107.5 629.3 0 0 5005
合計 505 57.8 329.0 0 0 5005

類型

相談件数　オンライン

類型

相談件数　電話

類型

類型

相談件数　訪問

類型

相談件数　⾯接

相談件数　その他
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表 64 医療機関種別 相談件数（上から電話相談、面接相談、訪問相談、オンライン、その他） 

図 17 医療機関種別 相談件数（電話相談、面接相談、訪問相談、オンライン、その他） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 834.3 1196.8 435 2 8788
精神科病院 235 916.3 1310.5 558 14 14673
診療所 42 534.7 784.5 275 1 3648
合計 505 847.6 1226.0 474 1 14673

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 429.8 671.2 166 0 5257
精神科病院 235 237.0 314.1 111 0 2386
診療所 42 235.1 457.6 41 0 2345
合計 505 323.9 524.4 132 0 5257

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 7.9 24.9 0 0 198
精神科病院 235 19.6 131.0 0 0 1973
診療所 42 27.6 75.4 1 0 464
合計 505 15.0 93.6 0 0 1973

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 1.5 8.8 0 0 94
精神科病院 235 1.6 10.8 0 0 137
診療所 42 10.4 54.4 0 0 350
合計 505 2.2 18.3 0 0 350

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 60.2 251.7 0 0 2666
精神科病院 235 25.6 81.4 0 0 698
診療所 42 224.9 952.6 1 0 5005
合計 505 57.8 329.0 0 0 5005

相談件数　オンライン

医療機関
種別

医療機関
種別

医療機関
種別

相談件数　⾯接

医療機関
種別

相談件数　訪問

相談件数　電話

相談件数　その他件数

医療機関
種別
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2）相談元：相談件数の相談元の主な内訳について、本人からの相談（表 65、66）、家族

等の介護者からの相談（表 67、68）、地域包括支援センターからの相談（表 69、70）、医

療機関（かかりつけ医等）からの相談（表 71、72）、居宅介護事業所・介護サービス事業

所からの相談（表 73、74）、行政機関からの相談（表 75、76）、院内の他科からの相談

（表 77、78）を示す。「本人・家族」からの相談は「家族等の介護者」からの相談に統合

し、地域包括支援センターは行政機関には含めないなど、重複集計のないように取り計ら

った。実績報告書上で数値入力欄が空欄であったケースは集計データ上「0」となり集計

に含まれることに留意が必要である。本人からの相談は基幹型Ⅱで少なく、診療所で多か

った。家族等介護者からの相談は地域型および一般病院で多かった。地域包括支援センタ

ーからの相談は地域型および診療所で多く、医療機関（かかりつけ医等）からの相談は基

幹型Ⅰ、地域型および精神科病院で多く、居宅介護事業所・介護サービス事業所からの相

談および行政機関からの相談は、ともに地域型および精神科病院、診療所で多かった。院

内の他科からの相談は地域型および一般病院で多かったが、院内他科のない単科病院・診

療所が（実績報告書上空欄であっても）母数に含まれていることに留意が必要である。

表 65 類型別 本人からの相談件数 

 

表 66 医療機関種別 本人からの相談件数 

 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 148.4 158.1 93 0 463
基幹型Ⅱ 4 39.0 24.9 46 5 59
地域型 386 161.2 284.4 57 0 2126
連携型 98 138.4 372.3 21 0 2504
合計 505 155.3 299.1 49 0 2504

本⼈からの相談

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 190.4 314.5 63 0 1961
精神科病院 235 104.4 204.2 39 0 2126
診療所 42 250.3 532.0 28 0 2504
合計 505 155.3 299.1 49 0 2504

本⼈からの相談

医療機関
種別
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表 67 類型別 家族等の介護者からの相談件数 

 

表 68 医療機関種別 家族等の介護者からの相談件数 

 

表 69 類型別 地域包括支援センターからの相談件数 

表 70 医療機関種別 地域包括支援センターからの相談件数 

 

表 71 類型別 医療機関（かかりつけ医等）からの相談件数 

表 72 医療機関種別 医療機関（かかりつけ医等）からの相談件数 

 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 399.1 289.5 296 7 918
基幹型Ⅱ 4 203.8 106.7 188 100 339
地域型 386 587.6 714.1 347 0 6535
連携型 98 307.9 529.6 110 0 3895
合計 505 523.9 678.0 299 0 6535

類型

家族等の介護者からの相談

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 591.5 842.6 319 0 6535
精神科病院 235 481.1 500.9 308 0 2471
診療所 42 396.5 485.6 176 3 1781
合計 505 523.9 678.0 299 0 6535

家族等の介護者からの相談

医療機関
種別

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 60.2 66.6 48 0 234
基幹型Ⅱ 4 19.8 18.4 16 5 43
地域型 386 85.8 104.5 50 0 755
連携型 98 47.3 91.0 14 0 604
合計 505 77.0 101.7 40 0 755

地域包括⽀援センターからの相談

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 72.1 104.6 31 0 755
精神科病院 235 81.6 93.6 51 0 562
診療所 42 77.7 127.7 24 0 604
合計 505 77.0 101.7 40 0 755

地域包括⽀援センターからの相談

医療機関
種別

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 159.6 200.7 91 1 608
基幹型Ⅱ 4 81.5 71.3 76 4 170
地域型 386 154.5 239.0 74 0 1941
連携型 98 67.6 124.6 22 0 778
合計 505 137.2 221.7 61 0 1941

医療機関（かかりつけ医等）からの相談

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 149.6 271.3 50 0 1941
精神科病院 235 136.2 171.6 74 0 1179
診療所 42 76.0 154.8 18 0 778
合計 505 137.2 221.7 61 0 1941

医療機関（かかりつけ医等）からの相談

医療機関
種別
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表 73 類型別 居宅介護支援事業所・介護サービス事業所からの相談件数 

表 74 医療機関種別 居宅介護支援事業所・介護サービス事業所からの相談件数 

 

表 75 類型別 行政機関からの相談件数 

表 76 医療機関種別 行政機関からの相談件数 

 

表 77 類型別 院内の他科からの相談件数 

 

表 78 医療機関種別 院内の他科からの相談件数 

 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 76.3 92.8 32 0 334
基幹型Ⅱ 4 20.0 23.6 11 4 55
地域型 386 184.2 250.1 93 0 1620
連携型 98 134.5 448.4 21 0 3976
合計 505 169.6 296.0 73 0 3976

類型

居宅介護事業所・介護サービス事業所からの相談

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 131.8 226.1 39 0 1145
精神科病院 235 196.0 243.7 114 0 1620
診療所 42 226.8 663.1 40 0 3976
合計 505 169.6 296.0 73 0 3976

居宅介護事業所・介護サービス事業所からの相談

医療機関
種別

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 18.5 29.6 4 0 109
基幹型Ⅱ 4 24.8 42.9 4 2 89
地域型 386 34.1 56.3 11 0 317
連携型 98 21.5 59.7 3 0 396
合計 505 31.0 56.3 8 0 396

⾏政機関からの相談

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 25.4 47.4 6 0 284
精神科病院 235 36.0 58.8 10 0 317
診療所 42 34.2 80.8 5 0 396
合計 505 31.0 56.3 8 0 396

医療機関
種別

⾏政機関からの相談

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 58.3 104.4 11 0 410
基幹型Ⅱ 4 19.5 23.3 14 0 51
地域型 386 98.5 516.4 0 0 5960
連携型 98 32.7 243.5 0 0 2390
合計 505 83.8 465.0 0 0 5960

院内の他科からの相談

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 165.0 664.1 8 0 5960
精神科病院 235 9.2 43.8 0 0 466
診療所 42 60.0 368.6 0 0 2390
合計 505 83.8 465.0 0 0 5960

院内の他科からの相談

医療機関
種別
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Ⅱ-4．鑑別診断件数 
 
 認知症疾患医療センターにおいて１年間に診断された認知症関連疾患の鑑別診断件数を

類型別・医療機関種別に以下に示す。実績報告書上で鑑別診断件数の数値入力欄が空欄とな

っていた医療機関はデータ集計上「0」となり、実数記入欄に文字入力をしていたケースの

み欠損値とした。

1) 正常または健常：類型別（表 79）、医療機関種別（表 80）に、正常または健常と診断さ

れたものの鑑別診断件数について、それぞれ全数およびそのうちの 65 歳未満の者の件数を

示す。全数の中央値では基幹型Ⅱおよび一般病院で多く、連携型および精神科病院で少ない

傾向があった。65 歳未満の者では、基幹型Ⅱおよび一般病院で多い傾向があった。 

表 79 類型別 正常または健常の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

表 80 医療機関種別 正常または健常の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 12.4 12.1 8 0 37
基幹型Ⅱ 4 16.3 14.9 15 0 35
地域型 386 12.8 18.9 6 0 137
連携型 98 11.9 32.3 4 0 264
合計 505 12.6 21.9 6 0 264

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 3.0 5.3 1 0 22
基幹型Ⅱ 4 3.3 2.4 4 0 5
地域型 386 1.6 3.8 0 0 37
連携型 98 0.7 1.5 0 0 10
合計 505 1.5 3.5 0 0 37

類型

鑑別診断件数（実数）　1.正常または健常　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　1.正常または健常　うち65歳未満

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 19.9 27.1 12 0 264
精神科病院 235 5.5 9.7 2 0 70
診療所 42 13.2 27.0 6 0 166
合計 505 12.6 21.9 6 0 264

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 2.7 4.7 1 0 37
精神科病院 235 0.4 1.6 0 0 18
診療所 42 1.1 2.0 1 0 10
合計 505 1.5 3.5 0 0 37

鑑別診断件数（実数）　1.正常または健常　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　1.正常または健常　うち65歳未満

医療機関
種別
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2) 軽度認知障害（MCI）：類型別（表 81）、医療機関種別（表 82）に、軽度認知障害と診断

されたものの鑑別診断件数について、それぞれ全数およびそのうちの 65 歳未満の者の件数

を示す。全数の中央値では基幹型Ⅰ、地域型および一般病院で多かった。65 歳未満では基

幹型Ⅰ、Ⅱ及び一般病院に多い傾向があった。全体の平均値では昨年度から約 3 名/年増加

した。

表 81 類型別 軽度認知障害（MCI）の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

表 82 医療機関種別 軽度認知障害（MCI）の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 41.0 28.2 34 11 112
基幹型Ⅱ 4 41.8 56.7 19 3 126
地域型 386 46.4 49.2 33 0 352
連携型 98 26.1 40.1 17 0 347
合計 505 42.2 47.6 29 0 352

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 2.8 2.0 3 0 7
基幹型Ⅱ 4 1.5 1.3 2 0 3
地域型 386 1.4 3.4 0 0 53
連携型 98 0.9 3.0 0 0 23
合計 505 1.3 3.3 0 0 53

鑑別診断件数（実数）　2.軽度認知障害(MCI)　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　2.軽度認知障害(MCI)　うち65歳未満

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 54.4 56.3 38 0 352
精神科病院 235 31.6 31.6 23 0 198
診療所 42 36.3 55.6 21 0 347
合計 505 42.2 47.6 29 0 352

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 1.9 4.2 1 0 53
精神科病院 235 0.7 1.5 0 0 9
診療所 42 1.7 4.4 0 0 23
合計 505 1.3 3.3 0 0 53

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　2.軽度認知障害(MCI)　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　2.軽度認知障害(MCI)　うち65歳未満
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3) アルツハイマー型認知症（G30、F00）：類型別（表 83）、医療機関種別（表 84）に、ア

ルツハイマー型認知症と診断されたものの鑑別診断件数について、それぞれ全数およびそ

のうちの 65 歳未満の者の件数を示す。全数の中央値では地域型および精神科病院における

鑑別診断件数が多かった。昨年度と比較すると全数では平均値で約 6 名/年増加した。65 歳

未満の中央値は基幹型Ⅱで多く、おおむね 1～4 名/年鑑別診断されていた（最小値 0～最大

値 76 名）。

表 83 類型別 アルツハイマー型認知症の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

表 84 医療機関種別 アルツハイマー型認知症の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 57.6 37.7 44 15 145
基幹型Ⅱ 4 37.0 36.0 20 17 91
地域型 386 128.5 130.2 101 1 1819
連携型 98 74.8 81.7 49 0 556
合計 505 115.0 122.1 86 0 1819

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 2.8 2.1 2 0 8
基幹型Ⅱ 4 3.3 2.4 4 0 5
地域型 386 2.3 5.2 1 0 76
連携型 98 0.9 1.9 0 0 11
合計 505 2.0 4.6 1 0 76

鑑別診断件数（実数）　3.アルツハイマー型認知症(G30,F00)　うち65歳未満

鑑別診断件数（実数）　3.アルツハイマー型認知症(G30,F00)　全数

類型

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 109.9 143.8 79 1 1819
精神科病院 235 124.0 98.4 103 3 588
診療所 42 91.7 111.1 55 0 556
合計 505 115.0 122.1 86 0 1819

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 2.6 6.5 1 0 76
精神科病院 235 1.5 2.0 1 0 13
診療所 42 1.7 2.5 1 0 11
合計 505 2.0 4.6 1 0 76

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　3.アルツハイマー型認知症(G30,F00)　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　3.アルツハイマー型認知症(G30,F00)　うち65歳未満
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4) 血管性認知症（F01）：類型別（表 85）、医療機関種別（表 86）に、血管性認知症と診断

されたものの鑑別診断件数について、それぞれ全数およびそのうちの 65 歳未満の者の件数

を示す。中央値で地域型および精神科病院の鑑別診断件数が多かった。 65 歳未満はいずれ

の類型においても中央値で 0 名/年であり、最大値で 5 名/年であった。
 

表 85 類型別 血管性認知症の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

表 86 医療機関種別 血管性認知症の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 6.5 7.4 4 0 29
基幹型Ⅱ 4 4.5 4.4 4 0 10
地域型 386 15.4 18.0 10 0 164
連携型 98 7.5 7.7 6 0 49
合計 505 13.5 16.5 8 0 164

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 0.2 0.5 0 0 2
基幹型Ⅱ 4 0.5 1.0 0 0 2
地域型 386 0.3 0.6 0 0 5
連携型 98 0.1 0.4 0 0 3
合計 505 0.2 0.6 0 0 5

類型

鑑別診断件数（実数）　4.⾎管性認知症(F01)　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　4.⾎管性認知症(F01)　うち65歳未満

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 13.5 17.5 8 0 164
精神科病院 235 14.4 16.4 10 0 106
診療所 42 7.5 8.2 6 0 49
合計 505 13.5 16.5 8 0 164

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 0.3 0.6 0 0 3
精神科病院 235 0.2 0.6 0 0 5
診療所 42 0.0 0.2 0 0 1
合計 505 0.2 0.6 0 0 5

医療機関
種別

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　4.⾎管性認知症(F01)　うち65歳未満

鑑別診断件数（実数）　4.⾎管性認知症(F01)　全数
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5) レビー小体型認知症（G31、F02）：類型別（表 87）、医療機関種別（表 88）に、レビー

小体型認知症と診断されたものの鑑別診断件数について、それぞれ全数およびそのうちの

65 歳未満の者の件数を示す。全数の中央値では基幹型Ⅰ、地域型および一般病院、精神科

病院での鑑別診断件数が多かった。65 歳未満はいずれの類型でも中央値で 0 名/年、最大値

で 8 名/年であった。 
 

表 87 類型別 レビー小体型認知症の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

表 88 医療機関種別 レビー小体型認知症の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 8.1 4.8 9 2 15
基幹型Ⅱ 4 4.8 5.5 2 2 13
地域型 386 13.4 19.4 8 0 190
連携型 98 7.4 10.4 4 0 65
合計 505 12.0 17.7 7 0 190

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 0.1 0.2 0 0 1
基幹型Ⅱ 4 0.0 0.0 0 0 0
地域型 386 0.2 0.7 0 0 8
連携型 98 0.0 0.1 0 0 1
合計 505 0.2 0.7 0 0 8

類型

類型

鑑別診断件数（実数）　5.レビー⼩体型認知症(G31,F02)　うち65歳未満

鑑別診断件数（実数）　5.レビー⼩体型認知症(G31,F02)　全数

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 12.4 20.4 7 0 190
精神科病院 235 12.0 15.6 7 0 116
診療所 42 9.8 13.1 5 0 65
合計 505 12.0 17.7 7 0 190

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 0.2 0.9 0 0 8
精神科病院 235 0.1 0.4 0 0 3
診療所 42 0.0 0.2 0 0 1
合計 505 0.2 0.7 0 0 8

鑑別診断件数（実数）　5.レビー⼩体型認知症(G31,F02)　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　5.レビー⼩体型認知症(G31,F02)　うち65歳未満

医療機関
種別
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6) 前頭側頭型認知症（行動障害型・言語障害型を含む G31、F02）：類型別（表 89）、医療

機関種別（表 90）に、前頭側頭型認知症と診断されたものの鑑別診断件数について、それ

ぞれ全数およびそのうちの 65 歳未満の者の件数を示す。全数の中央値では基幹型Ⅱが多か

った。65 歳未満の中央値は、基幹型Ⅰで 1 名/年、基幹型Ⅱで 2 名/年であり、最大値は地域

型の 6 名/年であった。

表 89 類型別 前頭側頭型認知症の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

表 90 医療機関種別 前頭側頭型認知症の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 3.6 4.8 2 0 21
基幹型Ⅱ 4 6.8 3.3 7 3 10
地域型 386 4.3 7.3 2 0 73
連携型 98 1.6 2.1 1 0 12
合計 505 3.7 6.6 2 0 73

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 0.7 0.7 1 0 2
基幹型Ⅱ 4 1.8 1.0 2 1 3
地域型 386 0.3 0.7 0 0 6
連携型 98 0.1 0.3 0 0 2
合計 505 0.3 0.7 0 0 6

鑑別診断件数（実数）　6.前頭側頭型認知症(⾏動障害型・⾔語障害型を含む G31,F02)　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　6.前頭側頭型認知症(⾏動障害型・⾔語障害型を含む G31,F02)　うち65歳未満

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 4.0 8.2 2 0 73
精神科病院 235 3.7 5.3 2 0 37
診療所 42 2.1 2.7 1 0 12
合計 505 3.7 6.6 2 0 73

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 0.4 0.8 0 0 6
精神科病院 235 0.2 0.6 0 0 4
診療所 42 0.1 0.5 0 0 2
合計 505 0.3 0.7 0 0 6

医療機関
種別

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　6.前頭側頭型認知症(⾏動障害型・⾔語障害型を含む G31,F02)　うち65歳未満

鑑別診断件数（実数）　6.前頭側頭型認知症(⾏動障害型・⾔語障害型を含む G31,F02)　全数
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7) 外傷性脳損傷による認知症(S06、F02)：類型別（表 91）、医療機関種別（表 92）に、正

常または健常と診断されたものの鑑別診断件数について、それぞれ全数およびそのうちの

65 歳未満の者の件数を示す。鑑別診断件数は、全数ではいずれの類型でも中央値 0 名/年、

最大値 30 名/年であった。65 歳未満ではいずれの類型でも中央値 0 名/年、最大値 11 名/年

であった。

表 91 類型別 外傷性脳損傷による認知症の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

表 92 医療機関種別 外傷性脳損傷による認知症の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 0.1 0.2 0 0 1
基幹型Ⅱ 4 0.5 1.0 0 0 2
地域型 386 0.4 1.0 0 0 8
連携型 98 0.6 3.1 0 0 30
合計 505 0.5 1.6 0 0 30

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 0.1 0.2 0 0 1
基幹型Ⅱ 4 0.0 0.0 0 0 0
地域型 386 0.0 0.3 0 0 4
連携型 98 0.1 1.1 0 0 11
合計 505 0.1 0.5 0 0 11

類型

鑑別診断件数（実数）　7.外傷性脳損傷による認知症(S06,F02)　うち65歳未満

類型

鑑別診断件数（実数）　7.外傷性脳損傷による認知症(S06,F02)　全数

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 0.4 0.8 0 0 6
精神科病院 235 0.4 1.1 0 0 8
診療所 42 1.2 4.7 0 0 30
合計 505 0.5 1.6 0 0 30

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 0.0 0.3 0 0 4
精神科病院 235 0.0 0.2 0 0 1
診療所 42 0.3 1.7 0 0 11
合計 505 0.1 0.5 0 0 11

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　7.外傷性脳損傷による認知症(S06,F02)　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　7.外傷性脳損傷による認知症(S06,F02)　うち65歳未満
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8) 物質・医薬品誘発性による認知症(アルコール関連障害による認知症を含む)：類型別（表

93）、医療機関種別（表 94）に、物質・医薬品誘発性による認知症と診断されたものの鑑別

診断件数について、それぞれ全数およびそのうちの 65 歳未満の者の件数を示す。鑑別診断

件数は、全数の中央値では基幹型Ⅱで 2 名/年、最大値 27 名/年であった。65 歳未満では基

幹型Ⅱで中央値 1 名/年、そのほかでは 0 名/年であり、最大値 9 名/年であった。

表 93 類型別 物質・医薬品誘発性による認知症の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

表 94 医療機関種別 物質・医薬品誘発性による認知症の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 1.0 1.4 0 0 4
基幹型Ⅱ 4 2.3 1.3 2 1 4
地域型 386 1.7 3.2 1 0 27
連携型 98 0.9 1.5 0 0 7
合計 505 1.5 2.9 0 0 27

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 0.3 0.6 0 0 2
基幹型Ⅱ 4 0.8 1.0 1 0 2
地域型 386 0.2 0.8 0 0 9
連携型 98 0.1 0.3 0 0 2
合計 505 0.2 0.8 0 0 9

類型

鑑別診断件数（実数）　8.物質・医薬品誘発性による認知症(アルコール関連障害による認知症を含む)　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　8.物質・医薬品誘発性による認知症(アルコール関連障害による認知症を含む)　うち65歳未満

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 1.8 3.5 1 0 27
精神科病院 235 1.4 2.4 0 0 17
診療所 42 1.0 1.6 0 0 7
合計 505 1.5 2.9 0 0 27

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 0.3 0.9 0 0 9
精神科病院 235 0.1 0.6 0 0 8
診療所 42 0.1 0.3 0 0 1
合計 505 0.2 0.8 0 0 9

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　8.物質・医薬品誘発性による認知症(アルコール関連障害による認知症を含む)　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　8.物質・医薬品誘発性による認知症(アルコール関連障害による認知症を含む)　うち65歳未満
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9) HIV 感染による認知症(B20、F02)：類型別（表 95）、医療機関種別（表 96）に、HIV 感

染による認知症と診断されたものの鑑別診断件数について、それぞれ全数およびそのうち

の 65 歳未満の者の件数を示す。全数では中央値ではいずれの類型でも 0 名/年、最大値で 1

名/年の鑑別診断件数であった。 

表 95 類型別 HIV 感染による認知症の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

表 96 医療機関種別 HIV 感染による認知症の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 0.0 0.0 0 0 0
基幹型Ⅱ 4 0.0 0.0 0 0 0
地域型 386 0.0 0.1 0 0 1
連携型 98 0.0 0.0 0 0 0
合計 505 0.0 0.0 0 0 1

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 0.0 0.0 0 0 0
基幹型Ⅱ 4 0.0 0.0 0 0 0
地域型 386 0.0 0.1 0 0 1
連携型 98 0.0 0.0 0 0 0
合計 505 0.0 0.1 0 0 1

類型

鑑別診断件数（実数）　9.HIV感染による認知症(B20,F02)　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　9.HIV感染による認知症(B20,F02)　うち65歳未満

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 0.0 0.0 0 0 0
精神科病院 235 0.0 0.1 0 0 1
診療所 42 0.0 0.0 0 0 0
合計 505 0.0 0.0 0 0 1

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 0.0 0.1 0 0 1
精神科病院 235 0.0 0.1 0 0 1
診療所 42 0.0 0.0 0 0 0
合計 505 0.0 0.1 0 0 1

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　9.HIV感染による認知症(B20,F02)　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　9.HIV感染による認知症(B20,F02)　うち65歳未満

－74－



10) プリオン病による認知症(A81、F02)：類型別（表 97）、医療機関種別（表 98）に、プ

リオン病による認知症と診断されたものの鑑別診断件数について、それぞれ全数およびそ

のうちの 65 歳未満の者の件数を示す。全数では中央値でいずれの類型でも 0 名/年であり、

最大値 4 名/年であった。うち 65 歳未満は最大値 1 名/年の鑑別診断件数であった。

表 97 類型別 プリオン病による認知症の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

表 98 医療機関種別 プリオン病による認知症の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 0.0 0.0 0 0 0
基幹型Ⅱ 4 0.0 0.0 0 0 0
地域型 386 0.1 0.3 0 0 4
連携型 98 0.0 0.1 0 0 1
合計 505 0.0 0.3 0 0 4

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 0.0 0.0 0 0 0
基幹型Ⅱ 4 0.0 0.0 0 0 0
地域型 386 0.0 0.1 0 0 1
連携型 98 0.0 0.0 0 0 0
合計 505 0.0 0.0 0 0 1

類型

鑑別診断件数（実数）　10.プリオン病による認知症(A81,F02)　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　10.プリオン病による認知症(A81,F02)　うち65歳未満

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 0.1 0.4 0 0 4
精神科病院 235 0.0 0.2 0 0 2
診療所 42 0.0 0.0 0 0 0
合計 505 0.0 0.3 0 0 4

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 0.0 0.1 0 0 1
精神科病院 235 0.0 0.0 0 0 0
診療所 42 0.0 0.0 0 0 0
合計 505 0.0 0.0 0 0 1

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　10.プリオン病による認知症(A81,F02)　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　10.プリオン病による認知症(A81,F02)　うち65歳未満
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11) パーキンソン病による認知症(G20、F02)：類型別（表 99）、医療機関種別（表 100）に、

パーキンソン病による認知症と診断されたものの鑑別診断件数について、それぞれ全数お

よびそのうちの 65 歳未満の者の件数を示す。全数では中央値でいずれの類型でも 0 名/年

であった。最大値は 68 名/年であった。うち 65 歳未満では最大値 4 名/年の鑑別診断件数で

あった。 

表 99 類型別 パーキンソン病による認知症の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

表 100 医療機関種別 パーキンソン病による認知症の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 0.4 0.6 0 0 2
基幹型Ⅱ 4 0.8 1.5 0 0 3
地域型 386 1.2 4.8 0 0 68
連携型 98 0.2 0.6 0 0 3
合計 505 1.0 4.2 0 0 68

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 0.1 0.2 0 0 1
基幹型Ⅱ 4 0.0 0.0 0 0 0
地域型 386 0.0 0.3 0 0 4
連携型 98 0.0 0.1 0 0 1
合計 505 0.0 0.3 0 0 4

鑑別診断件数（実数）　11.パーキンソン病による認知症(G20,F02)　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　11.パーキンソン病による認知症(G20,F02)　うち65歳未満

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 1.6 6.2 0 0 68
精神科病院 235 0.5 1.0 0 0 6
診療所 42 0.2 0.5 0 0 2
合計 505 1.0 4.2 0 0 68

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 0.1 0.4 0 0 4
精神科病院 235 0.0 0.1 0 0 1
診療所 42 0.0 0.2 0 0 1
合計 505 0.0 0.3 0 0 4

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　11.パーキンソン病による認知症(G20,F02)　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　11.パーキンソン病による認知症(G20,F02)　うち65歳未満
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12) ハンチントン病による認知症(G10、F02)：類型別（表 101）、医療機関種別（表 102）

に、ハンチントン病による認知症と診断されたものの鑑別診断件数について、それぞれ全数

およびそのうちの 65 歳未満の者の件数を示す。全数では中央値でいずれの類型でも 0 名/

年であった。最大値は 30 名/年であった。うち 65 歳未満では最大値 2 名/年の鑑別診断件数

であった。

表 101 類型別 ハンチントン病による認知症の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

表 102 医療機関種別 ハンチントン病による認知症の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 0.0 0.0 0 0 0
基幹型Ⅱ 4 0.5 1.0 0 0 2
地域型 386 0.1 1.8 0 0 30
連携型 98 0.0 0.1 0 0 1
合計 505 0.1 1.6 0 0 30

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 0.0 0.0 0 0 0
基幹型Ⅱ 4 0.5 1.0 0 0 2
地域型 386 0.0 0.0 0 0 0
連携型 98 0.0 0.0 0 0 0
合計 505 0.0 0.1 0 0 2

類型

鑑別診断件数（実数）　12.ハンチントン病による認知症(G10,F02)　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　12.ハンチントン病による認知症(G10,F02)　うち65歳未満

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 0.2 2.0 0 0 30
精神科病院 235 0.1 1.2 0 0 18
診療所 42 0.0 0.2 0 0 1
合計 505 0.1 1.6 0 0 30

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 0.0 0.1 0 0 2
精神科病院 235 0.0 0.0 0 0 0
診療所 42 0.0 0.0 0 0 0
合計 505 0.0 0.1 0 0 2

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　12.ハンチントン病による認知症(G10,F02)　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　12.ハンチントン病による認知症(G10,F02)　うち65歳未満
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13) 正常圧水頭症(G91)：類型別（表 103）、医療機関種別（表 104）に、正常圧水頭症によ

る認知症と診断されたものの鑑別診断件数について、それぞれ全数およびそのうちの 65 歳

未満の者の件数を示す。基幹型Ⅱで中央値 1 名/年であったが、地域型では中央値 0 名/年、

最小値 0 名/年、最大値 115 名/年と、医療機関の専門性による鑑別診断件数の差が大きいこ

とが伺われた。うち 65 歳未満の鑑別診断件数はいずれの類型でも中央値 0 名/年、最大値 4

名/年であった。 

 

表 103 類型別 正常圧水頭症の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

 

 

表 104 医療機関種別 正常圧水頭症の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

 

 

  

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 1.6 3.9 0 0 16
基幹型Ⅱ 4 1.5 1.9 1 0 4
地域型 386 1.7 7.2 0 0 115
連携型 98 0.8 1.7 0 0 11
合計 505 1.5 6.3 0 0 115

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 0.2 0.6 0 0 2
基幹型Ⅱ 4 0.0 0.0 0 0 0
地域型 386 0.0 0.2 0 0 4
連携型 98 0.0 0.1 0 0 1
合計 505 0.0 0.2 0 0 4

類型

鑑別診断件数（実数）　13.正常圧⽔頭症(G91)　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　13.正常圧⽔頭症(G91)　うち65歳未満

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 2.2 8.6 0 0 115
精神科病院 235 0.9 3.6 0 0 50
診療所 42 1.1 2.1 0 0 11
合計 505 1.5 6.3 0 0 115

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 0.1 0.3 0 0 4
精神科病院 235 0.0 0.1 0 0 1
診療所 42 0.0 0.2 0 0 1
合計 505 0.0 0.2 0 0 4

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　13.正常圧⽔頭症(G91)　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　13.正常圧⽔頭症(G91)　うち65歳未満
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14) 他の医学的疾患による認知症(F02)：類型別（表 105）、医療機関種別（表 106）に、他

の医学的疾患による認知症と診断されたものの鑑別診断件数について、それぞれ全数およ

びそのうちの 65 歳未満の者の件数を示す。昨年度と比較して、全数の中央値は基幹型Ⅰで

1 名/年、基幹型Ⅱで 3 名/年、全体で最大値 52 名/年の鑑別診断件数であった。うち 65 歳未

満では最大値 4 名/年であった。 

表 105 類型別 他の医学的疾患による認知症の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

表 106 医療機関種別 他の医学的疾患による認知症の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 1.8 1.8 1 0 5
基幹型Ⅱ 4 5.5 7.8 3 0 17
地域型 386 2.8 6.3 0 0 52
連携型 98 2.2 4.7 0 0 32
合計 505 2.7 5.9 0 0 52

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 0.1 0.5 0 0 2
基幹型Ⅱ 4 1.3 1.9 1 0 4
地域型 386 0.1 0.4 0 0 4
連携型 98 0.1 0.3 0 0 1
合計 505 0.1 0.4 0 0 4

類型

鑑別診断件数（実数）　14.他の医学的疾患による認知症(F02)　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　14.他の医学的疾患による認知症(F02)　うち65歳未満

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 3.6 7.2 1 0 52
精神科病院 235 1.7 4.0 0 0 39
診療所 42 3.0 6.1 1 0 32
合計 505 2.7 5.9 0 0 52

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 0.2 0.5 0 0 4
精神科病院 235 0.0 0.2 0 0 1
診療所 42 0.1 0.3 0 0 1
合計 505 0.1 0.4 0 0 4

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　14.他の医学的疾患による認知症(F02)　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　14.他の医学的疾患による認知症(F02)　うち65歳未満
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15) 複数の病因による認知症(F02)：類型別（表 107）、医療機関種別（表 108）に、複数の

病因による認知症と診断されたものの鑑別診断件数について、それぞれ全数およびそのう

ちの 65 歳未満の者の件数を示す。中央値では基幹型Ⅰ、地域型、一般病院で多い傾向があ

った。 

 

表 107 類型別 複数の病因による認知症の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

 

 

表 108 医療機関種別 複数の病因による認知症の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

 

 

 

 

  

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 9.9 10.3 8 0 35
基幹型Ⅱ 4 5.5 9.0 2 0 19
地域型 386 12.2 17.6 6 0 154
連携型 98 10.5 23.2 3 0 179
合計 505 11.8 18.6 5 0 179

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 0.1 0.3 0 0 1
基幹型Ⅱ 4 0.0 0.0 0 0 0
地域型 386 0.1 0.4 0 0 3
連携型 98 0.0 0.2 0 0 1
合計 505 0.1 0.4 0 0 3

鑑別診断件数（実数）　15.複数の病因による認知症(F02)　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　15.複数の病因による認知症(F02)　うち65歳未満

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 13.9 21.5 8 0 179
精神科病院 235 9.8 15.0 4 0 119
診療所 42 11.1 18.7 5 0 87
合計 505 11.8 18.6 5 0 179

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 0.1 0.4 0 0 3
精神科病院 235 0.1 0.4 0 0 2
診療所 42 0.0 0.2 0 0 1
合計 505 0.1 0.4 0 0 3

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　15.複数の病因による認知症(F02)　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　15.複数の病因による認知症(F02)　うち65歳未満
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16) 詳細不明の認知症(F02)（前記の 3)～15)に該当しないもの）：類型別（表 109）、医療機

関種別（表 110）に、詳細不明の認知症と診断されたものの鑑別診断件数について、それぞ

れ全数およびそのうちの 65 歳未満の者の件数を示す。昨年度と比較して、全数の平均値で

5.1 人増加しており、全体的な増加があった。全数で最小値 0 名/年、最大値 2155 名/年と大

きな開きがあった。

表 109 類型別 詳細不明の認知症の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

表 110 医療機関種別 詳細不明の認知症の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 2.9 4.2 1 0 15
基幹型Ⅱ 4 3.0 4.1 2 0 9
地域型 386 18.1 111.9 3 0 2155
連携型 98 7.6 22.9 1 0 193
合計 505 15.4 98.4 2 0 2155

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 0.4 0.7 0 0 2
基幹型Ⅱ 4 0.3 0.5 0 0 1
地域型 386 0.8 11.4 0 0 224
連携型 98 0.3 2.2 0 0 22
合計 505 0.7 10.0 0 0 224

類型

鑑別診断件数（実数）　16.詳細不明の認知症(F02) (前記3〜15に該当しないもの)　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　16.詳細不明の認知症(F02) (前記3〜15に該当しないもの)　うち65歳未満

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 16.4 142.9 1 0 2155
精神科病院 235 15.8 29.6 4 0 234
診療所 42 7.9 30.1 0 0 193
合計 505 15.4 98.4 2 0 2155

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 1.1 14.8 0 0 224
精神科病院 235 0.2 0.8 0 0 7
診療所 42 0.6 3.4 0 0 22
合計 505 0.7 10.0 0 0 224

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　16.詳細不明の認知症(F02) (前記3〜15に該当しないもの)　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　16.詳細不明の認知症(F02) (前記3〜15に該当しないもの)　うち65歳未満
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17) 前記 2)～16)以外の症状性を含む器質性精神障害：類型別（表 111）、医療機関種別（表

112）に、前記 2)~16)以外の症状性を含む器質性精神障害と診断されたものの鑑別診断件数

について、それぞれ全数およびそのうちの 65 歳未満の者の件数を示す。全数の中央値では

基幹型Ⅱ、地域型、精神科病院に多い傾向があった。

表 111 類型別 前記 2)～16)以外の症状性を含む器質性精神障害の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

表 112 医療機関種別 前記 2)～16)以外の症状性を含む器質性精神障害の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 3.6 9.4 0 0 39
基幹型Ⅱ 4 5.5 9.7 1 0 20
地域型 386 3.2 7.7 1 0 105
連携型 98 1.0 1.8 0 0 9
合計 505 2.8 7.1 1 0 105

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 0.4 0.5 0 0 1
基幹型Ⅱ 4 0.8 1.5 0 0 3
地域型 386 0.2 1.1 0 0 15
連携型 98 0.1 0.3 0 0 1
合計 505 0.2 1.0 0 0 15

類型

鑑別診断件数（実数）　17.前記2〜16以外の症状性を含む器質性精神障害　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　17.前記2〜16以外の症状性を含む器質性精神障害　うち65歳未満

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 2.0 4.7 0 0 39
精神科病院 235 3.9 9.1 1 0 105
診療所 42 0.8 1.7 0 0 9
合計 505 2.8 7.1 1 0 105

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 0.2 0.9 0 0 10
精神科病院 235 0.2 1.1 0 0 15
診療所 42 0.1 0.3 0 0 1
合計 505 0.2 1.0 0 0 15

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　17.前記2〜16以外の症状性を含む器質性精神障害　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　17.前記2〜16以外の症状性を含む器質性精神障害　うち65歳未満

－82－



18) 統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害(F2)：類型別（表 113）、医療機関種別

（表 114）に、統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害と診断されたものの鑑別診断

件数について、それぞれ全数およびそのうちの 65 歳未満の者の件数を示す。鑑別診断件数

の中央値では精神科病院に多い傾向があった。

表 113 類型別 統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

表 114 医療機関種別 統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 3.8 9.0 1 0 38
基幹型Ⅱ 4 1.0 1.4 1 0 3
地域型 386 5.9 25.2 1 0 388
連携型 98 4.9 13.2 1 0 113
合計 505 5.6 22.8 1 0 388

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 2.1 7.0 0 0 29
基幹型Ⅱ 4 0.0 0.0 0 0 0
地域型 386 1.9 18.8 0 0 331
連携型 98 1.1 6.0 0 0 57
合計 505 1.7 16.7 0 0 331

類型

鑑別診断件数（実数）　18.統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害(F2)　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　18.統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害(F2)　うち65歳未満

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 5.6 30.6 1 0 388
精神科病院 235 6.0 14.4 2 0 175
診療所 42 3.5 5.2 1 0 19
合計 505 5.6 22.8 1 0 388

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 2.6 23.3 0 0 331
精神科病院 235 1.1 8.6 0 0 123
診療所 42 0.3 1.1 0 0 7
合計 505 1.7 16.7 0 0 331

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　18.統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害(F2)　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　18.統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害(F2)　うち65歳未満
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19) 気分(感情)障害(F3)：類型別（表 115）、医療機関種別（表 116）に、気分(感情)障害と

診断されたものの鑑別診断件数について、それぞれ全数およびそのうちの 65 歳未満の者の

件数を示す。全数の中央値では地域型および精神科病院に多かった。全数で鑑別診断件数 0

～856 名/年、65 歳未満で 0～689 名/年と大きな開きがあった。

表 115 類型別 気分(感情)障害の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

 

表 116 医療機関種別 気分(感情)障害の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 7.4 20.7 2 0 87
基幹型Ⅱ 4 2.3 2.9 2 0 6
地域型 386 11.5 49.2 3 0 856
連携型 98 10.7 37.3 1 0 350
合計 505 11.1 46.2 3 0 856

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 4.2 15.4 0 0 64
基幹型Ⅱ 4 1.0 1.4 1 0 3
地域型 386 4.3 38.3 0 0 689
連携型 98 4.7 25.0 0 0 235
合計 505 4.4 35.3 0 0 689

鑑別診断件数（実数）　19.気分(感情)障害(F3)　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　19.気分(感情)障害(F3)　うち65歳未満

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 8.3 32.2 1 0 350
精神科病院 235 14.6 59.5 5 0 856
診療所 42 7.0 12.7 2 0 69
合計 505 11.1 46.2 3 0 856

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 3.7 21.1 0 0 235
精神科病院 235 5.5 47.4 0 0 689
診療所 42 1.8 7.4 0 0 48
合計 505 4.4 35.3 0 0 689

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　19.気分(感情)障害(F3)　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　19.気分(感情)障害(F3)　うち65歳未満
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20) てんかん(G47)：類型別（表 117）、医療機関種別（表 118）に、てんかんと診断された

ものの鑑別診断件数について、それぞれ全数およびそのうちの 65歳未満の者の件数を示す。

全数の中央値は、基幹型Ⅱは 1 名/年、それ以外は 0 名/年であるが、全数の最小値～最大値

は 0～450 名/年であり、65 歳未満でも 0～310 名/年と、医療機関の特性によって鑑別診断

件数に差があると考えられた。

表 117 類型別 てんかんの鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

表 118 医療機関種別 てんかんの鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 1.4 3.1 0 0 12
基幹型Ⅱ 4 0.5 0.6 1 0 1
地域型 386 2.7 24.1 0 0 450
連携型 98 1.9 7.2 0 0 52
合計 505 2.5 21.3 0 0 450

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 0.9 2.3 0 0 9
基幹型Ⅱ 4 0.0 0.0 0 0 0
地域型 386 1.2 16.0 0 0 310
連携型 98 0.7 3.7 0 0 29
合計 505 1.1 14.1 0 0 310

類型

鑑別診断件数（実数）　20.てんかん(G47)　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　20.てんかん(G47)　うち65歳未満

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 4.3 31.3 0 0 450
精神科病院 235 0.8 4.0 0 0 59
診療所 42 1.5 4.4 0 0 23
合計 505 2.5 21.3 0 0 450

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 2.2 20.9 0 0 310
精神科病院 235 0.2 1.5 0 0 21
診療所 42 0.3 1.4 0 0 9
合計 505 1.1 14.1 0 0 310

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　20.てんかん(G47)　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　20.てんかん(G47)　うち65歳未満
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21) 神経発達障害(知的発達障害を含む)(F7-F9)：類型別（表 119）、医療機関種別（表 120）

に、神経発達障害(知的発達障害を含む)と診断されたものの鑑別診断件数について、それぞ

れ全数およびそのうちの 65 歳未満の者の件数を示す。中央値はいずれも 0 名/年であるが、

医療機関の特性によって鑑別診断件数に大きく差があると考えられた。

表 119 類型別 神経発達障害(知的発達障害を含む)の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満）

表 120 医療機関種別 神経発達障害(知的発達障害を含む)の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 4.2 13.7 0 0 57
基幹型Ⅱ 4 0.3 0.5 0 0 1
地域型 386 3.0 17.0 0 0 219
連携型 98 3.1 12.5 0 0 87
合計 505 3.0 16.1 0 0 219

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 3.5 12.5 0 0 52
基幹型Ⅱ 4 0.3 0.5 0 0 1
地域型 386 2.2 16.1 0 0 211
連携型 98 2.2 11.1 0 0 84
合計 505 2.2 15.0 0 0 211

類型

鑑別診断件数（実数）　21.神経発達障害(知的発達障害を含む)(F7-F9)　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　21.神経発達障害(知的発達障害を含む)(F7-F9)　うち65歳未満

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 2.5 11.5 0 0 110
精神科病院 235 3.8 20.6 0 0 219
診療所 42 1.5 4.4 0 0 28
合計 505 3.0 16.1 0 0 219

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 1.8 10.6 0 0 107
精神科病院 235 2.8 19.4 0 0 211
診療所 42 1.0 4.0 0 0 26
合計 505 2.2 15.0 0 0 211

鑑別診断件数（実数）　21.神経発達障害(知的発達障害を含む)(F7-F9)　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　21.神経発達障害(知的発達障害を含む)(F7-F9)　うち65歳未満

医療機関
種別
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22) 前記のいずれにも含まれない精神疾患：類型別（表 121）、医療機関種別（表 122）に、

前記のいずれにも含まれない精神疾患と診断されたものの鑑別診断件数について、それぞ

れ全数およびそのうちの 65 歳未満の者の件数を示す。全数の鑑別診断件数は 0～1010 名/

年、65 歳未満で 0～873 名/年と大きく開きがあり、医療機関の特性によって鑑別診断件数

に差があった可能性がある。

表 121 類型別 前記のいずれにも含まれない精神疾患の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

表 122 医療機関種別 前記のいずれにも含まれない精神疾患の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 11.6 39.4 1 0 164
基幹型Ⅱ 4 2.3 4.5 0 0 9
地域型 386 9.8 56.9 2 0 1010
連携型 98 5.3 11.3 1 0 78
合計 505 8.9 50.5 2 0 1010

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 2.9 9.1 0 0 38
基幹型Ⅱ 4 1.0 2.0 0 0 4
地域型 386 4.6 48.2 0 0 873
連携型 98 1.8 7.6 0 0 61
合計 505 4.0 42.3 0 0 873

類型

鑑別診断件数（実数）　22.前記のいずれにも含まれない精神疾患　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　22.前記のいずれにも含まれない精神疾患　うち65歳未満

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 5.7 23.7 1 0 302
精神科病院 235 13.1 70.1 3 0 1010
診療所 42 2.8 5.4 1 0 27
合計 505 8.9 50.5 2 0 1010

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 2.1 16.3 0 0 234
精神科病院 235 6.4 59.9 0 0 873
診療所 42 0.4 0.9 0 0 4
合計 505 4.0 42.3 0 0 873

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　22.前記のいずれにも含まれない精神疾患　うち65歳未満

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　22.前記のいずれにも含まれない精神疾患　全数
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23) 前記のいずれにも含まれない神経疾患：類型別（表 123）、医療機関種別（表 124）に、

前記のいずれにも含まれない神経疾患と診断されたものの鑑別診断件数について、それぞ

れ全数およびそのうちの 65 歳未満の者の件数を示す。昨年度と比較して、全数の平均値で

1.1 人増加した。全数の鑑別診断件数は 0～578 名/年と大きく開きがあり、医療機関の特性

によって鑑別診断件数に差があった可能性がある。 

表 123 類型別 前記のいずれにも含まれない神経疾患の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

表 124 医療機関種別 前記のいずれにも含まれない神経疾患の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 13.2 34.5 1 0 124
基幹型Ⅱ 4 2.5 1.9 3 0 4
地域型 386 6.3 38.1 1 0 578
連携型 98 2.5 13.1 0 0 116
合計 505 5.8 34.4 0 0 578

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 8.7 25.3 0 0 98
基幹型Ⅱ 4 0.3 0.5 0 0 1
地域型 386 1.7 13.8 0 0 197
連携型 98 1.3 10.2 0 0 100
合計 505 1.8 13.7 0 0 197

鑑別診断件数（実数）　23.前記のいずれにも含まれない神経疾患　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　23.前記のいずれにも含まれない神経疾患　うち65歳未満

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 7.3 43.6 1 0 578
精神科病院 235 4.6 25.4 0 0 298
診療所 42 3.7 17.9 0 0 116
合計 505 5.8 34.4 0 0 578

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 2.2 14.0 0 0 133
精神科病院 235 1.4 13.1 0 0 197
診療所 42 2.6 15.4 0 0 100
合計 505 1.8 13.7 0 0 197

鑑別診断件数（実数）　23.前記のいずれにも含まれない神経疾患　うち65歳未満

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　23.前記のいずれにも含まれない神経疾患　全数

医療機関
種別
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24) 前記のいずれにも含まれない疾患：類型別（表 125）、医療機関種別（表 126）に、前

記のいずれにも含まれない疾患と診断されたものの鑑別診断件数について、それぞれ全数

およびそのうちの 65 歳未満の者の件数を示す。全数の鑑別診断件数は 0～947 名/年、65 歳

未満で 0～477 名/年と大きく開きがあり、医療機関の特性によって鑑別診断件数に差があ

った可能性がある。

表 125 類型別 前記のいずれにも含まれない疾患の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

表 126 医療機関種別 前記のいずれにも含まれない疾患の鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 3.0 8.9 1 0 37
基幹型Ⅱ 4 2.5 2.6 2 0 6
地域型 386 5.2 48.4 1 0 947
連携型 98 2.0 5.0 0 0 37
合計 505 4.5 42.4 1 0 947

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 1.4 4.1 0 0 17
基幹型Ⅱ 4 0.5 0.6 1 0 1
地域型 386 1.8 24.5 0 0 477
連携型 98 0.4 2.2 0 0 20
合計 505 1.5 21.5 0 0 477

類型

鑑別診断件数（実数）　24.前記のいずれにも含まれない疾患　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　24.前記のいずれにも含まれない疾患　うち65歳未満

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 7.5 62.8 1 0 947
精神科病院 235 2.2 6.2 0 0 79
診療所 42 0.8 1.5 0 0 7
合計 505 4.5 42.4 1 0 947

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 2.8 31.6 0 0 477
精神科病院 235 0.5 4.4 0 0 67
診療所 42 0.0 0.2 0 0 1
合計 505 1.5 21.5 0 0 477

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　24.前記のいずれにも含まれない疾患　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　24.前記のいずれにも含まれない疾患　うち65歳未満
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25) 診断保留：類型別（表 127）、医療機関種別（表 128）に、前記のいずれにも含まれな

い神経疾患と診断されたものの鑑別診断件数について、それぞれ全数およびそのうちの 65

歳未満の者の件数を示す。全数の中央値で基幹型Ⅱ、一般病院に多く、医療機関の特性によ

って件数に差があった可能性がある。

表 127 類型別 診断保留件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

 

表 128 医療機関種別 診断保留件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 6.5 7.0 3 0 21
基幹型Ⅱ 4 12.3 10.7 12 0 25
地域型 386 7.0 18.4 1 0 213
連携型 98 12.2 50.6 0 0 421
合計 505 8.0 27.5 1 0 421

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 1.4 3.9 0 0 16
基幹型Ⅱ 4 3.3 2.9 3 0 7
地域型 386 0.5 2.1 0 0 34
連携型 98 0.3 1.0 0 0 7
合計 505 0.5 2.1 0 0 34

類型

鑑別診断件数（実数）　25.診断保留　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　25.診断保留　うち65歳未満

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 9.9 22.8 2 0 213
精神科病院 235 3.7 7.9 0 0 77
診療所 42 22.1 75.9 0 0 421
合計 505 8.0 27.5 1 0 421

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 0.8 2.8 0 0 34
精神科病院 235 0.3 0.9 0 0 9
診療所 42 0.5 1.3 0 0 7
合計 505 0.5 2.1 0 0 34

鑑別診断件数（実数）　25.診断保留　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　25.診断保留　うち65歳未満

医療機関
種別

－90－



26) 全鑑別診断件数：総数（表 129）、類型別（表 130）、医療機関種別（表 131）に、全て

の鑑別診断件数について、それぞれ全数およびそのうちの 65 歳未満の者の件数を示す。全

数の中央値では地域型および一般病院が、65 歳未満のものの中央値では基幹型Ⅱおよび一

般病院が多かった。

また認知症関連疾患（上記 1）～16））の鑑別件数の構成比について、構成比 A（MCI を

含む）、構成比 B（MCI を含まない）を示す（表 132、図 18、図 19）。  

表 129 全鑑別診断件数 総数 

表 130 類型別 全鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

表 131 医療機関種別 全鑑別診断件数（上段：全数、下段：うち 65 歳未満） 

合計　全数 合計　うち65歳未満
鑑別診断件数（実数）総数 144298 12223

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 201.5 147.6 143 67 661
基幹型Ⅱ 4 159.5 118.7 106 90 337
地域型 386 313.6 351.1 238 8 4368
連携型 98 195.7 211.2 133 0 1495
合計 505 285.7 325.7 218 0 4368

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 36.2 82.6 15 1 352
基幹型Ⅱ 4 20.0 4.4 20 15 25
地域型 386 25.8 133.9 5 0 1943
連携型 98 16.0 50.4 3 0 409
合計 505 24.2 120.1 5 0 1943

類型

鑑別診断件数（実数）　合計　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　合計　うち65歳未満

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 307.4 379.4 236 14 4368
精神科病院 235 274.7 274.3 214 8 3238
診療所 42 229.7 266.4 182 0 1495
合計 505 285.7 325.7 218 0 4368

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 28.3 109.2 8 0 1301
精神科病院 235 22.3 138.9 4 0 1943
診療所 42 12.8 30.9 5 0 195
合計 505 24.2 120.1 5 0 1943

鑑別診断件数（実数）　合計　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　合計　うち65歳未満

医療機関
種別
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Ⅱ-5．初診までの待機日数 
 
類型別（表 133、図 20）、医療機関種別（表 134、図 21）に、初診までの待機日数を示

す。空欄であった 2 件は欠損としたが、待機日数を確認していない可能性がある。基幹型Ⅰ

の 41.2％、基幹型Ⅱの 75.0％が 15 日～1 か月未満の待機日数であり、地域型の 39.0％、連

携型の70.1%が14日未満の待機日数であった。また、医療機関種別では、一般病院の37.4％、

精神科病院の 44.7%、診療所の 75.6％が 14 日未満の待機日数であった。昨年度と比較し

て、基幹型Ⅱの待機日数 14 日未満の割合が増加した。 
 
表 133 類型別 初診までの待機日数 

図 20 類型別 初診までの待機日数（再掲） 

表 134 医療機関種別 初診までの待機日数 

 

①14⽇未満 ②15⽇〜
1か⽉未満

③1か⽉〜
3か⽉

④3か⽉〜
6か⽉ ⑥6か⽉以上 合計

221 166 112 4 0 503
43.9% 33.0% 22.3% 0.8% 0.0% 100.0%

2 7 7 1 0 17
11.8% 41.2% 41.2% 5.9% 0.0% 100.0%

1 3 0 0 0 4
25.0% 75.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

150 135 97 3 0 385
39.0% 35.1% 25.2% 0.8% 0.0% 100.0%

68 21 8 0 0 97
70.1% 21.6% 8.2% 0.0% 0.0% 100.0%

合計

初診までの待機⽇数

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

基幹型Ⅱ

①14⽇未満 ②15⽇〜
1か⽉未満

③1か⽉〜
3か⽉

④3か⽉〜
6か⽉ ⑥6か⽉以上 合計

221 166 112 4 0 503
43.9% 33.0% 22.3% 0.8% 0.0% 100.0%

85 79 60 3 0 227
37.4% 34.8% 26.4% 1.3% 0.0% 100.0%

105 80 49 1 0 235
44.7% 34.0% 20.9% 0.4% 0.0% 100.0%

31 7 3 0 0 41
75.6% 17.1% 7.3% 0.0% 0.0% 100.0%

初診までの待機⽇数

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計
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図 21 医療機関種別 初診までの待機日数（再掲） 

Ⅱ-6．診療報酬 
 
1) 認知症専門診断管理料：認知症専門診断管理料 1 または 2 のいずれかの算定について類

型別（表 135）、医療機関種別（表 136）に示す。いずれも空欄であった 2 件は欠損値とし

た。基幹型Ⅰの 82.4％、基幹型Ⅱの 100％、地域型の 72.4％が算定していたが、連携型は

46.9％の算定であった。医療機関種別では大きな差はみられなかった。

表 135 類型別 認知症専門診断管理料 1 または 2 のいずれかの算定の有無 

表 136 医療機関種別 認知症専門診断管理料 1 または 2 のいずれかの算定の有無 

算定あり 算定なし 合計
14 3 17

82.4% 17.6% 100.0%
4 0 4

100.0% 0.0% 100.0%
278 106 384

72.4% 27.6% 100.0%
46 52 98

46.9% 53.1% 100.0%
342 161 503

68.0% 32.0% 100.0%

認知症専⾨診断管理料　1または2　いずれか

類型

基幹型Ⅰ

基幹型Ⅱ

地域型

連携型

合計

算定あり 算定なし 合計
163 63 226

72.1% 27.9% 100.0%
153 82 235

65.1% 34.9% 100.0%
26 16 42

61.9% 38.1% 100.0%
342 161 503

68.0% 32.0% 100.0%

認知症専⾨診断管理料　1または2　いずれか

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計

医療機関
種別
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2) 認知症専門診断管理料 1：類型別の認知症専門診断管理料 1 算定の有無（表 137）、年間

算定件数（表 138）および医療機関種別の認知症専門診断管理料 1 算定の有無（表 139）、

年間算定件数（表 140）を示す。算定の有無が空欄であった 2 件は欠損としたが、認知症専

門診断管理料 1 の算定の有無について確認していないが、あるいは算定していない可能性

がある。実績報告書上で数値入力欄が空欄であるケースは集計データ上「0」となることに

留意が必要である。算定が有で年間算定件数が 0 件または空欄であった報告が 17 件あった

が、年間算定件数の集計に含めた。基幹型Ⅰの 82.4％、基幹型Ⅱの 100％、地域型の 71.6％、

連携型の 43.9%が算定しており、算定件数の中央値では地域型が多かった。また、医療機関

種別では、一般病院の 71.2％、精神科病院の 63.8%、診療所の 59.5％が算定しており、算

定回数の中央値では一般病院が多かった。

表 137 類型別 認知症専門診断管理料 1 算定の有無 

表 138 類型別 認知症専門診断管理料 1 年間算定件数 

表 139 医療機関種別 認知症専門診断管理料 1 算定の有無 

あり なし 合計
14 3 17

82.4% 17.6% 100.0%
4 0 4

100.0% 0.0% 100.0%
275 109 384

71.6% 28.4% 100.0%
43 55 98

43.9% 56.1% 100.0%
336 167 503

66.8% 33.2% 100.0%

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

認知症専⾨診断管理料1　算定の有無

基幹型Ⅱ

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 14 60.7 71.4 47 1 223
基幹型Ⅱ 4 40.8 34.6 34 8 88
地域型 275 86.2 100.5 60 0 667
連携型 43 38.7 51.2 19 0 205
合計 336 78.5 95.3 49 0 667

類型

認知症専⾨診断管理料1　算定件数(年間)

あり なし 合計
161 65 226

71.2% 28.8% 100.0%
150 85 235

63.8% 36.2% 100.0%
25 17 42

59.5% 40.5% 100.0%
336 167 503

66.8% 33.2% 100.0%

⼀般病院

精神科病院

診療所

医療機関
種別

認知症専⾨診断管理料1　算定の有無

合計
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表 140 医療機関種別 認知症専門診断管理料 1 年間算定件数 

3) 認知症専門診断管理料 2：類型別の認知症専門診断管理料 2 算定の有無（表 141）、年間

算定件数（表 142）および医療機関種別の認知症専門診断管理料 2 算定の有無（表 143）、

年間算定件数（表 144）を示す。空欄であった 6 件は欠損としたが、認知症専門診断管理料

2 の算定の有無について確認していない、あるいは算定していない可能性がある。算定が有

であるが年間算定件数が 0 件または空欄であった報告が 20 件あるが、年間算定件数の集計

に含めた。昨年度と比較して、算定ありは 1.3 ポイント増加した。基幹型Ⅰの 47.1％、基幹

型Ⅱの 100％が算定しており、一方で地域型の 50.5％、連携型の 88.5%は算定していなか

った。算定件数の中央値では地域型が多かった。また、医療機関種別では、一般病院の 54.2％、

精神科病院の 55.6%、診療所の 87.5％が算定していなかった。算定回数の中央値では精神

科病院が多かった。

表 141 類型別 認知症専門診断管理料 2 算定の有無 

 

表 142 類型別 認知症専門診断管理料 2 年間算定件数 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 161 90.7 101.7 61 0 518
精神科病院 150 70.6 91.0 44 0 667
診療所 25 47.5 63.1 19 0 205
合計 336 78.5 95.3 49 0 667

認知症専⾨診断管理料1　算定件数(年間)

医療機関
種別

あり なし 合計
8 9 17

47.1% 52.9% 100.0%
4 0 4

100.0% 0.0% 100.0%
189 193 382

49.5% 50.5% 100.0%
11 85 96

11.5% 88.5% 100.0%
212 287 499

42.5% 57.5% 100.0%

認知症専⾨診断管理料2　算定の有無

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

基幹型Ⅱ

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 8 10.9 8.6 10 0 27
基幹型Ⅱ 4 5.0 6.1 3 1 14
地域型 189 26.2 49.9 11 0 501
連携型 11 11.4 16.9 3 0 53
合計 212 24.5 47.6 10 0 501

認知症専⾨診断管理料2　算定件数(年間)

類型
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表 143 医療機関種別 認知症専門診断管理料 2 算定の有無 

 

表 144 医療機関種別 認知症専門診断管理料 2 年間算定件数 

4) 認知症ケア加算：認知症ケア加算 1 または 2 または 3 のいずれかの算定について、類型

別（表 145）、医療機関種別（表 146）に示す。すべて空欄の 7 件は欠損としたが、認知症

ケア加算いずれかの算定の有無について確認していない、あるいは算定していない可能性

がある。いずれかの算定があったのは基幹型Ⅰの 58.8％、基幹型Ⅱの 50.0％、地域型の

39.5％、連携型の 29.5％であった。一般病院は 76.3％の算定であったが精神科病院および

診療所の算定は少なかった。 

表 145 類型別 認知症ケア加算 1 または 2 または 3 のいずれかの算定の有無 

表 146 医療機関種別 認知症ケア加算 1 または 2 または 3 のいずれかの算定の有無 

あり なし 合計
103 122 225

45.8% 54.2% 100.0%
104 130 234

44.4% 55.6% 100.0%
5 35 40

12.5% 87.5% 100.0%
212 287 499

42.5% 57.5% 100.0%

認知症専⾨診断管理料2　算定の有無

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 103 23.0 55.7 7 0 501
精神科病院 104 26.8 39.3 14 0 250
診療所 5 6.6 10.4 3 0 25
合計 212 24.5 47.6 10 0 501

認知症専⾨診断管理料2　算定件数(年間)

医療機関
種別

算定あり 算定なし 合計
10 7 17

58.8% 41.2% 100.0%
2 2 4

50.0% 50.0% 100.0%
151 231 382

39.5% 60.5% 100.0%
28 67 95

29.5% 70.5% 100.0%
191 307 498

38.4% 61.6% 100.0%

認知症ケア加算　1または2または3　いずれか

類型

基幹型Ⅰ

基幹型Ⅱ

地域型

連携型

合計

算定あり 算定なし 合計
174 54 228

76.3% 23.7% 100.0%
16 214 230

7.0% 93.0% 100.0%
1 39 40

2.5% 97.5% 100.0%
191 307 498

38.4% 61.6% 100.0%

認知症ケア加算　1または2または3　いずれか

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計

医療機関
種別
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5) 認知症ケア加算 1：類型別の認知症ケア加算 1 算定の有無（表 147）、年間算定件数（表

148）および医療機関種別の認知症ケア加算 1 算定の有無（表 149）、年間算定件数（表 150）

を示す。空欄であった 9 件は欠損としたが、認知症ケア加算 1 の算定の有無について確認

していない、あるいは算定していない可能性がある。算定が有で算定件数が 0 件または空

欄であったセンターはなかった。基幹型Ⅰの 58.8％、基幹型Ⅱの 75.0％、地域型の 74.5％、

連携型の 93.7%が算定しておらず、算定している医療機関でも算定件数にはそれぞれに大

きな差があった。また、医療機関種別でも全体の 77.6％が算定しておらず、算定している

医療機関でも算定件数にそれぞれ大きな差があった。 
表 147 類型別 認知症ケア加算 1 算定の有無 

表 148 類型別 認知症ケア加算 1 年間算定件数

表 149 医療機関種別 認知症ケア加算 1 算定の有無 

表 150 医療機関種別 認知症ケア加算 1 年間算定件数

あり なし 合計
7 10 17

41.2% 58.8% 100.0%
1 3 4

25.0% 75.0% 100.0%
97 283 380

25.5% 74.5% 100.0%
6 89 95

6.3% 93.7% 100.0%
111 385 496

22.4% 77.6% 100.0%

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

認知症ケア加算1　算定の有無

基幹型Ⅱ

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 7 2598.1 1368.9 2061 1080 4919
基幹型Ⅱ 1 3971.0 3971 3971 3971
地域型 97 10138.3 13001.7 6308 90 85625
連携型 6 14704.5 16689.1 10603 1084 47186
合計 111 9854.1 12857.4 5548 90 85625

認知症ケア加算1　算定件数(年間)

類型

あり なし 合計
106 120 226

46.9% 53.1% 100.0%
5 225 230

2.2% 97.8% 100.0%
0 40 40

0.0% 100.0% 100.0%
111 385 496

22.4% 77.6% 100.0%

認知症ケア加算1　算定の有無

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 106 9895.1 13087.6 5330 90 85625
精神科病院 5 8984.8 6988.3 8690 551 19931
診療所 0
合計 111 9854.1 12857.4 5548 90 85625

医療機関
種別

認知症ケア加算1　算定件数(年間)
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6）認知症ケア加算 2：類型別の認知症ケア加算 2 算定の有無（表 151）、年間算定件数（表

152）および医療機関種別の認知症ケア加算 2 算定の有無（表 153）、年間算定件数（表 154）

を示す。空欄であった 12 件は欠損としたが、認知症ケア加算 2 の算定の有無について確認

していない、あるいは算定していない可能性がある。また算定が有であっても件数が 0 件

または空欄の報告 5 件は年間算定件数の集計に含めた。全体で 89.0%が算定しておらず、

算定している医療機関でも算定件数にはそれぞれに大きな差があった。

表 151 類型別 認知症ケア加算 2 算定の有無 

 

表 152 類型別 認知症ケア加算 2 年間算定数

表 153 医療機関種別 認知症ケア加算 2 算定の有無 

 

表 154 医療機関種別 認知症ケア加算 2 年間算定数 

 

あり なし 合計
3 14 17

17.6% 82.4% 100.0%
1 3 4

25.0% 75.0% 100.0%
36 342 378

9.5% 90.5% 100.0%
14 80 94

14.9% 85.1% 100.0%
54 439 493

11.0% 89.0% 100.0%

認知症ケア加算2　算定の有無

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

基幹型Ⅱ

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 3 23075.3 35763.7 4935 17 64274
基幹型Ⅱ 1 11787.0 11787 11787 11787
地域型 36 11878.4 15372.1 7181 0 78202
連携型 14 8095.6 8575.0 4676 0 24767
合計 54 11518.1 15267.4 6898 0 78202

認知症ケア加算2　算定件数(年間)

類型

あり なし 合計
50 174 224

22.3% 77.7% 100.0%
4 226 230

1.7% 98.3% 100.0%
0 39 39

0.0% 100.0% 100.0%
54 439 493

11.0% 89.0% 100.0%

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計

認知症ケア加算2　算定の有無

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 50 11982.7 15754.3 6681 0 78202
精神科病院 4 5709.5 3940.5 6898 0 9043
診療所 0
合計 54 11518.1 15267.4 6898 0 78202

認知症ケア加算2　算定件数(年間)

医療機関
種別
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7）認知症ケア加算 3：類型別の認知症ケア加算 3 算定の有無（表 155）、年間算定件数（表

156）および医療機関種別の認知症ケア加算 3 算定の有無（表 157）、年間算定件数（表 158）

を示す。空欄であった 11 件は欠損としたが、認知症ケア加算 3 の算定の有無について確認

していない、あるいは算定していない可能性がある。また算定が有で年間算定件数が 0 件

または空欄の報告 6 件は年間算定件数の集計に含めた。全体の 92.7％が算定しておらず、

また算定件数にはそれぞれ医療機関ごとの大きな差があった。 

表 155 類型別 認知症ケア加算 3 算定の有無 

表 156 類型別 認知症ケア加算 3 年間算定数

表 157 医療機関種別 認知症ケア加算 3 算定の有無 

表 158 医療機関種別 認知症ケア加算 3 年間算定数 

あり なし 合計
0 17 17

0.0% 100.0% 100.0%
0 4 4

0.0% 100.0% 100.0%
26 352 378

6.9% 93.1% 100.0%
10 85 95

10.5% 89.5% 100.0%
36 458 494

7.3% 92.7% 100.0%

認知症ケア加算3　算定の有無

類型

基幹型Ⅰ

地域型

基幹型Ⅱ

連携型

合計

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 0
基幹型Ⅱ 0
地域型 26 9980.9 14341.1 2239 0 50617
連携型 10 13322.7 12182.8 9863 0 36928
合計 36 10909.2 13688.5 3731 0 50617

認知症ケア加算3　算定件数(年間)

類型

あり なし 合計
29 195 224

12.9% 87.1% 100.0%
7 223 230

3.0% 97.0% 100.0%
0 40 40

0.0% 100.0% 100.0%
36 458 494

7.3% 92.7% 100.0%

認知症ケア加算3　算定の有無

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 29 12886.0 14517.4 8235 0 50617
精神科病院 7 2719.6 3515.8 294 0 7834
診療所 0
合計 36 10909.2 13688.5 3731 0 50617

認知症ケア加算3　算定件数(年間)

医療機関
種別
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Ⅱ-7. 認知症疾患医療センターへの受診の経緯 

 認知症疾患医療センターへの受診の経緯について、それぞれの経緯について類型別およ

び医療機関種別に示す。

1）地域包括支援センターからの受診（表 159、160、図 22）

地域包括支援センターからの受診は、中央値では地域型および精神科病院で多かった。ま

た数値入力欄が空欄であったケースは集計データ上「0」となり、集計に含まれていること

に留意が必要である。最小値は 0 件/年、最大値は 330 件/年と開きがあった。 

表 159 類型別 地域包括支援センターからの受診 

表 160 医療機関種別 地域包括支援センターからの受診 

図 22 地域包括支援センターからの受診（再掲、左：類型別、右：医療機関種別） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 5.2 15.1 0 0 62
基幹型Ⅱ 4 0.8 1.5 0 0 3
地域型 386 19.8 28.9 11 0 330
連携型 98 10.9 13.9 5 0 63
合計 505 17.4 26.5 9 0 330

受診の経緯　地域包括⽀援センターから

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 12.7 27.1 5 0 330
精神科病院 235 22.5 26.6 12 0 162
診療所 42 15.2 16.3 10 0 63
合計 505 17.4 26.5 9 0 330

受診の経緯　地域包括⽀援センターから

医療機関
種別
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2）医療機関（かかりつけ医等）から（表 161、162、図 23）

医療機関（かかりつけ医等）からの受診は、中央値では基幹型Ⅰ、Ⅱ、地域型および一般

病院で多かった。数値入力欄の空欄は集計データ上「0」となり、集計に含まれることに留

意が必要である。最小値は 0 件/年、最大値は 1394 件/年と大きな開きがあった。 

表 161 類型別 医療機関（かかりつけ医等）からの受診 

表 162 医療機関種別 医療機関（かかりつけ医等）からの受診 

図 23 医療機関（かかりつけ医等）からの受診（再掲、左：類型別、右：医療機関種別） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 163.9 90.8 135 49 381
基幹型Ⅱ 4 160.0 103.4 120 88 313
地域型 386 171.6 172.7 122 0 1394
連携型 98 70.1 81.4 54 1 597
合計 505 151.5 161.2 103 0 1394

受診の経緯　医療機関（かかりつけ医等）から

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 175.9 173.6 120 0 1087
精神科病院 235 141.3 152.7 93 0 1394
診療所 42 76.4 99.4 43 2 597
合計 505 151.5 161.2 103 0 1394

受診の経緯　医療機関（かかりつけ医等）から

医療機関
種別
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3）居宅介護支援事業所・介護サービス事業所から（表 163、164、図 24）

居宅介護支援事業所・介護サービス事業所からの受診は、中央値では地域型および精神科

病院で多かった。また数値入力欄が空欄であったケースは集計データ上「0」となり集計に

含まれていることに留意が必要である。最小値は 0 件/年、最大値は 566 件/年と大きな開き

があった。

表 163 類型別 居宅介護支援事業所・介護サービス事業所からの受診 

表 164 医療機関種別 居宅介護支援事業所・介護サービス事業所からの受診 

図 24 居宅介護支援事業所・介護サービス事業所からの受診（再掲、左：類型別、右：医療機関種別） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 9.2 32.8 0 0 136
基幹型Ⅱ 4 0.0 0.0 0 0 0
地域型 386 39.6 64.5 20 0 566
連携型 98 17.6 22.9 9 0 145
合計 505 34.0 58.5 14 0 566

受診の経緯　居宅介護⽀援事業所・介護サービス事業所から

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 16.4 31.4 3 0 193
精神科病院 235 54.1 74.8 33 0 566
診療所 42 17.1 18.5 11 0 73
合計 505 34.0 58.5 14 0 566

受診の経緯　居宅介護⽀援事業所・介護サービス事業所から

医療機関
種別
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4）行政機関から（表 165、166、図 25）

行政機関からの受診は、中央値では地域型および精神科病院で多かった。また数値入力

欄が空欄であったケースは集計データ上「0」となり集計に含まれていることに留意が必要

である。最小値は 0 件/年、最大値は 1112 件/年と大きな開きがあった。 

表 165 類型別 行政機関からの受診 

表 166 医療機関種別 行政機関からの受診 

図 25 行政機関からの受診（再掲、左：類型別、右：医療機関種別） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 0.6 1.2 0 0 4
基幹型Ⅱ 4 3.3 5.9 1 0 12
地域型 386 11.0 59.3 3 0 1112
連携型 98 5.9 10.8 2 0 55
合計 505 9.6 52.1 2 0 1112

受診の経緯　⾏政機関から

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 11.8 75.4 1 0 1112
精神科病院 235 7.8 17.0 4 0 205
診療所 42 8.5 13.5 2 0 55
合計 505 9.6 52.1 2 0 1112

受診の経緯　⾏政機関から

医療機関
種別
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5）その他（表 167、168、図 26）

その他からの受診は、中央値では基幹型Ⅰ、Ⅱおよび精神科病院で多かった。また数値入

力欄が空欄であったケースは集計データ上「0」となり集計に含まれていることに留意が必

要である。最小値は 0 件/年、最大値は 6685 件/年と大きな開きがあった。 

表 167 類型別 その他からの受診 

表 168 医療機関種別 その他からの受診 

図 26 その他からの受診（再掲） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 16.8 25.8 10 0 103
基幹型Ⅱ 4 32.3 50.0 11 1 107
地域型 386 50.3 347.4 4 0 6685
連携型 98 23.3 51.4 3 0 356
合計 505 43.8 304.7 4 0 6685

受診の経緯　その他

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 228 27.8 66.2 3 0 445
精神科病院 235 62.2 440.8 5 0 6685
診療所 42 27.6 67.5 4 0 356
合計 505 43.8 304.7 4 0 6685

受診の経緯　その他

医療機関
種別
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Ⅱ-8. 認知症疾患医療センター受診後の情報提供 

 認知症疾患医療センター受診後の認知症疾患医療センターからの情報提供について、そ

れぞれの情報提供先について類型別および医療機関種別に示す。

1）地域包括支援センターへの情報提供（表 169、170、図 27）

地域包括支援センターへの情報提供は、中央値では地域型および精神科病院で多かっ

た。数値入力欄に文字入力「不詳」とあった 1 件は欠損値としたが、経緯別の集計が困難な

状況であった可能性がある。また数値入力欄が空欄であったケースは集計データ上「0」と

なり集計に含まれていることに留意が必要である。中央値では地域型、診療所が多く、最小

値は 0 件/年、最大値は 700 件/年と大きな開きがあった。 

表 169 類型別 地域包括支援センターへの情報提供 

表 170 医療機関種別 地域包括支援センターへの情報提供 

図 27 地域包括支援センターへの情報提供（再掲） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 29.8 59.4 5 0 234
基幹型Ⅱ 4 11.8 12.2 6 5 30
地域型 386 28.7 55.7 12 0 700
連携型 98 19.3 40.4 3 0 290
合計 504 26.8 53.0 10 0 700

受診後の情報提供　地域包括⽀援センターへ

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 28.4 67.6 8 0 700
精神科病院 235 25.3 36.8 12 0 236
診療所 42 26.7 38.4 14 0 188
合計 504 26.8 53.0 10 0 700

受診後の情報提供　地域包括⽀援センターへ

医療機関
種別
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2）医療機関（かかりつけ医等）への情報提供（表 171、172、図 28）

医療機関（かかりつけ医等）への情報提供は、中央値で地域型および一般病院で多かった。

数値入力欄に文字入力「不詳」のあった 1 件は欠損値としたが、経緯別の集計が困難な状況

であった可能性がある。また数値入力欄が空欄であったケースは集計データ上「0」となり

集計に含まれていることに留意が必要である。昨年度と比較して、合計の平均値は同等で、

中央値では基幹型Ⅰ、一般病院で多く、最小値は 0 件/年、最大値は 1641 件/年と大きな開

きがあった。

表 171 類型別 医療機関（かかりつけ医等）への情報提供 

表 172 医療機関種別 医療機関（かかりつけ医等）への情報提供 

図 28 医療機関（かかりつけ医等）への情報提供（再掲） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 177.1 93.9 161 17 341
基幹型Ⅱ 4 134.8 129.3 115 0 310
地域型 386 173.7 183.0 123 0 1641
連携型 98 73.3 84.6 51 0 495
合計 504 154.0 170.2 105 0 1641

受診後の情報提供　医療機関（かかりつけ医等）へ

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 174.5 171.1 118 0 904
精神科病院 235 147.3 175.7 101 0 1641
診療所 42 80.3 98.1 44 0 495
合計 504 154.0 170.2 105 0 1641

受診後の情報提供　医療機関（かかりつけ医等）へ

医療機関
種別
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3）居宅介護支援事業所・介護サービス事業所への情報提供（表 173、174、図 29）

居宅介護支援事業所・介護サービス事業所への情報提供は、中央値で地域型および精神科

病院で特に多かった。数値入力欄に文字入力「不詳」のあった 1 件は欠損値としたが、経緯

別の集計が困難な状況であった可能性がある。また数値入力欄が空欄であったケースは集

計データ上「0」となり集計に含まれていることに留意が必要である。中央値では地域型お

よび精神科病院で多く、最小値は 0 件/年、最大値は 1529 件/年と大きな開きがあった。昨

年度と比較して、合計の平均値で約 3 件減少した。 

表 173 類型別 居宅介護支援事業所・介護サービス事業所への情報提供 

表 174 医療機関種別 居宅介護支援事業所・介護サービス事業所への情報提供 

図 29 居宅介護支援事業所・介護サービス事業所への情報提供（再掲） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 43.1 79.6 4 0 256
基幹型Ⅱ 4 9.3 10.4 6 2 24
地域型 386 48.5 111.9 16 0 1529
連携型 98 25.0 40.2 7 0 199
合計 504 43.4 100.9 13 0 1529

受診後の情報提供　居宅介護⽀援事業所・介護サービス事業所へ

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 31.0 68.6 6 0 551
精神科病院 235 57.5 129.0 22 0 1529
診療所 42 31.5 41.4 12 0 155
合計 504 43.4 100.9 13 0 1529

受診後の情報提供　居宅介護⽀援事業所・介護サービス事業所へ

医療機関
種別
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4）行政機関への情報提供（表 175、176、図 30）

行政機関への情報提供は、中央値で基幹型、地域型および精神科病院で多かった。数値入

力欄に文字入力「不詳」のあった 1 件は欠損値としたが、経緯別の集計が困難な状況であっ

た可能性がある。また数値入力欄が空欄であったケースは集計データ上「0」となり集計に

含まれていることに留意が必要である。最小値は 0 件/年、最大値は 502 件/年であった。 

表 175 類型別 行政機関への情報提供 

表 176 医療機関種別 行政機関への情報提供 

図 30 行政機関への情報提供（再掲） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 9.2 17.9 2 0 69
基幹型Ⅱ 4 3.0 4.1 2 0 9
地域型 386 9.2 22.4 2 0 167
連携型 98 11.5 52.0 1 0 502
合計 504 9.6 30.3 2 0 502

受診後の情報提供　⾏政機関へ

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 10.8 39.3 1 0 502
精神科病院 235 8.2 20.5 2 0 158
診療所 42 11.0 17.4 2 0 62
合計 504 9.6 30.3 2 0 502

受診後の情報提供　⾏政機関へ

医療機関
種別
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5）その他への情報提供（表 177、178、図 31）

その他への情報提供は、中央値で基幹型および診療所で多かった。数値入力欄に文字入力

「不詳」のあった 1 件は欠損値としたが、経緯別の集計が困難な状況であった可能性があ

る。また数値入力欄が空欄であったケースは集計データ上「0」となり集計に含まれている

ことに留意が必要である。中央値では基幹型Ⅱで多かった。最小値は 0 件/年、最大値は 7008

件/年と、医療機関ごとの大きな開きがあった。昨年度と比較して、合計の平均値で約 12 件

増加した。

表 177 類型別 その他への情報提供 

表 178 医療機関種別 その他への情報提供 

図 31 その他への情報提供（再掲） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 54.6 140.7 5 0 554
基幹型Ⅱ 4 33.3 48.4 15 0 103
地域型 386 51.9 387.1 1 0 7008
連携型 98 13.4 35.7 1 0 239
合計 504 44.3 340.2 1 0 7008

受診後の情報提供　その他

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 29.8 141.7 1 0 1749
精神科病院 235 63.5 478.0 1 0 7008
診療所 42 15.7 36.0 1 0 192
合計 504 44.3 340.2 1 0 7008

受診後の情報提供　その他

医療機関
種別
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Ⅲ．身体合併症に対する救急医療機関としての要件と機能

Ⅲ-1．指定状況 
 
1) 救急医療機関の指定：救急医療機関の指定の有無について類型別（表 179）、および医療

機関種別（表 180）に示す。空欄であった 8 件は欠損としたが、救急医療機関の指定を確認

していないか、あるいは指定されていない可能性がある。基幹型Ⅰ、基幹型Ⅱの 100％、一

般病院の 69.3％が指定されていたが、地域型の 66.1％、連携型の 78.1%、精神科病院の

93.9％、診療所の 97.6％は指定されていなかった。昨年度と比較して、合計での指定あり割

合は 0.5 ポイント増加した。

表 179 類型別 救急医療機関の指定の有無 

表 180 医療機関種別 救急医療機関の指定の有無 

あり なし 合計
17 0 17

100.0% 0.0% 100.0%
4 0 4

100.0% 0.0% 100.0%
129 251 380

33.9% 66.1% 100.0%
21 75 96

21.9% 78.1% 100.0%
171 326 497

34.4% 65.6% 100.0%

1救急医療機関の指定

基幹型Ⅱ

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

あり なし 合計
156 69 225

69.3% 30.7% 100.0%
14 217 231

6.1% 93.9% 100.0%
1 40 41

2.4% 97.6% 100.0%
171 326 497

34.4% 65.6% 100.0%

診療所

合計

1救急医療機関の指定

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院
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2) 高度救命救急センターまたは救命救急センターの指定：高度救命救急センターまたは救

命救急センターの指定の有無について類型別（表 181）、および医療機関種別（表 182）に

示す。空欄であった 11 件は欠損としたが、高度救命救急センターまたは救命救急センター

の指定を確認していないか、指定されていない可能性がある。基幹型Ⅰの 70.6％、基幹型

Ⅱの 75.0％は指定されていたが、地域型の 87.4％、連携型の 100%、一般病院の 71.6％、

精神科病院と診療所の 100％が指定されていなかった。

表 181 類型別 高度救命救急センターまたは救命救急センターの指定の有無 

表 182 医療機関種別 高度救命救急センターまたは救命救急センターの指定の有無 

あり なし 合計
12 5 17

70.6% 29.4% 100.0%
3 1 4

75.0% 25.0% 100.0%
48 332 380

12.6% 87.4% 100.0%
0 93 93

0.0% 100.0% 100.0%
63 431 494

12.8% 87.2% 100.0%

2⾼度救命救急センターまたは救命救急センターの指定

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

基幹型Ⅱ

あり なし 合計
63 159 222

28.4% 71.6% 100.0%
0 231 231

0.0% 100.0% 100.0%
0 41 41

0.0% 100.0% 100.0%
63 431 494

12.8% 87.2% 100.0%

2⾼度救命救急センターまたは救命救急センターの指定

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計
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Ⅲ-2．支援・院内調整 

1) 身体合併症のある認知症患者に対する救急医療の支援（相談、入院受け入れの調整、他

院の紹介など）の実施：類型別（表 183）、および医療機関種別（表 184）に示し、併せて

図で示す（図 32）。有無に関し、空欄であった 4 件は欠損としたが、実施状況を確認してい

ないか、実施していない可能性がある。全体の 82.8％が身体合併症のある認知症患者に対

する救急医療の支援を行っていた。昨年度と比較して、合計での実施あり割合は 1.5 ポイン

ト増加し、特に地域型および連携型、精神科病院で増加があった。

表 183 類型別 身体合併症のある認知症患者に対する救急医療の支援 

表 184 医療機関別 身体合併症のある認知症患者に対する救急医療の支援 

図 32 身体合併症のある認知症患者に対する救急医療の支援（再掲） 

あり なし 合計
17 0 17

100.0% 0.0% 100.0%
3 1 4

75.0% 25.0% 100.0%
323 60 383

84.3% 15.7% 100.0%
72 25 97

74.2% 25.8% 100.0%
415 86 501

82.8% 17.2% 100.0%

⾝体合併症のある認知症患者に対する救急医療の⽀援（相
談,⼊院受け⼊れの調整,他院の紹介など）の実施

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

基幹型Ⅱ

あり なし 合計
207 21 228

90.8% 9.2% 100.0%
178 53 231

77.1% 22.9% 100.0%
30 12 42

71.4% 28.6% 100.0%
415 86 501

82.8% 17.2% 100.0%

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計

⾝体合併症のある認知症患者に対する救急医療の⽀援（相
談,⼊院受け⼊れの調整,他院の紹介など）の実施

医療機関
種別
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2)一般病床に入院する認知症患者へのリエゾンチーム等による精神科的ケースワークの実

施：類型別（表 185）、および医療機関種別（表 186）に示し、併せて図で示す（図 33）。空

欄であった 9 件は欠損としたが、実施状況を確認していないか、実施していない可能性が

ある。基幹型Ⅰの 100％、一般病院の 70.4％が一般病床に入院する認知症患者への精神科

的ケースワークを実施していた。基幹型Ⅱの 50.0％、地域型の 58.6％、連携型の 81.3％、

精神科病院の 85.6％、診療所の 95.1％が実施していなかったが、精神科や一般病床の有無

の点で実施困難であることも理由と考えられるが、昨年度と比較して実施ありは 1.6 ポイン

ト増加した。

表 185 類型別 一般病床に入院する認知症患者へのリエゾンチーム等による精神科的ケースワークの実施 

表 186 医療機関種別 一般病床に入院する認知症患者へのリエゾンチーム等による精神科的ケースワークの実施 

図 33 一般病床に入院する認知症患者へのリエゾンチーム等による精神科的ケースワークの実施（再掲） 

あり なし 合計
17 0 17

100.0% 0.0% 100.0%
2 2 4

50.0% 50.0% 100.0%
157 222 379

41.4% 58.6% 100.0%
18 78 96

18.8% 81.3% 100.0%
194 302 496

39.1% 60.9% 100.0%

リエゾンチーム等による⼀般病床に⼊院する認知症患者への精
神科的ケースワークの実施

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

基幹型Ⅱ

あり なし 合計
159 67 226

70.4% 29.6% 100.0%
33 196 229

14.4% 85.6% 100.0%
2 39 41

4.9% 95.1% 100.0%
194 302 496

39.1% 60.9% 100.0%

リエゾンチーム等による⼀般病床に⼊院する認知症患者への精
神科的ケースワークの実施

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計
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3) 認知症疾患医療センターとして、院内における全診療科を対象とした認知症に関する研

修会の実施：類型別（表 187）、および医療機関種別（表 188）に示し、併せて図に示す（図

34）。空欄であった 8 件は欠損としたが、実施状況を確認していないか、実施していない可

能性がある。全体の 59.6％が院内における全診療科を対象とした認知症に関する研修会を

実施していたが、昨年度と比較して実施あり割合は 1.5 ポイント減少していた。医療機関種

別では一般病院の 75.6％、精神科病院の 48.7％、診療所の 33.3％が実施しており、認知症

に関する情報提供の必要な他科の存在の有無により、研修会の実施の有無が影響されてい

た可能性がある。

表 187 類型別 認知症疾患医療センターとして、院内における全診療科を対象とした認知症に関する研修会の実施 

表 188 医療機関種別 認知症疾患医療センターとして、院内における全診療科を対象とした認知症に関する研修会の実

施

図 34 認知症疾患医療センターとして、院内における全診療科を対象とした認知症に関する研修会の実施（再掲）  

あり なし 合計
14 3 17

82.4% 17.6% 100.0%
3 1 4

75.0% 25.0% 100.0%
237 142 379

62.5% 37.5% 100.0%
42 55 97

43.3% 56.7% 100.0%
296 201 497

59.6% 40.4% 100.0%

認知症疾患医療センターとして、院内における全診療科を対象と
した認知症に関する研修会の実施

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

基幹型Ⅱ

あり なし 合計
170 55 225

75.6% 24.4% 100.0%
112 118 230

48.7% 51.3% 100.0%
14 28 42

33.3% 66.7% 100.0%
296 201 497

59.6% 40.4% 100.0%

認知症疾患医療センターとして、院内における全診療科を対象
とした認知症に関する研修会の実施

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計
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4) 休日、夜間における身体合併症や重篤な行動・心理症状を有する救急・急性期患者に対

応するための空床の確保：類型別（表 189）、および医療機関種別（表 190）に示し、併せ

て図に示す（図 35）。空欄であった 7 件は欠損としたが、実施状況を確認していないか、

実施していない可能性がある。基幹型Ⅰでは 100％が身体合併症や重篤な行動・心理症状

を有する救急・急性期患者に対応するための空床を確保していた。一方で地域型の

39.5％、連携型の 24.7％も同様の空床を確保していた。医療機関種別では一般病院の

59.6％、精神科病院の 57.3％、診療所の 97.6％は確保していなかった。昨年度と比較し

て、合計の空床あり割合は 0.8 ポイント増加した。 

表 189 類型別 休日、夜間の身体合併症や重篤な行動・心理症状を有する救急・急性期患者対応する空床確保 

表 190 医療機関種別 休日、夜間の身体合併症や重篤な行動・心理症状を有する救急・急性期患者に対応する空床確保 

図 35 休日、夜間の身体合併症や重篤な行動・心理症状を有する救急・急性期患者に対応する空床確保（再掲）

※確保している空床数の項目は、令和 4 年度実績報告書より削除された。

あり なし 合計
17 0 17

100.0% 0.0% 100.0%
0 4 4

0.0% 100.0% 100.0%
150 230 380

39.5% 60.5% 100.0%
24 73 97

24.7% 75.3% 100.0%
191 307 498

38.4% 61.6% 100.0%

休⽇,夜間における⾝体合併症や重篤な⾏動・⼼理症状を有す
る救急・急性期患者に対応するための空床の確保

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

基幹型Ⅱ

あり なし 合計
91 134 225

40.4% 59.6% 100.0%
99 133 232

42.7% 57.3% 100.0%
1 40 41

2.4% 97.6% 100.0%
191 307 498

38.4% 61.6% 100.0%

精神科病院

診療所

合計

休⽇,夜間における⾝体合併症や重篤な⾏動・⼼理症状を有
する救急・急性期患者に対応するための空床の確保

医療機関
種別

⼀般病院
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Ⅳ．地域連携推進機関としての要件と機能

Ⅳ-1．認知症疾患医療センター地域連携会議 

1) 認知症疾患医療センター地域連携会議の開催形態：開催形態を類型別（表 191）、および

医療機関種別（表 192）に示し、合わせて図に示す（図 36）。空欄であった 5 件は欠損とし

たが、認知症疾患医療センター地域連携会議の開催形態について確認していないか、開催自

体が不明である可能性がある。全体の 60.4％が自院で主催であった一方、全体の 15.2％は

自治体の会議を活用しており、連携型の 40.2％、診療所の 47.6％は地域内の基幹型・地域

型と連携して開催していた。昨年度と比較して、自治体の会議の活用は合計 1.5 ポイント減

少し、基幹型・地域型と連携は 2.0 ポイント増加した。  
 

表 191 類型別 認知症疾患医療センター地域連携会議の開催形態 

表 192 医療機関種別 認知症疾患医療センター地域連携会議の開催形態 

図 36 認知症疾患医療センター地域連携会議の開催形態（再掲） 

主催 ⾃治体の会議の活⽤ 基幹型・地域型と連携 合計

10 4 3 17
58.8% 23.5% 17.6% 100.0%

3 0 1 4
75.0% 0.0% 25.0% 100.0%

251 52 79 382
65.7% 13.6% 20.7% 100.0%

38 20 39 97
39.2% 20.6% 40.2% 100.0%

302 76 122 500
60.4% 15.2% 24.4% 100.0%

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

基幹型Ⅱ

認知症疾患医療連携協議会の開催　開催の形態

主催 ⾃治体の会議の活⽤ 基幹型・地域型と連携 合計

144 25 58 227
63.4% 11.0% 25.6% 100.0%

147 40 44 231
63.6% 17.3% 19.0% 100.0%

11 11 20 42
26.2% 26.2% 47.6% 100.0%

302 76 122 500
60.4% 15.2% 24.4% 100.0%

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計

認知症疾患医療連携協議会の開催　開催の形態
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2) 認知症疾患医療センター地域連携会議の開催回数：開催回数を類型別（表 193、図 37）、

および医療機関種別（表 194、図 38）に示す。数値入力欄未記入の 5 件は欠損としたが、

開催形態も空欄であったため開催していない可能性がある。開催回数の数値入力欄が 0 ま

たは空欄であったケースは集計データ上すべて「0 回」として集計に含まれていることに留

意が必要である。中央値では、基幹型Ⅱおよび地域型、精神科病院、診療所が 2 回/年の開

催であった。最大で 39 回/年の開催があったが、全体での平均の開催回数は、昨年度と不変

であった。

表 193 類型別 認知症疾患医療センター地域連携会議の開催回数 

図 37 類型別 認知症疾患医療センター地域連携会議の開催回数 

表 194 医療機関種別 認知症疾患医療センター地域連携会議の開催回数 

図 38 医療機関種別 認知症疾患医療センター地域連携会議の開催回数 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 1.6 0.9 1 1 4
基幹型Ⅱ 4 1.5 0.6 2 1 2
地域型 382 2.0 2.6 2 0 39
連携型 97 1.6 1.0 1 0 4
合計 500 1.9 2.3 2 0 39

認知症疾患医療連携協議会の開催　開催回数

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 1.8 1.5 1 0 12
精神科病院 231 2.0 3.0 2 0 39
診療所 42 1.9 0.9 2 1 4
合計 500 1.9 2.3 2 0 39

認知症疾患医療連携協議会の開催　開催回数

医療機関
種別
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Ⅳ-2．研修会開催 

1) 医療従事者対象：医療従事者対象の研修会について類型別の開催の有無（表 195）と開

催回数（表 196、図 39）、および医療機関種別の開催の有無（表 197）と開催回数（表 198、

図 40）を示す。開催有にもかかわらず回数について数値入力欄に文字入力「随時」と記載

のあった 1 件は回数の集計では欠損としたが、開催回数について確認していないか、ある

いは不明である可能性がある。また開催有で回数が 0 または空欄の報告が 7 件あり、開催

実態は不明であるもののすべて集計データ上「0 回」として集計されたことに留意が必要で

ある。全体で 83.5％が開催しており、昨年度と比較して割合としては 3.7 ポイント増加し

た。回数の中央値では基幹型Ⅰが 3 回/年であったが、それ以外は 1～2 回/年の開催であっ

た。最大実施回数は 24 回/年であり、全体の平均回数では昨年度と不変であった。
 

表 195 類型別 医療従事者対象の研修会の開催の有無 

表 196 類型別 医療従事者対象の研修会の開催回数 

図 39 類型別 医療従事者対象の研修会の開催回数 

あり なし 合計
16 1 17

94.1% 5.9% 100.0%
4 0 4

100.0% 0.0% 100.0%
328 57 385

85.2% 14.8% 100.0%
73 25 98

74.5% 25.5% 100.0%
421 83 504

83.5% 16.5% 100.0%

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

研修会の開催　医療従事者対象　開催の有無

基幹型Ⅱ

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 4.3 4.4 3 0 13
基幹型Ⅱ 4 2.0 0.8 2 1 3
地域型 328 2.4 2.7 1 0 24
連携型 73 2.0 2.5 1 0 19
合計 421 2.4 2.8 1 0 24

研修会の開催　医療従事者対象　開催回数

類型
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表 197 医療機関種別 医療従事者対象の研修会の開催の有無 

表 198 医療機関種別 医療従事者対象の研修会の開催回数 

図 40 医療機関種別 医療従事者対象の研修会の開催回数 

2) 医療従事者対象のうち、かかりつけ医対象：医療従事者対象の研修会のうち、かかりつ

け医対象のものについて類型別の開催の有無（表 199）と開催回数（表 200、図 41）、およ

び医療機関種別の開催の有無（表 201）と開催回数（表 202、図 42）を示す。開催有にもか

かわらず回数が 0 または空欄の報告が 5 件あり、開催実態が不明であるものの、集計デー

タ上「0 回」として集計されたことに留意が必要である。全体で 60.2％が開催しており、回

数は全体の中央値として 1～2 回/年開催、最大実施回数は 13 回/年であった。昨年度と比較

して、合計の開催あり割合はおおむね不変であった。

あり なし 合計
205 23 228

89.9% 10.1% 100.0%
188 46 234

80.3% 19.7% 100.0%
28 14 42

66.7% 33.3% 100.0%
421 83 504

83.5% 16.5% 100.0%

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計

研修会の開催　医療従事者対象　開催の有無

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 205 2.6 3.0 1 0 24
精神科病院 188 2.1 2.2 1 0 23
診療所 28 2.7 3.8 1 0 19
合計 421 2.4 2.8 1 0 24

医療機関
種別

研修会の開催　医療従事者対象　開催回数
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表 199 類型別 かかりつけ医対象研修会の開催の有無 

表 200 類型別 かかりつけ医対象研修会の開催回数 

図 41 類型別 かかりつけ医対象研修会の開催回数 

表 201 医療機関種別 かかりつけ医対象研修会の開催の有無 

あり なし 合計
14 3 17

82.4% 17.6% 100.0%
4 0 4

100.0% 0.0% 100.0%
239 147 386

61.9% 38.1% 100.0%
47 51 98

48.0% 52.0% 100.0%
304 201 505

60.2% 39.8% 100.0%

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

研修会の開催　(うちかかりつけ医対象)　開催の有無

基幹型Ⅱ

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 14 3.7 4.2 2 0 13
基幹型Ⅱ 4 1.5 0.6 2 1 2
地域型 239 1.8 1.4 1 0 9
連携型 47 1.6 1.5 1 0 10
合計 304 1.8 1.7 1 0 13

研修会の開催　(うちかかりつけ医対象)　開催回数

類型

あり なし 合計
148 80 228

64.9% 35.1% 100.0%
136 99 235

57.9% 42.1% 100.0%
20 22 42

47.6% 52.4% 100.0%
304 201 505

60.2% 39.8% 100.0%

研修会の開催　(うちかかりつけ医対象)　開催の有無

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計
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表 202 医療機関種別 かかりつけ医対象研修会の開催回数 

図 42 医療機関種別 かかりつけ医対象研修会の開催回数 

3) 地域包括支援センター職員等対象：地域包括支援センター職員等を対象とした研修会に

ついて類型別の開催の有無（表 203）と開催回数（表 204、図 43）、および医療機関種別の

開催の有無（表 205）と開催回数（表 206、図 44）を示す。開催有にもかかわらず回数が 0

または空欄の報告が 13 件あり、開催実態不明であるものの、集計データ上「0 回」として

集計されていることに留意が必要である。全体で 77.6％が開催しており昨年度と比較して

6.1 ポイント増加した。回数の中央値では基幹型ⅠおよびⅡは 2 回/年、診療所が 2 回/年、

その他は 1 回/年の開催で、最大実施回数は 36 回/年であった。
 

表 203 類型別 地域包括支援センター職員等対象研修会の開催の有無 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 148 2.0 2.1 1 0 13
精神科病院 136 1.6 1.0 1 0 6
診療所 20 2.0 2.2 1 0 10
合計 304 1.8 1.7 1 0 13

医療機関
種別

研修会の開催　(うちかかりつけ医対象)　開催回数

あり なし 合計
14 3 17

82.4% 17.6% 100.0%
3 1 4

75.0% 25.0% 100.0%
310 76 386

80.3% 19.7% 100.0%
65 33 98

66.3% 33.7% 100.0%
392 113 505

77.6% 22.4% 100.0%

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

研修会の開催　地域包括⽀援センター職員等対象　開催の有無

基幹型Ⅱ
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表 204 類型別 地域包括支援センター職員等対象研修会の開催回数 

図 43 類型別 地域包括支援センター職員等対象研修会の開催回数 

表 205 医療機関種別 地域包括支援センター職員等対象研修会の開催の有無 

表 206 医療機関種別 地域包括支援センター職員等対象研修会の開催回数 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 14 4.0 4.7 2 0 15
基幹型Ⅱ 3 1.7 0.6 2 1 2
地域型 310 2.4 3.4 1 0 36
連携型 65 2.4 3.9 1 0 25
合計 392 2.4 3.5 1 0 36

研修会の開催　地域包括⽀援センター職員等対象　開催回数

類型

あり なし 合計
184 44 228

80.7% 19.3% 100.0%
181 54 235

77.0% 23.0% 100.0%
27 15 42

64.3% 35.7% 100.0%
392 113 505

77.6% 22.4% 100.0%

研修会の開催　地域包括⽀援センター職員等対象　開催の有無

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 184 2.1 2.4 1 0 15
精神科病院 181 2.5 4.0 1 0 36
診療所 27 3.9 5.8 2 0 25
合計 392 2.4 3.5 1 0 36

医療機関
種別

研修会の開催　地域包括⽀援センター職員等対象　開催回数
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図 44 医療機関種別 地域包括支援センター職員等対象研修会の開催回数 

4) 家族・地域住民等対象：家族・地域住民等を対象とした研修会について類型別の開催の

有無（表 207）と開催回数（表 208、図 45）、および医療機関種別の開催の有無（表 209）

と開催回数（表 210、図 46）を示す。回数について数値入力欄に文字入力「随時」と記載

した 1 件は回数の集計では欠損としたが、開催回数について確認していないか、あるいは

不明である可能性がある。また開催有にもかかわらず回数が 0 または空欄の報告が 13 件あ

り、開催実態不明であるものの、集計データ上「0 回」として集計されていることに留意が

必要である。全体で 67.7％が開催しており（昨年度から 10.8 ポイント増加）、特に地域型、

連携型、一般病院、精神科病院で増加していた。回数の中央値では基幹型Ⅱと診療所で 2 回

/年、そのほかは 1 回/年の開催で、全体の最大実施回数は 47 回/年であった。

表 207 類型別 家族・地域住民対象研修会の開催の有無 

表 208 類型別 家族・地域住民対象研修会の開催回数 

あり なし 合計
9 8 17

52.9% 47.1% 100.0%
2 2 4

50.0% 50.0% 100.0%
268 117 385

69.6% 30.4% 100.0%
62 36 98

63.3% 36.7% 100.0%
341 163 504

67.7% 32.3% 100.0%

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

研修会の開催　家族・地域住⺠等対象　開催の有無

基幹型Ⅱ

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 9 1.8 1.9 1 0 6
基幹型Ⅱ 2 1.5 0.7 2 1 2
地域型 268 3.6 6.2 1 0 47
連携型 62 3.0 3.4 1 0 15
合計 341 3.4 5.7 1 0 47

研修会の開催　家族・地域住⺠等対象　開催回数

類型
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図 45 類型別 家族・地域住民対象研修会の開催回数 

表 209 医療機関種別 家族・地域住民対象研修会の開催の有無 

表 210 医療機関種別 家族・地域住民対象研修会の開催回数 

図 46 医療機関種別 家族・地域住民対象研修会の開催回数 

あり なし 合計
154 74 228

67.5% 32.5% 100.0%
157 77 234

67.1% 32.9% 100.0%
30 12 42

71.4% 28.6% 100.0%
341 163 504

67.7% 32.3% 100.0%

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計

研修会の開催　家族・地域住⺠等対象　開催の有無

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 154 3.5 6.6 1 0 47
精神科病院 157 3.3 5.0 1 0 33
診療所 30 3.9 4.3 2 1 15
合計 341 3.4 5.7 1 0 47

医療機関
種別

研修会の開催　家族・地域住⺠等対象　開催回数
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Ⅳ-3．情報発信・普及啓発 

1) 地域への認知症医療に関する情報発信の取組の有無：地域への認知症医療に関する情報

発信の取組の有無について類型別（表 211）、および医療機関種別（表 212）に示し、併せ

て図に示す（図 47）。全体で 96.0％が情報発信の取り組みを行っていた。

表 211 類型別 地域への認知症医療に関する情報発信の取組の有無 

表 212 医療機関種別 地域への認知症医療に関する情報発信の取組の有無 

図 47 地域への認知症医療に関する情報発信の取組の有無（再掲） 

あり なし 合計
16 1 17

94.1% 5.9% 100.0%
3 1 4

75.0% 25.0% 100.0%
376 10 386

97.4% 2.6% 100.0%
90 8 98

91.8% 8.2% 100.0%
485 20 505

96.0% 4.0% 100.0%

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

地域への認知症医療に関する情報発信の取組の有無

基幹型Ⅱ

あり なし 合計
220 8 228

96.5% 3.5% 100.0%
224 11 235

95.3% 4.7% 100.0%
41 1 42

97.6% 2.4% 100.0%
485 20 505

96.0% 4.0% 100.0%

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計

地域への認知症医療に関する情報発信の取組の有無
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2) 地域への認知症に関する理解を促す普及啓発の取組の有無：地域への認知症に関する理

解を促す普及啓発の取組の有無について類型別（表 213）、および医療機関種別（表 214）

に示し、併せて図に示す（図 48）。空欄の 1 件は欠損とした。全体で 89.3％が普及啓発の取

り組みを行っていた。昨年度に比較して全体で 2.3 ポイント増加した。 

表 213 類型別 地域への認知症に関する理解を促す普及啓発の取組の有無 

表 214 医療機関種別 地域への認知症に関する理解を促す普及啓発の取組の有無 

図 48 地域への認知症に関する理解を促す普及啓発の取組の有無（再掲） 

あり なし 合計
15 2 17

88.2% 11.8% 100.0%
3 1 4

75.0% 25.0% 100.0%
350 35 385

90.9% 9.1% 100.0%
82 16 98

83.7% 16.3% 100.0%
450 54 504

89.3% 10.7% 100.0%

地域への認知症に関する理解を促す普及啓発の取組の有無

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

基幹型Ⅱ

あり なし 合計
206 21 227

90.7% 9.3% 100.0%
207 28 235

88.1% 11.9% 100.0%
37 5 42

88.1% 11.9% 100.0%
450 54 504

89.3% 10.7% 100.0%

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計

地域への認知症に関する理解を促す普及啓発の取組の有無
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3) 他の主体の実施する研修会への協力・講師派遣の有無：他の主体の実施する研修会への

協力・講師派遣の有無について、類型別の有無（表 215）と回数（表 216、図 49）および医

療機関種別の有無（表 217）と回数（表 218、図 50）をそれぞれ示す。有無の空欄はなかっ

た。また研修会協力が「あり」であっても回数欄が 0 または空欄であった 8 件は集計デー

タ上「0 回」となるため、集計に含まれることに留意が必要である。全体で 89.7％が協力・

講師派遣を行っており（昨年度から 2.5 ポイント増加）、回数の中央値では基幹型Ⅰが 8 回

/年、基幹型Ⅱが 10 回/年と多く、最大値は地域型の 149 回/年、全体で平均値 2.2 回の増加

であった。

表 215 類型別 他の主体の実施する研修会への協力・講師派遣の有無 

表 216 類型別 他の主体の実施する研修会への協力・講師派遣の回数 

 

図 49 類型別 他の主体の実施する研修会への協力・講師派遣の回数 

あり なし 合計
17 0 17

100.0% 0.0% 100.0%
4 0 4

100.0% 0.0% 100.0%
353 33 386

91.5% 8.5% 100.0%
79 19 98

80.6% 19.4% 100.0%
453 52 505

89.7% 10.3% 100.0%

他の主体の実施する研修会への協⼒・講師派遣の有無

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

基幹型Ⅱ

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 17 9.3 7.1 8 1 26
基幹型Ⅱ 4 12.3 13.4 10 0 30
地域型 353 12.3 18.0 6 0 149
連携型 79 7.9 10.9 4 0 55
合計 453 11.4 16.7 5 0 149

実施回数(年間)

類型
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表 217 医療機関種別 他の主体の実施する研修会への協力・講師派遣の有無 

表 218 医療機関種別 他の主体の実施する研修会への協力・講師派遣の回数 

 

図 50 医療機関種別 他の主体の実施する研修会への協力・講師派遣の回数 

あり なし 合計
201 27 228

88.2% 11.8% 100.0%
212 23 235

90.2% 9.8% 100.0%
40 2 42

95.2% 4.8% 100.0%
453 52 505

89.7% 10.3% 100.0%

他の主体の実施する研修会への協⼒・講師派遣の有無

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 201 9.9 10.9 5 0 62
精神科病院 212 13.1 21.1 5 0 149
診療所 40 10.5 13.1 6 0 55
合計 453 11.4 16.7 5 0 149

実施回数(年間)

医療機関
種別
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Ⅳ-4．初期集中支援チームへの関与 

1) センター内に初期集中支援チームを設置(受託) ：初期集中支援チームへの関与について、

センター内に初期集中支援チームの設置(受託)について、類型別（表 219）および医療機関

種別（表 220）にそれぞれ示す。自院内に初期集中支援チームを設置しているのは全体では

1.2 ポイント減少しており、類型別では地域型の 18.9％と連携型の 20.4％、医療機関種別

では一般病院の 13.2％、精神科病院の 21.3％、診療所の 31.0％がセンター内に初期集中支

援チームを設置していた。

表 219 類型別 センター内に初期集中支援チームを設置(受託) 

表 220 医療機関種別 センター内に初期集中支援チームを設置(受託) 

あり なし 合計
0 17 17

0.0% 100.0% 100.0%
0 4 4

0.0% 100.0% 100.0%
73 313 386

18.9% 81.1% 100.0%
20 78 98

20.4% 79.6% 100.0%
93 412 505

18.4% 81.6% 100.0%

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

初期集中⽀援チームへの関与　センター内にチームを設置(受託)

基幹型Ⅱ

あり なし 合計
30 198 228

13.2% 86.8% 100.0%
50 185 235

21.3% 78.7% 100.0%
13 29 42

31.0% 69.0% 100.0%
93 412 505

18.4% 81.6% 100.0%

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計

初期集中⽀援チームへの関与　センター内にチームを設置(受託)
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2) 初期集中支援チーム員として参加：初期集中支援チームへの関与について、初期集中支

援チーム員としての参加を、類型別（表 221）および医療機関種別（表 222）にそれぞれ示

す。初期集中支援チーム員として関与していたのは全体では 51.7％で、類型別では基幹型

Ⅰの 17.6％、地域型の 53.9％、連携型の 51.0％が、医療機関種別では一般病院の 43.4％、

精神科病院の 59.1％、診療所の 54.8％が初期集中支援チーム員として参加していた。 昨年

度と比較して、一般病院の参加あり割合が 4.2 ポイント増加していた。

表 221 類型別 初期集中支援チーム員として参加 

表 222 医療機関種別 初期集中支援チーム員として参加 

あり なし 合計
3 14 17

17.6% 82.4% 100.0%
0 4 4

0.0% 100.0% 100.0%
208 178 386

53.9% 46.1% 100.0%
50 48 98

51.0% 49.0% 100.0%
261 244 505

51.7% 48.3% 100.0%

基幹型Ⅱ

初期集中⽀援チームへの関与　チーム員として参加

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

あり なし 合計
99 129 228

43.4% 56.6% 100.0%
139 96 235

59.1% 40.9% 100.0%
23 19 42

54.8% 45.2% 100.0%
261 244 505

51.7% 48.3% 100.0%

初期集中⽀援チームへの関与　チーム員として参加

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計
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3) 初期集中支援チームへの後方支援：初期集中支援チームへの関与について、初期集中支

援チームへの後方支援を、類型別（表 223）および医療機関種別（表 224）にそれぞれ示す。

初期集中支援チームへの後方支援は全体では 58.2％が実施しており、類型では基幹型Ⅰの

64.7％、基幹型Ⅱの 50.0％、地域型の 59.6％、連携型の 52.0％が実施していた。医療機関

種別では一般病院の 60.1％、精神科病院の 57.9％、診療所の 50.0％が後方支援を実施して

いた。

表 223 類型別 初期集中支援チームへの後方支援 

表 224 医療機関種別 初期集中支援チームへの後方支援 

※医療サービス等提供状況、事業の着実な実施に向けた取組の推進機能の項目は、令和 4 年

度実績報告書から削除された。

あり なし 合計
11 6 17

64.7% 35.3% 100.0%
2 2 4

50.0% 50.0% 100.0%
230 156 386

59.6% 40.4% 100.0%
51 47 98

52.0% 48.0% 100.0%
294 211 505

58.2% 41.8% 100.0%

基幹型Ⅱ

初期集中⽀援チームへの関与　後⽅⽀援

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

あり なし 合計
137 91 228

60.1% 39.9% 100.0%
136 99 235

57.9% 42.1% 100.0%
21 21 42

50.0% 50.0% 100.0%
294 211 505

58.2% 41.8% 100.0%

初期集中⽀援チームへの関与　後⽅⽀援

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計
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【付表】診断後等支援機能の経時推移

診断後等支援機能に関する業務内容（Ⅱ-1-8）は、令和元年度実績報告書より報告されて

おり、実施割合の経年的な推移について再検討した（付表 1~4、付図 1～4）。 

令和 3 年度、令和 4 年度、令和 5 年度実績報告書では Excel 書式による提出のため「空

欄」は集計に含まれていなかった。そのため本再検討では「空欄」を「×（実施なし）」と

解釈し、全数を集計に含めて実施割合を算出した。また図においては基幹型Ⅰ・Ⅱは基幹型

全体として割合を表記した。

対象は、令和元年度 457 件、令和 2 年度 478 件、令和 3 年度 488 件、令和 4 年度 499

件、令和 5 年度 505 件である。特にピアサポート活動や交流会については、新型コロナウ

イルス感染症流行の影響があるものの、概ね増加傾向であった。

付表 1 類型別 相談員による診断後の相談支援の経時推移 

付図 1 類型別 相談員による診断後の相談支援の経時推移（再掲） 

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
8 14 17 16 17

50.0% 82.4% 100.0% 100.0% 100.0%
4 4

100.0% 100.0%
176 284 363 372 374

47.8% 75.1% 94.5% 97.9% 96.9%
27 49 83 95 94

37.0% 59.0% 95.4% 96.0% 95.9%
211 347 463 487 489

46.2% 72.6% 94.9% 97.6% 96.8%

基幹型Ⅱ

地域型

連携型

合計

相談員による診断後の相談⽀援

類型

基幹型
基幹型Ⅰ
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付表 2 医療機関種別 相談員による診断後の相談支援の経時推移

 

付図 2 医療機関種別 相談員による診断後の相談支援の経時推移（再掲） 

付表 3 類型別 ピアカウンセリングなどのピアサポート活動や交流会の経時推移 

 

付図 3 類型別 ピアカウンセリングなどのピアサポート活動や交流会の経時推移（再掲） 

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
99 170 222 224 221

51.3% 75.2% 96.1% 98.7% 96.9%
95 151 206 227 227

41.9% 70.6% 94.1% 97.4% 96.6%
17 26 35 36 41

45.9% 68.4% 92.1% 92.3% 97.6%
211 347 463 487 489

46.2% 72.6% 94.9% 97.6% 96.8%

医療機関種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計

相談員による診断後の相談⽀援

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
3 1 5 4 7

18.8% 5.9% 29.4% 25.0% 41.2%
1 1

25.0% 25.0%
61 94 125 140 155

16.6% 24.9% 32.6% 36.8% 40.2%
3 8 16 24 35

4.1% 9.6% 18.4% 24.2% 35.7%
67 103 146 169 198

14.7% 21.5% 29.9% 33.9% 39.2%

類型

基幹型
基幹型Ⅰ

基幹型Ⅱ

地域型

連携型

合計

ピアカウンセリングなどのピアサポート活動や交流会の実施
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付表 4 医療機関種別 ピアカウンセリングなどのピアサポート活動や交流会の経時推移 

 

付図 4 医療機関種別 ピアカウンセリングなどのピアサポート活動や交流会の経時推移（再掲） 

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
31 52 68 82 94

16.1% 23.0% 29.4% 36.1% 41.2%
33 44 65 74 84

14.5% 20.6% 29.7% 31.8% 35.7%
3 7 13 13 20

8.1% 18.4% 34.2% 33.3% 47.6%
67 103 146 169 198

14.7% 21.5% 29.9% 33.9% 39.2%

医療機関種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計

ピアカウンセリングなどのピアサポート活動や交流会の実施
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4．考察   

類型別、医療機関種別の検討によって全国の認知症疾患医療センターの事業実態が明ら

かになった。

全国の実績報告書の集計方法は 2021 年度実績報告書から変更されており、Excel 上の様

式統合が可能な書式となっている。2023 年度実績報告書でもこの方法で、国に提出された

都道府県・指定都市単位のデータセットを統合して、全国集計データとした。しかしながら

この方法では、特に実績報告書上の鑑別診断件数や算定件数、相談等実施件数にある数値入

力欄における「空欄」が、自動的にデータセット上の「0」となり、全国集計データ上で「0」

と空欄の区別が困難になるため、全国集計結果において欠損値と「0」が混同されている可

能性がある。そのため、2020 年度実績報告書までは集計の際に空欄は欠損値として母数に

含めない方法がとられていたが、2021 年度実績報告書以降は上記の理由で空欄も集計の母

数に含まれている。したがって項目によっては平均値や中央値が昨年度と比較して低値に

なっている可能性があることを勘案しながら結果を読む必要がある。一方で、実績報告書の

選択項目（「ある・ない」など）に関しては、実績報告書の空欄はデータセット上では空欄

として反映されるため、結果では欠損値として扱った。付表とした診断後等支援機能の経時

推移（付表 1～4）においては、空欄を「×（実施なし）」と解釈し再集計したことに留意が

必要である。

Ⅰ．医療機関基本情報：令和 5 年度実績報告書より、医療機関基本情報の中にⅠ-3「自

院におけるアルツハイマー病の抗アミロイドβ抗体薬（抗 Aβ抗体薬）に係る治療の実施」

体制が追加された。初期投与の実施は基幹型Ⅰで 70.6％、基幹型Ⅱで 100.0％であった。一

方、地域型や連携型では、対応していないが 75.7％、87.5％と大半を占めた。医療機関種別

では一般病院の 39.0％が初期投与に対応、4.0％が継続投与に対応していたが、57.0％は対

応しておらず、また精神科病院の 93.0％、診療所の 82.9％は対応していなかった。検査体

制と比較すると、自施設に MRI 検査体制がある医療機関の 37.7％、SPECT 検査体制があ

る医療機関の 52.2％、PET 検査体制がある医療機関の 65.6％、髄液検査体制がある医療機

関の 51.2％が初期投与に対応していた（図表掲載なし）。初期投与実施 19.5％の内訳および

社会情勢を鑑み、認知症疾患医療センターにおける抗 Aβ抗体薬治療実施状況および関連

する連携状況は今後の継続的な確認が必要であると考えられる。

Ⅱ．専門的医療機関及び診断後等支援機能としての要件と機能：Ⅱ-1-8 および付表）診

断後等支援機能に関して、本報告においては末尾に付表として 5 年間の経年変化を追記し

た。相談員による診断後の相談支援を経時的にみると、令和元年度では 50％未満であった

実施率が令和 5 年度では 97.2%までに達した。またピアカウンセリングなどのピアサポー

ト活動や交流会の実施は、2022 年度実績報告書で空欄が 85 件、令和 5 年度実績報告書で

も空欄 71 件あり、それらを実施なしと解釈すると、令和元年度では 14.7％であった実施率

は令和 5 年度では 39.2％に達した（付表 3）。新型コロナウイルス感染拡大による集合型開
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催の実施困難な時期を経て様々な活動が可能になった可能性があり、特に病院内で個別に

実施できる相談支援の実施率の増加がみられた。具体的な活動内容はコーラスグループな

ど集合型開催の活動も増加していることが示唆された。

また、Ⅱ-2）検査体制に関して 2022 年度実績報告書より、PET 検査と髄液検査が追加

された。自施設と連携先どちらかに検査体制があるとの回答は、PET 検査が 45.3％（令和

4 年度）→51.3％（令和 5 年度）、髄液検査が 56.1％（令和 4 年度）→64.0％（令和 5 年度）

と増加したことが示された。特に診療所では、自施設と連携先のいずれかに PET 検査設備

がある診療所は令和 4 年度と比較すると 18.5 ポイント増加、自施設と連携先のいずれかに

髄液検査設備がある診療所は令和 4 年度と比較すると 28.2 ポイント増加した。検査体制に

関する連携体制の構築の影響があった可能性がある。

同、Ⅱ-4。鑑別診断件数に関して、実績報告書に報告される鑑別診断の項目全ての総数

は、全数で 144,298 人、うち 65 歳未満で 12,223 人であり（表 129）、認知症関連疾患（MCI

～詳細不明の認知症）の総数は、全数で 111,553 人、うち 65 歳未満の認知症関連疾患の鑑

別診断件数の総数は 2,662 人であった（表 132）。MCI 含む認知症関連疾患の鑑別診断件数

の全数は令和 4 年度から 8,400 人余り増加し、うち 65 歳未満は 373 人増加していた。令和

3 年度以降では新型コロナウイルス感染拡大防止のための受診控えの影響は軽減された可

能性があることに加え、早期受診の啓発が影響した可能性がある。

同、Ⅱ-5。初診までの待機日数は 14 日未満であるのは全体で 43.9％であり、令和 3 年度

の 49.6％、令和 4 年度の 46.2％と比較すると減少傾向であった。全体的に初診までの待機

日数はやや延長しており、鑑別診断件数の結果を考慮に入れると受診患者数の増加が影響

した可能性がある。

Ⅳ．地域連携推進機関としての要件と機能：Ⅳ-1．認知症疾患医療センター地域連携会議

について、認知症疾患医療センター地域連携会議の主催は 0.3 ポイント減、自治体会議活用

は 1.4 ポイント減、基幹型・地域型との連携開催は 2.2 ポイント増となった。またⅣ-2-4．

研修会開催において、全般的には地域包括支援センター職員対象の研修会開催有は 6.1 ポイ

ント増、家族・地域住民等対象の研修会の開催有は 10.6 ポイント増であった。

限界として、本集計では空欄の取り扱いという点で結果が実態に則していない可能性が

依然として存在することに留意が必要である。また、医療機関で実績報告書を入力する際に、

独自に Excel 様式のセルを編集した状態で入力し、提出後でも気づかれなかったケースで、

都道府県・指定都市単位のデータセットに反映されないデータが発生していた。また過去の

古い書式で提出したことで、指定権者（都道府県・指定都市）において転記するなどの作業

を経て集計ミスが生じたケースがあったことは、今後特に留意が必要であろうと考えられ

る。認知症疾患医療センター長は医学的臨床統計部分の確認をしてから提出し、また都道府

県・指定都市では、統合データセットの内容が各医療機関から提出された実績報告書を正確

に反映しているかを確認することが必要である。また数値入力欄や選択欄の全ての空欄は

集計値に影響を及ぼす。すなわち本来、認知症疾患医療センターの相談件数が 0 件という
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状況は考えにくいにもかかわらず、「空欄」で提出されていることで「０」件になっている

ことを鑑みると、今後も実績報告書に空欄が無いよう実績報告書の適切な記入を推進する

必要がある。

5．結論 

2023 年度の認知症疾患医療センター運営事業の実績データを集計・分析し、今日の全国

の認知症疾患医療センターの現状を示した。集計・分析のプロセスにおいて、データ入力段

階での問題があることを指摘した。
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2. 2017～2023 年度の認知症疾患医療センター運営事業実績の経年的変化





1. 研究背景

 認知症疾患医療センター （以下、センター）は、2008 年度の発足当初から、毎年、前年度

分 1 年間の実績を所定の様式で都道府県・指定都市に報告し、都道府県・指定都市はこれら

をとりまとめて国に提出することとされてきた。現在の実績報告書の様式の原型は、2012 年

度の厚生労働科学研究で作成された「機能評価のための項目案」を基礎にして、2015～2016

年度の老健事業において 「認知症疾患医療センター運営事業の質の管理」という観点から作

成され、2017 年度分の報告から実用化されたものである。しかし、当初は紙媒体で報告書

が提出されていたため、データの収集・集計・分析に至るまでに多くの手間と時間を要した。

そこで、2021 年度の老健事業において各センターが所定の様式の EXCEL ファイルにデータ

を入力し、これを都道府県・指定都市に提出し、都道府県・指定都市でそれらを結合したフ

ァイルを作成し、様式に埋め込まれている関数を用いて自動的にデータセットを作成でき

るようにした。また、このファイルを国に提出することによって、国レベルでも全国のデー

タセットを自動的に作成し集計できるようにした（下表を参照）。

2. 研究目的

 本研究の目的は、上記のような経緯で経年的に集積されてきたセンターの実績報告のデー

タを縦断的に分析して、センターの事業実績の経年的変化を明らかにすることにある。 
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3. 研究方法

対象はそれぞれ提出時現在で認知症疾患医療センターに指定され、かつ、実績報告書の提

出があった全国の医療機関である（悉皆調査）。各年に提出された実績報告書（EXCEL ファ

イル）を統合した全国レベルのデータセット（2017 年度分～2023 年度分）の集計データを

統合して、経年変化を分析した。 

4. 研究結果

4.1 基本情報 

2017 年度～2023 年度の 7年間に認知症疾患医療センター（以下、センター）の設置数

は 422 件から 505 件に増加している。類型別では、2022 年度より基幹型がⅠとⅡに分類さ

れたがそれらを合わせて計算すると、基幹型が 16 件から 21 件、地域型が 355 件から 386

件、連携型が 51 件から 98 件に増加した。医療機関種別では、一般病院が 163 件から 228

件、精神科病院が 210 件から 235 件、診療所が 33 件から 42 件に増加している。病床数は

一般病床数、精神病床数のいずれも減少傾向にある。2023 年度より自院における抗 Aβ抗

体薬治療の実施状況が報告されており、初期投与に対応しているセンターが 19.0%、継続

投与に対応しているセンターが 4.6%となっている（表 1）。 

全センターのうち類型別設置数の割合は、地域型が 84%から 76%に減少し、連携型が 12%

から 19%に増加している。また、医療機関種別割合は、一般病院が 39%から 45%に増加して

おり、一般病院と精神科病院の割合が同程度となっている。診療所は 8%前後でほぼ一定で

ある（表 2）。 
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4.2 専門医療機関としての要件と機能 

 

専門医療機関としての要件と機能に関しては、稼働日数の平均は週 5 日、年 258 日前後

で一定しており、専門医または 5年以上の認知症医療経験のある医師が 2019 年度以降ほぼ

すべてセンターに配置されていることが確認できる。医師以外の人員配置については、精神

保健福祉士が約 90%、保健師が約 12%、連携推進補助員が約 10％のセンターに配置されてお

り大きな変化は認めないが、臨床心理技術者については 91%から 86%へとやや減少の傾向が

認められる（表 3）。 

2019 年度より診断等支援のための相談員配置の予算措置がなされている関係でその人数

が報告されるようになっている。この間に診断後支援のための社会福祉士の配置が 3.7%か

ら 12.3%、精神保健福祉士の配置が 19.0%から 49.5%のセンターでなされるようになってい

る（表 4）。 

検査体制については、血液検査、尿一般検査、心電図検査、神経心理検査はほぼ 100%の

センターで実施されていることから 2022 年度分より報告書の項目から削除された。神経

画像検査については、CT が 93～94%、MRI が約 51%、SPECT が約 28%で設置されており、経

年的にも変化は目立たない。2022 年度より PET 及び髄液検査の項目が加わっており、それ

ぞれ自施設で可能なセンターが 12.6%から 13.5%、29.5%から 33.1%と緩徐に増加する傾向

が認められている（表 5） 

1 センターあたりの平均の相談件数は、電話は 800 件～900 件の間で大きな変化はない

が、面接は 422 件から 324 件、訪問は 24 件から 15 件と減少傾向にある。2022 年度よりオ

ンライン相談の件数が報告されており、実施しているセンターは数少ないが、1センター

あたりの相談数の平均は 2～3 件となっている。相談元の主な内訳では家族介護者からの

相談が最も多いが、全体として相談元別の相談数の平均に目立った変化は認められない

（表 6）。 
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認知症関連疾患の診断件数（全年齢）は合計93,781 件から 111,553 件に増加している、診

断名別ではMCI が 15,228～21,336 件と 1.4 倍に増加しているのが目立つ、詳細不明の認知症

の件数の増加も目立つが、これは特定の医療機関の報告による影響が大きいる（表7）、構成

比で見ても MCI が占める割合は 16%から 19%に増加している、詳細不明の認知症も 3%から 7%

に増加しているがその背景については先に述べた要因が関係しているようである（表8）。 

診断時 65歳未満の若年性認知症についても、診断件数は2、366 件から 2、662 件に増加し

ており、診断別では MCI が 519 件から 666 件と 1.3 倍増加しているが、一方、血管性認知症

は 153 件から 116 件と減少している。詳細不明の認知症が顕著に増加している理由は先に述

べたとおりである（表9）。構成比でみても、MCI は 22%から 25%に増加しており、血管性認知

症は7%から 4%に減少している（表10）。 

初診までの平均待機日数の日数区分別割合は、14 日未満が 50.7%から 43.8%に減少する一

方、15日～1か月未満が25.1%から 32.9%に増加している。認知症専門診断管理料1の算定率

は72.0%から 66.5%に減少しているが、１センターあたりの算定件数は64件から 79件に増加

している。認知症ケア加算の算定率は 17.8%から 22.0%に増加しており、1センターあたりの

算定件数も2,099 件から 9,854 件と 4.7 倍増加している（表11）。 

認知症疾患医療センターへの受診経路は医療機関（かかりつけ医等）からが最も多く、受

診後の情報提供も医療機関（かかりつけ医等）へが最も多く、いずれも 7 年間で漸増してい

る状況が窺える。地域包括支援センターからの受診は平均17～18 件であり、受診後の地域包

括支援センターへの情報提供は平均 24 件～29 件の間で変動している。行政期間からの受診

も受診後の情報提供も10件未満ではあるが、いずれも漸増傾向にある様子が伺える（表12）。 
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4.3 身体合併症に対する救急医療機関としての要件と機能 

身体合併症に対する救急医療機関としての要件と機能については、救急医療機関の指定

の割合は約 3 割、救命救急センターまたは高度救命救急医療センターの指定の割合は約 1

割で大きな変化は見られない。身体合併症のある認知症患者に対する救急医療への支援も

約 8 割で一定であるが、一般病床に入院する認知症患者へのリエゾンチーム等による精神

科的けースワークを実施しているセンターの割合は 32%から 38%に微増している。院内に

おける全診療科を対象とする認知症に関する研修会は約 6 割で一定しており、休日・夜間

における身体合併症や重篤な BPSD に対応するための空床確保は 35%～39%の範囲内で変動

している（表 13）。 

4.4. 地域連携推進機関としての要件と機能 

認知症疾患医療センター地域連携会議は、「主催」「自治体の会議の活用」「基幹型・

地域型と連携」という 3 つの形態が認められているが、いずれかの形態で実施されている

割合はほぼ 100％で一定しており、開催回数の平均も年 2回程度で一定している。研修会

の開催については、全般に 2020 年度の新型コロナウイルス感染症拡大期には一時的に減

少しているが、その後次第に実施率は回復してきており、医療従事者を対応とする研修会

は約 8 割、そのうちかかりつけ医対象の研修会は約 6 割、地域包括支援センターを対象と

する研修会は 7～8 割、家族・地域住民を対象とする研修会が約 7 割で実施されている。

認知症初期集中支援チームをセンター内に設置しているセンターは約 2 割で経年的変化は

見られないが、チーム員として参加しているセンターは約 4 割から 5 割へ、後方支援を行

っているセンターは約 5 割から 6 割へ増加する傾向が認められている（表 14）。 
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5. 考察

5.1. 認知症疾患医療センターの 7 年間の事業実績の変化について 

 7 年間の事業実績の縦断的分析によって、認知症疾患医療センターの設置件数が経年的

に増加し、2012 年度の認知症施策推進 5 か年計画（オレンジプラン）で設定され、2015

年度の認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）、2019 年度の認知症施策推進大綱に

おいて踏襲されてきた目標設置件数 500 件が、2023 年度になって漸く達成された状況を確

認することができる。この間に、基幹型が基幹型Ⅰ、Ⅱに区分され、診療所型が連携型に

名称を変えてその要件も緩和されており、そのような要件の変更とも関連して、特に一般

病院のセンターが増加し、精神科病院と一般病院のセンター数がほぼ同数になってきてい

ること、1 センターあたりの病床数も緩徐ながら減少してきていることが特筆すべきこと

ではないかと思われる。 

 2008 年に創設された当初の認知症疾患医療センターに期待された役割は、認知症の診断

とともに、身体合併症や BPSD に対する急性期医療（特に入院医療）であったが、今日で

は質の高い早期診断と診断後支援、地域連携、圏域における認知症の医療サービス提供体

制の構築を進める拠点機能が期待されるようになっている。こうしたことから、新型コロ

ナウイルス感染症拡大期に一時的に事業実績が低下した項目はあるものの、鑑別診断数

（特に MCI の診断数）、診断後支援の実施率、かかりつけ医との連携数、行政機関との連

携数、認知症初期集中支援チームへの参加や後方支援等が増加傾向に、その期待が反映さ

れてきているものと推察される。 
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 2023 年 12 月より抗 Aβ抗体薬であるレカネマブが実臨床に導入されたが、こうした動

きを考慮して、2022 年度の検査体制に PET と髄液検査の実施状況、2023 年度分より抗 Aβ

抗体薬の実施状況に関する項目を加えている。2023 年度分までのデータは、抗 Aβ抗体薬

の実臨床への導入から間もないため、抗 Aβ抗体薬治療という新たな医療サービスに導入

に係るセンターの実績を見るのは時期尚早であるが、今後の状況を経年的に見ていくため

のベースライン値としての意味をもつであろう。 

 今日の認知症疾患医療センターの目的は実施要綱において「地域において認知症に対し

て進行予防から地域生活の維持まで必要となる医療を提供できる機能体制の構築を図るこ

と」とされているが、そのような共通の目的はあるものの、実際には類型、医療機関種

別、地域特性等によって、個々のセンターが果たしている役割は多様である。センターの

質の確保という観点からも、都道府県・指定都市単位で、個々のセンターが果たす役割を

検討しがら、その実績を経年的に評価できるように体制整備を進める必要があろう。 

5.2. 結果を解釈する上での問題について 

このたびの分析結果を解釈するにあたっては、2017 年度分から 2023 年度分までの実績

報告書の様式及び集計方法が一定ではないことに注意する必要がある。すなわち、冒頭で

説明したように、2021 年度分の実績報告から、都道府県・指定都市において EXCEL 上で自

動的にデータセットが作成される様式を使用し、これを用いて全国レベルのデータセット

を作成して集計できるようにしている。しかし、この方法では、実績報告書上の数値入力

項目における「空欄」が、自動的にデータセット上で「0」となり、集計で「0」と空欄の

区別が困難になるため、集計結果において欠損値と「0」が混同されてしまう問題がある

ことが判明した。具体的には、鑑別診断件数、病床数、算定件数、相談等実施件数等の数

値入力項目では、2020 年度分までの集計では空欄を欠損値とみなし母数に含めないで平均

値を計算していたが、2021 年度分からは上記の理由で空欄も 0 と見なしてしまい集計の母

数に含めているため、項目によっては平均値や中央値が 2020 年度以前と比較して低値に

なっている可能性がある。一方、実績報告書の選択項目（「ある・ない」など）に関して

は、実績報告書の空欄はデータセット上では空欄として反映されるため、結果では欠損値

として取り扱われている。  

5.3. データの収集・集計・分析プロセスに関する問題について 

 上記の問題以外にもて、現在の実績報告書データの収集・集計・分析プロセスには数多く

の問題があることを指摘しておかねばならない。 

現在の方法は、各センターで所定の様式の EXCEL ファイルにデータを入力し、これを都道

府県・指定都市に提出し、都道府県・指定都市においてこれらを統合して国に提出するとい
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うプロセスを経ているが、その中で、①誤入力、②ファイルの様式の勝手な変更、③都道府

県・指定都市レベルでデータ結合のミス等の問題が生じること、そしてそのような誤入力等

の問題をチェックするメカニズムがなく、データクリーニングを行うことが事実上不可能

な状況にあるということである。この問題を克服するために、2024 年度老健事業において、

各センターがクラウド上でデータを入力し、都道府県・指定都市は直接クラウド上でデータ

を閲覧するとともに CSV ファイルを自動的に作成し、国もクラウド上で直接全国のデータ

を閲覧し、全国データの CSV ファイルを自動的に作成できるシステムのプロトタイプを開

発した。これについては、次節の「認知症疾患医療センター運営事業実績報告クラウドシス

テムの開発」で説明する。

ただし、このようなシステム開発だけでは、データクリーニングのメカニズムが働かない。

システムの社会実装にあたっては、同時にデータ管理体制とシステム管理体制を確立する

必要があることを付言しておく。 

6. 結論

センターの 7 年間の事業実績の縦断的分析によって、センターの設置要件や期待される

役割の変化及び社会状況の変化が、実績値の変化として現れることが確認された。また、7

年間にわたる集計・分析作業を通して、今日のセンター実績報告データの収集・集計・分析

システムの問題点が明らかにされた。

今後は、都道府県・指定都市において、地域の実情に応じたセンターの役割を検討し、

実績データの経年的分析を進めて事業の質の評価していくことが求められよう。そのため

には、実用性が高く、かつ精度の高い信頼できるデータの収集・集計・分析システムを確

立する必要がある。クラウドシステムの開発と導入がこの問題の解決に寄与するものと考

える。 
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3. 認知症疾患医療センター運営事業実績報告クラウドシステムの開発





1. 概要

2018 年度の老人保健健康増進等事業「認知症疾患医療センターの効果的、効率的な機能

や地域との連携に関する調査研究事業」において、認知症疾患医療センター運営事業の「質

の管理」のあり方について、「全国の認知症疾患医療センターの実績報告書の集計・分析結

果を公表するとともに、事業の質の向上に向けて PDCA を稼働させるための具体策を検討す

べきである」と提言した（2018 年度報告書、21 頁参照）。これによって、国が指定する共通

の事業実績報告書に基づいて効率的かつ正確にデータを集計・分析できるように「認知症疾

患医療センター運営事業実績報告書」（EXCEL ファイル）が用意され、各認知症疾患医療セ

ンターはその EXCEL ファイルに年度実績を入力して都道府県に提出し、都道府県がこれら

のファイルを取りまとめて国に提出するという手続きを踏むようにになった。しかしなが

ら、EXCEL ファイルを各センターから都道府県／都道府県から国に受け渡しする流れや、エ

クセルファイルを統合してデータセットを作成し、それを用いて集計・分析を行うというプ

ロセスには手間を要し、しかも、データクリーニングを行う体制が確立していないために、

正確な分析が困難な状況が生じている。 

そこで、2024 年度の老人保健健康増進等事業「認知症の背景疾患等の実態ならびに専門

的対応マニュアルに関する調査研究事業」では、各センターでの実績データの入力→都道府

県・国への提出→データセットの作成とデータクリーニング→集計・分析のプロセスをより

効率的かつ正確に実施できるようにするために、クラウド上でのデータ収集システムの構

築を進めることとした。本事業では、「認知症疾患医療センター運営事業実績報告クラウド

システム」のプロトタイプの作成を行うとともに、このプロトタイプシステムの仕様検討を

行い、運用が行えるようさくらインターネットのサーバに実装をしたので以下に報告する。 

2. システムソフトウエアの構成等

プロトタイプシステム 

Netowl スターサーバー    無料プランフリー [ PHP+MySQL ] 

アクセス URL   http://ddmc.starfree.jp/ddmc/ 

Web サーバ   : Apache  Ver 2.4.6 

データベース     : Mysql Ver  5.7 

サーバーサイドスクリプト言語  : PHP Ver  8.1.22 

MySQL 管理ツール  : PhpMyAdmin  Ver  4.4.15.10 

電子メール操作   : PHPMailer  Ver  6.9.1 
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運用システム 

さくらレンタルサーバビジネス 

アクセス URL   https;//mcd.dcnet.gr.jp 

Web サーバ  : Apache  Ver 2.4.62 

データベース   ：MySQL  Ver 8.0 

サーバーサイドスクリプト言語 ：PHP    Ver 8.2.20 

MySQL 管理ツール   : phpMyAdmin  Ver 5.2.1 

電子メール操作  : phpMailer     Ver 6.9.1 

3. 機能解説とフローチャート

1) 事業実績報告者利用画面

・ ログインデータ登録、パ

スワードメール送信機能

・ 実績報告データ登録・修

正機能

・ 前年度実績報告登録デー

タ表示機能（前年度と同

じメールアドレスで登録

申請した場合）
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2) 都道府県等担当者用画面

・ 都道府県担当者等用ロ

グインデータ申請機能

・ 任意年度実績報告デー

タ修正・削除機能

・ 任意年度実績報告データ

で都道府県担当者データ

未記入の場合、都道府県

担当者等用ログインデー

タが登録する機能

・ 都府県等年度実績報告

データ収集完了報告、ロ

グインデータ修正機能
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3) クラウドシステム管理者用画面

・ クラウドシステム管理者ログ

インデータ修正機能

・ 都道府県担当者用ログインデー

タ登録・パスワードメール送信

機能

・ 任意年度実績報告データ修正・

削除機能

・ 全年度及び任意年度実績報告

データCSV、TSV形式ダウンロー

ド機能

・ 都道府県等年度実績報告完了

報告確認機能

・ 都道府県担当者用ログインデ

ータ確認・修正機能

4. セキュリテイ設定他

運用システム 

https;//mcd.dcnet.gr.jp/admin フォルダ     ：Basic 認証設定 

https;//mcd.dcnet.gr.jp/ini フォルダ        ：アクセス不可設定 

https;//mcd.dcnet.gr.jp/admin/ini  フォルダ ：アクセス不可設定 

FTP サーバを設定 : 明示的な TLS/SSL 暗号化 

システム送受信用メールアドレス  :  mcd@dcnet.gr.jp

定期的なバックアップ機能を装備 

5. 関連文書

(1) システムの手引き（巻末資料２）

(2) システムマニュアル_管理者編

－160－



4．被災地の調査について 





（1）災害の定義

高橋 晶 

災害とは、自然現象や人的な要因によって、人々の生命、身体、財産、生活、社会システ

ムなどに広範な被害が生じる事態とされる。

災害対策基本法では、災害を以下のように定義している。暴風、竜巻、豪雨、豪雪、洪水、

崖崩れ、土石流、高潮、地震、津波、噴火、地滑りその他の異常な自然現象又は大規模な火

事若しくは爆発その他その及ぼす被害の程度においてこれらに類する政令で定める原因に

より生ずる被害をいう。 

また、日本では人的災害が注目されにくいが、諸外国、また日本で実際に起こっているこ

とがあるので、同様な注意が必要である。人的災害とは、人間の活動が原因となって発生す

る災害で、人的災害には、以下のような様々な種類がある。紛争、テロ、産業事故、感染症

のパンデミック（新型コロナウイルス感染症（COVID-19）など）、群集事故（雑踏事故）、大

規模火災、サイバー攻撃なども人々の生活、生命生命、身体、財産、生活、社会システムな

どに多大なる被害を与える。 

自然災害は、ある程度予測可能なものもあるが、正確な時期や規模を予測するのは困難で

ある。人的災害は、人間の活動が原因であるため、予防策を講じることで、ある程度防ぐこ

とが可能になる。一方、複合災害は自然災害と人的災害が複合的に発生することもある。東

日本大震災は、地震、津波、そして放射線災害という複合的な災害と考えられる。このよう

な事態が実際に起こっていることも認識する必要がある。 

認知症を持つ方は、災害発生時および避難生活において、以下のような影響を受ける可能

性が高く、特別な配慮が必要である。 

災害発生の理解、避難指示の理解、周囲の状況変化の理解が難しく、パニックや混乱に陥

りやすい点、避難経路や避難場所、家族の連絡先などを覚えていられない記憶障害の問題、

時間や場所の感覚が失われ、行方不明になりやすく、自宅や避難所の区別がつかないなどの

見当識障害の問題、自身の状況や必要な支援をうまく伝えにくく、周囲の人の指示を理解が

難しいコミュニケーションの困難さ、いらいら・興奮、不眠、不安、抑うつなどの症状が現

れ、環境の変化やストレスが、これらの症状を悪化させる行動の変化の問題、健康状態の悪

化、生活再建の困難さなどがある。 

認知症を持つ方の被災は、本人だけでなく、家族や地域社会にとっても大きな課題である。

支援、介護に関わる職種においても平時から、認知症への理解を深め、災害に備えることが

重要である。困難な環境下である被災地において、避難所、施設、病院、自宅等で介護・支

援を継続することは苦難もある。過去の災害対応から、事例を検討し、可能性の高い南海ト

ラフ地震などの次の大規模災害に備えることは重要な意味がある。

認知症の人への対応については、これまで公的に検討・明示されたものはないという点が

今回の作業での重要な点と考える。 

－163－



（2）一次調査報告

【施設区分ごと依頼数（回収率）】 全 2531 件（8.6％） 

自治体：55 件（23.6％）、病院：354 件（27.6％）、地域支援センター：262 件（21.0％）、 

入所施設・通所・訪問系サービス・居宅介護支援事業所：830 件（6.1％）、 

支援チーム（DPAT）：1030 件（0.3％） 

○自治体 55 件内訳

都道府県：6件、市町村：49 件

○入所施設内訳

日本認知症グループホーム協会から発送 175 件

全国老人保健施設協会から発送 164 件

全国老人福祉施設協議会から発送 491 件

「被災地アンケート調査」集計結果 

回答者数：225 件 

Ｑ1 主たる所属施設等種別 

Ｑ1 主たる所属施設等種別【病院】 

選択肢 件数 割合

自治体 13 5.9%

病院 98 44.7%

地域包括支援センター 53 24.2%

入所系施設 46 21.0%

通所・訪問系サービス 4 1.8%

居宅介護支援事業所 1 0.5%

支援チーム 4 1.8%

合計 219 100.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

選択肢 件数 割合

認知症疾患医療センター 5 5.2%

大学病院 3 3.1%

地域中核病院 11 11.3%

一般病院 43 44.3%

精神科病院 23 23.7%

その他 12 12.4%

合計 97 100.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%
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Ｑ1 主たる所属施設等種別【入所系施設】 

Ｑ1 主たる所属施設等種別【支援チーム】 

Ｑ1 主たる所属施設等種別【支援チーム DPAT 先遣隊】 

Ｑ1-2 併任の所属施設等種別 

選択肢 件数 割合

認知症疾患医療センター 5 5.2%

大学病院 3 3.1%

地域中核病院 11 11.3%

一般病院 43 44.3%

精神科病院 23 23.7%

その他 12 12.4%

合計 97 100.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

選択肢 件数 割合

DPAT 4 100.0%

合計 4 100.0%

DPAT
100.0%

選択肢 件数 割合

yes 4 100.0%

no 0 0.0%

合計 4 100.0%

yes
100.0%

no
0.0%

選択肢 件数 割合

自治体 4 3.1%

病院 16 12.5%

地域包括支援センター 20 15.6%

入所系施設 42 32.8%

通所・訪問系サービス 25 19.5%

居宅介護支援事業所 10 7.8%

支援チーム 11 8.6%

合計 128 100.0%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%
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Ｑ1-2 併任の所属施設等種別【病院】 

Ｑ1-2 併任の所属施設等種別【入所系施設】 

Ｑ1-2 併任の所属施設等種別【支援チーム】 

Ｑ1-2 併任の所属施設等種別【支援チーム DPAT 先遣隊】 

選択肢 件数 割合

特養 9 23.7%

老健 5 13.2%

介護医療院 5 13.2%

GH 6 15.8%

有料老人 H 6 15.8%

その他 7 18.4%

合計 38 100.0%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

選択肢 件数 割合

DPAT 10 100.0%

その他 0 0.0%

合計 10 100.0%

DPAT
100.0%

その他
0.0%

選択肢 件数 割合

yes 9 90.0%

no 1 10.0%

合計 10 100.0%

yes
90.0%

no
10.0%

選択肢 件数 割合

認知症疾患医療センター 2 13.3%

大学病院 0 0.0%

地域中核病院 2 13.3%

一般病院 4 26.7%

精神科病院 7 46.7%

その他 0 0.0%

合計 15 100.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%
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Ｑ2 回答者 

Ｑ3 回答者職種 

Ｑ3 回答者職種【医療職】 

Ｑ3 回答者職種【介護・福祉職】 

選択肢 件数 割合

管理職・施設⻑ 110 53.1%

リーダー・主任 43 20.8%

その他 54 26.1%

合計 207 100.0%

管理職・施設⻑
53.1%リーダー・

主任
20.8%

その他
26.1%

選択肢 件数 割合

行政職 11 5.4%

医療職 88 42.9%

介護・福祉職 106 51.7%

合計 205 100.0%

行政職
5.4%

医療職
42.9%

介護・福祉職
51.7%

選択肢 件数 割合

医師 11 12.8%

看護師 43 50.0%

PSW 6 7.0%

MHSW 3 3.5%

その他 23 26.7%

合計 86 100.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

選択肢 件数 割合

介護職員 8 8.3%

CM 26 27.1%

ソーシャルワーカー 30 31.3%

その他 32 33.3%

合計 96 100.0%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%
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Ｑ4 被災種別 

Ｑ4 被災種別【地震】 

Ｑ7 職員人的被害状況 

Ｑ8 被災直後の施設運営 
【 翌日 】 

選択肢 件数 割合

地震 154 93.3%

風水害 6 3.6%

その他 5 3.0%

合計 165 100.0%

地震
93.3%

風水害
3.6%

その他
3.0%

選択肢 件数 割合

津波なし 116 80.0%

あり 29 20.0%

合計 145 100.0%

津波なし
80.0%

あり
20.0%

選択肢 件数 割合

被害者なし 178 98.3%

被害者あり 3 1.7%

合計 181 100.0%

被害者なし
98.3%

被害者あり
1.7%

選択肢 件数 割合

通常通り 141 87.0%

関連施設等へ避難 0 0.0%

避難所へ避難 1 0.6%

その他 20 12.3%

合計 162 100.0%

通常通り
87.0%

関連施設等
へ避難
0.0%避難所へ避

難
0.6%

その他
12.3%
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【 ３日後 】 

Ｑ9 ライフラインの被災状況 

認知症のある要介護高齢者等への対応について 

・事前の避難計画等の策定について

Ｑ11 今回の災害以前に避難計画等を策定していましたか 

Ｑ12 策定していなかった場合お答えください 作成していなかった理由 

選択肢 件数 割合

通常通り 133 90.5%

関連施設等へ避難 1 0.7%

避難所へ避難 0 0.0%

その他 13 8.8%

合計 147 100.0%

通常通り
90.5%

関連施設等
へ避難
0.7%

避難所へ避難
0.0%

その他
8.8%

選択肢 件数 割合

なし 133 75.1%

あり 44 24.9%

合計 177 100.0%

なし
75.1%

あり
24.9%

選択肢 件数 割合

なし 71 37.0%

あり 121 63.0%

合計 192 100.0%

なし
37.0%

あり
63.0%

選択肢 件数 割合

作成方法がわからない 10 15.9%

時間がなかった 8 12.7%

他に優先するべき課題があった 20 31.7%

その他 25 39.7%

合計 63 100.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%
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Ｑ13 策定していた場合お答えください 

・認知症のある要介護高齢者の介護者への対応について

Ｑ15 認知症のある要介護高齢者等の介護者への対応として特に工夫して取り組んだこと
がありますか 

・認知症のある要介護高齢者等の入所・入院の患者移送の有無と課題

Ｑ17 認知症のある要介護高齢者等の入所・入院の患者移送を行いましたか 

Ｑ18 認知症があることにより課題と感じたことはありましたか（複数回答可） 

選択肢 件数 割合

活用できなかった 63 56.3%

活用できた 49 43.8%

合計 112 100.0%
活用できな

かった
56.3%

活用できた
43.8%

選択肢 件数 割合

特になし 151 82.1%

ある 33 17.9%

合計 184 100.0%

特になし
82.1%

ある
17.9%

選択肢 件数 割合

移送なし 165 88.2%

移送あり 22 11.8%

合計 187 100.0%

移送なし
88.2%

移送あり
11.8%

選択肢 件数 選択率

家族と連絡がつかず（家族が居ないを含む）
同意が取れない

29 12.9%

本人の拒否 42 18.7%

⻑距離の移送中の医療ケア・介護ケア 21 9.3%

県外移送になった方の戻り時の費用負担 7 3.1%

その他 22 9.8%

回答者数 225 -

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0%
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・物資調達の課題について 

Ｑ19 物資調達は十分でしたか 

 

Ｑ21 プッシュ型支援が行われた地域について伺います 

 

・マニュアルなどの活用の有無 

Ｑ22 認知症の人への対応においてマニュアルを活用されましたか 

 

Ｑ23 日本認知症学会のマニュアルを活用されましたか 

 

選択肢 件数 割合

不足していた 18 12.4%

概ね充足 52 35.9%

充足 59 40.7%

その他 16 11.0%

合計 145 100.0%

不足して
いた

12.4%

概ね充足
35.9%

充足
40.7%

その他
11.0%

選択肢 件数 割合

届いてない 3 2.9%

届いた 13 12.7%

該当なし 86 84.3%

合計 102 100.0%

届いてない
2.9%

届いた
12.7%

該当なし
84.3%

選択肢 件数 割合

活用なし 111 63.1%

活用あり 8 4.5%

存在を知らなかった 57 32.4%

合計 176 100.0%
活用なし

63.1%
活用あり

4.5%

存在を知ら
なかった

32.4%

選択肢 件数 割合

なし 85 49.7%

あり 3 1.8%

存在を知らなかった 83 48.5%

合計 171 100.0%

なし
49.7%

あり
1.8%

存在を知ら
なかった

48.5%
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・職員への配慮・課題について

Q27 自組織の職員への配慮等について、特に工夫して取り組んだこと、あるいは課題と考

えたことを記載ください。

Ｑ27-1) 配慮について該当するものを選んでください（複数回答可）

Ｑ27-2) 課題について該当するものを選んでください（複数回答可） 

・平時の取り組みの有用性について

① 地域連携

Ｑ28 平時の取組で有用だったこと、あるいは平時に取り組んでおけば良かったと考えるこ

となどをご記載ください（複数回答可）

選択肢 件数 選択率

職員の被災状況や心理状態に配慮して
勤務調整を行った

88 39.1%

施設の資源を職員にも提供した 28 12.4%

自施設で職員とその家族を受け入れた 13 5.8%

その他 23 10.2%

回答者数 225 -

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

選択肢 件数 選択率

職員への十分なメンタルケアを行えな
かった

45 20.0%

人員不足になり、十分な休憩や休暇の
付与が難しかった

40 17.8%

支払いに困難を生じた 7 3.1%

その他 22 9.8%

回答者数 225 -

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

選択肢 件数 選択率

地域での多施設間での顔の見える関係
づくり

118 52.4%

地域住⺠との交流 83 36.9%

地域での避難訓練の実施 75 33.3%

その他 11 4.9%

回答者数 225 -

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%
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Ｑ29 平時の取組で有用だったこと（認知症についての学習などを含め）、あるいは平時に

取り組んでおけば良かったと考えることなどをご記載ください 

被災種別 記述内容 

地震 津波なし SP 講座受講生同士のつながり 

地震 津波なし 家族との密な連絡 

地震 津波なし 消防、災害、夜間といった状況を想定した避難訓練 

地震 津波なし 学習会年 2回 避難訓練年 1回 老健施設は年 2回 

地震 津波なし 市町村との情報交換と認知症要介護者の情報共有 

地震 津波なし 施設内のひなん訓練 

地震 津波なし 地域における認知症についての学習の場の開催 

地震 津波なし 特になし 

地震 津波なし 認知症カフェを通しての認知症についての理解の促進 

地震 津波なし 認知症ケア専門士など資格取得者が多い 

地震 津波なし 認知症サポーター養成講座を地域の方へ実施している。 

地震 津波なし 
認知症に限らず、見守り必要な方等の把握してても、避難所でどんな配慮すべきか

考えていない(想定していない)ので考えておくべき。 

地震 津波なし 

認知症に対して地域住民の理解があるかどうか?わからなかったが、地域の方に聞く

と、高齢者に対してわかりやすい説明、できるだけ家族単位でその場所に避難する

様に声がけしていたときいた。認知症サポーター養成講座や、声がけ体験は必要と

思う。 

地震 津波なし 認知症の学習会や、事例検討 

地震 津波なし 認知症の正しい理解を周囲に周知していくことが大切だと考えます。 

地震 津波なし 認知症患者の学習 

地震 津波なし 認知症患者対応の研修など 

地震 津波なし 被災者の心理状態についての学習について取り組んでおけば良かったと思います。 

地震 津波なし 避難先を別々にすると職員が一緒に付き添えない。 

地震 津波なし 
幅広い世代への認知症についての学習が今後必要 防災訓練時の要配慮者スクリー

ニングと、避難所設営訓練(地区組織主体の)

地震 津波なし 
福祉避難所の対象者やケアで予想される対応困難時の対応について介護、医療関係

者と協議できたらよかったか。 

地震 津波なし 連携 

地震 津波あり BPSD の強い患者に対する支援と対応の共有。地域住民からの情報提供と共有。 

地震 津波あり 特になし 

地震 津波あり 認知症対応力の個人・組織力の向上 

地震 津波あり 水や電気がない時の過ごし方 感染症を蔓延させない方法の学習 

地震 津波あり 災害が起こった際、移送場所、移送手段など、考えておく。 

地震 津波あり 認知症についての学習、興味関心があること 

地震 津波あり 
避難所職員に対する認知症の方への対応方法の周知(認知症サポーター養成講座など

を含む) 

地震 津波あり 勉強会や認知症患者の対応の強化 

地震 
大規模災害となると、地域での受け入れになるが、受け入れる側の拡大など受け入

れる側の役割分担が必要。 

地震 地域での認知症サポーター養成講座、ひとこと声かけ体験会の実施 

地震 地域とのつながりが重要。 

その他 地域住民への認知症学習・認サポに取り組む必要を感じた。 

その他 町内会役員を招いて避難訓練に参加して頂き、非常時の連携確認を行った。 

その他 認知症への理解。 
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まにやパンフレットは平時に一度見ておくべきと思います 

関係機関の日頃の相談等連携体制。 

取り組んではいるが、認知症サポーター養成講座やひとこと声かけ体験会などの啓

発活動を地域で開催を続けていきたい。 

職員が認知症サポーター養成講座を受講していた。 

地域にすむ要支援者等、高齢者の避難について、地域との情報共有できるしくみづ

くりを検討。 

認知症についての理解を深める活動が必要だったと思った。 

認知症の啓蒙 

避難所では、なかなか、認知症をみることができる診療科に、かかること出来ず、

●●医療センターがとてもたすかった。

Ｑ30 上記以外で平時の取組で有用だったこと、あるいは平時に取り組んでおけば良かった
と考えることなどをご記載ください 

被災種別 記述内容 

地震 津波なし 
グループ関連の施設が有料老人ホーム、特養、老健、グループホームがあり、ADL や

認知症の状況で受入れ先を検討することができた 

地震 津波なし スプリンクラー作動停止訓練をもっと幅広い職員に行えばよかった

地震 津波なし 
マニュアルの周知、自施設のハザードマップの把握(不用な、土のうづくりに、時間

をかけていた)

地震 津波なし 水・非常食を備蓄していたので、能登地区の施設(同法人)に持っていくことが出来た。 

地震 津波な 行政や各機関の連絡体制。役割分担の明確化。 

地震 津波なし 災害についての話し合い。 

地震 津波なし 
自然災害の被害状況を予想・想定することが困難だとつくづく感じた。今回の被災状

況をふまえて、関係機関で話し合う機会があるといいか。 

地震 津波なし 取組出来れば良いが時間の確保が中々難しい 

地震 津波なし 
住民情報データを整理管理できる、システムツールがあると、支援しやすい(要介護

認定・手帳の有無、被災状況、所在地等) 

地震 津波なし 特になし 

地震 津波なし 
認知症に限らず、見守り必要な方等の把握してても、避難所でどんな配慮すべきか考

えていない(想定していない)ので考えておくべき。 

地震 津波なし 

備蓄はすぐに取り出せた。防災頭巾があったにも関わらずすぐに活用できなかった。 

寒い時期だったのでコートをきてすぐに出られるよう家族にお願いをして用意して

いただいた。 次回よりすぐに活用できるように準備した。 

地震 津波あり 
DPAT として、悪路に対しての四駆車の必要性、各隊との装備品の打ち合わせは必要

だった。 

地震 津波あり 
年に一度、防災研修を行い、地域の災害発生リスクや避難場所についての確認を行っ

ているため、避難するべきかどうかの判断に迷うことはなかった。 

地震 津波あり 特になし 

地震 津波あり 特になし 

地震 津波あり 避難所のひっこしをくり返して●●が悪化する 

地震 民生委員・町内会長が養援護者の把握しているので声かけに行って下さった。 

その他 特になし 

e ラーニング、訓練 
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Ｑ31 最も不足した支援について自由記載でご記入下さい 

被災種別 記述内容 

地震 津波なし 2 次避難者に、現地の情報を届けることができず、不安になっていた 

地震 津波なし インフラに関連した支援

地震 津波なし とくになし。 

地震 津波なし なし 

地震 津波なし なし 

地震 津波なし なし 

地震 津波なし 
ライフラインの復旧が遅かった。福祉系の人材不足(派遣も倉めて)。外部支援者の

住環境不足。

地震 津波なし ライフラインは故障しなかったので金沢はあまり不自由さを感じていなかったと思う。

地震 津波なし 該当なし 

地震 津波なし 寒さ対策 

地震 津波なし 訓練が行なわれていない 

地震 津波なし 使い捨て食器類など 

地震 津波なし 

施設入所に関する相談が最も多く、相談者に提供できる有効な情報がなかった。タ

イムリーは難しいと思うが、できるだけ現状に即した情報（特に空床の有無）が確

認できる体制やシステムを検討してほしい。

地震 津波なし 自家発電装置 

地震 津波なし 自宅や施設に戻る事が出来なくなった方の受入れ先についての支援。 

地震 津波なし 初期対応は避難者への対応が優先され、在宅者への支援が行き届きにくかった。 

地震 津波なし 
情報が一元化できず、他地区の被災状況がわからなかった。避難しようにも、道路

状況がわからなかった。 

地震 津波なし 通常対応のため特になし 

地震 津波なし 電気、燃料 

地震 津波なし 特になし 

地震 津波なし 認知症で独居の方が自宅損壊により住めなくなり、住む場所の確保が難しかった。 

地震 津波なし 
能登からの施設入所者受け入れ時に、マンパワーの不足、現地へ迎えにいくにも人

手は必要。オーバーベッドで受け入れする時はベッドが不足 

地震 津波なし 発災当初は水不足が懸念された。 

地震 津波なし 被害がなかった為、特になし 

地震 津波なし 被災された支援者のメンタル、身体ふくめての支援 

地震 津波なし 

避難所や被災した自宅には居られないが精神科に入院するまでの状態にない方々が

入院し、行き先がないまま長期入院になっている。認知症の人でもケアできる福祉

的避難所が不足していた。介護施設自体被災して、受け入れできなかった。 

地震 津波なし 避難場所、高い建物がない。移動手段、交通渋帯が起こったため逃げ遅れる可能性あり。 

地震 津波なし 
不活発な状態が長期化してしまった もう少し早くリハビリテーションチームに入

ってもらいたかった 

地震 津波なし 福祉避難所 

地震 津波あり 
1 ヶ月経過後の支援であったが、現地職員の疲弊が目についた。もう少し支援者支

援について、システマチックに行えたらと思う。 

地震 津波あり エレベーター復旧がすぐに復旧せず、業者による復旧が必要だった。

地震 津波あり マンパワー

地震 津波あり 
支援物資は徐々に不足している物が減っていったが、物価高騰のため生活再建支援

金での住宅改修は不可能 

地震 津波あり 食料 灯油 

地震 津波あり 特になし 

地震 津波あり 特になし 
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地震 津波あり 派遣者へのフォロー等 

地震 津波あり 避難所へ配布できそうなレジメ、相談窓口の提供 

地震 避難場所の(要介護者の)開設が遅かった。 

その他 特になし 

すまい、避難先の選択肢 

受け入れ施設が不足(特養や GH など) 

人の補充 

地元の支援者支援 

被災して移住してきた方、親族をたよってこられていた方たちへの有益な情報、情

報の不足。 

被災病院の診療支援 

避難計画を災害時に十分活用できなかったこと。 

Ｑ32 最もよかった支援について自由記載でご記入下さい 

被災種別 記述内容 

地震 津波なし DMAT からの要請で急な入院も受入れした(認知症の有無に限らず) 

地震 津波なし なし 

地震 津波なし なし 

地震 津波なし はげましのことば 

地震 津波なし 家族の支援 

地震 津波なし 該当なし 

地震 津波なし 各種ボランティア団体の協力、各自治体からの支援 

地震 津波なし 給水車 

地震 津波なし 県内外たくさんの方々に支援していただいて今があることに感謝しかない 

地震 津波なし 修繕の助成金があったこと 

地震 津波なし 食品、飲料水 

地震 津波なし 精神科病院と連携し、精神疾患についての相談対応をきめ細やに実施してもらった。 

地震 津波なし 全戸訪問で市内の状況把握を早期に実施。ケース検討会 

地震 津波なし 早急な避難所開設。 

地震 津波なし 通常対応のため特になし 

地震 津波なし 特になし 

地震 津波なし 被害がなかったので、支援は特になかった。 

地震 津波なし 被害がなかったので、特になし 

地震 津波なし 
被災したご利用者と家族は、お金が無い方もおり、給付を期間限定でも 100%受けら

れて、費用軽減出来て良かったです。 

地震 津波なし 
被災した職員が休めるように多数支援の方々に来ていただけたこと。DPAT、支援ナ

ース、APAT、DMAT、自衛隊の方々など 

地震 津波なし 落ち着いたころに福祉推進員等が気になる方について訪問し、報告をくれた。 

地震 津波あり DWAT、DMAT、NPO 等各団体の応援支援、ボランティアの方々のあたたかい支援 

地震 津波あり 意外に要介護者が落ち着いていたこと。 

地震 津波あり 支援金 

地震 津波あり 

施設が被災し、福祉避なん所が立ちあがらなかったが、長野 DMAT の直接的な支援の

おかげで、新たな場所に福祉ひなん所を立ちあげることができた。その後の運営等も、

長野 DMAT が中心に行ってくださった そのため、認知症のある方を一次ひなん所か

ら福祉ひなん所に移すことができた。 

地震 津波あり 直接被災者の面接を通して生の声を聞いて、その時できることを、施せたのは良かった。 

地震 津波あり 特になし 
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地震 津波あり 特に思い浮かばない 

地震 津波あり 避難所におられた認知症の方を、他の隊が対応し、入院して頂くことができた。と 

地震 津波あり 宝達志水町より、水の配給があった 

地震  1.5 次また 2次避難所の開設 

地震  地域●のある所が、今回の地震でわかった地域があった。 

その他  特になし 

  一次避難所等で対応困難である認知症の方を、福祉避難所での対応としたこと。 

  地域の元々のネットワーク 

 

Ｑ33 その他今後の課題について自由記載でご記入下さい 

被災種別 記述内容 

地震 津波なし 
すぐに避難しなければならない状況で、地域の人や関係者が当事者を連れ出す、連携中の

強化、周囲に非難済を知らせる手段の構築、などほとんど手つかずの状況。 

地震 津波なし BCP 作成しているが、想定通りにできるかは不安 

地震 津波なし スタッフが地域のことを十分把握していないこと 

地震 津波なし なし 

地震 津波なし マニュアルの整備と情報共有。 

地震 津波なし 液状化で住まいを失った人の支援。 

地震 津波なし 
液状化対策が非常に遅い。(ただこれは地中の話なので、調査にたいへん時間がとられる。

住民合意もとりづらい。） 

地震 津波なし 緊急時、オーバーベッドで対応した際のプライバシー環境の確保について。 

地震 津波なし 
緊急時の避難行動は訓練をしていても実際はもっと困難なことが予測されると思うと不安は

ある。 

地震 津波なし 訓練不足、認知症に対するマニュアル不足 

地震 津波なし 
建物の外観は無事でも、給水管、排水管などの内部設備が破損することがあり十分な給水

を得られなくなることがある。 

地震 津波なし 今までは、院内で火災訓練を行っていたが、今年度地震の訓練を一部行った。 

地震 津波なし 災害マニュアルの見直しを行っている。 

地震 津波なし 災害対応についての周知、訓練 

地震 津波なし 
市内全体がマンパワー不足。2 次避難から戻るためにも受け入れ支えるまでのサービス提

供ができず、戻りたくても戻れない高齢者が多い。 

地震 津波なし 
震災による環境変化が理解できるか否か。家族やなじみの方との関係性が継続できるかど

うかが大きなポイントになると思います。 

地震 津波なし 
想定以上に職員が被災した場合の対応、細部にわたる計画の必要性、地域との連携が課

題。柔軟に対応できる臨機応変さも重要であると感じた。 

地震 津波なし 
地域と一緒に避難訓練や災害時の対応を、普段から話し合いマニュアルを作成しておく必

要。地域資源の把握。 

地震 津波なし 
通所・訪問系サービスとしては、緊急事態の際の宿泊サービスとなる受け皿を、事前にルー

ルとして社会に周知してもらえればと思いました。 

地震 津波なし 
道路などの情報が錯綜していた 

認知症の高齢者の居場所がないこと 

地震 津波なし 特になし 

地震 津波なし 
認知症に限るものではないが、元の生活や避難所を移動される方の情報が、つながらず、

申請されていたのにわからないこと等あった。 

地震 津波なし 
認知症対応が避難所設置職員がわからず、保健師をつど呼ぶため保健師たりず。→平時

から一般職も対応研修うけることすいしょうすべき。 

地震 津波なし 

能登からの被災者が急性期病床に入ってきたため、通常診療への影響があった。富山県か

らは、次の施設が決まるまで他に移送することを禁じられた為冬場のベッドコントロールはさ

らに難渋したことが大変困まりました。 
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地震 津波なし 福祉避難所が開設できなくても過ごされる場所の確保 

地震 津波なし 平時から実態に即した地区毎の避難訓練。台帳、資源マップの作成などができれば良い。 

地震 津波なし 

様々な分野や支援機関が関わるのは良いと思うが、同じ対象者について担当者が変わる度

に既に伝えた情報を改めて確認される、または提供を求められるといった手間が生じたケー

スがあったため、無駄なく行える情報連携体制が必要と思われる。 

地震 津波あり 
重度の介護状態の方を受け入れる避難所指定はあるが、認知症のある方、について、特に

支援上の配慮ができる避難所の体制・整備がないと把握している。支援体制整備が必要。 

地震 津波あり 

DPAT として、EMIS・緊急時入力において未入力が多い。 ・救護班名や活動状況入力、更

新等の入力ミス。 ・都道府県 DPAT の迅速な活動が困難。 ・DMAT 所管課と DPAT 所管

課の連携。 

地震 津波あり 個人（自分）の知識の向上 

地震 津波あり 災害マニュアルを皆が分かる場所に保管する。充分な量の物資を保管しておく。 

地震 津波あり 
他の地域でも高齢者のみの集落などがあると思う。圏域に対して保健師の数が足りてない

部分があったためもっと保健師を増やす必要があると思う。 

地震 津波あり 特になし 

地震 津波あり 二次避難で場所異動による認知症の悪化の対応(不安の増加) 

地震 津波あり 
二重災害で復旧、復興までかなりの時間を要すると思われ、さらに過疎化のスピードも加速し

ている。支援側の人員不足、人口流失、少子高齢化が能登地域全体の問題となっている。 

地震  平日での災害時の対応を家族と相談しておく、地域にも声かけ。 

その他  入所者や利用者をいかに速やかに避難させることができるか。 

その他  防災や認知症の理解の学習に参加する人は良いが、参加しない人への対応 

  BCP が確実に機能するように訓練を重ねていく必要がある 

  該当する項目がありません 

  

災害を経験していないため、イメージできていないことが多く、積極的な情報収集が必要 行

政、地域住民、福祉関係機関がそれぞれに災害時に対応できるよう準備しているところでは

あるが、それらをどのようにつないでいくのか、課題であると思う。 

  
災害時のマニュアルの確認や院内の周知方法を再度検討が必要と感じている。当院に、認

知症の人に関する対応マニュアルがあるか確認したい。 

  

自分自身が体験したこととして、親が独居で認知症だったが、避難所に行くことが出来なか

った。理由は他人に迷惑をかけることが理由。別で暮らしていた家族が交替で見守りしてい

た状況だった。そのため心身も経済的にも疲弊した。家屋も一部が壊れただけで補助の対

象にならなかった。 

  
少数での職員でどこまで支援が可能か？法人が地域の指定緊急避難場所となっている為、

地域の方が避難してきた場合の対応ができるのかが不明。 

  身寄りない高齢者が被災し施設に入りたくても、入れない 

  
院では被災を経験していないため今後マニュアルの確認や周知を徹底していく必要があると

感じました。 

  避難計画を災害時にいかに活用できるように整備できるか。 

  避難所でのバリアフリー化が必要だと思う。 

 

  

－178－



＜主たる所属別分析＞ 

Ｑ1 主たる所属施設等種別【入所系施設】 

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

特養 22 47.80% 16 51.60% 15 51.70% 3 60.00% 0 - 0 -

老健 12 26.10% 9 29.00% 9 31.00% 0 0.00% 0 - 0 -

介護医療院 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 - 0 -

GH 8 17.40% 3 9.70% 3 10.30% 0 0.00% 0 - 0 -

有料老人 H 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 - 0 -

その他 4 8.70% 3 9.70% 2 6.90% 2 40.00% 0 - 0 -

合計 46 100.00% 31 100.00% 29 100.00% 5 100.00% 0 0.00% 0 0.00%

地震

(津波あり)
風水害 その他被災種別 全体 地震

地震

(津波なし)

47.8%

26.1%

17.4%

8.7%

51.6%

29.0%

9.7%

9.7%

51.7%

31.0%

10.3%

6.9%

60.0%

40.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

特養

老健

介護医療院

GH

有料老人H

その他

全体 地震 地震(津波なし) 地震(津波あり) 風水害 その他
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Ｑ1 主たる所属施設等種別【支援チーム DPAT〔先遣隊〕】 

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

yes 4 100.00% 1 100.00% 1 100.00% 2 100.00% 0 - 0 -

no 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 - 0 -

合計 4 100.00% 1 100.00% 1 100.00% 2 100.00% 0 0.00% 0 0.00%

風水害 その他被災種別 全体 地震
地震

(津波なし)

地震

(津波あり)
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Ｑ2 回答者 

 
 

 

 

  

主たる所属施設等種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

管理職・施設⻑ 110 53.1% 3 27.3% 45 49.5% 34 66.7% 22 53.7% 2 50.0% 1 100.0% 1 33.3%

リーダー・主任 43 20.8% 5 45.5% 20 22.0% 7 13.7% 8 19.5% 0 0.0% 0 0.0% 2 66.7%

その他 54 26.1% 3 27.3% 26 28.6% 10 19.6% 11 26.8% 2 50.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計 207 100.0% 11 100.0% 91 100.0% 51 100.0% 41 100.0% 4 100.0% 1 100.0% 3 100.0%

居宅介護支
援事業所 支援チーム

通所・訪問
系サービス全体 自治体 病院

地域包括支
援センター 入所系施設
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Ｑ3 回答者職種 

主たる所属施設等種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

行政職 11 5.4% 8 72.7% 2 2.2% 0 0.0% 1 2.6% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

医療職 88 42.9% 1 9.1% 75 81.5% 6 12.0% 1 2.6% 0 0.0% 0 0.0% 3 100.0%

介護・福祉職 106 51.7% 2 18.2% 15 16.3% 44 88.0% 37 94.9% 4 100.0% 1 100.0% 0 0.0%

合計 205 100.0% 11 100.0% 92 100.0% 50 100.0% 39 100.0% 4 100.0% 1 100.0% 3 100.0%

居宅介護支
援事業所 支援チーム

通所・訪問
系サービス全体 自治体 病院

地域包括支
援センター 入所系施設
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Ｑ3 回答者職種【医療職】 

主たる所属施設等種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

医師 11 12.8% 0 0.0% 10 13.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 - 0 - 1 33.3%

看護師 43 50.0% 0 0.0% 38 52.1% 3 50.0% 1 100.0% 0 - 0 - 0 0.0%

PSW 6 7.0% 0 0.0% 5 6.8% 0 0.0% 0 0.0% 0 - 0 - 1 33.3%

MHSW 3 3.5% 0 0.0% 3 4.1% 0 0.0% 0 0.0% 0 - 0 - 0 0.0%

その他 23 26.7% 1 100.0% 17 23.3% 3 50.0% 0 0.0% 0 - 0 - 1 33.3%

合計 86 100.0% 1 100.0% 73 100.0% 6 100.0% 1 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 3 100.0%

居宅介護支
援事業所 支援チーム

通所・訪問
系サービス全体 自治体 病院

地域包括支
援センター 入所系施設
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Ｑ3 回答者職種【介護・福祉職】 

主たる所属施設等種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

介護職員 8 8.3% 1 50.0% 0 0.0% 0 0.0% 6 16.7% 1 33.3% 0 0.0% 0 -

CM 26 27.1% 0 0.0% 1 6.7% 19 51.4% 5 13.9% 1 33.3% 0 0.0% 0 -

ソーシャルワーカー 30 31.3% 1 50.0% 13 86.7% 5 13.5% 9 25.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 -

その他 32 33.3% 0 0.0% 1 6.7% 13 35.1% 16 44.4% 1 33.3% 1 100.0% 0 -

合計 96 100.0% 2 100.0% 15 100.0% 37 100.0% 36 100.0% 3 100.0% 1 100.0% 0 0.0%

居宅介護支
援事業所 支援チーム

通所・訪問
系サービス全体 自治体 病院

地域包括支
援センター 入所系施設
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Ｑ4 被災種別 

主たる所属施設等種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

地震 154 93.3% 9 90.0% 71 93.4% 28 87.5% 34 97.1% 3 100.0% 1 100.0% 3 100.0%

風水害 6 3.6% 1 10.0% 3 3.9% 2 6.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

その他 5 3.0% 0 0.0% 2 2.6% 2 6.3% 1 2.9% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計 165 100.0% 10 100.0% 76 100.0% 32 100.0% 35 100.0% 3 100.0% 1 100.0% 3 100.0%

居宅介護支
援事業所 支援チーム

通所・訪問
系サービス全体 自治体 病院

地域包括支
援センター 入所系施設
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Ｑ4 被災種別【地震】 

主たる所属施設等種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

津波なし 116 80.0% 7 77.8% 50 75.8% 22 88.0% 29 85.3% 2 66.7% 1 100.0% 1 33.3%

あり 29 20.0% 2 22.2% 16 24.2% 3 12.0% 5 14.7% 1 33.3% 0 0.0% 2 66.7%

合計 145 100.0% 9 100.0% 66 100.0% 25 100.0% 34 100.0% 3 100.0% 1 100.0% 3 100.0%

居宅介護支
援事業所 支援チーム

通所・訪問
系サービス全体 自治体 病院

地域包括支
援センター 入所系施設

－186－



Ｑ7 職員人的被害状況 

主たる所属施設等種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

被害者なし 178 98.3% 9 100.0% 79 97.5% 40 97.6% 37 100.0% 4 100.0% 1 100.0% 3 100.0%

被害者あり 3 1.7% 0 0.0% 2 2.5% 1 2.4% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計 181 100.0% 9 100.0% 81 100.0% 41 100.0% 37 100.0% 4 100.0% 1 100.0% 3 100.0%

居宅介護支
援事業所 支援チーム

通所・訪問
系サービス全体 自治体 病院

地域包括支
援センター 入所系施設
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Ｑ8 被災直後の施設運営 

【 翌日 】 

主たる所属施設等種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

通常通り 141 87.0% 6 66.7% 70 94.6% 28 82.4% 29 85.3% 2 50.0% 0 0.0% 1 100.0%

関連施設等へ避難 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

避難所へ避難 1 0.6% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 100.0% 0 0.0%

その他 20 12.3% 3 33.3% 4 5.4% 6 17.6% 5 14.7% 2 50.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計 162 100.0% 9 100.0% 74 100.0% 34 100.0% 34 100.0% 4 100.0% 1 100.0% 1 100.0%

居宅介護支
援事業所 支援チーム

通所・訪問
系サービス全体 自治体 病院

地域包括支
援センター 入所系施設
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Ｑ8 被災直後の施設運営 

【 ３日後 】 

主たる所属施設等種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

通常通り 133 90.5% 8 88.9% 64 95.5% 25 89.3% 29 87.9% 2 50.0% 0 0.0% 1 100.0%

関連施設等へ避難 1 0.7% 0 0.0% 0 0.0% 1 3.6% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

避難所へ避難 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

その他 13 8.8% 1 11.1% 3 4.5% 2 7.1% 4 12.1% 2 50.0% 1 100.0% 0 0.0%

合計 147 100.0% 9 100.0% 67 100.0% 28 100.0% 33 100.0% 4 100.0% 1 100.0% 1 100.0%

居宅介護支
援事業所 支援チーム

通所・訪問
系サービス全体 自治体 病院

地域包括支
援センター 入所系施設
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Ｑ9 ライフラインの被災状況 

主たる所属施設等種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

なし 133 75.1% 5 55.6% 62 77.5% 37 94.9% 21 58.3% 2 50.0% 0 0.0% 1 33.3%

あり 44 24.9% 4 44.4% 18 22.5% 2 5.1% 15 41.7% 2 50.0% 1 100.0% 2 66.7%

合計 177 100.0% 9 100.0% 80 100.0% 39 100.0% 36 100.0% 4 100.0% 1 100.0% 3 100.0%

居宅介護支
援事業所 支援チーム

通所・訪問
系サービス全体 自治体 病院

地域包括支
援センター 入所系施設
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Ｑ11 今回の災害以前に避難計画等を策定していましたか 

主たる所属施設等種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

なし 71 37.0% 5 55.6% 36 45.0% 24 51.1% 4 9.3% 0 0.0% 0 0.0% 1 33.3%

あり 121 63.0% 4 44.4% 44 55.0% 23 48.9% 39 90.7% 4 100.0% 1 100.0% 2 66.7%

合計 192 100.0% 9 100.0% 80 100.0% 47 100.0% 43 100.0% 4 100.0% 1 100.0% 3 100.0%

居宅介護支
援事業所 支援チーム

通所・訪問
系サービス全体 自治体 病院

地域包括支
援センター 入所系施設
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Ｑ12 策定していなかった場合お答えください 作成していなかった理由 

 

 

 

 

 

  

主たる所属施設等種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

作成方法がわからない 10 15.9% 0 0.0% 8 24.2% 2 10.0% 0 0.0% 0 - 0 - 0 -

時間がなかった 8 12.7% 2 40.0% 2 6.1% 3 15.0% 1 25.0% 0 - 0 - 0 -

他に優先するべき課題
があった

20 31.7% 1 20.0% 10 30.3% 7 35.0% 2 50.0% 0 - 0 - 0 -

その他 25 39.7% 2 40.0% 13 39.4% 8 40.0% 1 25.0% 0 - 0 - 0 -

合計 63 100.0% 5 100.0% 33 100.0% 20 100.0% 4 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

居宅介護支
援事業所 支援チーム

通所・訪問
系サービス全体 自治体 病院

地域包括支
援センター 入所系施設
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Ｑ13 策定していた場合お答えください 

主たる所属施設等種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

活用できなかった 63 56.3% 1 25.0% 28 66.7% 11 61.1% 19 51.4% 1 25.0% 1 100.0% 0 0.0%

活用できた 49 43.8% 3 75.0% 14 33.3% 7 38.9% 18 48.6% 3 75.0% 0 0.0% 2 100.0%

合計 112 100.0% 4 100.0% 42 100.0% 18 100.0% 37 100.0% 4 100.0% 1 100.0% 2 100.0%

居宅介護支
援事業所 支援チーム

通所・訪問
系サービス全体 自治体 病院

地域包括支
援センター 入所系施設
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Ｑ15 認知症のある要介護高齢者等の介護者への対応として特に工夫して取り組んだこと

がありますか 

主たる所属施設等種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

特になし 151 82.1% 5 62.5% 66 82.5% 38 88.4% 31 79.5% 3 75.0% 1 100.0% 3 75.0%

ある 33 17.9% 3 37.5% 14 17.5% 5 11.6% 8 20.5% 1 25.0% 0 0.0% 1 25.0%

合計 184 100.0% 8 100.0% 80 100.0% 43 100.0% 39 100.0% 4 100.0% 1 100.0% 4 100.0%

居宅介護支
援事業所 支援チーム

通所・訪問
系サービス全体 自治体 病院

地域包括支
援センター 入所系施設
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Ｑ17 認知症のある要介護高齢者等の入所・入院の患者移送を行いましたか 

主たる所属施設等種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

移送なし 165 88.2% 8 100.0% 71 87.7% 41 93.2% 35 87.5% 2 50.0% 0 0.0% 3 75.0%

移送あり 22 11.8% 0 0.0% 10 12.3% 3 6.8% 5 12.5% 2 50.0% 1 100.0% 1 25.0%

合計 187 100.0% 8 100.0% 81 100.0% 44 100.0% 40 100.0% 4 100.0% 1 100.0% 4 100.0%

居宅介護支
援事業所 支援チーム

通所・訪問
系サービス全体 自治体 病院

地域包括支
援センター 入所系施設
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Ｑ18 認知症があることにより課題と感じたことはありましたか（複数回答可）  

 

 

 

 

 

 

主たる所属施設等種別

選択肢 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率

家族と連絡がつかず（家
族が居ないを含む）同意
が取れない

29 12.9% 1 7.7% 11 11.2% 12 22.6% 4 8.7% 0 0.0% 0 0.0% 1 25.0%

本人の拒否 42 18.7% 1 7.7% 10 10.2% 16 30.2% 11 23.9% 1 25.0% 0 0.0% 1 25.0%

⻑距離の移送中の医療
ケア・介護ケア

21 9.3% 1 7.7% 11 11.2% 3 5.7% 4 8.7% 0 0.0% 0 0.0% 2 50.0%

県外移送になった方の
戻り時の費用負担

7 3.1% 1 7.7% 3 3.1% 1 1.9% 1 2.2% 0 0.0% 0 0.0% 1 25.0%

その他 22 9.8% 1 7.7% 10 10.2% 0 0.0% 5 10.9% 3 75.0% 1 100.0% 1 25.0%

回答者数 225 - 13 - 98 - 53 - 46 - 4 - 1 - 4 -

居宅介護支
援事業所 支援チーム

通所・訪問
系サービス全体 自治体 病院

地域包括支
援センター 入所系施設
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Ｑ19 物資調達は十分でしたか 

 

 

 

 

  

主たる所属施設等種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

不足していた 18 12.4% 1 14.3% 5 7.1% 3 12.5% 6 18.8% 2 50.0% 1 100.0% 0 0.0%

概ね充足 52 35.9% 2 28.6% 27 38.6% 7 29.2% 10 31.3% 2 50.0% 0 0.0% 2 66.7%

充足 59 40.7% 4 57.1% 33 47.1% 8 33.3% 11 34.4% 0 0.0% 0 0.0% 1 33.3%

その他 16 11.0% 0 0.0% 5 7.1% 6 25.0% 5 15.6% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計 145 100.0% 7 100.0% 70 100.0% 24 100.0% 32 100.0% 4 100.0% 1 100.0% 3 100.0%

居宅介護支
援事業所 支援チーム

通所・訪問
系サービス全体 自治体 病院

地域包括支
援センター 入所系施設
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Ｑ21 プッシュ型支援が行われた地域について伺います 

主たる所属施設等種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

届いてない 3 2.9% 0 0.0% 1 1.8% 0 0.0% 2 11.1% 0 0.0% 0 - 0 0.0%

届いた 13 12.7% 2 33.3% 6 10.7% 2 14.3% 2 11.1% 0 0.0% 0 - 0 0.0%

該当なし 86 84.3% 4 66.7% 49 87.5% 12 85.7% 14 77.8% 3 100.0% 0 - 1 100.0%

合計 102 100.0% 6 100.0% 56 100.0% 14 100.0% 18 100.0% 3 100.0% 0 0.0% 1 100.0%

居宅介護支
援事業所 支援チーム

通所・訪問
系サービス全体 自治体 病院

地域包括支
援センター 入所系施設
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Ｑ22 認知症の人への対応においてマニュアルを活用されましたか 

 

 

 

 

  

主たる所属施設等種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

活用なし 111 63.1% 9 90.0% 50 62.5% 22 59.5% 20 54.1% 3 75.0% 1 100.0% 3 100.0%

活用あり 8 4.5% 0 0.0% 4 5.0% 0 0.0% 4 10.8% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

存在を知らなかった 57 32.4% 1 10.0% 26 32.5% 15 40.5% 13 35.1% 1 25.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計 176 100.0% 10 100.0% 80 100.0% 37 100.0% 37 100.0% 4 100.0% 1 100.0% 3 100.0%

居宅介護支
援事業所 支援チーム

通所・訪問
系サービス全体 自治体 病院

地域包括支
援センター 入所系施設
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Ｑ23 日本認知症学会のマニュアルを活用されましたか 

主たる所属施設等種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

なし 85 49.7% 7 70.0% 41 51.3% 14 35.0% 20 64.5% 1 50.0% 1 100.0% 1 33.3%

あり 3 1.8% 0 0.0% 2 2.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 33.3%

存在を知らなかった 83 48.5% 3 30.0% 37 46.3% 26 65.0% 11 35.5% 1 50.0% 0 0.0% 1 33.3%

合計 171 100.0% 10 100.0% 80 100.0% 40 100.0% 31 100.0% 2 100.0% 1 100.0% 3 100.0%

居宅介護支
援事業所 支援チーム

通所・訪問
系サービス全体 自治体 病院

地域包括支
援センター 入所系施設
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Ｑ27-1) 配慮について該当するものを選んでください（複数回答可） 

 

 

 

 

 

  

主たる所属施設等種別

選択肢 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率

職員の被災状況や心理状
態に配慮して勤務調整を
行った

88 39.1% 2 15.4% 39 39.8% 15 28.3% 26 56.5% 4 100.0% 0 0.0% 0 0.0%

施設の資源を職員にも
提供した

28 12.4% 1 7.7% 11 11.2% 1 1.9% 13 28.3% 1 25.0% 1 100.0% 0 0.0%

自施設で職員とその家
族を受け入れた

13 5.8% 0 0.0% 5 5.1% 1 1.9% 6 13.0% 1 25.0% 0 0.0% 0 0.0%

その他 23 10.2% 1 7.7% 12 12.2% 6 11.3% 3 6.5% 0 0.0% 0 0.0% 1 25.0%

回答者数 225 - 13 - 98 - 53 - 46 - 4 - 1 - 4 -

居宅介護支
援事業所 支援チーム

通所・訪問
系サービス全体 自治体 病院

地域包括支
援センター 入所系施設

－201－



Ｑ27-2) 課題について該当するものを選んでください（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

主たる所属施設等種別

選択肢 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率

職員への十分なメンタ
ルケアを行えなかった

45 20.0% 3 23.1% 22 22.4% 6 11.3% 9 19.6% 4 100.0% 1 100.0% 0 0.0%

人員不足になり、十分
な休憩や休暇の付与が

40 17.8% 4 30.8% 17 17.3% 6 11.3% 10 21.7% 2 50.0% 1 100.0% 0 0.0%

支払いに困難を生じた 7 3.1% 0 0.0% 2 2.0% 0 0.0% 3 6.5% 1 25.0% 1 100.0% 0 0.0%

その他 22 9.8% 0 0.0% 11 11.2% 5 9.4% 4 8.7% 0 0.0% 0 0.0% 2 50.0%

回答者数 225 - 13 - 98 - 53 - 46 - 4 - 1 - 4 -

居宅介護支
援事業所 支援チーム

通所・訪問
系サービス全体 自治体 病院

地域包括支
援センター 入所系施設
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Ｑ28  平時の取組で有用だったこと、あるいは平時に取り組んでおけば良かったと考える

ことなどをご記載ください（複数回答可） 

主たる所属施設等種別

選択肢 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率

地域での多施設間での
顔の見える関係づくり

118 52.4% 6 46.2% 52 53.1% 31 58.5% 20 43.5% 3 75.0% 1 100.0% 2 50.0%

地域住⺠との交流 83 36.9% 6 46.2% 23 23.5% 28 52.8% 19 41.3% 2 50.0% 1 100.0% 1 25.0%

地域での避難訓練の実
施

75 33.3% 4 30.8% 27 27.6% 22 41.5% 18 39.1% 1 25.0% 0 0.0% 1 25.0%

その他 11 4.9% 2 15.4% 3 3.1% 3 5.7% 2 4.3% 0 0.0% 1 100.0% 0 0.0%

回答者数 225 - 13 - 98 - 53 - 46 - 4 - 1 - 4 -

全体 自治体 病院
地域包括支
援センター 入所系施設

通所・訪問
系サービス

居宅介護支
援事業所 支援チーム
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＜被災種別分析＞ 

Ｑ1 主たる所属施設等種別 

被災種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

自治体 13 5.9% 11 7.3% 7 6.3% 2 6.9% 0 0.0% 0 0.0%

病院 98 44.7% 69 46.0% 50 44.6% 16 55.2% 4 66.7% 3 75.0%

地域包括支援センター 53 24.2% 33 22.0% 22 19.6% 3 10.3% 2 33.3% 1 25.0%

入所系施設 46 21.0% 31 20.7% 29 25.9% 5 17.2% 0 0.0% 0 0.0%

通所・訪問系サービス 4 1.8% 4 2.7% 2 1.8% 1 3.4% 0 0.0% 0 0.0%

居宅介護支援事業所 1 0.5% 1 0.7% 1 0.9% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

支援チーム 4 1.8% 1 0.7% 1 0.9% 2 6.9% 0 0.0% 0 0.0%

合計 219 100.0% 150 100.0% 112 100.0% 29 100.0% 6 100.0% 4 100.0%

その他全体 地震
地震

(津波なし)
地震

(津波あり)
風水害

5.9%

44.7%

24.2%

21.0%

1.8%

0.5%

1.8%

7.3%

46.0%

22.0%

20.7%

2.7%

0.7%

0.7%

6.3%

44.6%

19.6%

25.9%

1.8%

0.9%

0.9%

6.9%

55.2%

10.3%

17.2%

3.4%

6.9%

66.7%

33.3%

75.0%

25.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

自治体

病院

地域包括支援センター

入所系施設

通所・訪問系サービス

居宅介護支援事業所

支援チーム

全体 地震 地震(津波なし) 地震(津波あり) 風水害 その他
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Ｑ1 主たる所属施設等種別 

被災種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

認知症疾患医療セン
ター

5 5.2% 4 5.9% 2 4.0% 1 6.3% 0 0.0% 0 0.0%

大学病院 3 3.1% 2 2.9% 2 4.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

地域中核病院 11 11.3% 7 10.3% 8 16.0% 1 6.3% 0 0.0% 1 33.3%

一般病院 43 44.3% 28 41.2% 24 48.0% 5 31.3% 3 75.0% 2 66.7%

精神科病院 23 23.7% 17 25.0% 8 16.0% 7 43.8% 1 25.0% 0 0.0%

その他 12 12.4% 10 14.7% 6 12.0% 2 12.5% 0 0.0% 0 0.0%

合計 97 100.0% 68 100.0% 50 100.0% 16 100.0% 4 100.0% 3 100.0%

その他全体 地震
地震

(津波なし)
地震

(津波あり)
風水害

5.2%

3.1%

11.3%

44.3%

23.7%

12.4%

5.9%

2.9%

10.3%

41.2%

25.0%

14.7%

4.0%

4.0%

16.0%

48.0%

16.0%

12.0%

6.3%

6.3%

31.3%

43.8%

12.5%

75.0%

25.0%

33.3%

66.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

認知症疾患医療センター

大学病院

地域中核病院

一般病院

精神科病院

その他

全体 地震 地震(津波なし) 地震(津波あり) 風水害 その他
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Ｑ1 主たる所属施設等種別【入所系施設】 

被災種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

特養 22 47.8% 16 51.6% 15 51.7% 3 60.0% 0 - 0 -

老健 12 26.1% 9 29.0% 9 31.0% 0 0.0% 0 - 0 -

介護医療院 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 - 0 -

GH 8 17.4% 3 9.7% 3 10.3% 0 0.0% 0 - 0 -

有料老人 H 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 - 0 -

その他 4 8.7% 3 9.7% 2 6.9% 2 40.0% 0 - 0 -

合計 46 100.0% 31 100.0% 29 100.0% 5 100.0% 0 0.0% 0 0.0%

その他全体 地震
地震

(津波なし)
地震

(津波あり)
風水害
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Ｑ1 主たる所属施設等種別【支援チーム】 

被災種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

DPAT 4 100.0% 1 100.0% 1 100.0% 2 100.0% 0 - 0 -

DWAT 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 - 0 -

DHEAT 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 - 0 -

その他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 - 0 -

合計 4 100.0% 1 100.0% 1 100.0% 2 100.0% 0 0.0% 0 0.0%

その他全体 地震
地震

(津波なし)
地震

(津波あり)
風水害

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

地震

地震(津波なし)

地震(津波あり)

風水害

その他

DPAT DWAT DHEAT その他
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Ｑ1 主たる所属施設等種別【支援チーム DPAT〔先遣隊〕】 

 

 

 

  

被災種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

yes 4 100.0% 1 100.0% 1 100.0% 2 100.0% 0 - 0 -

no 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 - 0 -

合計 4 100.0% 1 100.0% 1 100.0% 2 100.0% 0 0.0% 0 0.0%

その他全体 地震
地震

(津波なし)
地震

(津波あり)
風水害
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Ｑ1-2 併任の所属施設等種別 

 

 

 

被災種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

自治体 4 3.1% 4 4.4% 3 4.1% 1 4.8% 0 0.0% 0 0.0%

病院 16 12.5% 10 11.0% 8 11.0% 4 19.0% 0 0.0% 1 33.3%

地域包括支援センター 20 15.6% 15 16.5% 13 17.8% 3 14.3% 0 0.0% 1 33.3%

入所系施設 42 32.8% 32 35.2% 23 31.5% 6 28.6% 0 0.0% 1 33.3%

通所・訪問系サービス 25 19.5% 16 17.6% 15 20.5% 1 4.8% 0 0.0% 0 0.0%

居宅介護支援事業所 10 7.8% 6 6.6% 6 8.2% 1 4.8% 1 33.3% 0 0.0%

支援チーム 11 8.6% 8 8.8% 5 6.8% 5 23.8% 2 66.7% 0 0.0%

合計 128 100.0% 91 100.0% 73 100.0% 21 100.0% 3 100.0% 3 100.0%

その他全体 地震
地震

(津波なし)
地震

(津波あり)
風水害
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Ｑ1-2 併任の所属施設等種別【病院】 

 

 

 

  

被災種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

認知症疾患医療セン
ター

2 13.3% 1 10.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 - 0 0.0%

大学病院 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 - 0 0.0%

地域中核病院 2 13.3% 1 10.0% 1 12.5% 0 0.0% 0 - 1 100.0%

一般病院 4 26.7% 3 30.0% 4 50.0% 0 0.0% 0 - 0 0.0%

精神科病院 7 46.7% 5 50.0% 3 37.5% 3 100.0% 0 - 0 0.0%

その他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 - 0 0.0%

合計 15 100.0% 10 100.0% 8 100.0% 3 100.0% 0 0.0% 1 100.0%

その他全体 地震
地震

(津波なし)
地震

(津波あり)
風水害
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Ｑ1-2 併任の所属施設等種別【入所系施設】 

被災種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

特養 9 23.7% 7 25.0% 4 19.0% 1 16.7% 0 - 0 0.0%

老健 5 13.2% 3 10.7% 3 14.3% 0 0.0% 0 - 0 0.0%

介護医療院 5 13.2% 4 14.3% 3 14.3% 1 16.7% 0 - 1 100.0%

GH 6 15.8% 3 10.7% 5 23.8% 0 0.0% 0 - 0 0.0%

有料老人 H 6 15.8% 6 21.4% 2 9.5% 2 33.3% 0 - 0 0.0%

その他 7 18.4% 5 17.9% 4 19.0% 2 33.3% 0 - 0 0.0%

合計 38 100.0% 28 100.0% 21 100.0% 6 100.0% 0 0.0% 1 100.0%

その他全体 地震
地震

(津波なし)
地震

(津波あり)
風水害

23.7%

13.2%

13.2%

15.8%

15.8%

18.4%

25.0%

10.7%

14.3%

10.7%

21.4%

17.9%

19.0%

14.3%

14.3%

23.8%

9.5%

19.0%

16.7%

16.7%

33.3%

33.3%

100.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

特養

老健

介護医療院

GH

有料老人H

その他

全体 地震 地震(津波なし) 地震(津波あり) 風水害 その他
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Ｑ1-2 併任の所属施設等種別【支援チーム】 

 

 

 

  

被災種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

DPAT 10 90.9% 8 100.0% 4 80.0% 5 100.0% 1 50.0% 0 -

DWAT 1 9.1% 0 0.0% 1 20.0% 0 0.0% 1 50.0% 0 -

DHEAT 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 -

その他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 -

合計 11 100.0% 8 100.0% 5 100.0% 5 100.0% 2 100.0% 0 0.0%

その他全体 地震
地震

(津波なし)
地震

(津波あり)
風水害
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Ｑ1-2 併任の所属施設等種別【支援チーム DPAT〔先遣隊〕】 

被災種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

yes 9 90.0% 7 87.5% 3 75.0% 5 100.0% 1 100.0% 0 -

no 1 10.0% 1 12.5% 1 25.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 -

合計 10 100.0% 8 100.0% 4 100.0% 5 100.0% 1 100.0% 0 0.0%

その他全体 地震
地震

(津波なし)
地震

(津波あり)
風水害

90.0%

87.5%

75.0%

100.0%

100.0%

10.0%

12.5%

25.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

地震

地震(津波なし)

地震(津波あり)

風水害

その他

yes no
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Ｑ2 回答者 

 

 

 

 

  

被災種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

管理職・施設⻑ 110 53.1% 79 55.2% 63 55.3% 11 37.9% 1 16.7% 4 100.0%

リーダー・主任 43 20.8% 25 17.5% 20 17.5% 11 37.9% 1 16.7% 0 0.0%

その他 54 26.1% 39 27.3% 31 27.2% 7 24.1% 4 66.7% 0 0.0%

合計 207 100.0% 143 100.0% 114 100.0% 29 100.0% 6 100.0% 4 100.0%

その他全体 地震
地震

(津波なし)
地震

(津波あり)
風水害
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Ｑ3 回答者職種 

被災種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

行政職 11 5.4% 7 4.9% 7 6.2% 3 10.3% 0 0.0% 0 0.0%

医療職 88 42.9% 62 43.4% 52 46.0% 14 48.3% 3 60.0% 2 50.0%

介護・福祉職 106 51.7% 74 51.7% 54 47.8% 12 41.4% 2 40.0% 2 50.0%

合計 205 100.0% 143 100.0% 113 100.0% 29 100.0% 5 100.0% 4 100.0%

その他全体 地震
地震

(津波なし)
地震

(津波あり)
風水害
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Ｑ3 回答者職種【医療職】 

 

 

 

  

被災種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

医師 11 12.8% 7 11.3% 6 12.0% 3 21.4% 0 0.0% 0 0.0%

看護師 43 50.0% 33 53.2% 27 54.0% 7 50.0% 0 0.0% 2 100.0%

PSW 6 7.0% 4 6.5% 1 2.0% 2 14.3% 1 33.3% 0 0.0%

MHSW 3 3.5% 2 3.2% 2 4.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

その他 23 26.7% 16 25.8% 14 28.0% 2 14.3% 2 66.7% 0 0.0%

合計 86 100.0% 62 100.0% 50 100.0% 14 100.0% 3 100.0% 2 100.0%

その他全体 地震
地震

(津波なし)
地震

(津波あり)
風水害
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Ｑ3 回答者職種【介護・福祉職】 

被災種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

介護職員 8 8.3% 6 9.0% 5 9.8% 1 8.3% 0 0.0% 0 0.0%

CM 26 27.1% 20 29.9% 11 21.6% 2 16.7% 1 50.0% 0 0.0%

ソーシャルワーカー 30 31.3% 21 31.3% 18 35.3% 5 41.7% 1 50.0% 1 50.0%

その他 32 33.3% 20 29.9% 17 33.3% 4 33.3% 0 0.0% 1 50.0%

合計 96 100.0% 67 100.0% 51 100.0% 12 100.0% 2 100.0% 2 100.0%

その他全体 地震
地震

(津波なし)
地震

(津波あり)
風水害

8.3%

27.1%

31.3%

33.3%

9.0%

29.9%

31.3%

29.9%

9.8%

21.6%

35.3%

33.3%

8.3%

16.7%

41.7%

33.3%

50.0%

50.0%
50.0%

50.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

介護職員

CM

ソーシャルワーカー

その他

全体 地震 地震(津波なし) 地震(津波あり) 風水害 その他
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Ｑ4 被災種別 

 

 

 

  

被災種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

地震 154 93.3% 105 94.6% 116 100.0% 29 100.0% 5 100.0% 3 100.0%

風水害 6 3.6% 4 3.6% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

その他 5 3.0% 2 1.8% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計 165 100.0% 111 100.0% 116 100.0% 29 100.0% 5 100.0% 3 100.0%

その他全体 地震
地震

(津波なし)
地震

(津波あり)
風水害

－218－



Ｑ4 被災種別【地震】 

 

 

 

  

被災種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

津波なし 116 80.0% 77 78.6% 116 100.0% 0 0.0% 3 60.0% 2 66.7%

あり 29 20.0% 21 21.4% 0 0.0% 29 100.0% 2 40.0% 1 33.3%

合計 145 100.0% 98 100.0% 116 100.0% 29 100.0% 5 100.0% 3 100.0%

その他全体 地震
地震

(津波なし)
地震

(津波あり)
風水害

80.0%

78.6%

100.0%

60.0%

66.7%

20.0%

21.4%

100.0%

40.0%

33.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

地震

地震(津波なし)

地震(津波あり)

風水害

その他

津波なし あり
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Ｑ7 職員人的被害状況 

 

 

 

  

被災種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

被害者なし 178 98.3% 120 97.6% 112 98.2% 28 96.6% 6 100.0% 3 100.0%

被害者あり 3 1.7% 3 2.4% 2 1.8% 1 3.4% 0 0.0% 0 0.0%

合計 181 100.0% 123 100.0% 114 100.0% 29 100.0% 6 100.0% 3 100.0%

その他全体 地震
地震

(津波なし)
地震

(津波あり)
風水害
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Ｑ8 被災直後の施設運営 

【 翌日 】 

被災種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

通常通り 141 87.0% 95 85.6% 92 86.0% 19 82.6% 3 60.0% 3 100.0%

関連施設等へ避難 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

避難所へ避難 1 0.6% 1 0.9% 1 0.9% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

その他 20 12.3% 15 13.5% 14 13.1% 4 17.4% 2 40.0% 0 0.0%

合計 162 100.0% 111 100.0% 107 100.0% 23 100.0% 5 100.0% 3 100.0%

その他全体 地震
地震

(津波なし)
地震

(津波あり)
風水害
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Ｑ8 被災直後の施設運営 

【 3 日後 】 

 

 

 

  

被災種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

通常通り 133 90.5% 90 89.1% 88 88.9% 19 90.5% 5 100.0% 3 100.0%

関連施設等へ避難 1 0.7% 1 1.0% 1 1.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

避難所へ避難 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

その他 13 8.8% 10 9.9% 10 10.1% 2 9.5% 0 0.0% 0 0.0%

合計 147 100.0% 101 100.0% 99 100.0% 21 100.0% 5 100.0% 3 100.0%

その他全体 地震
地震

(津波なし)
地震

(津波あり)
風水害

－222－



Ｑ9 ライフラインの被災状況 

 

 

 

  

被災種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

なし 133 75.1% 88 73.3% 83 73.5% 16 55.2% 5 83.3% 3 100.0%

あり 44 24.9% 32 26.7% 30 26.5% 13 44.8% 1 16.7% 0 0.0%

合計 177 100.0% 120 100.0% 113 100.0% 29 100.0% 6 100.0% 3 100.0%

その他全体 地震
地震

(津波なし)
地震

(津波あり)
風水害

－223－



Ｑ11 今回の災害以前に避難計画等を策定していましたか 

 

 

 

  

被災種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

なし 71 37.0% 46 35.4% 39 35.1% 12 42.9% 2 33.3% 0 0.0%

あり 121 63.0% 84 64.6% 72 64.9% 16 57.1% 4 66.7% 3 100.0%

合計 192 100.0% 130 100.0% 111 100.0% 28 100.0% 6 100.0% 3 100.0%

その他全体 地震
地震

(津波なし)
地震

(津波あり)
風水害
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Ｑ12 策定していなかった場合お答えください 作成していなかった理由 

 

 

 

 

 

  

被災種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

作成方法がわからない 10 15.9% 6 14.6% 6 17.6% 1 8.3% 0 0.0% 0 -

時間がなかった 8 12.7% 4 9.8% 4 11.8% 2 16.7% 0 0.0% 0 -

他に優先するべき課題
があった

20 31.7% 13 31.7% 8 23.5% 5 41.7% 0 0.0% 0 -

その他 25 39.7% 18 43.9% 16 47.1% 4 33.3% 2 100.0% 0 -

合計 63 100.0% 41 100.0% 34 100.0% 12 100.0% 2 100.0% 0 0.0%

その他全体 地震
地震

(津波なし)
地震

(津波あり)
風水害
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Ｑ13 策定していた場合お答えください 

被災種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

活用できなかった 63 56.3% 44 57.1% 39 54.9% 10 62.5% 3 100.0% 2 66.7%

活用できた 49 43.8% 33 42.9% 32 45.1% 6 37.5% 0 0.0% 1 33.3%

合計 112 100.0% 77 100.0% 71 100.0% 16 100.0% 3 100.0% 3 100.0%

その他全体 地震
地震

(津波なし)
地震

(津波あり)
風水害
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Ｑ15 認知症のある要介護高齢者等の介護者への対応として特に工夫して取り組んだこと

がありますか 

 

 

 

 

  

被災種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

特になし 151 82.1% 101 82.1% 90 83.3% 22 84.6% 4 66.7% 3 100.0%

ある 33 17.9% 22 17.9% 18 16.7% 4 15.4% 2 33.3% 0 0.0%

合計 184 100.0% 123 100.0% 108 100.0% 26 100.0% 6 100.0% 3 100.0%

その他全体 地震
地震

(津波なし)
地震

(津波あり)
風水害
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Ｑ17 認知症のある要介護高齢者等の入所・入院の患者移送を行いましたか 

被災種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

移送なし 165 88.2% 111 88.8% 96 87.3% 24 85.7% 6 100.0% 3 100.0%

移送あり 22 11.8% 14 11.2% 14 12.7% 4 14.3% 0 0.0% 0 0.0%

合計 187 100.0% 125 100.0% 110 100.0% 28 100.0% 6 100.0% 3 100.0%

その他全体 地震
地震

(津波なし)
地震

(津波あり)
風水害
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Ｑ18 認知症があることにより課題と感じたことはありましたか（複数回答可） 

 

 

 

  

被災種別

選択肢 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率

家族と連絡がつかず（家
族が居ないを含む）同意
が取れない

29 12.9% 19 12.4% 13 11.2% 3 10.3% 1 16.7% 1 20.0%

本人の拒否 42 18.7% 27 17.6% 26 22.4% 5 17.2% 1 16.7% 1 20.0%

⻑距離の移送中の医療
ケア・介護ケア

21 9.3% 9 5.9% 14 12.1% 3 10.3% 0 0.0% 1 20.0%

県外移送になった方の
戻り時の費用負担

7 3.1% 4 2.6% 2 1.7% 2 6.9% 0 0.0% 0 0.0%

その他 22 9.8% 13 8.5% 12 10.3% 5 17.2% 2 33.3% 0 0.0%

回答者数 225 - 153 - 116 - 29 - 6 - 5 -

その他全体 地震
地震

(津波なし)
地震

(津波あり)
風水害
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Ｑ19 物資調達は十分でしたか 

 

 

 

 

  

被災種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

不足していた 18 12.4% 13 13.1% 8 9.1% 5 20.0% 0 0.0% 0 0.0%

概ね充足 52 35.9% 36 36.4% 27 30.7% 12 48.0% 3 60.0% 0 0.0%

充足 59 40.7% 40 40.4% 44 50.0% 6 24.0% 1 20.0% 1 50.0%

その他 16 11.0% 10 10.1% 9 10.2% 2 8.0% 1 20.0% 1 50.0%

合計 145 100.0% 99 100.0% 88 100.0% 25 100.0% 5 100.0% 2 100.0%

その他全体 地震
地震

(津波なし)
地震

(津波あり)
風水害
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Ｑ21 プッシュ型支援が行われた地域について伺います 

 

 

 

 

  

被災種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

届いてない 3 2.9% 3 4.3% 1 1.7% 1 5.0% 0 0.0% 0 0.0%

届いた 13 12.7% 10 14.5% 5 8.5% 4 20.0% 0 0.0% 0 0.0%

該当なし 86 84.3% 56 81.2% 53 89.8% 15 75.0% 4 100.0% 1 100.0%

合計 102 100.0% 69 100.0% 59 100.0% 20 100.0% 4 100.0% 1 100.0%

その他全体 地震
地震

(津波なし)
地震

(津波あり)
風水害
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Ｑ22 認知症の人への対応においてマニュアルを活用されましたか 

 

 

 

 

  

被災種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

活用なし 111 63.1% 77 64.7% 66 66.0% 13 48.1% 3 50.0% 2 66.7%

活用あり 8 4.5% 7 5.9% 7 7.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

存在を知らなかった 57 32.4% 35 29.4% 27 27.0% 14 51.9% 3 50.0% 1 33.3%

合計 176 100.0% 119 100.0% 100 100.0% 27 100.0% 6 100.0% 3 100.0%

その他全体 地震
地震

(津波なし)
地震

(津波あり)
風水害
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Ｑ23 日本認知症学会のマニュアルを活用されましたか 

 

 

 

 

  

被災種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

なし 85 49.7% 60 52.2% 54 55.7% 12 48.0% 3 50.0% 2 66.7%

あり 3 1.8% 3 2.6% 1 1.0% 1 4.0% 0 0.0% 0 0.0%

存在を知らなかった 83 48.5% 52 45.2% 42 43.3% 12 48.0% 3 50.0% 1 33.3%

合計 171 100.0% 115 100.0% 97 100.0% 25 100.0% 6 100.0% 3 100.0%

その他全体 地震
地震

(津波なし)
地震

(津波あり)
風水害
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Ｑ27-1) 配慮について該当するものを選んでください（複数回答可） 

 

 

 

  

被災種別

選択肢 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率

職員の被災状況や心理状
態に配慮して勤務調整を
行った

88 39.1% 61 39.9% 50 43.1% 13 44.8% 1 16.7% 1 20.0%

施設の資源を職員にも
提供した

28 12.4% 18 11.8% 18 15.5% 5 17.2% 0 0.0% 1 20.0%

自施設で職員とその家
族を受け入れた

13 5.8% 7 4.6% 8 6.9% 2 6.9% 1 16.7% 0 0.0%

その他 23 10.2% 16 10.5% 14 12.1% 5 17.2% 2 33.3% 0 0.0%

回答者数 225 - 153 - 116 - 29 - 6 - 5 -

その他全体 地震
地震

(津波なし)
地震

(津波あり)
風水害
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Ｑ27-2) 課題について該当するものを選んでください（複数回答可） 

被災種別

選択肢 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率

職員への十分なメンタ
ルケアを行えなかった

45 20.0% 32 20.9% 30 25.9% 8 27.6% 1 16.7% 0 0.0%

人員不足になり、十分
な休憩や休暇の付与が

40 17.8% 28 18.3% 27 23.3% 6 20.7% 0 0.0% 1 20.0%

支払いに困難を生じた 7 3.1% 7 4.6% 4 3.4% 2 6.9% 0 0.0% 0 0.0%

その他 22 9.8% 13 8.5% 9 7.8% 3 10.3% 1 16.7% 1 20.0%

回答者数 225 - 153 - 116 - 29 - 6 - 5 -

その他全体 地震
地震

(津波なし)
地震

(津波あり)
風水害

－235－



Ｑ28  平時の取組で有用だったこと、あるいは平時に取り組んでおけば良かったと考える

ことなどをご記載ください（複数回答可） 

 

 

 

  

被災種別

選択肢 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率 件数 選択率

地域での多施設間での
顔の見える関係づくり

118 52.4% 76 49.7% 65 56.0% 17 58.6% 4 66.7% 1 20.0%

地域住⺠との交流 83 36.9% 54 35.3% 44 37.9% 10 34.5% 1 16.7% 0 0.0%

地域での避難訓練の実
施

75 33.3% 47 30.7% 46 39.7% 13 44.8% 2 33.3% 2 40.0%

その他 11 4.9% 8 5.2% 5 4.3% 2 6.9% 0 0.0% 0 0.0%

回答者数 225 - 153 - 116 - 29 - 6 - 5 -

全体 地震
地震

(津波なし)
地震

(津波あり)
風水害 その他
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Ｑ4 被災種別 

被災種別

選択肢 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

地震 154 93.3% 105 94.6% 116 100.0% 29 100.0% 5 100.0% 3 100.0%

風水害 6 3.6% 4 3.6% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

その他 5 3.0% 2 1.8% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計 165 100.0% 111 100.0% 116 100.0% 29 100.0% 5 100.0% 3 100.0%

その他全体 地震
地震

(津波なし)
地震

(津波あり)
風水害

－237－



（3）二次調査報告

1）地震・津波

中西 亜紀 

 我が国においては、近年の災害が多発しているため（気象庁が名称を定めた気象・地

震・火山現象一覧 https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/meishou/meishou_ichiran.ht

ml）、被災時の対応について、複数の災害への被災による経験知の蓄積がなされてきてい

ること、情報網の発達により災害への備えの衆知も進められてきていることなどは、経験

的に知られている。今回の研究事業において、一次調査に加えて二次調査では、被災地に

おける生の声を聞き取り、マニュアル作成に活用すること、さらに記録として残すことで

将来の災害への備えを充実させることを目的として実施した。  

災害種別地震・津波については、令和6年 1月 1日に発生した能登半島地震の被災地域の

うち、一次調査実施時に二次調査の同意があった5箇所について、大阪公立大学大学院医学

研究科医師とともに、面談、ZOOM、電話などで実施した。実施期間は令和7年 2月 7日から

3 月 14 日、対象施設は医療機関（病院）、介護老人保健施設、ケアハウス、サービス付き高

齢者向け住宅、地域包括支援センターで、ヒアリング対象者は、いずれも管理者であった

（P247～255 各個票参照）。 

 地震種別は、海溝型地震、断層型地震、火山型地震の 3 類型があるといわれており、国

内のものとしては、海溝型地震は 2011 年東日本大震災が有名である。能登半島地震は、断

層型地震のうちの逆断層型地震という種別のものであるとされており、つまり、断層面を

境にした両側上下方向に縦ずれをおこし、上盤がのし上がるものであるという。断層型地

震には、1995 年阪神・淡路大震災、2004 年熊本地震、2016 年新潟中越地震、2018 年大阪

府北部地震、2019 年北海道胆振東部地震などが報告されている。 

 同じ「震災」であっても、さらに同分類の断層型地震であっても、被災地の地理的条件

や社会的背景などにより、被災状況は異なり、必要とする支援も全く異なるものである。

今回の二次調査でも、前回の他の地域での支援経験を理由に提供される支援、あるいは近

年整備されてきた派遣型の支援については、熱意ある支援への感謝がある一方、ニーズに

応じた選択を行うための司令塔の不足や、支援者間の情報連携の不足が指摘されている。

支援が必ずしもニーズに合致していなかった旨の意見は、遠慮がちに聞き取ることができ

たことから、個別には表面化しにくく、被災地支援には、行政機関等を中心とした司令塔

の役割が非常に重要であると考えられる。職種別の団体が、被災者の個別ニーズを見える

化した取組は支援者間の連携にも非常に有用であったとの意見があり、有効であった取組

を今後活用できるようにつないでいく必要がある。 

 特に認知症の人への支援については、過去の東日本大震災における調査(災害時におけ

る在宅認知症者の避難所での具体的な支援方法のあり方に関する研究事業《平成 24 年度認

知症介護研究・研修センター仙台 報告書》https://dcnet.gr.jp/pdf/download/support
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/research/center3/186/186_4.pdf）のとおり、避難に際してはごく初期の 3日間の対応が

重要であると指摘されていた。過去の経験を迅速に十分に活用するためには、整理された

情報の集約化が必要であり、さらに被災時に必要な情報に容易にアクセスできる環境づく

りが求められる。 

 能登半島は二次調査の時点で被災後 1 年を経ているにも関わらず、一部ライフラインに

関する復旧工事が未だ道半ばであることが明らかになった。特に人口減少地域や地理的困

難さを伴う地域の復旧・復興については、現地だけではなく、全国的な検討や支援が必要

と考えられ、少子高齢化がさらに進行する日本の今後の大きな課題であるといえよう。 
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（3）二次調査報告書 

2）風水害 1（茨城県） 

新井 哲明 

 

 平成 27 年 9 月の関東・東北豪雨の際に、支援に当たった常総市役所保健福祉部職員 6

名より聞き取りを行った。 

 

① 不足したことや困ったこと 

 避難所における設備面・コンセントの不足、和式トイレ、冷暖房の不足 

 避難所や避難先での認知症の人の行動：避難所に届いた食事を勝手に食べてしまう、ト

イレ以外の場所での排泄、徘徊、執拗で頻回の訴え、妄想の出現 

 支援活動に関連した困難さ：更新されていない要支援台帳、県外から支援に来た人との

情報共有、近隣の医療機関や薬局が水没したことにより内服約等の情報が不明など。 

 支援者自身の困難：対応している職員が帰宅できないため内服薬が中断、睡眠不足で居

眠り運転になりそうになったなど。 

 

② 良かった支援 

 避難所への避難が困難な例の受け入れ：特別支援学校が障害者を、介護保険施設が高齢

者を受け入れてくれた。介護保険施設は家族ごと受け入れてくれた。 

 心配なケースに対する認知症疾患医療センターの多職種チームによる訪問活動 

 在宅酸素の会社：自社との契約がないケースに対しても避難所に酸素を届けてくれた。 

 

③ 特に工夫したことがらとその成果 

 電子連絡帳を作成し、服薬情報や介護施設事業者での安否確認ができるようにした。 

 要支援者台帳は年 2 回更新するようにした。 

 

④ 今後の課題 

 電子連絡帳で災害時にも情報共有できるようにしたが、被災時にどう通信を確保する

かが課題。 

 薬剤師による支援も早期から行われるようにする必要がある。 

 発災してから認知症の対応についての勉強はできないので、平時から学べる体制を構

築する必要がある。 
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（3）二次調査報告

3）風水害 2（岡山県）

和田 健二 

災害名：平成 30 年 7 月豪雨（西日本豪雨）災害について，支援に当たった倉敷市保健福祉

推進課および倉敷市社会福祉協議会の 3 名に対して来とり調査を行った． 

① 不足したこと・困ったこと

 認知症のある避難者の把握が困難：避難所では認知症の有無がすぐに確認できず、ケア

マネジャーも担当者の所在を把握できない状況だった。

 避難所での生活環境の問題：認知症のある人を支える家族が負担を感じることが多く、

落ち着いて過ごせる環境が不足していた。また、避難者全体に不眠を訴える人が多かっ

た。

 支援制度の理解不足：高齢者の中には支援制度を十分に理解できず、手続きが困難な人

が多くいた。

 みなし住宅・仮設住宅での生活の問題：住宅が狭く家族が分かれて暮らすことで関係が

希薄になり、支援が届きにくくなった。また、住み慣れない地域に移ったことで、介護

サービスや訪問診療が中断し、症状が悪化するケースも見られた。

② 有効だった支援

 詐欺被害への対応：被災後、金銭的不安の高まりとともに窃盗や詐欺被害が発生し、住

民の間に猜疑心が生まれた。倉敷市社会福祉協議会は建築士会や法曹界と連携し、詐欺

対策を実施した。

 高齢者の健康管理と支援：避難生活が長期化し、食生活の乱れから高齢者の身体機能低

下が目立った。特に、風水害による影響で 1 階での居住が困難になった世帯は、2～3 階

に住むようになり、外出の機会が減少。閉じこもりがちになる傾向があったため、在宅

支援の充実が求められる。

 情報共有と見守り支援の重要性：個別住宅では避難所と比べて支援や情報提供が不足

する傾向があった。これに対応するために、居住状況の把握や孤立防止のための見守り

事業が実施されたが、訪問頻度が少なく、さらなる訪問支援の充実が必要とされた。

 環境の変化に伴う精神的負担：みなし住宅から元の地域に戻った被災者の中には、風景

の激変や道路の変化による心理的負担を感じる人もいた。こうした住環境の変化に適

応できるよう、定期訪問や心のケアが求められる。

 長期的な支援の必要性：災害から時間が経過するにつれ支援が減少し、2020 年頃には

支援の継続が難しくなったと感じる被災者が増えた。被災者の生活再建を支えるため、

長期的な支援体制の確立が課題である。
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 BPSD（認知症の行動・心理症状）への対応：認知症の行動・心理症状に関しては、DMAT

（災害派遣医療チーム）の相談窓口やケアマネジャー協会の支援により、大きな問題に

は至らなかった。

③ 工夫した取り組みとその成果

 情報共有の強化：支援者同士の連携を強化し、迅速な情報共有を図ったことで、必要な

支援を適切に届けることができた。

 個別対応の充実：被災者の生い立ちや生活歴、価値観を把握することで、一人ひとりに

寄り添った支援を実施した。

 コミュニティ支援の推進：倉敷市社会福祉協議会が地域コミュニティの再構築を支援

し、各部署間の連携会議を強化した。

 「ゆるやかな見守り」の定着：地域住民や子どもたちによる「ゆるやかな見守り」が広

まり、日常的に声かけをする習慣が定着。これにより、認知症の早期発見や適切な対応

が可能になった。

 子ども向け認知症教育の実施：小学校 4 年生を対象に認知症に関する授業を開始し、地

域全体での理解促進を図った。

④ 課題

倉敷市の支援活動は、認知症のある避難者や高齢者に対する配慮を強化し、地域のつなが

りを活かした取り組みが進められた。一方で、 

避難者の認知症把握と対応の強化、訪問支援のさらなる充実、地域での継続的なケアと支

援、在宅での見守り支援を強化し、災害後の長期的な支援体制の確立のような課題が抽出さ

れた。 
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(3)二次調査報告

4）支援チーム(DPAT)

高橋 晶 

1 DPAT の概要 

災害派遣精神医療チーム（Disaster Psychiatric Assistance Team：DPAT）について概要

を解説する。DPAT は、大規模災害発生時に被災地で主に精神科医療、そして精神保健活動

の支援を行う専門チームである。現在は主に自然災害（地震、津波、台風など）の際に、都

道府県や政令指定都市によって組織され、派遣される。 

DPAT 事務局が記載する DPAT の活動理念・活動内容を示す。 

自然災害や犯罪事件・航空機・列車事故等の集団災害が発生した場合、被災地域の精神保健

医療機能が一時的に低下し、さらに災害ストレス等により新たに精神的問題が生じる等、精神

保健医療への需要が拡大する。このような災害の場合には、被災地域の精神保健医療ニーズの

把握、他の保健医療体制との連携、各種関係機関等とのマネージメント、専門性の高い精神科

医療の提供と精神保健活動の支援が必要である。 

このような活動を行うために都道府県によって組織される、専門的な研修・訓練を受けた

災害派遣精神医療チームが DPAT（Disaster Psychiatric Assistance Team：DPAT）である。 

DPAT は、被災都道府県からの派遣要請に基づき活動すること。被災地での活動に当たっては、

被災都道府県等の災害対策本部の指示に従うこととされる。発災から概ね48時間以内に、被災

した都道府県において活動できる隊を DPAT 先遣隊という。DPAT 先遣隊は、主に本部機能の立

ち上げやニーズアセスメント、急性期の精神科医療ニーズ対応等の役割を担う。DPATは精神科

医師、看護師、業務調整員などの職種を含めた数名で構成することとされる（精神科入院対応

にあわせて精神科医師は精神保健指定医であることを求められるケースがある）被災地のニー

ズに合わせて、児童精神科医、薬剤師、保健師、精神保健福祉士や公認心理師等を含めて適宜

構成することとされる。1 隊あたりの活動期間は1 週間（移動日2日・活動日5日）を標準と

する。必要に応じて、同じ地域には同一の都道府県が数週間から数ヶ月継続して派遣する。 

活動内容としては、DPAT は、原則として、被災地域内の災害拠点病院、災害拠点精神科

病院、保健所、避難所等に設置される DPAT 活動拠点本部に参集し、その調整下で被災地域

での活動を行う。 

本部活動としては 

 情報収集とニーズアセスメント

 情報発信

 被災地での精神科医療の提供

 被災地での精神保健活動への専門的支援
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 被災した医療機関への専門的支援（患者避難への支援を含む）

 支援者（地域の医療従事者、救急隊員、自治体職員等）への専門的支援

 精神保健医療に関する普及啓発

 活動記録

 活動情報の引き継ぎ

 活動の終結

などがある。 

（厚生労働省委託事業 DPAT 事務局 https://www.dpat.jp/about.php） 

専門性としては、精神科医療および精神保健活動に特化した専門チームであること、機動

性としては、災害発生後、迅速に被災地に派遣され活動できること、連携としては、DMAT（災

害派遣医療チーム）や保健所、行政など、他の支援チームと連携して活動することが求めら

れる。 

DPAT と DMAT の違いとしては、DMAT (Disaster Medical Assistance Team): 主に急性期

の身体的医療ニーズに対応するチームであり、DPAT (Disaster Psychiatric Assistance 

Team): 主に精神科医療および精神保健ニーズに対応するチームである。 

大規模災害は、被災者に甚大な精神的影響を与える。急性ストレス反応、PTSD、うつ病、

アルコール依存症などの精神疾患の発症や悪化、自殺リスクの増加などが懸念される。また

高齢者・認知症患者も災害において、精神・身体面で強い影響を受ける。福祉の領域でも影

響は大きい。これらの精神的影響を軽減し、被災者の心の健康を守る役割を果たすことが期

待される。 

2 DPAT と被災地の自治体や医療機関などとの連携 

DPAT と被災地の自治体や医療機関、福祉施設などとの連携は、効果的な精神保健医療活

動を行う上で重要である。 

1） 連携の基本原則

情報共有、 役割分担、相互尊重、継続性が急性期から必要とされる。

2） 具体的な連携内容

被災地の自治体との連携: 

災害対策本部との連携: DPAT は、被災自治体の災害対策本部等に DPAT 調整本部、活

動拠点本部を設置し、情報共有、活動方針の決定、資源の調整等を統合的に調整する。 

自治体と協力体制のもと、被災地の精神保健医療福祉ニーズ（避難所の状況、精神疾

患患者の状況、支援者の状況、福祉面での配慮など）を把握する。被災精神科病院、避

難所等など、DPAT 活動を、自治体の協力のもと行う。 
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精神科病院の被災状況（建物被害、患者の状況、職員の状況など）を確認し、必要に

応じて患者の搬送・受け入れ調整、職員の支援等を行う。 

その連携のために、災害発生前から、関係機関との間で顔の見える関係を築き、連携

体制について協議しておくことが重要であり、合同訓練の実施も有効である。 

DPAT は、単独で活動するのではなく、被災地の様々な機関と連携することで、より

効果的な精神保健医療活動を行うことが可能となる。 

3 災害精神医学の中の DPAT の立ち位置と課題 

1） 災害精神医学における DPAT の立ち位置

DPAT は、災害精神医学の領域において、急性期から中長期にわたる被災後の精神保

健医療ニーズの中でも、比較的急性期に対応する、実践的な活動を担っている。災害精

神医学は、災害が人々の精神面に与える影響を研究し、それに対する予防、治療、支援

の方法を開発する学問分野で、DPAT はその知見を現場で具体化する役割の一つである。 

災害精神医学の活動サイクルとしては、災害前の平時からの備え（教育、訓練、体制

整備など）があり、被災後の急性期対応として、災害発生直後の急性期対応（DPAT の

主要な活動時期）、亜急性期・回復期対応として避難生活の長期化や生活再建に伴う精

神的ケア、中長期対応として心的外傷後ストレス症（PTSD）などの長期的な影響への対

応、地域の精神保健体制の再構築等がある。DPAT は急性期を中心とした対応と考えら

れている。地域の都道府県 DPAT は中期、長期の関与もあり得る。 

2） DPAT の課題

DPAT は災害時の精神保健医療活動において重要な役割を果たしているが、以下のよ

うな課題も存在する。 

体制面の課題として、DPAT の整備状況の地域格差があり、体制や活動能力に地域格

差がある可能性がある。また DPAT 隊員の確保と育成にはまだ課題がある。DPAT の活動

財源の確保や運用面の課題がある。また DPAT 隊員を含めた、多くの災害時の支援者は

過酷な活動によるストレスや二次受傷のリスクがあるため、メンタルヘルスケアが必

要とされる。このような課題に対して、対応が進んでいる。 

4 DPAT と認知症や高齢者対応 

災害は認知症患者や高齢者に特に大きな影響を及ぼす。環境変化への脆弱性があり、慣れ

ない避難所生活や環境の変化は、認知症の症状（見当識障害、不安、焦燥感など）を悪化さ

せる可能性がある。災害情報や避難指示を理解することが難しく、適切な行動がとれない事

があり、避難所などでの生活で不適応を起こすことがある。一人歩きをしてしまうことがあ
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る。また服薬中断により、認知症の症状悪化や身体合併症のリスクが高まることがある。脱

水、栄養不足、感染症など、身体合併症のリスクが高まる。このような不安定な状態になり

やすい。 

DPAT の役割として、認知症患者・高齢者の精神・身体状態、生活状況、介護状況などを把

握し、評価することや、BPSD（認知症の行動・心理症状）の評価を行うこと、せん妄のリス

クを評価することが期待される。また精神科医療として、BPSD に対して、非薬物療法を行

い、必要に応じて薬物療法を配慮できること、せん妄の予防と治療、精神疾患の悪化や再発

に対する対応が期待される。 

ケア・サポートとして、認知症患者や高齢者とその家族への心理的サポート、介護者への

助言（BPSD への対応方法、休息の確保など）、避難所スタッフへの助言（認知症高齢者への

接し方、環境調整など）、必要に応じて、専門医療機関（認知症疾患医療センターなど）や

介護サービスとの連携ができることが望ましい。 

DPAT は、災害時における認知症高齢者の精神保健医療ニーズに対応する重要な役割を担

っている。関係機関との連携や、専門性の向上など、課題も存在している。これらの課題を

克服し、より効果的な支援体制を構築していくことが求められている。 
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（3）二次調査報告

5）二次調査個票

Ⅰ 地震・津波 ①ケアハウスＡ 

1. 一次調査の回答追加

1） 被災当日

津波の避難所に指定されていたため、初期に市民が避難してきて泊まったのは 30 人以

上。1 月 4 日まで居た。通常の避難所は高台にある学校で、そこに行くのがまにあわな

い人のために途中にある当施設が指定されていた。避難所の指定はベランダだったが、

夜には避難者は屋内に入ってもらい、エレベータホールや談話室を活用した。電柱は傾

いたが、停電しなかったのが助かった。停電になった場合の暖房は用意していなかった。

避難者の対応は基本的に市職員が行っていて、施設職員がなにか対応しなければいけな

いことはなかった。 

2） 急性期

 1 月 20 日頃までは行政から非常食をもらっていた。地震を契機に、特養で作った食

事を施設に運び温める方式に変更した。

 2024 年 3 月に下水は復旧。それまで風呂が使えなかった。介護保険利用者は、デイ

サービスなどを利用していた。未利用者は、近くの 5 分弱のところにある法人提携

の特別養護老人ホームで入浴していた。 

 1月4日からはほぼ通常通りの勤務となったが、利用者のケアに時間がかかるようになっ

たので、2週間程度休みなしでいつもより忙しく働かなければいけない職員もあった。

 振り返ると、職員の気持ちをくみ取れたかは疑問が残ると思う。利用者の食事の対

応などが優先されて、職員までは手がまわらなかった。

 液状化被害があって、市民が60人ほど避難してきた。市から職員が派遣され、物資

もちゃんと届けられた。近くのコミュニケーションセンターの被災がひどかったの

で、協力して対応した。

3） 長期

周囲は液状化して道にも段差ができている。建物前の道路は今も下水管の工事が続い

ていて、2025 年 3 月まで続く予定。 

2. 不足したこと・困ったこと

施設内としては特にないが、液状化被害への対策は十分ではなかった（後述その他）。 

3. 良かった支援・今後も拡充を希望する支援

特になし 

－247－



4. 特に工夫したことがらとその成果

認知症の人には、職員がいつもより話を聞いていた利用者もいた。大きな混乱はなかった。 

5. その他

1） 液状化対策

液状化対策は不十分だった。地下水が多いところで、今後の対策を市が検討している。

方法としては少しずつ絶えず抜く方法があるが、ランニングコストが年間 480 万程度か

かるので、地域でどう負担するのか悩ましいところ。一部住民は今も一時的に避難して

いる。この施設も移動を勧告されているが、入所者の移動は大変なため、特例対応して

もらっている。 

2） 今後に向けて

 当施設は医療系に弱いと考えているので、医療機関と連携を強化したい。

 近隣の施設、消防などとの平時からの連携が重要。

 職員の研修を実施している。

 人、横の繋がりが大切で、裾野が広くないとうまくやっていけないと考える。
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Ⅰ 地震・津波 ②介護老人保健施設Ａ 

1. 一次調査の回答追加

 入所者は基本的に認知症の人。

 事前に避難計画を策定していた。

 年に 2 回以上の避難訓練を、火災を中心に地震も行っていた。

 施設は海沿いで、津波発生時は地域の避難施設になっており、施設内3Fに避難する

ことになっているが、今回は対応していない。

 大きな被害はなかったので、混乱せず通常営業をしていた。

 家族が能登半島で被災した職員はしばらく休みを取ってもらったが、施設としては

やりくりできた。応援が来たり、応援に派遣したりはしていない。

2. 不足したこと・困ったこと

施設としては特になし 

3. 良かった支援・今後も拡充を希望する支援

天井の一部が落ちて、がれきが溜まった。 

近隣の道路が凸凹なったりしたが、敷地内は生じなかった。 

修繕助成費が出たことは助かった。 

4. 特に工夫したことがらとその成果

特になし 

5. その他

○主に輪島市と、珠洲市、能登町からの避難者を 7 人受け入れた。もともと身寄りが

ないなどの人が多いが、現在も入所している人が多く、今後どうしていくのか課題。個

人的には、住み慣れた地域に戻った方がよいとは考えて居る。今のままだと死亡しても

戻れない。ご本人さんは、当初「家帰らんならん」とおっしゃっていたが、最近はおっ

しゃらなくなった。それは施設に慣れたからなのか、あきらめたのか、どうしてなのか

はわからない。遠方への避難について検討していく必要がある。 
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Ⅰ 地震・津波 ③サービス付き高齢者向け住宅Ａ 

1. 一次調査の回答追加

施設運営に関して

 高台にあるので津波警報でも避難はしなかった。

 地震で EV が約 1 日停止し、配食など何往復も階段移動が必要になった。

 内装の剥がれなどの被害があった。業者不足で未だに修繕できていない。

避難所への応援について 

 地域のホテルへの避難者への訪問を応援した。

 被災者が入れたホテルがバリアフリーでなかったため、室内での入浴介助ができず、

大浴場へお連れして、段差を抱えて入浴介助する必要があり、それが 3 月まで続いた。

 ADL が良いひとは、ホテル避難であった。

認知症の人について 

 ホテルでも部屋から出て行ってしまうので、家族がずっとつきっきりという人があった。

 施設内では大木な問題はなかった。

 一時的に興奮したり、パニックになって大変だった話は聞いている。例えば、帰りた

い、ここに津波は来ないのかなど怖がっていたため、ヘルパーが声かけして対応して

いた。

2. 不足したこと・困ったこと

施設内については特になし。

3. 良かった支援・今後も拡充を希望する支援

施設内については特になし。

4. 特に工夫したことがらとその成果

施設内については特になし

5. その他

1） 今後準備しておきたいと考えること

 動員計画、避難経路の確認。避難計画の見直し。

 地域の人も避難してくることの衆知。

 生活相談員、ケアマネジャーなど多職種および地域住民との連携。

 法人内で実施した振り返りに基づく計画。

 避難訓練は、火災についてしかしていなかったので、津波等も検討が必要。

2） 認知症のマニュアルは存在を知らなかったが、職員に衆知したい。二次避難所での

応援時に施設内の混乱に役立つものが作られたらと思う。声かけの仕方や、その
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時々の状況に応じた対応の仕方が載っていれば良いと思う。 

3） 1.5 次避難所について

 認知症の人の対応が大変であった。

 1 月頃は、看護師は全国から大勢きていたが、介護が少なかった。

 排泄介助については、おむつ交換拒否が困った。

 簡易トイレやポータブルで、設置型の手すりがなく、大変だった。

 消灯時間と電気が付く時間が一定だったので、その切り替えで興奮する人が居た。

個別に合わせた対応ができない難しさがあった。

 興奮しても、動けない人はそのままにするしかなかった。

 毎日職員が変わり、限られた職員で対応しなくてはならない難しさがあった。

 マニュアルもなく、自分たちで判断して対応してくださいという形で大変だった。

どのくらい介助が必要なのか、どのような認知症があるのか、わからないまま対応

しなくてはならなかった。

4） 避難所などへの応援について

 被災した立場で応援に行く難しさを感じた。つまり、自分も被災して、職場も被災

して仕事が休みの日に応援に行くような形であった。被災した県内で応援を出すの

は大変である。他県からの応援が入る体制が必要。

 保健師はすぐに集まってきていた。介護は後からきた。応援に来た人がわかりやす

いように、どんな介助が必要なのか等、その人の情報をまとめておくことが必要。

今回はとくにすぐに次の二次避難所などに移ったりするので、情報管理に難しさが

あった。

 栄養士が食事ブースを作っていた。
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Ⅰ 地震・津波 ④病院Ａ 

1. 被災時

自院 

 病院自体の被災はない。

金沢市 

 川の周りが液状化した。

 石川県の家には庭に灯籠を置くことが多いが、灯籠が飛んで壁を壊した話を良く

聞いた。

 石川県において被災して診療ができなくなった精神科病院はない。

 被災地域では早期に泥棒が多かった。

2. 避難時

自院 

 病院の避難計画はある。

 地震のときは津波を恐れた住民が集まってきた。本当の避難所は学校だが、自院

は高台にある。食事や生理用品など出してくれと要望あり、対応に困った。

 石川県北部の地域包括支援センターは直営がほとんどで、当院としてはこういう

人がいらしたら受け入れます、と 1 月 4 日に地域包括支援センター及び認知症地

域支援推進員にメールで通知した。

自治体 

 12 月に避難訓練をしていた自治会は、要介護者の把握をしていたので上手く避難

できたらしい。

3. 避難後

情報提供 

 地震のときに認知症学会のテキストは喜ばれた。役所の人が持って帰ることが多かっ

た。内容は難しい印象なので、医療関係者ではない役所の人が使えるようなレベルに

してほしい。

 周知ポスターに関しては、避難所は張り紙だらけになるから有効かどうかはわか

らない。

介護サービス利用の遅れ 

 金沢市に避難後、介護保険未申請(実質要介護者）の人に介護予防事業を受けさ

せようとしたら、珠洲市は介護予防事業を予算化していなかったため珠洲市から

の人は使えなかった。市を越えた避難の対応について整備が必要。
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人口減少 

 入院患者（1000 人）、介護施設入所者（1200 人）、地域の要配慮者（3000 人）を積

極的に金沢市などに避難させたら戻らなくなってしまった。特別養護老人ホームな

どに一時入所して避難していた人は正式入所したので、そうすると避難者が住民に

変わって数字上は能登地域の人口が減っている。

 住民票では移っていなくても携帯電話の位置情報では4割くらいの人口が減ったらしい。

 避難した看護師には、出向の形で金沢近郊の病院に勤めさせ、職員が減らないよう

にした病院もある。

復興時期 

 半壊の家で近所の人となんとか暮らせていたのが、なかなか復興しないために遠

方の都会の家族が引き取ったら、対応できずに入院になったケースもある。

病院での対応 

 県内には病院が避難所になっているところがある。避難所に指定されていなくて

も市民が避難してきた混乱した病院もある。むしろ病院内の広い空間を指定して

おいた方がよい。実効性のある避難所の指定が必要。

 避難所から子供らの家に移った認知症の人が不適応を起こし、石川県立こころの

病院に入院してくるケースがあった。入院患者が増加する波は被災後しばらく続

いた。2007 年の地震の時と比べると被災後の入院患者数は減っていた。認知症へ

の理解が進んだからかも知れない。

避難所での対応 

 地域では、デイサービスと配食サービスなどで適応して生活できていた人が、避

難所に入ったとたん混乱して何もできなくなったりする。

 体育館などで避難した認知症の人が避難した日の夜に落ち着かず、うろうろした

り、誰がいるのかと布団をめくって歩いたりした。

 仙台センターの報告書の通り、認知症の人が避難所で過ごすのは 3 日程度が限界

で、半壊した実家に戻ったり、子供らの家に移ったりすることが多かった。入院

依頼も急性期にある。
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福祉避難所での対応 

 福祉避難所は23箇所の登録があるが、指示系統が混乱し、人も足りず、機能しな

かったらしい。一般人も福祉避難所に入れて手伝いをしてもらったほうが良い。

ボランティアや災害派遣チームの活動 

 能登半島は道路状態が悪く、道路の数が少ないので、渋滞や 2 次災害の恐れがあ

り、ボランティアを受け入れることが難しかった

 DMAT がしっかり組織化されてアクティブに活動していた。被災した病院の診療応

援もしていた。

 災害派遣チームに関しては法律の問題でボランティアとしてしか働けない場合が

あり（例えば DWAT 災害派遣福祉チームで身体介護ができなかった）、今後の課題

である。

 災害派遣チームは 1 週間で人員が交代してしまうので問題が解決せず、毎週同じ

ようなことを聞かれる避難者がいたり、同じような会議が続くようなことがあり、

今後の課題である。

 石川県ケアマネ協会が入ってから、介護認定を受けた人について一人ずつ名簿を作

って、ニーズ一覧を作り、それに対してどう支援していくのかも一覧にした。それ

から上手く動いた感じであった。認定を受けていない人には、石川県医療ソーシャ

ルワーカー協会が対応した。それぞれの協会が 4，5名常駐させて対応していた。

 支援を受ける側の対応も重要。例えばDPATは、東日本や熊本の時は急性期から精

神科医療の応援が必要だったが、今回は、石川県の精神科は稼働していたのに

DPAT 派遣が早期からあった。せっかく来ても道路が壊れていたり、冬装備がなく

て動けない。さらに診察できずに、カウンセリングだけの対応だった。地域や災

害によってニーズが異なるので、その調整が必要。

 自衛隊の活動はほとんど報じられていないが被災地の支援に役立っていたようだ。

完結した組織なのでアクセスが難しい被災地に入ることができたようだ。医師等

の予備自衛官が被災地の医療を支援していたようだ。

避難後の需要 

 初期から、保健師や災害派遣看護師のニーズが大きい。避難所のトイレの対応と

いった衛生管理が非常に重要。コロナとノロが蔓延した。

4. 平時の備え

地域性に合わせる必要があるが以下が重要である。

 平時から医療介護で連携すること

 支援の必要なひとを把握しておくこと。

 個別避難計画を立てておくこと（認知症の人は避難所に 3 日滞在することが限界

であることを踏まえて）
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Ⅰ 地震・津波 ⑤地域包括支援センター 

1）一次調査の回答追加

特になし

2）不足したこと・困ったこと

特になし

3）良かった支援・今後も拡充を希望する支援

特になし

4）特に工夫したことがらとその成果

特になし

5）その他

R6 年 1 月 1 日の能登半島沖地震についての被害状況については、石川県が多くの被害が

あったことかと思います。新潟県については、主に新潟市が地盤沈下等の被害があり、当

地域包括支援センターの所在地では、多少の被害（道路に亀裂が入る、棚の物が落ちる等）

があったものの、全体的に大きな被害（地震による被害や大怪我など）は確認されていま

せんでした（避難誘導など行わなければいけない状況はなかった）。 

震災当日は状況確認をして、安全が確保されてから、2 日目に出勤し、利用者や民生委

員へ安否確認の連絡、市の方へ被災状況の報告（特に大きな被害は無し）しております。 

地域の拠点である包括の役割としては、被災した場合は認知症の人だけに限らず、地域

住民の全体の支援が必要となってきます。対象者に関しては、65 歳以上の高齢者を対象に、

認知症の人、精神障害の人、身体障害の人等様々です。 

今後、石川県の能登半島に近い地域なので、能登半島のような状況になる可能性もある

為、対策は必要かと思います。 

ただ、被災の状況によっては、包括の支援は限られる為、防災対策を徹底していたとし

ても、全く役に立たない可能性もありますので、それが今後の課題かと思われます。 
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Ⅱ 風水害 ①自治体Ａ 

1）1 次調査追加回答：特になし

2）不足したこと・困ったこと

 コンセント。医療機器がある方は必須のため、避難所で場所が固定される。

 洋式のトイレ（古い建物だと和式しかなく高齢者や障害者には使いづらい）。

 体育館のような大きな場所では冷暖房。

 精神疾患や高齢者、そのご家族からの訴えが継続し対応に苦慮した。

 対応している職員の健康管理。職員自身も内服治療中であるにも関わらず、帰宅で

きないため内服が中断してしまったり、ほとんど寝ていない状況で運転して居眠り

運転になりそうになったという事例があった。

 県外から支援に来てくれた人との情報共有。例えば、支援に入ってくれた保健師が

支援巡回して入手した情報を詳しい説明なしに置いていかれてしまい、かえって対

応に困ったという事例があった。

 訪問の際の移動手段の確保。電話で相談が入り、訪問する必要があると判断したが、

公用車が水没してしまって使えずに困ったという事例があった。

 避難所における認知症の人の行動：届いた食事を勝手に食べてしまう、他人の食事

を食べてしまう、トイレではないところで排泄などの事例があった。

 認知症の人を抱える家族が隣接市町村に避難したが、認知症の人徘徊してしまい、

その市町村からクレームが来たという事例があった。

 要支援台帳の更新がなされておらず、他県からの支援者が巡回してみるとすでにそ

こに住んでいない等の事例が多数あった

 近隣の医療機関や薬局が水没し、カルテが参照できず内服薬が分からずに困ったと

いう事例があった。

 ヘリの音や災害の映像が繰り返し流れるTVのニュースを見聞きすることが、妄想の

出現につながったという事例があった。

3）良かった支援・今後も拡充を希望する支援

 毛布は、敷いたり、巻いたりと活用でき、暑い時期でも有用だった。

 避難所への避難が困難な障害者は特別支援学校、高齢者は介護保険施設が受け入れ

してくれたのは有難かった。介護保険施設は家族ごと受け入れてくれた。

 認知症疾患医療センターの訪問活動は公用車と人手不足もあり、確認しきれていな

かった心配なケースを回り、方針を立ててくれてとても助かった。受診させたくて

も、近隣の医療機関は外来自体が止まっていたのでそれも有難かった。
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 在宅酸素の会社は自社との契約がない方でも避難所に届けてくれたりと臨機応変に対

応してくれて助かった。

4）特に工夫したことがらとその成果

 この水害での反省から電子連絡帳を作った。薬剤情報や日中の災害なら、介護施設事

業者（特にデイサービス）での安否確認がこのシステムで可能となった。

 家族が SNS で通院の足がないとぼやいたところ、送迎ボランティアが立ち上がった。

利用料は 1回 100 円でとても助かった。

 発災してから認知症の対応についての勉強はできない。平時からの学びは大切。

 この水害の反省から要支援者台帳は年 2 回更新するようにした。それも課を超えて行

うようにした。要介護３以上となっているが、常総市は要介護 2 以上にしている。

 水害になりそうなときは前もって介護保険施設には定員オーバーでも減算しないと通

達出している。

5）その他

 電子連絡帳で災害時にも情報共有できるようにシステムは作ったが、通信が必須にな

る。被災時にどう通信を確保するかが課題。

 師による支援も被災後の早い段階で必要である。

 高齢者宅に避難の声がけをしに行っても、難聴があると雨の音で呼びかけが聞こえな

いという事例があった。

 課題があるお宅は自力での生活再建が難しい。被災後10年経った現在でも、被災時の

ままで修繕されていない自宅に居住している事例がある。
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Ⅱ 風水害 ①自治体Ｂ 

1. 一次調査の回答追加：

なし 

2. 不足したこと・困ったこと

① 発症直後（混乱期）

 避難している人が認知症の有無を把握できなかった。

 ケアマネジャーも、担当している認知症の方がどこに避難したのか把握できない状

況であった。

 避難所では、認知症の方を支える家族が苦労されていた。落ち着いて過ごせる場所

があればよいと感じた。

② 1 週間～1 か月後

 混乱や不安が続いており、不眠を訴える人が多くいた。

 避難所の人数が徐々に減ってくる頃に支援が拡充されたが、制度の理解や手続きが

困難な高齢者が相当数いた。

 みなし住宅や仮設住宅に移住できたが、住宅が狭く、数世帯に分かれて居住したた

め、家族関係が希薄になり、支援が困難であった。

 住み慣れない地域に移住したことで、介護サービスや訪問診療が中断し、症状が悪

化する人もいた。

3. 良かった支援・今後も拡充を希望する支援

 今後の生活や住宅に関する金銭的な不安が高まり、窃盗や詐欺の被害が発生した。

これにより住民の間に猜疑心が生まれた。住民の情報源は口コミであり、誤った情

報も流布されていた。倉敷市では、社会福祉協議会が建築士会や法曹界と連携を強

化し、詐欺対策を行った。

 避難生活が一時的だと考え、オレンジカードなどの福祉サービスを利用しない人も

いた。オレンジカフェを紹介しても、交流を避ける人が多く、支援の拡充が困難で

あった。

 環境の変化により、食生活の変化や食事量の減少が見られ、高齢者の身体機能の低

下が目立ったため、身体活動や栄養指導などの必要性を感じた。

 風水害により、1 階での居住が困難な世帯もあったが、2～3 階で生活できる世帯も

あった。このような人々は住宅に閉じこもりがちであり、外出への不安が強かった。

在宅支援の拡充が求められる。避難所とは異なり、個別の住宅では食事などの支援

が少なく、情報も行き届かない状況であった。これに対し、住宅を個別に訪問し、
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居住状況の把握や孤立防止のための対策（見守り事業）を実施した。しかし、訪問

頻度は少なく、訪問系ボランティアの充実が求められる。 

 集団生活になじめない人への支援の拡充が望まれる。

 みなし住宅から地元に戻った人の中には、環境や風景の激変にショックを受けたり、

道が変わったことで散歩ができなくなった人もいた。

 BPSD（認知症の行動・心理症状）に対しては、DMAT のよろず相談やケアマネ協会が

対応し、大きな問題にはならなかったように思われる。

 被災者への影響は長期にわたり、2020 年頃には支援が減少したと感じられた。長期

的な支援が必要である。

4. 特に工夫したこととその成果

 情報共有を強化した。

 本人の好きなことをたくさん聞き、生い立ちや生活の歴史、人生観を細かく把握し、

その人らしさを理解するよう努めた。

 社会福祉協議会がコミュニティ創生を支援し、各部署の連携会議が強化された。

 「ゆるやかな見守り」（遠目から観察し、変化を意識する）が住民や子どもたちの

間に根付き、街中での声かけが増えた。これにより、認知症の早期発見や対応につ

ながった例があった。

 小学校 4 年生の授業で、認知症に関する教育が開始された。

5. その他
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Ⅲ DPAT A 

災害名：：令和 6 年能登半島地震（2024 年）、熊本地震（2016 年） 

1）一次調査の回答追加（個別ケース詳細）

【熊本地震（2016 年）】 

避難所の高齢者: 

介護度、診断名は不明だが、自立している高齢者もいれば、様々な支援を必要とする高齢

者もいた。 

家屋被害は少ないものの、食事提供や不安解消のために避難所に残る高齢者もいた。 

うつ状態の支援者（保健師）:うつ状態で、被災地での支援活動による過労、ストレスが

原因と考えられる。 

疲弊した市役所職員: 診断名は不明だが、過度のストレス状態にあったと推測される。 

【能登半島地震（2024 年）】 

金沢市に避難していた高齢女性: 

介護度：不明 

診断名：MCI（軽度認知障害） 

避難所生活の適応について診察依頼があり、MCI と診断。避難所生活は可能と判断された。 

アルコール依存症の男性:

介護度：不明 

診断名：アルコール依存症 

避難所生活になじめず、孤立した自宅に戻った。 

希死念慮を抱える 50 代男性: 

介護度：不明 

診断名：不明（うつ病などの可能性あり） 

店舗が全壊したことによる経済的困窮、将来への不安から希死念慮を抱いていた。 

疲弊した保健師（40 代女性）: 

診断名：不明（適応障害、うつ状態などの可能性あり） 

被災しながらも支援活動に従事しており、疲労困憊していた。 

－260－



代診医師から引き継ぎのあった認知症のケース： 具体的な診断名や介護度は不明だが、被

災による環境変化で、認知症の周辺症状(BPSD)が悪化する可能性が懸念された。 

2）不足したこと・困ったこと（フェーズ別）

【急性期（発災直後～数週間）】 

熊本地震: 

避難所におけるプライバシーの確保が困難であった。 

年齢、性別、状況に応じた避難者の配置が不十分であった。 

能登半島地震: 

移動手段の確保（雪道での運転の困難さ）。 

トイレの水不足が深刻で、排便に苦労した。

DPAT の人員不足（3 人で 1 隊を構成したが実際は不十分であった。もっと人数が必要であ

った）。 

【亜急性期（発災後数週間～数か月）】 

熊本地震: 

支援者（保健師、市役所職員）の疲弊が深刻であった。 

能登半島地震: 

避難所の縮小が進む中、福祉避難所の立ち上げに関する議論があったが、具体的な体制整

備には至らなかった（派遣時点において）。 

【慢性期（発災後数か月～）】 

(両地震とも、長期的な避難生活による課題、生活再建支援、心のケアなどが課題となる

ことが予想される) 

3）良かった支援・今後も拡充を希望する支援（フェーズ別）

【急性期】 

熊本地震: 

避難所巡回による、被災者の状況把握と必要な支援の提供。 
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能登半島地震: 

指揮所での活動拠点確保。 

【亜急性期】 

熊本地震: 

疲弊した市役所職員へのストレスケア（講義、アロマセラピーなど）。 

能登半島地震: 

MCI 高齢女性の避難所生活適応に関する診察と助言。 

希死念慮を抱える男性への診察と保健師への連携。 

疲弊した保健師への診察とサポート。 

【慢性期】 

(両地震とも、長期的な視点での心のケア、生活再建支援が必要) 

【今後拡充を希望する支援（全フェーズ共通）】 

避難所環境の改善: プライバシー確保、年齢・性別・状況に応じた配置。 

支援者のメンタルヘルスケア: 支援者の疲弊を防ぐための体制整備（休息、相談窓口、交

代制度の作成など）。 

DPAT の体制強化: 人員増強、装備の充実、研修の実施。 

関係機関との連携強化: 医療、福祉、行政、地域団体などとの連携強化。 

4）特に工夫したことがらとその成果（フェーズ別）

【急性期】 

特になし 

【亜急性期】 

熊本地震: 

市役所職員へのストレスケアとして、講義だけでなくアロマセラピーを取り入れた。これ

により、リラックス効果を高め、職員の精神的な負担軽減に貢献した。 

能登半島地震: 

－262－



MMSE などの認知機能検査を活用し、高齢者の状態を客観的に評価した。これにより、適切

な支援方針の決定に役立った。 

向精神薬の使用は慎重に判断し、環境調整を優先する方針を示した。 

BPSD が出現した場合には、入院施設の利用も検討するよう助言した。 

【慢性期】 

特になし 

5）その他（フェーズ別）

【急性期】 

特になし 

【亜急性期】 

特になし 

【慢性期】 

特になし 

○災害関連死との関係

今回の報告では、災害関連死に関する直接的な言及はない。しかし、避難所生活のストレ

ス、持病の悪化、アルコール依存症の悪化、希死念慮などは、災害関連死のリスクを高め

る要因となる。 

○災害後の施策の課題と対策

今回の経験を踏まえ、以下のような施策の課題・強化が考えられる。 

避難所運営の改善: 

プライバシー確保、年齢・性別・状況に応じた配置の徹底。 

福祉避難所の早期立ち上げと適切な運営。 

トイレ環境の改善（水洗トイレの確保、衛生管理）。

DPAT の体制強化: 

人員増強（最低でも 4人で 1 隊）。 
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装備の充実（二輪駆動の車だけでなく、四輪駆動の車も準備）。 

認知症ケアに関する研修の充実。 

支援者のメンタルヘルスケア: 

支援者へのメンタルヘルスケア体制の構築（相談窓口、休息時間の確保、交代制など）。 

被災地職員への重点的な支援。 

認知症ケアの強化: 

災害時の認知症ケアに関するガイドラインの作成。 

MMSE などの認知機能検査の活用。 

向精神薬の使用に関するガイドラインの作成。 

BPSD 出現時の対応（環境調整、入院施設の利用など）の明確化。 

アルコール依存症者への対応:

災害発生前から、アルコール依存症者のリストを作成し、早期に介入する。 

避難所内での飲酒は原則禁止とする。 

専門家によるカウンセリングや治療プログラムを提供する。 

災害派遣後の支援者ケア 

十分な休養期間を設ける 

メンタルヘルスチェックの義務化

これらの施策は、今後の災害発生時に、被災者の命と健康を守り、生活再建を支援するた

めに不可欠である。 
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Ⅲ DPAT B 

1）一次調査の回答追加

東日本大震災（2011 年） 

震災 1 ヶ月後、医師、看護師、精神保健福祉士のチームで避難所を巡回した。 

個別ケース: 

避難所では、日中、高齢者（特に女性）が多く、被災した家族の話を聞くことが多かっ

た。具体的な介護度や診断名に関する記録は残っていないが、多くは軽度〜中等度の身

体的・認知的機能低下が見られたと推測される。 

夜間には、険しい表情の若い男性が見られ、対応に苦慮した。詳細な背景は不明だが、

失業や将来への不安を抱えていた可能性が高い。 

高齢者は我慢強い印象を受けた。多くは軽度の認知機能低下や不安症状を抱えながらも、

表に出さない傾向があった。 

常総市水害（2015 年） 

県職員として、支援に入る側の準備や調整を担当。 

個別ケース: 

大学と連携し、認知症患者の巡回などが行われるのを見ていた。具体的な介護度や診断

名は記録されていないが、中等度〜重度の認知症患者が対象であったと推測される。 

一人暮らしの認知症患者（要介護度不明、アルツハイマー型認知症などの診断を受けて

いる可能性あり）や障害者など、支援が必要な人への対応の重要性を認識した。 

台風 19 号（2019 年） 

茨城県での水害で、市の職員と連携し、高齢者の一人暮らしの家を巡回。 

個別ケース: 

山間部の高齢者は、自力での生活が困難な状況であった。多くは要介護 1〜3程度で、軽

度〜中等度の認知機能低下や身体機能低下が見られた。 

高齢者は「大丈夫」と言うことが多く、困窮状況が見えにくい。詳細な診断名は不明だ

が、軽度の認知症やうつ病を抱えている可能性があった。 
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2）不足したこと・困ったこと

急性期（発災直後～数週間）: 

東日本大震災: 

避難所でのプライバシー確保が困難であり、精神的なケアが十分に行えなかった。 

福島からの避難者に対する偏見があり、支援活動に影響が出た。 

夜間の避難所での対応に苦慮した（人員不足、情報不足）。 

常総市水害: 

支援ニーズの把握が遅れた（特に一人暮らし高齢者、障害者）。 

訪問看護の体制が不足していた。 

台風 19 号: 

高齢者の困窮状況の把握が困難であった（「大丈夫」という言葉の裏にある真のニーズ）。 

保健師の負担が大きかった。 

亜急性期～慢性期（数週間～数か月、数年）: 

東日本大震災: 

仮設住宅での孤立や、長期避難による生活再建の遅れが問題となった。 

心のケアの長期的な継続が困難であった。 

常総市水害、台風 19 号: 

在宅での生活再建支援が不足していた（特に一人暮らし高齢者、障害者）。 

心のケアの継続的な提供体制が不十分であった。 

3）良かった支援・今後も拡充を希望する支援

急性期: 

東日本大震災: 

大学との連携による専門的な支援。 

常総市水害: 

行政と大学との連携による認知症患者への巡回支援。 
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台風 19 号: 

市職員との連携による高齢者宅訪問。 

医師会による組織的な対応。 

亜急性期～慢性期: 

全災害共通: 

訪問看護の拡充（特に災害時における精神科訪問看護の必要性）。 

地域包括支援センター、社会福祉協議会などとの連携強化。 

平時からの顔の見える関係づくり（医療、介護、福祉、行政）。 

4）特に工夫したことがらとその成果

急性期: 

東日本大震災: 

傾聴を重視し、被災者の話に耳を傾けることで、不安の軽減に努めた。 

避難所の環境改善（プライバシー確保、衛生環境改善）を関係機関に働きかけた。 

台風 19 号: 

市職員との連携により、高齢者の自宅訪問をスムーズに行い、ニーズの把握に努めた。 

亜急性期～慢性期: 

常総市水害: 

災害支援の経験を活かし、県職員として、その後の災害対応マニュアルの作成や研修に

携わった。 

5）その他

災害関連死との関係: 

災害関連死を防ぐためには、避難生活の質の向上、生活再建支援、心のケアが重要であ

る。特に、高齢者や認知症患者は、環境変化に弱く、災害関連死のリスクが高いため、

特別な配慮が必要である。 

災害後の施策の変更: 
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東日本大震災後、災害時の精神保健医療体制の強化が図られ、DPAT が制度化された。 

水害後、県では、災害時要配慮者支援の強化、地域包括ケアシステムの推進などが行わ

れている。 

水害後、被災地では、高齢者への見守り体制の強化、地域防災計画の見直しなどが行わ

れている。 

総括 

災害は、特に高齢者、一人暮らし高齢者、認知症患者に大きな影響を与える。災害支

援においては、急性期から慢性期まで、切れ目のない支援が必要である。医療、介護、

福祉、行政など、多職種・多機関の連携が不可欠であり、平時からの顔の見える関係づ

くり、情報共有体制の構築が重要である。また、訪問看護の拡充、特に災害時における

精神科訪問看護の重要性は、今後さらに高まるであろう。 

－268－



Ⅲ DPAT C 

1）一次調査の回答追加（個別ケース詳細）

ケース 1：コロナ陽性で隔離された 80 代後半の認知症女性

介護度: 要介護 4 (推定。食事、排泄、移動など日常生活全般に介助が必要) 

診断名: アルツハイマー型認知症 

状況詳細: 

コロナ陽性により、避難所内の個室（詳細不明）に隔離。

意思疎通は極めて困難。 

娘との面会は感染対策上制限され、事実上の孤立状態。 

食事は提供されるが、自力摂取の可否は不明。 

排泄介助の状況は不明瞭だが、失禁等のリスクは高い。 

ゾーニングは不徹底で、感染拡大のリスクがあった。 

ケース 2：インフルエンザ陽性で徘徊する 70 代男性

介護度: 要介護 2 (推定。部分的な介助が必要。徘徊は認知症による症状か) 

診断名: 認知症（種類不明）、インフルエンザ 

状況詳細: 

インフルエンザ陽性のため、避難所内の大会議室に他の陽性者と共に隔離。

徘徊行動が見られ、感染管理上問題があった。 

他の陽性者との交流は限定的で、孤立感は完全には解消されず。 

ケース 3：知的障害を持つ患者とその家族

介護度/障害支援区分: 不明 

診断名: 知的障害 

状況詳細: 

避難生活に関する様々な相談（生活環境、今後の見通しなど）が DPAT に寄せられた。 

地元の保健所等と連携し、具体的な対応方法についてアドバイスを行った。 

ケース 4：薬不足による不安を訴える避難者

介護度/障害支援区分: 不明 

診断名: 不明（精神疾患の可能性あり） 
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状況詳細: 

常用薬（詳細不明）の不足により、強い不安を訴えた。 

DPAT は、使い慣れた薬の処方を調整（詳細な薬剤名は不明だが、向精神薬の可能性が

高い）。 

ケース 5：統合失調症等の精神疾患を持つ母親の施設適応の問題

母親 

介護度 不明 

診断名：統合失調症等 

娘（被災地外在住） 

介護度 なし 

診断名：なし 

状況詳細: 

被災地外在住の娘が、被災した母親（統合失調症等）の施設入所後の適応問題で頻繁

に呼び出されていた。 

当初、施設側は「困難な患者・家族」と認識。 

DPAT が介入し、医療保護入院の必要性を判断。関係機関との連携を促進し、迅速な入

院決定に貢献。 

2）不足したこと・困ったこと（フェーズ別）

【急性期（発災直後～数日）】

情報不足: 避難者の詳細な情報（介護度、既往歴、服用薬など）が不足し、適切なケア

の提供が困難だった。 

物資不足: 衛生用品、介護用品、医薬品などが不足し、特に高齢者や要支援者への対応

に支障が出た。 

人員不足: 専門職（医師、看護師、介護福祉士など）が不足し、避難所でのケアが手薄

になった。 

スペース不足: プライバシーが確保された相談スペースや、隔離スペースが不足してい

た。 

連携不足: 医療、福祉、行政など、関係機関の連携が不十分で、情報共有や役割分担が

スムーズに行われなかった。

【亜急性期（発災後数日～数週間）】 
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継続的なケアの不足: 急性期を脱しても、継続的な医療・介護サービスの提供体制が不

十分だった。 

精神的ケアの不足: 避難生活の長期化によるストレス、孤立感、不安などに対する精神

的ケアが不足していた。 

介護者支援の不足: 被災者でありながら介護者でもある人々への支援（休息、相談など）

が不足していた。 

生活環境の不備: 仮設トイレのバリアフリー問題、食事の偏りなど、生活環境の改善が

遅れた。 

情報伝達の課題: DPAT の活動内容や役割が十分に周知されず、必要な支援が届きにくか

った。 

 

【慢性期（発災後数週間～）】 

 

仮設住宅等への移行支援の不足: 仮設住宅や新たな住居への移行に伴う、生活再建支援

や継続的なケアの提供体制が課題となった。 

地域コミュニティの再構築: 孤立を防ぎ、地域での支え合いを促進するための取り組み

が必要。 

 

3）良かった支援・今後も拡充を希望する支援（フェーズ別） 

【急性期】 

 

DPAT の迅速な介入: 精神科医療ニーズへの早期対応、関係機関との連携促進。 

使い慣れた薬の処方: 不安を抱える避難者への安心感提供。 

地元の保健所等との連携: 症状相談だけでなく、対応方法のアドバイスも提供。 

 

【亜急性期】 

 

介護者への傾聴: 被災者でありながら介護者でもある人々の精神的負担軽減。 

医療保護入院の迅速な決定（ケース 5）: 適切な医療へのアクセス確保、家族の負担軽

減。 

 

【慢性期】 

 

継続的な精神的ケア: 長期的な視点での心のケア。 

生活再建支援: 仮設住宅等への移行支援、地域コミュニティの再構築支援。 
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【今後拡充を希望する支援（全フェーズ共通）】 

多職種連携の強化: 医療、福祉、行政、地域団体など、関係機関の連携をさらに強化し、

情報共有、役割分担を明確化する。 

専門職の増員: 災害時に対応できる専門職（医師、看護師、介護福祉士、精神保健福祉

士など）を増員し、研修等を通じてスキルアップを図る。 

物資・設備の充実: 衛生用品、介護用品、医薬品、バリアフリー設備などを備蓄し、迅

速に提供できる体制を整える。 

情報伝達の改善: DPAT を含む支援チームの活動内容や役割を、避難者、地域住民、関係

機関に広く周知する。 

避難所環境の改善: プライバシー確保、バリアフリー化、食事の栄養バランス改善など、

避難所環境の質を向上させる。 

要配慮者の事前登録と個別支援計画:災害発生前に、要配慮者の情報を登録し、個別支

援計画を作成しておくことで、発災時に迅速かつ適切な対応が可能になる。 

4）特に工夫したことがらとその成果（フェーズ別）

【急性期】

関係機関との密な連携: 地元の保健所等と連携し、症状相談だけでなく対応方法のアド

バイスも提供することで、現場の負担軽減と適切なケアの提供に繋がった。 

使い慣れた薬の処方: 不安を抱える避難者に対し、可能な限り使い慣れた薬を処方する

ことで、安心感を提供し、症状の悪化を防いだ。 

【亜急性期】 

介護者への傾聴: 被災者でありながら介護者でもある人々の話に丁寧に耳を傾け、精神

的なサポートを行った。これにより、介護者の負担軽減、孤立感の緩和に繋がった。 

医療保護入院の迅速な決定（ケース 5）: 関係機関との連携を密にし、迅速な入院手続

きを支援することで、患者の適切な医療へのアクセスを確保し、家族の負担を軽減した。 

【慢性期】 

－272－



現時点では具体的な取り組みは不明だが、長期的な視点での精神的ケア、生活再建支援

が重要となる。 

5）その他（フェーズ別）

【急性期】

安全な移動経路の確保: 避難所内や移動経路の安全確保は、リーダーの判断だけでなく、

チーム内での十分な情報共有と合意形成が必要。

【亜急性期】 

外部支援者への警戒心: 地元住民や避難者が外部支援者に対して警戒心を抱く場合があ

るため、丁寧なコミュニケーションと信頼関係の構築が重要。 

【慢性期】 

特になし 

○災害関連死との関係

今回の事例では、直接的な災害関連死は報告されていない。しかし、避難生活の長期化

によるストレス、持病の悪化、感染症のリスクなど、間接的に災害関連死に繋がる可能

性は否定できない。特に、高齢者や基礎疾患を持つ人々はリスクが高い。 

○災害後の施策の課題と強化

今回の経験を踏まえ、以下のような施策の変更・強化が考えられる。 

要配慮者支援の強化: 

要配慮者の事前登録制度の導入・拡充。 

個別避難計画の作成支援。 

避難所における要配慮者専用スペースの確保。 

福祉避難所の設置・運営体制の強化。 

医療・保健体制の強化: 
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災害時の医療ニーズに対応できる人材育成（DPAT、DMAT など）。 

医薬品、医療機器、衛生用品の備蓄。 

避難所における感染症対策の徹底。 

巡回診療、健康相談の実施。 

多職種連携・地域連携の強化: 

関係機関の連携体制の構築（情報共有、役割分担）。 

地域防災計画への反映。 

防災訓練の実施。 

情報提供体制の強化: 

避難者への適切な情報提供（避難所の状況、支援内容など）。 

支援チームの活動内容の周知。 

避難所環境の改善: 

バリアフリー化、プライバシー確保、衛生環境の改善。 

食事の栄養バランス改善。 

介護者支援: 

介護者の休息時間の確保 

相談できる環境づくり これらの施策は、今後の災害発生時に、高齢者や要支援者を含む

全ての人々が、安全・安心に避難生活を送れるよう、体制を整備するために不可欠である。 
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5．文献調査報告 





被災地における認知症支援に関する文献調査 

丸田 純平 

1 背景 

災害発生時において認知症患者は、避難行動や情報理解、医療支援などで特有の困難を抱

えやすい。社会の高齢化が進む中で、国際災害データベース(CRED) (1)によると近年災害に

よる被害は世界的に増加しており、災害時の認知症患者支援の必要性が高まっている。 

本文献調査は、災害時における認知症患者支援策の現状を整理し、災害の種類、対応フェー

ズ、介入内容、対象の特性ごとに効果や課題を明らかにすることを目的とする。 

2 用語 

2.1 災害の定義 

暴風、竜巻、豪雨、豪雪、洪水、崖崩れ、土石流、高潮、地震、津波、噴火、地滑りそ

の他の異常な自然現象又は大規模な火事若しくは爆発その他その及ぼす被害の程度にお

いてこれらに類する政令で定める原因により生ずる被害をいう。（災害対策基本法第二条） 

2.2 フェーズの考え方 

１） 医療救護活動フェーズ

 フェーズ 0 発災直後 発災～6 時間まで

 フェーズ 1 超急性期 72 時間まで

 フェーズ 2 急性期 1 週間程度まで

 フェーズ 3 亜急性期 1 ヶ月まで

 フェーズ 4 慢性期 3 ヶ月程度まで

 フェーズ 5 中長期 3 ヶ月程度以降

0～2 までが外傷治療・救命救急のニーズ、2～5 が慢性疾患治療・被災者の健康管

理のニーズがある。 

（災害時医療救護ガイドライン(2)） 

２）保健活動フェーズ

 フェーズ 0 災害発生後 24 時間以内 初動体制の確立を目指す

 フェーズ 1 緊急対策期（72 時間以内）住民の生命・安全の確保を行う時期

 フェーズ 2 応急対策期 避難所対策が中心の時期

 フェーズ 3 応急対策期 避難所から概ね仮設住宅入居までの時期

 フェーズ 4 復旧・復興対策期 仮設住宅対策や新しいコミュニティづくりが

中心の時期

 フェーズ 5 復興支援期 コミュニティの再構築と地域との融合、復興住宅

等への移行期間

（大規模災害における保健師の活動マニュアル(3)）
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3 方法 

3.1 リサーチクエスチョン 

本調査では、「災害全般において、認知症患者に対するどのような支援策があるか？

その効果や課題はなにか？」を主たるリサーチクエスチョンとする。 

3.2 文献の検索戦略 

国際データベースである Pubmed を対象に、過去 10 年間（2015 年 2 月 3 日～2025 年

2 月 3 日）に出版された文献を検索した。検索式は以下の通り。 

(("Disasters"[MeSH] OR disaster*[Title/Abstract] OR "natural disaster*"[Ti

tle/Abstract] OR earthquake*[Title/Abstract] OR tsunami[Title/Abstract] OR

 typhoon[Title/Abstract] OR "heat wave*"[Title/Abstract] OR "cold wave*"[T

itle/Abstract]) AND ("Dementia"[MeSH] OR dementia[Title/Abstract] OR "Alzh

eimer*"[Title/Abstract] OR "cognitive impairment"[Title/Abstract]) AND (su

pport[Title/Abstract] OR intervention*[Title/Abstract] OR care[Title/Abstr

act] OR "emergency response"[Title/Abstract] OR "disaster management"[Titl

e/Abstract])) AND ("2015/02/03"[PDAT] : "2025/02/03"[PDAT]) 

3.3 文献の除外基準 

 災害とは無関係な認知症支援に関する文献

 認知症以外の高齢者や障害者に限定した文献

 本文が英語以外の言語で書かれた文献

4 結果 

国際データベースから抽出された 96 件の文献から研究目的と異なるものを除外基準に従っ

て除き21件の文献（表１）が本調査の対象となった。 

表１．文献概要 

著者 目的 対象 方法 結果 

Astone 

et al.(4) 

高温がフィンラ

ンドの脆弱な集

団に与える影響

を調査

高齢者 20 年間の気温

や疫学データを

用いた分析 

25°C を超える日が増えると全死

因死亡率や急性病院受診が低所

得の高齢者や認知症を持つ人を

中心に増加した。 

Boekel 

et al.(5) 

COVID-19 の影

響を受けた介護

施設のケアを最

適化するための

教訓を探る 

介護施 設 の 高

齢者 

文献レビュー 介護施設は、感染対策のために

適切な対応手順と他の医療機関と

の連携が重要であることが示され

た。 
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Chiba 

et al.(6) 

住宅と心理的損

傷、認知症の修

正可能なリスク

要 因 の 関 連 を

評価 

被 災 地 の 地 域

在住高齢者 

被 災 後 の 住 宅

被害による災害

関連被害と、心

的外傷後ストレ

ス反応を自己申

告 式 質 問 票 に

て評価

完全な住宅損傷が心理的負担と

認知症リスクの増加に関連してい

ることが示された。 

Culqui 

et al.(7) 

環 境 要 因 が ア

ルツハイマー病

による緊急入院

に与える影響を

分析

マド リー ド のア

ルツハイマー病

患者

2001 年～2009

年のマドリード

におけるアルツ

ハイマー病患者

の緊急入院と大

気汚染物質と最

高気温、騒音レ

ベ ル の 関 連 を

分析

PM2.5 濃度と熱波がアルツハイマ

ー病患者の入院に関連しているこ

とが示された。 

Farugia 

et al.(8) 

極端な熱と森林

火 災 が 認 知 症

に与える影響を

探る 

高齢者 文献レビュー 心臓病患者と認知症患者は暑さ

に脆弱であることが示された。 

Gibson 

et al.(9) 

ハリケーンにお

けるアルツハイ

マ ー 病 患 者 の

家 族 介 護 者 の

経験を探る

27 人の家族介

護者 

質的研究 介護者は、災害に対する準備や

意思決定において特有の課題に

直面していることが示された。 

Hattori 

et al.(10) 

高リスク地域に

住 む 高 齢 者 の

災 害 準 備 を 評

価 

西 日 本 の 沿 岸

地域に住む 75

歳以上のケアが

必要な高齢者 

対 象 者 の 属 性

が 災 害 対 策 に

与える影響を分

析 

認知機能や地域活動への参加が

災害準備に関連していることが示

された。 

Holle 

et al.(11) 

一時的避難所

での認知症、高

齢 者 の 保 護 に

関する課題を探

る 

高齢者 文献レビュー 災害避難所のボランティア医療ス

タッフは認知症、うつ病、せん妄を

区別することに熟知していない場

合がある。

Ito 

et al.(12) 

復興住宅のあり

方を探る 

軽 度 認 知 症 の

独居高齢者 

ケーススタディ 住民が元のコミュニティを維持した

まま復興住宅に入居したことで認

知症高齢者が地域とつながり、尊

厳ある生活を続けることができた経

験が示された。 

Kawachi 

et al.(13) 

高 齢 者 の 災 害

レジリエンスに

関する教訓をま

とめる

高齢者 文献レビュー 社会的つながりが災害後の認知

症発症リスクや心理的健康問題の

リスクを軽減する重要な要素であ

ることが示された。

Miyagawa 

et al.(14) 

自 然 災 害 後 の

記憶障害 の診

断に関するケー

ススタディ

患者 ケーススタディ 災害後に認めた記憶障害の原因

の一つに解離性障害が存在した

経験が示された。 
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Miyamori 

et al.(15) 

2018 年日本洪

水 が 高 齢 者 の

介護施設入所

に与える影響を

調査 

介護保険利用

者 

2018 年の日本

の洪水によって

深 刻 な 被 害 を

受けた 3 つの都

道府県における

介護保険デー

タを分析

洪水の影響を受けた高齢者の入

所率が有意に高く、特に自分で食

事ができない高齢※はでは高いこ

とが示された。（※文献中では明

示されないがおそらく認知症を含

むと考えられる） 

Moir 

et al.(16) 

COVID-19 に対

するユニークな

対応を探る 

COVID-19 でロ

ックダウン中の

施設入所認知

症患者 

住 み 込 み を 選

ん だ ス タ ッ フ と

施設のマネージ

ャーに対するイ

ンタビュー

スタッフが施設内に住むことで、入

居者のリスクが軽減されたことが示

された。

Nakamura 

et al.(17) 

大地震後 の心

理的苦痛と認知

症リスクを調査 

地 震 被 災 地 の

住民 

対象者を 10 年

～12 年追跡し

心理的苦痛や

認知症発症率

を分析 

持続的な心理的苦痛が認知症発

症のリスク因子であることが示され

た。 

Nishikawa 

et al.(18) 

被 災 後 の 認 知

症患者のケアに

関 す る 成 功 事

例を報告 

被災して行動心

理症状が悪化し

た認知症患者 

ケーススタディ 生活環境の変化によって行動心

理症状が悪化したとしても、適切

な環境調整（施設入所）によって

行動心理症状が軽快する可能性

が示された。 

Peterson 

et al.(19) 

災害準備 に関

す る 介 護 者 の

視点を探る 

介護者 52 人の介護者

の被災体験と自

らの準備状況に

関 す る 認 識 に

対するインタビ

ュー 

介護者が災害準備において直面

する障壁が明らかにされた。 

Schnitker 

et al.(20) 

高齢者介護施

設 の 災 害 準 備

を調査 

介護施設 オーストラリアの

居住型高齢者

介護施設 の管

理者対するオン

ライン調査

多くの施設では認知症患者特有

のニーズを認識していたが、災害

準備における施設間ギャップが明

らかにされた。 

Uekusa 

et al.(21) 

被災した居住型

介護施設 の介

護 者 の 脆 弱 性

レ ジ リ エン ス を

調査

認 知 症 患 者 が

入居する被災し

た 居 住 型 介 護

施設の介護者 

インタビュー 介護者として災害に対処すること

は複雑で予期しないことが多かっ

たことを示した。 

Vaitheswaran 

et al.(22) 

COVID-19 でロ

ックダウン中の

認 知 症 患 者 の

介護者の経験と

ニーズを探る

認 知 症 患 者 の

家族介護者 

電話による半構

造化インタビュ

ー 

ビデオ相談や電話ベースでのサ

ポートなど介護者の多様なニーズ

が明らかにされた。 

Yoshida 

 et al.(23) 

2018 年日本洪

水 が 高 齢 者 の

認知機能 に与

える影響を調査 

介護保険利用

者 

2018 年の日本

の洪水によって

深 刻 な 被 害 を

受けた 3 つの都

道府県における

介護保険デー

タを分析

洪水の間に自宅で生活していた

高齢者が認知機能低下のリスクに

晒されていたことが示された。 
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Zhang 

et al.(24) 

2009 年の熱波

における入院の

リスク要因を調

査

患者 ケ ー ス コ ン ト ロ

ール研究

心疾患や認知症が熱波関連入院

リスクを高めることが示された。

5 考察 

5.1 災害全般における認知症患者に対する支援 

災害全般において認知症患者に対する支援は一般的な高齢者と比べて特有の課題があ

ることが示された。報告される災害種別は地域により偏りがあった。例えば、本調査に

おいて我が国では熱波を災害として報告する文献は認めなかったが、国際的には注目さ

れていた(4,7,8,24)。また COVID-19 の流行も国際的には災害として報告されるケースも

あった(5,16,22)。 

5.2 保健活動フェーズごとの認知症患者支援や課題の違い 

 フェーズ 0～1（緊急対策期まで）：認知症患者の避難の難しさ(9,19)や災害準

備における施設間ギャップの存在(20)といった課題が示されており、平時か

ら避難計画の作成の重要性や難しさが明らかになった。一方地域活動への参

加は災害準備に関連していること(10)が示されており、認知症患者の災害準

備を促進するためには、地域の備えを確立することも重要であると考えられ

た。

 フェーズ 2～3（応急対策期）：避難所において認知症やうつ病、せん妄に関す

る知識をボランティア医療スタッフに熟知していない場合がある課題が示さ

れた(11)。また被災後に悪化した行動心理症状の治療には適切な環境調整が

重要であることが報告された(18)。避難所において認知症やうつ病、せん妄を

適切にスクリーニングすることが、適切な対応や避難所から移動後の環境調

整には重要であると考えられた。

 フェーズ 4～5（復旧・復興対策期または復興支援期）：地震による住宅損傷(6)

や被災後の持続的な心理的負担(17)は高齢者の認知機能低下や認知症発症の

リスクを高めることが示された。また洪水の経験は高齢者の施設入所のリス

クを高めることが示された(15)。一方で、社会的つながりは災害後の認知症発

症リスクや心理的健康問題のリスクを軽減することが報告されている(13)。

また住民が元のコミュニティを維持したまま復興住宅に入居したことで、軽

度認知症の独居高齢者が地域とつながり、尊厳ある生活を続けることができ

た経験が示されている(12)。このことから、被災した認知症患者や高齢者の支

援においては地域社会とのつながりを維持・再構築するための支援が重要で

あると考えられる。 
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5.3 在宅と介護施設での支援や課題の違い 

 在宅：熱波や大気汚染、寒波による入院のリスクが増加していた(4,7,8,24)。

在宅の認知症患者が極端な気候に対応できるように水分摂取や空調利用の促

し、見守りなどの支援が重要であると考えられた。

 介護施設：COVID-19 に関しては多くの支援やニーズ(5,22)が報告されており、

介護者が住み込みで対応するという実践例(16)も報告されていた。一方で介

護者のレジリエンスについて注目した文献では、介護者として災害に対処す

ることの複雑さや予期の難しさが強調(21)されており、安易に介護者の責任

感に頼るべきではないことが示唆された。

5.4 まとめ 

災害の種類や発生地域、保健活動フェーズ、生活の場所の違いにより、認知症患者の

支援に求められる対応や課題が多様化することが明らかとなった。とりわけ、平時から

の避難計画づくりや地域の交流の強化が重要である。また被災後も地域社会とのつな

がりを再構築できる環境づくりが、高齢者の認知機能悪化や心理的健康悪化のリスク

を低減するためには重要である。 
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6. 認知症の人の支援マニュアル





1) 作成経緯と必要性について

秋山治彦：横浜市立脳卒中・神経脊椎センター 

地震，風水害，大規模火災などの被災地では，多くの人が住み慣れた自宅を離れ，体育館

や学校などの一時避難所で（安全の確保のためとは言え，自身の住宅に比べれば遙かに劣悪

な住環境で）過ごすことになったり，親戚宅・知人宅等に間借りをすることになったりする．

あるいは，それまで施設在住だった場合は，見知らぬ別の施設に移る人もいる．それも，被

災体験という恐怖や不安，喪失感を抱えた状態で，このような極端な環境変化を体験しなく

てはならない．これは認知機能が保たれた人にとっても大きな負荷であるが，認知機能が低

下している人の場合は，認知症の増悪や顕在化を引き起こし，行動・心理症状（BPSD）の出

現や悪化，ADL の低下に結びつく．それまで身近にいた気心の知れた介護者は被災者となり，

不在となったり十分な介護ができなくなったりする．避難先のスタッフ，ボランティア，他

の避難者，あるいは滞在先の親族等が，認知症介護の経験がない，また，認知症の人への接

し方を知らない，ことも多い．認知症医療もそうであるが，認知症介護も多くの専門知識・

技術を必要とする．様々な tips なしには－気持ちだけでは－適切な介護はできず，そのこ

とが認知症の人の症状の悪化，ひいては本人と家族の避難生活の困難～破綻に繋がる． 

2011 年の東日本大震災は，東北地方の広い範囲でこのような状況を引き起こした．日本認

知症学会では，「学会」という，専門家が緩く結びついて情報交換を行うための組織が，東日

本大震災後の困難な状況に置かれた認知症の人やその介護者にどのような支援ができるか，

ワーキンググループを設置して模索した．まず，同学会と老年精神医学会の専門医に呼びか

けて，東北～関東地方の専門医を中心に認知症専門医数百名によるメーリングリスト（ML）

を設置し意見交換を開始した．そこでは被災地の専門医が現地の状況，課題などを発信し，

対応策が提案されるなどの情報共有が行われた．また学会ホームページ（HP）に，現地で，急

遽，認知症対応に携わることになった“専門医以外の医師”を対象とした，認知症に関する

Q&A サイトを設置した．Q&A サイトに書き込まれた質問は約 20 名の Q&A サイト担当専門医に

より共有され，適切と判断された質問に対しては回答を作成，学会HPに掲載した． 

これらと並行して，被災地の避難所や施設，医療機関等での使用を念頭に，「被災した認

知症の人と家族の支援マニュアル」の作成を開始した．何名かの，日本を代表する認知症専

門医が，十数ページを目途に，医師・看護師等の医療者向けと，介護家族・介護スタッフ向

けの 2 つのバージョンを執筆し，それを執筆者 ML で共有，推敲を繰り返して，4 月上旬に

初版の原稿が完成した．入稿した先は学会誌の印刷を委託していた仙台の出版社で，そこの

印刷機も震災で被害を受けていたが迅速に修理を進め，入稿と同時に印刷製本を開始した．

当時のネット環境を勘案して，現地では紙ベースでの利用になること（後に学会 HP に PDF

版の公開もした），発送する部数のうちほんの一部しか目的とする（必要としている）所に

届かないことを前提とした．送付先は被災地域の専門医と相談するなどして，自治体や関連

組織，医師会，医療機関，専門医などからリストアップし，送付先との事前調整の後に発送

した．初刷は介護用 4500 部，医療用 2500 部であったが，増刷を重ね，介護用は 10,000 部
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以上，医療用も 5,000 部以上を作製・発送した．執筆者も学会事務局も出版社も，支援マニ

ュアル作成を他の業務に優先させて行ったが，震災発生から冊子完成まで約 40 日，現地に

冊子が届くまでには，さらにもう数日～数週を要した． 

以後，認知症学会事務局は常に医療用，介護用マニュアルの冊子を数千部ずつ保管してお

り，大規模災害発生時にはただちに送付できる体制をとっている． 

2）本事業における改訂について

被災した認知症の人と家族の支援マニュアル＜医療用＞改訂のポイント 

 マニュアルの対象者が、医療職なのかを家族・介護者なのか明確にし、それに合致した

記載に統一する。

 災害後のどのフェーズで、どの場所での支援を想定したものかを明確にする。

 短い文章とわかりやすいレイアウトにする。

 携行したり、避難所の壁等に貼付したりするのに用いやすいチラシ程度のショートバー

ジョンを別に作る。

 向精神薬の使用法については、「かかりつけ医・認知症サポート医のための BPSD に対

応する向精神薬使用ガイドライン(第 3 版)」の内容に合わせる。

被災した認知症の人と家族の支援マニュアル＜介護用＞改訂のポイント 

 医療用とともに、マニュアルの対象者が、医療職なのかを家族・介護者なのか明確にし、

それに合致した記載に統一する。

 対象者が読みやすく理解しやすい表現、レイアウトで作成する。

 様々な状況で情報にアクセスできる工夫の実施。

① 避難所の壁等に貼付できるチラシの作成。

② チラシから詳細情報へ、QR コードからリンク可能とする。

③ 従来当学会で作成してきたものは、詳細な記述があり理解が深まるが、一方で文字が

多くて読みにくいという指摘があったため、ハンディな簡易版を作成し、QR コード

から相互にリンク可能とする。

④ 他の書類と混じって紛失してしまわないように、また、リンクを貼った一連の情報が

関連するものであることがわかりやすいように、装丁を統一する。 
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III. 資料編





巻末資料１
認知症疾患医療センター運営事業実績報告書様式（2022 年度分⽤）





認知症施策等総合支援事業

認知症疾患医療センター運営事業

No

【医療機関基本情報】

年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日

CT MRI SPECT
抗Aβ抗体

薬

CT MRI SPECT
抗Aβ抗体

薬

CT MRI SPECT
抗Aβ抗体

薬

CT MRI SPECT
抗Aβ抗体

薬

CT MRI SPECT
抗Aβ抗体

薬

CT MRI SPECT
抗Aβ抗体

薬

CT MRI SPECT
抗Aβ抗体

薬

CT MRI SPECT
抗Aβ抗体

薬

CT MRI SPECT
抗Aβ抗体

薬

CT MRI SPECT
抗Aβ抗体

薬連携病院
名⑩

連携内容（設置要件等） 身体入院 精神入院

連携内容（その他）

連携病院
名⑨

連携内容（設置要件等） 身体入院 精神入院

連携内容（その他）

連携病院
名⑧

連携内容（設置要件等） 身体入院 精神入院

連携内容（その他）

連携内容（その他）

連携病院
名⑦

連携内容（設置要件等） 身体入院 精神入院

連携内容（その他）

連携病院
名⑥

連携内容（設置要件等） 身体入院 精神入院

連携内容（その他）

連携病院
名②

連携内容（設置要件等） 身体入院 精神入院

連携内容（その他）

連携病院
名③

連携内容（設置要件等） 身体入院 精神入院

連携内容（その他）

連携病院
名④

連携内容（設置要件等） 身体入院 精神入院

連携内容（その他）

連携病院
名⑤

連携内容（設置要件等） 身体入院 精神入院

連携病院
名①(注4)

連携内容（設置要件等） 身体入院 精神入院

連携内容（その他）

二次医療圏域名

医療機関種別(注2)

病床数 全病床数 一般病床 精神病床

自院におけるアルツハイマー病の抗アミロイド
β抗体薬（抗Aβ抗体薬）に係る治療の実施

(注3)

指定年月日 次回更新予定日

更新年月日① 更新年月日②

郵便番号 住所

医療機関名 類型

設置法人名 設置主体(注1)

担当部署名

電話番号 担当者

認知症疾患医療センター事業実施状況の報告

指定の状況

都道府県・指定都市名 番号
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【専門的医療機関及び診断後等支援機能としての要件と機能】

週 日 日

名

上記以外で、認知症疾患の鑑別診断等の専門医療を主たる業務とした５年以上の

名

名 名

名 名

名 名

名 名

名 名

名 名

名 名

名 名

名 名

名 名

件 件 件

件 件

件

件

件

件

件

件

件

４．医療機関（かかりつけ医等）からの相談

５．居宅介護事業所・介護サービス事業所からの相談

６．行政機関からの相談

上記の
相談件数の
相談元の
主な内訳

１．本人からの相談

２．家族等の介護者からの相談

３．地域包括支援センターからの相談

オンライン その他

７．院内の他科からの相談

自施設 連携先

SPECT検査 自施設 連携先 PET検査 自施設 連携先

訪問

検査体制(注9)

CT検査 自施設 連携先 MRI検査

髄液検査 自施設 連携先

相談件数(注10)
電話 面接

兼務

(職種等) 専従 兼務

診断後等支援機能
に

関する業務内容(注8)

１．相談員等による診断後等の相談支援

２．ピアカウンセリングなどのピアサポート活動や交流会の実施

３．その他（内容を下欄に自由記載）

精神保健福祉士 専従 兼務

医師以外の
人員配置

（診断後等支援
の

ための相談員の
配置）(注7)

社会福祉士 専従 兼務

その他
(職種等) 専従

兼務

（職種） 専従 兼務

連携推進補助員 専従 兼務

その他
（職種） 専従

臨床心理技術者 専従 兼務医師以外の
人員配置(注6)

精神保健福祉士 専従 兼務

保健師 専従 兼務

稼働日数(注5) 年間

医師配置状況

日本老年精神医学会若しくは認知症学会の定める専門医

臨床経験を有する医師
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件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件

件

件

件

件

件 件

件 件

件

件 件

件 件

件

認知症疾患医療
センター受診後の

情報提供(注15)

※複数回答可

１．地域包括支援センターへ ２．医療機関（かかりつけ医等）へ

３．居宅介護支援事業所・介護
サービス事業所へ

４．行政機関へ

５．その他

認知症疾患医療
センターへの

受診の経路(注14)

※複数回答可

１．地域包括支援センターから ２．医療機関（かかりつけ医等）から

認知症ケア加算１ 算定の有無 算定件数（年間）

認知症ケア加算２ 算定の有無 算定件数（年間）

３．居宅介護支援事業所・介護
サービス事業所から

４．行政機関から

５．その他

認知症ケア加算３ 算定の有無

認知症専門診断管理料２ 算定の有無 算定件数（年間）

合計 0 0

初診までの平均（年間）待機日数(注
12)

診療報酬(注13)

認知症専門診断管理料１ 算定の有無 算定件数（年間）

算定件数（年間）

  24．上記のいずれにも含まれない疾患

　25．診断保留

  22．上記のいずれにも含まれない精神疾患

  23．上記のいずれにも含まれない神経疾患

  20．てんかん（G40)

　21．神経発達障害（知的発達障害を含む）（F7-F9)

　18．統合失調症，統合失調症型障害及び妄想性障害（F2)

  19．気分（感情）障害（F3)

　16．詳細不明の認知症（F03)　（上記３～15に該当しないもの）

　17．上記２～16以外の症状性を含む器質性精神障害

　14．他の医学的疾患による認知症（F02）

　15．複数の病因による認知症（F02）

　12．ハンチントン病による認知症（G10,F02）

　13．正常圧水頭症（G91)

　10．プリオン病による認知症（A81,F02）

　11．パーキンソン病による認知症（G20,F02）

  ８．物質・医薬品誘発性による認知症　（アルコール関連障害による認知症を含む）

　９．HIV感染による認知症（B20,F02）

  ６．前頭側頭型認知症（行動障害型・言語障害型を含む　G31,F02）

  ７．外傷性脳損傷による認知症（S06.2,F02）

  ４．血管性認知症（F01）

  ５．レビー小体型認知症（G31,F02）

  ２．軽度認知障害（MCI）

  ３．アルツハイマー型認知症（G30,F00）

  １．正常または健常

鑑別診断件数（実数）　　 (注11) 全数 内、65歳未満
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【身体合併症に対する救急医療機関としての要件と機能】

＊以下は救急医療機関の指定を受けていない医療機関についても記入

【地域連携推進機関としての要件と機能】

回

回

回

回

回

回

地域への認知症医療に関する情報発信の取組の有無(注21)

年間

地域包括支援センター職員等対象 開催の有無 開催回数 年間
研修会の開催(注20)

医療従事者対象 開催の有無 開催回数 年間

（うちかかりつけ医対象）

初期集中支援チームへの関与(注
24)

センター内にチームを設置（受託） チーム員として参加 後方支援

地域への認知症に関する理解を促す普及啓発の取組の有無(注22)

他の主体の実施する研修会への協力・講師派遣の有無(注23) 実施回数 年間

開催の有無 開催回数

家族・地域住民等対象 開催の有無 開催回数 年間

休日・夜間における身体合併症や重篤な行動・心理症状を有する救急・急性期患者に対応するための、空床の確保

認知症疾患医療センター地域連携会議の開催(注19) 開催の形態 開催回数 年間

身体合併症のある認知症患者に対する救急医療の支援（相談、入院受け入れの調整、他院の紹介など）の実施

一般病床に入院する認知症患者へのリエゾンチーム等による精神科的ケースワークの実施(注17)

認知症疾患医療センターとして、院内における全診療科を対象とした認知症に関する研修会の実施(注18)

指定状況 １救急医療機関の指定(注16) 2 高度救命救急センターまたは救命救急センターの指定
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巻末資料２
認知症疾患医療センター運営事業実績報告クラウドシステムの⼿引き





巻末資料2  認知症疾患医療センター運営事業報告クラウドシステムの手引き 

[ 試験運用 ]

1.1. はじめに 

2024年度老人保健健康増進等事業本「認知症の背景疾患等の実態ならびに専門的対応マ

ニュアルに関する調査研究事業」において、国が指定する認知症疾患医療センター運営事

業実績報告書に対応する情報収集を行うためのクラウドシステム（付属資料1）を用意しま

した。このシステムでは、各認知症疾患医療センターがクラウドシステム上で事業実績報

告書を作成し，クラウドシステム上で都道府県に提出するように設計されています。ま

た、都道府県は、クラウドシステム上の情報を集計・分析することによって、当該都道府

県における認知症疾患医療センター運営事業の実施状況を把握することができるように設

計されています。 

1.2. 認知症疾患医療センターにおける事業実績報告書作成にあたっての留意事項 

 「事業実績報告書クラウドシステム」（付属資料1）では，1) 医療機関基本情報，2) 専

門的医療機関及び診断後等支援機能としての要件と機能，3) 身体合併症に対する救急医療

機関としての要件と機能，4) 地域連携推進機関としての要件と機能，5) 医療サービス等

提供状況が評価できるように，評価項目が設定されています． 

クラウドシステム上の事業実績報告書のデータを用いて現状を適切に評価するために

は，各項目に欠損値をつくらないようにする必要があります．厚生労働省では記入上の留

意事項を定めています（付属資料2）．都道府県は，提出された事業実績報告データの内容
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をクラウドシステム上で確認し，入力の欠損，誤り，疑問点がある場合には各センターの

データ入力担当者に問い合わせ，必要に応じて修正・追記を求める必要があります． 

1.3. 都道府県におけるデータ集計 

 都道府県は、クラウドシステム上で各認知症疾患医療センターの事業実績報告データを

確認・修正できるだけでなく、都道府県内の認知症疾患医療センターの事業実績報告書を

効率的かつ正確に集計できるように，都道府県内の認知症疾患医療センター事業実績報告

書全体のダウンロード機能（CSV ファイルおよびTSVファイル）が用意されています． 

都道府県は，このデータセットを用いることよって，都道府県全体の認知症疾患医療セ

ンターの事業実績を効率的に集計・分析することができます．

また、都道府県は、厚生労働省に、地域内の認知症疾患医療センター事業実績報告書の

提出が完了したことをクラウドシステム上で報告して下さい。厚生労働省は，各都道府県

より提出されたこのデータセットをクラウドシステム上で統合することによって，全国の

認知症疾患医療センター運営事業の事業実績を集計・分析することが可能になります． 
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付属資料１ 

認知症疾患医療センター運営事業報告クラウドシステムマニュアル 

1. 認知症疾患医療センター運営事業報告⼊⼒担当者向けマニュアル

下記 URL にアクセスすると、認知症疾患医療センター運営事業報告クラウドシステム[ト

ップ画面]が表示されます。 

アクセス URL  https://mcd.dcnet.gr.jp/

（１）ログイン情報の申請と登録

画面１ トップ画面 

はじめに、「IDのない方（新規）」の「ログイン情報の新規申請」をクリックしてくだ

さい。「ログイン情報の申請」の画面が表示されます。 
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画面２ ログイン情報の申請 

利用しているメールアドレスを２か所に入力し、氏名と連絡先の電話番号も入力してく

ださい。「申請」をクリックすると、パスワードが記述された電子メールが送信され、

「ログイン情報の登録完了」の画面が表示されます。 

画面3 ログイン情報の登録 

完了 
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（２）運営事業実績報告の登録

ログイン情報が登録されたので、「事業実績報告データの確認・修正画面へ」をクリッ

クすると、「実績報告の確認・修正」画面が表示されます。

画面４ 実績報告の確認・修

正 

「実績報告の確認・修正」画面で、登録した電子メールアドレスと電子メールで届いたパ

スワードを入力して「ログイン」をクリックすると「認知症疾患医療センター事業運営情

報」の画面が表示されるので、年度の運営事業実績を記入してください。 

画面をスクロールして、画面の下端に達すると「登録」ボタンが表示されます。「登

録」をクリックする、入力内容が保存されます。年度の運営事業実績を途中まで入力した

際も、「登録」をクリックしないと保存されません。画面１で「実績報告の確認・修正」

をクリックしても、画面４が表示されます。途中まで保存した際なども、画面１で「実績

報告の確認・修正」クリックして、入力の再開、確認、修正を行ってください。 
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画面５ 認知症疾患医療 

センター事業運営情報

画面６ 「認知症疾患医療

センター事業運営情報」画

面を下端までスクロール 

（３）ログイン情報の変更

パスワード変更などログイン情報の変更を行いたい場合、画面１で「ログイン情報の変

更」をクリックすると「ログイン情報変更画面へ」が表示されます。 
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画面７ ログイン情報変更

画面へ 

登録したメールアドレスとパスワードを入力して、「ログイン情報変更画面へ」をクリッ

クして下さい。「ログイン情報の変更」が表示されます。

画面８ ログイン情報の変更 
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「ログイン情報の変更」でパスワードを変更する場合、変更するパスワードを２か所に記

入し、「変更」をクリックして下さい。担当者名、電話番号を変更する際は、該当する項

目を修正し、「変更」をクリックして下さい。 

注１）ログイン情報の申請は、メールアドレスが同じでも毎年度申請する必要がありま

す。ただし、前年度と同じメールアドレスで申請された場合だけ、最初にログインした

際、前年度に登録された実績報告が表示されますので、その内容を修正して下さい。 

注２）「ログイン情報の変更」で担当者名、電話番号を変更しても、認知症疾患医療セン

ター事業報告の該当する項目は修正されません。再度「認知症疾患医療センター事業報

告」を開いて修正願います。 

2. 認知症疾患医療センター運営事業報告取りまとめ都道府県担当者向けマニュアル

 下記 URL にアクセスすると、認知症疾患医療センター運営事業報告クラウドシステム、

「都道府県等担当者画面」が表示されます。 

アクセス URL  https://mcd.dcnet.gr.jp/pref.php
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画面９ 都道府県等担当者画面 

（１）ログイン情報の申請

はじめに、「都道府県等担当者のログイン情報新規申請画面へ」をクリックしてくださ

い。「都道府県担当者：申請画面」が表示されます。 

画面１０ 都道府県担当者：

申請画面 
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利用しているメールアドレスを２か所に入力し、氏名、所属、連絡先の電話番号、担当

地域を入力してください。「登録：確認電子メール送信」をクリックすると、電子メール

が送信されます。「電子メール送信完了」の画面が表示されます。 

画面１１ 電子メール送信

完了 

「認知症疾患医療センター運営事業実績報告：都道府県担当者新規申し込み」のメール

が受信できなかった場合は、受信できるメールアドレスで再申請して下さい。事務局で担

当者名と所属、連絡先の電話番号を確認し、前年度と同じであれば、１週間以内にパスワ

ードを送信致します。前年度と異なる場合は、前年度登録した名前等を質問するメールを

送付しますので、回答の電子メールを送付して下さい。回答メールを受信後、パスワード

を送信致します。 
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 一回登録したログイン情報は、翌年度も利用できます。ログイン情報は、電子メールア

ドレスと都道府県等番号以外は変更できますので、担当者名、所属、電話番号を変更して

ご利用下さい。前年度から電子メールアドレスが変わる場合は、ログイン情報の再申請が

必要です。 

ログイン情報を登録して、パスワードを入手すると、都道府県等内の認知症疾患医療セ

ンター運営事業実績報告を確認修正できます。実績報告の項目には、都道府県等担当者

名、都道府県等担当者所属、都道府県等担当者電話番号の欄がありますので、必ず一回全

てのセンターの実績報告を確認表示して、「報告データ登録」を行ってください。その

際、都道府県等担当者のログイン情報として登録した情報が、登録されます。 

都道府県等内の認知症疾患医療センター運営事業実績報告を確認修正するためには、画

面９で、担当の都道府県名をクリックしてください。「都道府県等担当者：地域別閲覧ロ

グイン画面」が表示されます。 
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（２） 都道府県等内の認知症疾患医療センター運営事業実績報告の確認修正

画面１２ 都道府県等担当者：

地域別閲覧ログイン画面 

登録電子メールアドレスとパスワードを入力して、「都道府県等報告データの確認・修

正」「都道府県等報告データのダウンロード(csvファイル)」「都道府県等報告データのダ

ウンロード(tsvファイル)」のどれかをクリックしてください。「都道府県等報告データの

確認・修正」をクリックすると、「都道府県等担当者：地域別施設名一覧画面」が表示さ

れます。「都道府県等報告データのダウンロード(csvファイル)」をクリックするとcsvフ

ァイルをパソコンにダウンロードできます。データ項目の中に半角カンマがあると壊れた

形式のファイルになってしまうので、その際は、 「都道府県等報告データのダウンロード

(tsvファイル)」をクリックして、tsvファイルをダウンロードして下さい。 
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画面１３ 都道府県等担当者： 

地域別施設名一覧画面 

 都道府県等担当者：地域別施設名一覧画面では、データを報告した施設、まだしていな

い施設を確認してください。また、都道府県等担当者名、都道府県等担当者所属、都道府

県等担当者電話番号データの入力ために、必ず一回全てのセンターの実績報告を確認表示

して、「報告データ登録」を行ってください。センターの実績報告を確認・修正するため

には、該当する病院名をクリックして下さい。「認知症疾患医療センター事業運営情報確

認・修正画面」が表示されます。 

画面をスクロールして、画面の下端に達すると「報告データ登録」と「報告データ削除」

ボタンが表示されます。「報告データ登録」をクリックする、入力内容が保存されます。 
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画面１４ 認知症疾患医療

センター事業運営情報確

認・修正画面 

画面１５ 「認知症疾患医

療センター事業運営情報確

認・修正画面」を下端まで

スクロール

「報告データ削除」をクリックすると、データ項目ごと削除をすることができます。 
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（３） 都道府県等担当者のログイン情報の変更と登録完了報告

都道府県等担当者のログイン情報の変更や登録完了報告を行うためには、画面９で、

「都道府県等担当者のログイン情報の変更や登録完了報告画面へ」をクリックして下さ

い。「都道府県等担当者のログイン情報の変更や登録完了報告画面へ」が表示されます。 

画面１６ 都道府県等担当

者のログイン情報の変更や

登録完了報告画面へ 

登録電子メールアドレスとパスワードを入力して下さい。「都道府県等担当者のログイ

ン情報の変更や登録完了報告画面」が表示されます。
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画面１７ 都道府県等担当

者のログイン情報の変更や

登録完了報告 

 都道府県等内の全ての認知症疾患医療センターの運営事業実績報告のアップロードが完

了した場合、登録完了報告欄に、完了年度をプルダウンメニューで選択して、「変更」を

クリックして下さい。まちがって登録した場合、プルダウンメニューで空白を選んで「変

更」をクリックして下さい。パスワード、担当者名、所属、電話番号も変更できます。 

注１） 都道府県等担当者名、都道府県等担当者所属、都道府県等担当者電話番号を変更しても、認

知症疾患医療センターの事業運営情報の都道府県等担当者名、都道府県等担当者所属、都道

府県等担当者電話番号の情報は、修正されません。再度全ての施設の「認知症疾患医療セン

ターの事業運営情報確認・修正画面」を開いて、手作業で修正する必要があります。都道府

県等担当者名、所属、電話番号の情報が空欄の場合は、開くとログイン情報に置き換えられ

ますが、情報が記入されていると手動でしか変更できません。 
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注２） 画面９で担当の都道府県名をクリックせずに、「未記入」をクリックすると、都道府県等番

号が、未記入あるいは記入ミスの事業報告を確認・修正することが全ての都道府県等担当者

が行えます。該当地域の病院名だった場合は、都道府県等番号を変更すれば、本来の一覧に

表示されるようになります。そのため、登録が遅れている施設等がありましたら、「未記

入」も確認していただけますようお願い致します。 
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付属資料2 

記入上の留意事項 

※「認知症疾患医療センター」は「疾患センター」と略して記載

【全般的な留意事項】 

実績等については、「疾患センター」として定義する部署において実施するものについてカウントすること。

※病院全体の実績を記入するものではない。

・黄色のセルへの入力は、プルダウンより選択して行ってください。

・青色のセルへの入力は、実績なしの場合「０」を入力してください。

・橙色のセルは、該当の内容がない場合は「なし」を入力してください。

・紫色のセルは、該当の内容がある場合に入力してください。

・緑色のセルには、計算式が入っています。

・「黄色」「青色」「橙色」のセルが空白の場合は、上記の留意事項を確認の上、必要事項を入力してください。

・令和４年度の実績を記入してください。

・医療機関基本情報の連携病院記入欄が足りない場合、別途一覧（任意様式）を添付してください。

【医療機関基本情報】 

注 1 設置主体

国
独立行政法人国立病院機構、国立大学法人、独立行政法人地

域医療機能推進機構を含む。

都道府県・指定都市
都道府県を設置団体とする公立大学法人および地方独立行政

法人を含む。

市町村 市を設置団体とする公立大学法人を含む。

公益法人 一般社団（財団）法人立又は公益社団（財団）法人立の病院。

医療法人 特定医療法人、社会医療法人を含む。

学校法人 私立大学医学部等の付属病院を含む。

組合および連合会
公務員共済組合及びその連合会、健康保険組合及びその連合

会、学校共済組合、協同組合連合会を含む。

個人 個人立病院

その他 上記に含まれないもの。

注 2 医療機関種別

一般病院 「精神科病院」「診療所」以外に該当するもの

精神科病院 精神病床のみを有する病院

診療所
患者を入院させるための施設を有しないもの又は十九人以下

の患者を入院させるための施設を有するもの
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注 3

自院におけるアルツハ

イマー病の抗アミロイ

ドβ 抗体薬（抗 Aβ抗

体薬）に係る治療の実

施

アルツハイマー病の抗アミロイドβ 抗体薬（抗 Aβ抗体薬）に係る治療の実施につ

いて、自院にて初回投与を行っている場合は「対応している（初期投与）」を選択

し、6 ヶ月以降の継続投与のみ対応している場合には「対応している（継続投与）」

を、対応していない場合は「対応していない」を選択すること。初期投与と継続投与

いずれも対応している場合には、「対応している（初期投与）」を選択すること。

注 4

連携病院名、連携内容

（設置要件等）、連携

内容（その他）

①連携病院名…連携先の病院名を記入

②連携内容（設置要件等）…要綱上の設置要件等に係る項目について、該当するもの

は「○」を選択。

※「抗 Aβ 抗体薬」の欄について

 （記入例：連携している A 病院について、

   A 病院が初期投与を実施している場合⇒「初期投与連携」を選択

   A 病院が継続投与を実施している場合⇒「継続投与連携」を選択

   A 病院が初期投与・継続投与いずれも実施している場合⇒「初期投与連携」を

選択

③上記②以外の連携内容について記載

④連携病院の欄が不足する場合には、別紙に入力して提出すること。Excel の行の追加

は絶対に行わないこと。

【専門的医療機関及び診断後等支援機能としての要件と機能】 

注 5 稼働日数

平均した稼働日数を、文字列ではなく数字で入力すること。

※例：５～６日稼働の場合…×「５～６日」 → ○「5.5 日」

注 6 医師以外の人員配置

医師以外の人員配置について記入する。

①該当の専門職がいない場合には「0」を入力すること。

②その他の職種に該当がない場合には、職種には「なし」、人数には「0」を入力する

こと

注 7

医師以外の人員配置

（診断後等支援のため

の相談員の配置）

診断後等支援のための相談員について記入する。

注 8
診断後等支援機能に関

する業務の内容

診断後等支援機能に関する業務の内容について、１～３の該当するものにプルダウン

で

「○」を選択する。「３.その他」の場合は、内容を下の欄に具体的に記入すること。
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※診断後等支援のための相談員を配置しない場合も、「医師以外の人員配置」の専門

職等による診断後等の支援機能に関する業務を実施する場合には、「1.相談員による

診断後等の相談支援」に該当。

注 9 検査体制

CT 検査、MRI 検査、SPECT 検査、PET 検査、髄液検査については、

①自疾患センターで実施の場合： 自施設「○」 連携先「×」

②連携先で実施している場合： 自施設「×」 連携先「○」を選択し、前項「注

3」に記入すること。

注 10 相談件数

ここでの「相談」は診療報酬のない相談やアセスメント等をいい延べ回数をカウント

する。相談元は本人、家族、介護者、地域包括支援センター職員、かかりつけ医、院

内他診療科等は問わない。

※同一の相談について重複カウントはしない。（例）相談を「受けた」がその時に対

応できず、折り返し対応した場合には、「受けたもの」のみに計上する。

面接

院内他科からの相談、自院開催による認知症カフェ等も含め

てよい。

面接にカンファレンスを含むが、参加人数に関わらず 1 件で

カウントする。

訪問

・当事者等の自宅、他の医療機関、介護施設等を訪問し、認

知症の医療やケアについて助言又は指導を行った場合等にカ

ウントする。

・認知症初期集中支援や物忘れ相談会、他施設で行う認知症

カフェ等、院外に出向いて実施した相談も含めてよい。

※往診は含まないが、同行した相談員が相談支援を実施した

場合にはカウントすることができる。

オンライン
テレビ電話やオンライン会議システム等を利用した相談につ

いて、カウントする。

その他

・電話、面接、訪問、オンライン以外の方法で、具体的には

郵便、メールや FAX による相談が想定される。

・件数はその他の方法での件数の合計を入力する。
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上記の相談件数の相談

元の主な内訳

・「電話」、「面接」、「訪問」、「オンライン」、「その

他」で計上した相談について、１～７の相談元の内訳

（件数）を記入する。

・「１.地域包括支援センター」及び「４.行政機関」が重複

する場合には「１.地域包括支援センター」にカウントす

る。

・「相談件数」の合計と「上記の相談件数の相談元の主な内

訳」は必ずしも一致しなくてもよい。

注 11 鑑別診断件数

・令和６年度実績を記入する。（総合病院等で疾患センターを一部の診療科に位置づ

けているなど、病院内にセンターを設置している場合は、病院全体ではなく、疾患セ

ンターの鑑別診断件数を計上すること。）

・主たる病名を選択し、重複しないようにする。

※１～２４の中で重複がある場合は、２～１６の分類を優先してカウントすること。

なお、３～１６の中で重複がある場合は、原則１５にカウントすること。

・２５診断保留については、当該年度において変更となった場合、１～２４のうち最

初の鑑別診断結果に計上し、２５から差し引くものとする。

注 12 初診までの待機日数
緊急枠や特別枠を除き、4 月 1 日～3 月 31 日時点での待機日数の平均をプルダウンで

選択する。待機日数とは予約受付時から自疾患センターでの初診までの日数をいう。

注 13 診療報酬
認知症専門診断管理料１、２及び認知症ケア加算１、２、３の請求件数をカウントす

る。

注 14
疾患センターへの受診

の経路

疾患センターへの受診の経緯について、１～５の紹介元ごとに件数を記入する。複数

の紹介元がある場合は、その全てに計上する。ただし、例えば「市町村直営の地域包

括支援センター」のように、選択肢が重複する場合は（例の場合は１と４）、若い番

号に計上する。紹介元がない場合（自らの判断で受診、家族の勧めで受診等）は計上

しない。

注 15
疾患センター受診後の

情報提供

・疾患センター受診後の情報提供先について、１～５の情報提供先ごとに の件数を記

入する。複数の情報提供先がある場合は、その全てに計上する。ただし、例えば「市

町村直営の地域包括支援センター」のように、選択肢が重複する場合は（例の場合は

１と４）、若い番号に計上する。
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・「情報提供」とは、診療情報に限らず、受診後に何らかの情報（転院や入院にかか

る情報、必要なサービスに関する情報等）を関係機関に提供することをいう。なお、

情報提供の手段は問わない。

・医師に限らず、疾患センターの相談員による情報提供もカウントする。

【身体合併症に対する救急医療機関としての要件と機能】 

注 16 救急医療機関
「救急病院等を定める省令（昭和 39 年 2 月 20 日厚生省令第 8 号）」に基づき、都道

府県知事が告示し指定する病院。

注 17

一般病床に入院する認

知症患者へのリエゾン

チーム等による精神科

的ケースワークの実施

一般病床に入院する認知症患者に対する、疾患センターに配置される専門医を含む多

職種チームによる、入院中の認知症患者の諸症状に対する助言、医療の実施、カンフ

ァレンスへの参加を含む。

注 18

院内における全診療科

を対象とした認知症に

関する研修会

・院内の認知症の診療科以外を対象にした研修。

・院内外来・病棟従事者に対する認知症の正しい知識や対応方法についての研修およ

び急性期病棟従事者等への認知症対応力向上研修等の実施や協力を含む。

【地域連携推進機関としての要件と機能】 

注 19
認知症疾患医療センタ

ー地域連携会議の開催

主催

自疾患センタ-が独自に開催している場合。（他疾患センタ

ーとの共催により企画、運営に主体的に参画している場合も

含む。）

自治体の会議の活用

都道府県または指定都市において同様の機能を有する会議等

を設置、運営しており、その会議を活用して認知症疾患医療

センター地域連携会議とし、それに参加している場合。

基幹型・地域型と連携

基幹型または地域型疾患センターとの連携体制の確保により

機能を果たしている場合。（基幹型、地域型が開催する会議

に参加している場合等。）
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注 20 研修会の開催

・地域連携推進のために行った研修会について、自疾患センターが主催（主体的に実

施）したものを対象別に計上する。他疾患センター、行政、医師会等との共催は含む。

・医療従事者、地域包括支援センター職員等を含む多職種向けに研修会を行った際

は、それぞれの開催回数に計上してよい。

・家族・地域住民等対象の研修会は、広く一般住民を対象としたものをいう。

・講師派遣のみ、当日の研修の運営の手伝いのみ、企画にあたってのアドバイザー

等、企画・開催に主体的に関与しないものは、下記の「他の主体の実施する研修会へ

の協力・講師派遣の有無」に計上する。

・院内の医療従事者向けの研修会については「注１７」に計上する。

注 21
地域への認知症医療に

関する情報発信

・自疾患センターが主体的に作成した、疾患センターであることを示すリーフレット

の作成・配付やインターネットホームページ等への掲載を含む。

注 22
地域への認知症に関す

る理解を促す普及啓発

・自疾患センターが主体的に作成した、一般、自治体、公共団体向けリーフレットや

書籍等の作成、または他機関が作成する普及啓発を目的とした配付物・書籍等の監修

などの協力を含む。

注 23

他の主体の実施する研

修会への協力・講師派

遣

・都道府県内で開催された研修会に指導的役割で協力した場合や講師派遣した場合の

み「あり」を選択する。地域ケア会議や地域連携会議への参加も含む。

・企業の主催・共催による研修会はここに含める。

・指導的役割とは他の主体が開催する認知症に係る研修等に、協力（企画にあたって

のアドバイザー、当日の運営の手伝い等）するものをいう。

・講師派遣とは、他の主体が開催する認知症に係る研修等に、講師・ファシリテータ

ー等の役割で協力・支援することをいう。

※研修の受講は含まない。

 24
初期集中支援チームへ

の関与

複数市町村のチーム活動に関与している場合でも、該当すれば「○」を選択。

センター内にチームを

設置（受託）

市町村からの業務委託を受け、疾患センターにチームを設置

している場合。

チーム員として参加
市町村が地域包括等に設置するチームに、チーム員として参

加している場合。

後方支援
チーム員ではないものの、チーム員会議での助言等、専門機

関としての後方支援を行っている場合。
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巻末資料３
被災地における認知症⽀援の実態調査：⼀次調査（依頼状/調査票） 





令和６年 11月 29日 

令和 6年度老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業分） 

「認知症の背景疾患等の実態ならびに専門的対応マニュアルに関する調査研究事業」 

における「被災地における認知症支援の実態調査」 

謹啓 

時下益々ご清祥のことと拝察申し上げます。 

このたび、令和 6年度厚生労働省老人保健健康増進等事業「認知症の背景疾患等の実態なら

びに専門的対応マニュアルに関する調査研究事業」（実施主体：一般社団法人 日本認知症学会 

社会対応委員会）において災害時における認知症支援対応マニュアルを整備することとなってお

ります。この対応マニュアルに反映することを目的として、被災地における認知症支援の実態調

査を実施することとなりました。 

御多忙な状況下でのお願いとなり、大変恐縮ですが、つきましては、同封の調査票に、可能な

範囲で結構ですので、ご回答の上、令和 6年 12月 20日までに下記 jsdr-office01@shunkosha.com

にご返信もしくは以下の QRコードからフォームでご回答いただきますよう、よろしくお願い申

し上げます。 

謹白 

 一般社団法人日本認知症学会 

理事長 岩坪 威 

社会対応委員会委員長 粟田 主一 

  マニュアル作成作業部会座長 中西 亜紀 

本調査の結果に関して、調査目的以外に利用することはございません。また、個人情報が外
部に特定されるなど貴施設・事業所やご回答者様にご迷惑をお掛けすることは一切ございませ
ん。 

問い合わせ先 

「被災地における認知症支援の実態調査」事務局 担当：山本 英里 

〒169-0072 東京都新宿区大久保 2-4-12 

新宿ラムダックスビル（株）春恒社内 

（受付時間：平日 9時～12時・13時～17時 45分）※年末年始（12/28～1/4）を除く 

TEL03-5291-6231 FAX03-5291-2176 jsdr-office01@shunkosha.com 
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記⼊⽇：

No. 質問事項

主たる所属施設等種別
（8・15・22のその他に該当の場合右に記載ください）
（18・19・20・21に該当の場合右にご記載ください） 都道府県名

併任の所属施設等種別
（8・15・22のその他に該当の場合右に記載ください）
（18・19・20・21に該当の場合場合右に記載ください） 都道府県名

Ｑ2 回答者
Ｑ3 回答者職種

（その他記⼊欄）
Ｑ4 被災種別
Ｑ5 災害名（例：能登半島地震）   年 ⽉ ⽇ 災害名：
Ｑ6 所在市町村名

職員⼈的被害状況
→２被害者ありの場合

Ｑ8 被災直後の施設運営（DPAT等の⽅は回答不要）  【翌 ⽇】
（その他記⼊欄）

 【３⽇後】
（その他記⼊欄）

Ｑ9 ライフラインの被災状況

Ｑ11 今回の災害以前に避難計画等を策定していましたか
策定していなかった場合、作成していなかった理由
をお答えください

（その他記⼊欄）

策定していた場合、活⽤されましたか
→1の場合、理由をお答えください
→2の場合、具体的な例をお答えください

認知症のある要介護⾼齢者等の介護者への対応とし
て特に⼯夫して取り組んだことがありますか

→2の場合、具体的な例をお答えください

    年   ⽉   ⽇

・下記の質問について、該当するものをプルダウンからご選択ください。
・その他、⾃由記載の回答欄については直接ご⼊⼒ください。
・該当しない質問については、回答しなくても結構です。
※尚、このアンケートは本件⽬的以外には使⽤しません。統計終了後は破棄処分致します。

Q1

Ｑ1-2

Ｑ7

・認知症のある要介護⾼齢者の介護者への対応について

認知症のある要介護⾼齢者等への対応について

・事前の避難計画等の策定について

Q15

Q13

Ｑ12

認知症があることによって課題と感じたことを記載
ください

被災地アンケート調査

Q14
避難計画等の策定に関して課題と感じたことを記載
ください

⾃由記載

⾃由記載
Q16

ご回答

１⾃治体 

基本的情報について

Ｑ10
Q9がありの場合、ライフラインの復旧状況をご記載
ください（記載時点でお答えください）

 （ ）市・町・村

（死者   ⼈、⾏⽅不明者    ⼈）

⽔ 道 （   ）⽇、週、⽉ 以内、未復旧
電 気 （   ）⽇、週、⽉ 以内、未復旧
ガ ス （   ）⽇、週、⽉ 以内、未復旧
その他 （   ）⽇、週、⽉ 以内、未復旧
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Q17
認知症のある要介護⾼齢者等の⼊所・⼊院の患者移
送を⾏いましたか
認知症があることにより課題と感じたことはありま
したか

（その他記⼊欄）

Q19 物資調達は⼗分でしたか

→1の場合、不⾜していた物資をご記載ください

Q21 プッシュ型⽀援が⾏われた地域について伺います

認知症の⼈への対応においてマニュアルを活⽤され
ましたか
→1の場合、活⽤しなかった理由をご記載ください
→2の場合、特によかったものをご記載ください

⽇本認知症学会のマニュアルを活⽤されましたか

→2の場合、感想をご記載ください

職員の被災状況や⼼理状態に配慮して勤務調整を⾏った

施設の資源を職員にも提供した

⾃施設で職員とその家族を受け⼊れた

その他（⾃由記載 ）

職員への⼗分なメンタルケアを⾏えなかった

⼈員不⾜になり、⼗分な休憩や休暇の付与が難しかった

⽀払いに困難を⽣じた

その他（⾃由記載 ）

地域での多施設間での顔の⾒える関係づくり

地域住⺠との交流

地域での避難訓練の実施

その他（⾃由記載 ）

・認知症のある要介護⾼齢者等の⼊所・⼊院の患者移送の有無と課題

⾃由記載

Q26
２次避難所について課題と考えたことを記載くださ
い

Q27

・職員への配慮・課題について
⾃組織の職員への配慮等について、特に⼯夫して取り組んだこと、あるいは課題と考えたことを記載ください。

2）課題について該当するものを選んでください
（複数回答可）

1）配慮について該当するものを選んでください
（複数回答可）

Q28

平時の取組で有⽤だったこと、あるいは平時に取り組んで
おけば良かったと考えることなどをご記載ください

（複数回答可）
（例）地域での多施設での顔の⾒える関係作り、地域での
避難訓練の実施など

⾃由記載

Q25
１.５次避難所を設置した場合にお答え下さい。
設置や利⽤の際に、とりわけ認知機能低下がある被
災者の場合に課題と感じたことをご記⼊下さい

良かった点を含め課題について記載ください

・マニュアルなどの活⽤の有無

・物資調達の課題について

・避難所について

Q24
１次避難所について課題と考えることを記載くださ
い

⾃由記載

Q22

⾃由記載

Q20

Q18

Q23

・平時の取り組みの有⽤性について
①地域連携
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ご所属 お名前
mail TEL

ご協⼒ありがとうございました。

○⼆次調査（ヒアリング）にご協⼒いただける場合は、お名前等のご記載をお願い申し上げます。

Q33 その他今後の課題についてご記載ください

⾃由記載

Q30
上記以外で平時の取組で有⽤だったこと、あるいは
平時に取り組んでおけば良かったと考えることなど
をご記載ください

⾃由記載

Q31 最も不⾜した⽀援についてご記載ください

Q32 最もよかった⽀援についてご記載ください

⾃由記載

⾃由記載

⾃由記載

・その他

Q29
平時の取組で有⽤だったこと（認知症についての学
習などを含め）、あるいは平時に取り組んでおけば
良かったと考えることなどをご記載ください

②認知症対応⼒

③その他
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巻末資料 4
被災地における認知症⽀援の実態調査：⼆次調査（依頼状） 





令和 7年 2月吉日 

令和 6 年度老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業分） 

「認知症の背景疾患等の実態ならびに専門的対応マニュアルに関する調査研究事業」 

における被災地における認知症支援の実態調査へのご協力のお願い 

謹啓 

時下益々ご清祥のことと拝察申し上げます。

このたび、令和 6 年度厚生労働省老人保健健康増進等事業「認知症の背景疾患等の実態なら

びに専門的対応マニュアルに関する調査研究事業」（実施主体：一般社団法人 日本認知症学会 

社会対応委員会）において災害時における認知症支援対応マニュアルの整備のための被災地にお

ける認知症支援の実態調査を行っており、その一環として、DPAT 隊員へのヒアリングを行って

おります。 

つきましては、本調査にご協力をお願いできれば幸いです。具体的には、貴院の DPAT 隊員の

中で、認知症の人やそのご家族を支援した経験のある方に、30 分から 1 時間程度お時間をいた

だき、対面でヒアリングを行わせていただければ幸甚です。 

ご多忙中大変恐縮ですが、ご高配の程何卒よろしくお願い申し上げます。 

謹白 

一般社団法人日本認知症学会 

理事長 岩坪 威 

社会対応委員会委員長 粟田 主一 

マニュアル作成作業部会座長 中西 亜紀

本調査の結果に関して、調査目的以外に利用することはございません。また、個人情報が外
部に特定されるなど貴施設・事業所やご回答者様にご迷惑をお掛けすることは一切ございませ
ん。 

問い合わせ先 

「被災地における認知症支援の実態調査」事務局 担当：山本 英里 

〒169-0072 東京都新宿区大久保2-4-12 

新宿ラムダックスビル（株）春恒社内 

（受付時間：平日9時～12時・13時～17時45分）※年末年始（12/28～1/4）を除く 

TEL03-5291-6231 FAX03-5291-2176 jsdr-office01@shunkosha.com 
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巻末資料 5
災害時の認知症対応マニュアル 





恥ずかしいことではありません。
一人で悩まないで、家族だけで頑張ろうとしないでください。
ご本人が安心できるように、助け合える方法が必ずあるはずです。

トイレに行きたいけどわからないのでしょうか？
いつもと違う場所に居心地が悪いのでしょうか？
不安な気持ちやさみしさが、よけいに落ち着きを
なくします。
「今は、あなたはここに居ていい」と、伝えられる
ように専門職の力を借りて、一緒に考えてみま
しょう。

大変なことが起こり、慣れない環境で、
誰もが不安です。
ただ、人は24時間のからだのサイクルが
あり、日中太陽の光を浴びて、カラダを
動かすと、夜眠りやすくなります。
それでもどうしても眠れないときは、
医師に相談しましょう。
今は、眠るための安全なお薬もいろいろ
あります。

眠れない眠れない

うろうろと落ち着かない

と思ったら
避難所で

「こんなとき どうしよう」
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どうしてよいかわからない、自分自身に対して、
不安で、いらいらしているのかもしれません。
家族以外が話をしてみるのもよいかもしれません。
漢方薬などの服用を検討してみる方法もあります。
あまり激しくならないうちに、相談しましょう。

せん妄をおこしているかもしれません。
知らないうちに、体の調子が悪くなっている
かもしれません。
昼夜のメリハリをつけるようにしつつ、医療
スタッフに相談しましょう。

認知症の人は、環境変化などで、ご様子が変わることもあります。
お役に立つ情報があるかもしれません。是非、見てみてください。
「被災した認知症の人と家族の支援マニュアル」

いらいらしている

居ないはずの人やないものが見えたり、
消えたりする/調子が変動する

今まで認知症と診断されていなかった人が、
認知症のように見える状態になることもあります。

令和６年度老人保健事業推進費等補助金(老人保健健康増進等事業分)（区分番号）第８２
　認知症の背景疾患等の実態ならびに専門的対応マニュアルに関する調査研究事業 
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避難所で過ごすことは、認知症の方にとっても
ご家族にとっても大変です。
生活再建までの間
「一時的な介護施設への入所」も
選択肢の一つです。
介護施設は退所や外出もできます。
経済的なご負担が心配な場合は
「福祉避難所」もあります。
避難所のスタッフに相談してみてください。

認知症の方のご家族へ

介護保険を使って

介護の困りごとは

上記にご相談ください。
連絡先は避難所のスタッフ・役所におたずねください。 

ち い き ほ う か つ し え ん
お住まいの地域の
地域包括支援センター

担当のケアマネジャー
いる

いない

令和６年度老人保健事業推進費等補助金(老人保健健康増進等事業分)（区分番号）第８２
　認知症の背景疾患等の実態ならびに専門的対応マニュアルに関する調査研究事業 
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被災した認知症の人と家族の支援マニュアル
＜介護用 簡易版＞

日本認知症学会

令和６年度老人保健事業推進費等補助金 (老人保健健康増進等事業分 )（区分番号）第８２
認知症の背景疾患等の実態ならびに専門的対応マニュアルに関する調査研究事業
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被災した認知症の人と家族の支援マニュアル
＜介護用簡易版＞

はじめに

　このマニュアルは、家族介護者と施設等の介護職を合わせた介護する人
が、すぐ手に取れるように作られています。
このたびの災害で被災され、避難所などで生活されている認知症の人と
家族、および被災地域で活動する介護職の人達を支援するために作成
しました。
　既に認知症の診断を受けている方も、受けていない方も、新しい症状・
これまでとは違う様子に気づいたら、ぜひ参考にしてみてください。
　避難先では、認知症等への対応に不慣れな親族、施設スタッフ、ボラ
ンティアなどが接すること、介護することが多くなります。住み慣れた
環境とは少し違う考え方、判断、対応のしかたが必要な場合があります。

－ ご本人への接し方の基本 ・・・・・・・・ P1

－ 不安への対応 ・・・・・・・・・・・・・ P2

－ いらいら・興奮への対応 ・・・・・・・・ P3

－ 幻覚・妄想への対応 ・・・・・・・・・・ P4

－ うろうろと落ち着かず出歩いてしまう人への対応 ・・ P5

－ アパシー（意欲の低下・無関心）や抑うつへの対応 ・ P6

－ 不眠への対応 ・・・・・・・・・・・・・ P7

－ 排泄の問題への対応 ・・・・・・・・・・ P8

－ お役立ち情報へのアクセス ・・・・・・・ P9　

1
2
3
4
5
6
7
8
9

ご本人への支援

－340－



1

　認知症では、記憶障害、見当識障害（日にちや時間、場所などがわからない）
や実行機能障害（段取りができない、手順がわからない）などの認知機
能障害だけでなく、環境やケア、健康状態、心理状態などの影響によって、
不眠、幻覚、妄想、興奮、動き回る、焦燥（いらいら）、抑うつといった種々
の行動・心理症状（BPSD）が見られることがあります。今までと違う
症状に気づかれたら、薬を使う前に、適切なケアや環境調整、健康チェック
が大切です。BPSDは認知症の人の SOSとも言われ、症状の発現を未
然に防ぐこと、早期に対応することが大切です。
まず、ご本人が安心して過ごせるにはどうしたらよいか、考えてみましょう。

ご本人への接し方の基本

早口で、後ろから、大勢で、いっぺんに言わずに、
目を見て ひとつずつ あわてずに 話してみま
しょう

あなたはここに居てよい、と安心できるように、接しましょう。
発言が正しいかどうかではなく、何に困っているのかをひもとき、
本人の言うことを否定しないようにしましょう。家族や介護者も、
普段と違って適切に接している余裕がない場合が多いでしょう。
自分だけで悩んで抱え込まず、ケアをすることに辛さを感じる
ことがあれば、まずは身近な専門職に、早めに相談・対応しましょう。

基本的に望ましい対応

1
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●認知症の人は、普段から不安を抱えています。さらに、被災したために
自宅とは違う見慣れない場所に避難しているということを理解できな
かったり、すぐに忘れてしまったりしがちです。いつも一緒にいた家族や
なじみの隣人、知人が周囲に見当たらないと不安な気持ちはさらに強く
なります。

●認知症の人は、周囲の人々の様子や表情、態度、話し方に
とても敏感です。“なぜこんなことを言われる（される）の
だろうか ” “自分は邪魔者なんだ ”などの想いが浮かんでくる
かもしれません。不安感あるいは怒り、恐怖などから、不眠、
うろうろと動き回る、興奮して大声を出す、などの症状
が出てくることも少なくありません。

●困難な状況のなかでも、あなたは私達とここに居て良い、ひとりでは
ないとのメッセージを発信することが重要です。必ずしも言葉だけで
はなく、うなずくあるいは優しく手を握る、肩を抱くなどの行動でも
伝えることができるでしょう。

不安への対応2
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● 認知症の人が示す症状には意味があります。
本人が興奮しているとき、あわてて一緒になっ
て怒らずに、その理由を考えてみましょう。
そこに解決の糸口があります。

● 薬で抑えようと考える前に、優しい態度で
接し、その人の気持ちを探ってみましょう。
原因を取り除くことで、興奮が治まる可能性
があります。
周囲が許容できるときには、本人に好きなよう
に感情を出して、自分の思いをはき出しても
らうことで、その後、精神的な安定が得られ
るかもしれません。

● 環境や体調が変わることで、これまでとても具合よく使えていた薬
があわなくなる場合があります。医療スタッフには、服用している
薬をすべてチェックしてもらいましょう。

いらいら・興奮への対応3
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● 物盗られ妄想などの被害妄想は、アルツハイマー型認知症などで記憶力
低下が強い時に起こりやすい妄想です。背景には、不安や喪失感が隠れて
います。安心を与えるケアが症状緩和に役立ちます。

幻覚・妄想への対応

● あたかもそこに見えているようなリアルな幻視や、
配偶者を別人と言うような誤認妄想があれば、アルツハ
イマー型認知症よりもレビー小体型認知症が疑われます。

●レビー小体型認知症の幻視は、特定の誘発しやすい物
があったり、視線を移動すると消失することが多いので、
誘発する物を移動したり隠したりして見えなくする、視線
や関心を他の方向に向けるようにするといったことも試し
てみましょう。

●「私には見えないので、あなたに見えているのは幻覚かもしれませんね」と、
それを『まぼろし』として客観視できるように導けると良いでしょう。

※ レビー小体型認知症の人は薬が効きやすく、副作用も出やすいので、薬について
は医師に相談しましょう。

※ 幻覚・妄想は、せん妄（意識障害の一種）でも出現します。

4

※妄想が強い場合は、薬で軽くすることができます。医師に相談しましょう。 

　 本人にとっては、物が無くなったことは事実なので、
まずは訴えを聞いて、落ち着いて対応しましょう。

 　「盗られた」と訴える内容を否定するのではなく、
「それは困ったね」など、「困っている気持ち」に共感
するような言葉かけをしましょう。

　 可能であれば話題を変えたり、犯人にされている場合は
見守れる範囲で本人と少し離れてみたりしましょう。

1.

2.

3.
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● 本人には動き回る目的があるので、まずは優しく接し、
なんで動き回るのか（出て行こうとするのか）その理由
を聞いてみてください。
きっかけは、トイレに行こうとしたのかもしれません。
（避難していることを忘れて）自宅に帰ろうとしているか
も知れません。

●  横に並んでしばらく一緒に歩いていると、心が通じ、会話に答えてく
れるようになるでしょう。
座り心地の良さそうな椅子などを探して「少し腰掛けて休みましょうか」
などと安心できるように声をかけてみましょう。

● 背景には、その場所が自分の居場所ではないという思いや、自分の役割
がないという思いが隠れています。日課や役割を作ることも、解決につな
がります。

● 服の裏には、氏名、連絡先などを書いておきましょう。ポケットの中に
も名前や年齢、連絡先などを書いた紙を入れておきましょう。

●  日中は、なるべく身体を動かすように日課を作っ
たり、できるだけ日光を浴びられるよう散歩をし
たりしましょう。

●  少しでも目を離すと飛び出してしまうような場合
は遠慮せず相談しましょう。

うろうろと落ち着かず出歩いてしまう人への対応5
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● 被災や近親者との死別に伴う正常なストレス反応として、意欲が
なく、ぼーっとしていて活動しない、落ち込んでいるといった症状が起
こります。それは一過性のことが多いので、温かく見守ることが大切で
す。

● 被災をきっかけとしてうつ病や抑うつ状態も生じますが、高齢者で
はそれらの経過中に認知症に気づかれることがあります。認知症にうつ
病が合併した場合、コミュニケーションがうまくとれなくなるため、体
調不良にも気づきにくくなります。おかしいなと思ったら遠慮せずに医
師に相談しましょう。

アパシー（意欲の低下、無関心）や抑うつへの対応6

※ うつ病と認知症の違いは、偽性認知症（被災した認知症の人と家族の
支援マニュアル〈詳細版〉）を参照してください
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●ぐっすり眠ることが、脳の健康のためにきわめて
重要です。少しでも安眠できる環境調整が必要です。

●昼間はなるべく身体を動かすようにし、明るい
屋外で散歩するなど日光を浴びましょう。

※ 今は、副作用の少ないお薬（睡眠薬など）もあります。がまんしすぎずに、医師
に相談しましょう。

不眠への対応7

介護用詳細版には、不眠への対応、せん妄について等のほか、
認知症の投薬の基本なども載っています。
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★避難所などでは、安心して排尿・排便できる環境設定
が最重要です。

●なるべくトイレに行かなくてすむようにと考えて、
食事や水分摂取を減らすと → 脱水→ せん妄 や認知症
の症状悪化を引き起こします。

●精神的なストレスや、トイレが少ない避難環境では、便秘になりがち
です。「水分を十分にとる」「からだを動かす」「可能であれば通じの
つきやすい食物を摂取する」といった予防策が、便秘対策の基本です。

● 便を軟らかくする薬（緩下剤）や排便を促す内服薬や座薬などが
あります。必要な場合は、医師に相談してください。

●認知症では、尿意はあるのにトイレの場所が分からずに排泄に失敗
する場合があります。目の高さくらいの所に「トイレ」「便所」などと
わかりやすく大きく書いた目印をつけてみましょう。人的な余裕のある
場合には、定期的にトイレに誘導すると尿失禁の回数の減少が期待でき
ます。

● 排泄の失敗を叱らないようにしましょう。
とがめることで、逆に怒られたくないからと、
水分を控えてしまったり、失禁で汚れた衣服を
隠すなどの、周囲が困るような行動が増える
場合もあります。

排泄の問題への対応8
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「被災した認知症の人と家族の支援マニュアル
＜介護用詳細版＞」には以下の情報があります

9 お役立ち情報へのアクセス
Ⅰ．本人への支援＜介護家族や介護職等が提供する支援＞
　１．代表的な症状への対応
　　１）不安への対応
　　２）いらいら・興奮などへの対応
　　３）幻覚・妄想への対応
　　４）うろうろと歩き回ることへの対応
　　５）アパシー（意欲の低下、無関心）や抑うつへの対応
　　６）不眠への対応
　　７）排泄の問題への対応
　２．認知症介護に必要な医療の知識
　　１）せん妄 
　　２）認知症の投薬の基本
　　３） 偽性認知症：認知症の症状を示すが回復可能で認知症

ではない
　　４）認知症を疑わせる症状
　３．認知症の人の環境調整
　　１）ストレスを減らす
　　２）混乱をなくす
　　３）うろうろと歩き回ることへの対応
Ⅱ．家族介護者への支援
　１．家族介護者の不安
　２．相談役
Ⅲ．ケアスタッフへの支援
Ⅳ．お役立ち情報

その他、被災した認知症の人と家族の支援マニュアル（医療用）
なども用意されています。是非ご覧ください。
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被災した認知症の人と家族の支援マニュアル＜介護用詳細版＞

被災した認知症の人と家族の支援マニュアル＜介護用詳細版＞　
日本認知症学会 被災者支援マニュアル作成ワーキンググループ編

このマニュアルの目的と対象

　このマニュアルは、このたび被災され、避難所などで生活されてい
る認知症の人と家族、およびその介護職の人達などを支援するため
に作られています。
　また、このマニュアルは、既に認知症の診断を受けている方を想定
して書いています。これまで診断されていない方でも、認知症を疑わ
せる症状（12ページ参照）が出てきたら、認知症なのか一過性の
症状（偽性認知症やせん妄）なのか、経過を見て、きちんと診断を
受ける必要があります。
　このマニュアルでは寝る場所や寝具、および食べ物や水が確保さ
れていることを前提にしています。人間の欲求を、必要度を元にし
て順に示すと、まず「寝る場所と食べ物の確保」、次に「健康状態の
維持」、そして次の段階が「仲間がいて安心して過ごせること」、そ
してさらに「役割があり他者に認められること」、そして最上の段階
が「自己実現」です。認知症の人と家族がぐっすり眠れて充分食べ
られる環境整備が先決です。その上で、健康状態を維持する医療が
提供され、認知症の人と家族が安心して生活し、役割と生き甲斐を
持って生活できることを支援する実践的な介護マニュアルをめざし
ています。
　なお、本マニュアルは、被災現場での介護のアドバイスを載せた
ものです。最終的な判断は、現場で介護している方々に委ねます。
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被災した認知症の人と家族の支援マニュアル＜介護用詳細版＞

Ⅰ．本人への支援＜介護家族や介護職等が提供する支援＞
１．代表的な症状への対応
　認知症の症状には、記憶障害、見当識障害（日にちや時間、場所
などがわからない）や実行機能障害（段取りができない、手順がわ
からない）などの認知機能障害だけでなく、不眠、焦

しょうそう

燥（いらいら）、
幻覚、妄想などといった種々の行動・心理症状（BPSD：Behavioral 
and Psychological Symptoms of Dementia）があります。BPSD
は、環境やケア、健康状態、心理状態などの影響を強く受けるので、
薬物投与よりも、まずは適切なケアや環境調整、健康チェックが大
切です。
　また、BPSDは発現を未然に防ぐこと、あるいは出現時に早期に
対応することが大切です。普段の生活の中で、本人の言うことを否
定せずに聞く、共感を示す、褒

ほ

める、など本人が安心する介護を心
がけることが、BPSDの発現を防ぐことにつながります。もしかす
ると BPSDかなという徴

ちょうこう

候が現れた場合は、まずは身近な専門職に
早めに相談して対応を考えましょう。

１）不安への対応
＊  認知症の人は、以前は当たり前にできていたことがうまくできず、
また記憶力が低下すると時間の流れがわからず、普段から不安を
抱えています。不安な認知症の人が安心できるのは、周囲の人との
温かいコミュニケーションです。笑顔で優しい声かけなどのポジ
ティブな対応が望まれます。逆に、大声で叱ったり、厳しく間違
いを指摘したりすると、不安が増大します。これが基本原則です。

＊  認知症の人は、精神的に不安定になりやすい傾向があるため、特
に慣れた環境から大きく変わった状況におかれ、さらに、いつも
一緒にいた家族や隣人、知人が周囲に見当たらないと不安症状が
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より強くなることが予想されます。
＊  認知症の人は、周囲の人々の様子や表情、態度、話し方にとても
敏感です。周囲の人が強い口調で注意したり怒ったりすると、言
われた本人は、“なぜこんなことを言われるのだろう？ ” “ 自分は
家族や知り合いから嫌われているのか？ ” “ 自分は邪魔者なんだ ”
などの想いが浮かんでくるかもしれません。そこから、不安感あ
るいは怒り、恐怖などの感情が生じて精神的に不安定な状態にな
ることもあります。この状態が誘因となって不眠やいらいらなど
が出現してくることも少なくありません。

＊  困難な状況の中でも、家族や周囲の人々は笑顔で本人の目をみな
がら優しい言葉で話しかけるようにしたいものです。そして、本
人の訴えや想い、辛さを周囲の人々はしっかり受け止めています
よ、とのメッセージを発信することが重要です。このメッセージは、
必ずしも言葉だけではなく、うなずく、あるいは優しく手を握る、
肩を抱くなどの行動でも伝えることができます。

＊  認知症の人と一緒にいる時間を多く取る、一緒に行動することで
本人は安心できることが多いと思います。この人と一緒にいれば
自分は安全なのだ、ここにいれば自分は大丈夫、と本人が感じら
れる対応を心がけるようにしましょう。

２）いらいら・興奮などへの対応
＊  認知症の人が示す症状には意味があり、その理由があるはずです。
その人の立場になって、その理由を考えてみる。そこに解決の糸
口があります。興奮しているから、薬で抑えようと考える前に、
優しい態度で接し、その人の気持ちを探って下さい。そして、い
らいらの原因を見つけ、取り除いたり緩和したりすることができ
れば、興奮が治まる可能性があります。本人や介護者に身体的な
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危険性がなく周囲が許容できるときには、好きなように怒っても
らうのも一つの方法です。自分の思いを吐き出すことで、その後、
精神的な安定が得られるかもしれません。一緒になって怒らずに、
その思いを受け止めましょう。

＊  せん妄に伴う興奮の場合は、せん妄の誘因（8ページ参照）を除
去するとともに、せん妄の治療も必要になります。

＊  認知症と診断されて投薬を受けていると、ドネペジル（アリセプ
ト®、アリドネパッチ®等）やガランタミン（レミニール®等）、
リバスチグミンパッチ（イクセロンパッチ®、リバスタッチパッ
チ®等）などのコリンエステラーゼ阻害剤が処方されていること
が多いと思います。これらの薬剤は認知機能や意欲を高めますが、
いらいらが悪化することが稀にあります。これらの薬剤の減量～
中止を試みるのも一つの方法ですので、医師にご相談下さい。他
にも、内服薬が興奮（せん妄によるものを含めて）に関係してい
ることがあるので医師に薬をチェックしてもらいましょう。

＊  周囲の人に危害を加えるような場合は、早く医師に診てもらいま
しょう。

３）幻覚・妄想への対応
＊  物盗られ妄想などの被害妄想は、アルツハイマー型認知症に多い
妄想です。本人にとっては、物が無くなったことは事実なので、
まずは訴えに耳を貸し、穏やかに対応します。本人の言っている
ことは否定せず、「そう思うんですね」「つらいですね」などと共
感的な言葉かけを行った上で、可能であれば話題を変えたり、見
守れる範囲で本人と少し離れてみたりしましょう。物盗られ妄想
の背景には、不安や喪失感が隠れています。本人が安心できるケ
アが症状緩和に役立ちます。
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＊  妄想が強い場合は、薬で軽くできることがあります。医師に相談
しましょう。

＊  あたかもそこに見えているかのようなありありとした幻視や、配
偶者を別人と言うような誤認妄想があれば、アルツハイマー型認
知症よりもレビー小体型認知症が疑われます。

＊  認知症の人にみられる幻視への対応の基本は、本人に不快なもの
でない時、周囲の人々に身体的な危険性がない時には、様子をみ
るのが一番よいと考えます。無理に薬剤で幻視を消失させようと
すると、薬の副作用によって状態をより悪化させる可能性がある
からです。本人の訴える幻視と上手につき合っていく方法を考え
てみましょう。たとえば、「あそこに見える人は悪さはしないから、
しばらくこちらに来てお茶でも飲みましょう」などと声かけを行
うと安心してくれます。

＊  レビー小体型認知症の幻視に対して、介護者は慎重に対応するこ
とが求められます。本人には見えているので、あまり強く否定せず、
しかし「私には見えないので、あなたに見えているのは幻覚かも
しれませんね」と、それを『まぼろし』として客観視できるよう
に導けると良いでしょう。本人も、周りの人には見えていないこ
とを、わりと受け入れてくれます。「見えているけれど、そのまま
にしておけばいい」と本人に安心してもらうことが大切です。一方、
レビー小体型認知症でみられる幻視は、視線を移動すると消失す
ることが多いので、幻視を誘発する物を取り除いたり、視線や関
心を他の方向に向けたりするようにするのも一つの方法です。

＊  レビー小体型認知症は、薬の作用や副作用が強く出るので、薬に
ついては医師に相談しましょう。

＊  幻覚・妄想は、せん妄（意識障害の一種；8ページ参照）でも出現
します。普段と雰囲気が変わって目が据わっている、反応が鈍い、
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ぼーっとしている、話にまとまりがない、無目的な行動をくり返す
などの症状が一緒に見られたり変動したりする場合は、せん妄が
疑われます。レビー小体型認知症でも、このような状態と、とても
明瞭な状態が短時間で入れ替わって出現することがしばしばあり
ます。

４）うろうろと歩き回ることへ対応
＊  介護者からみたら困った行動でも、本人には目的があります。ま
ずは優しく接し、なぜ動き回るのか（出て行こうとするのか）そ
の理由を聞いてみてください。そして、「そうですね、○○できる
といいね」などと声をかけます。理由が分かれば対応の糸口にな
ります。本人にとっての事実を否定しないようにしましょう。

＊  横に並んでしばらく一緒に歩いていると、心が通じ、会話に答え
てくれるようになるかもしれません。座り心地の良さそうな椅子
などを探して「少し腰掛けて休みましょうか」などと声をかけると、
安心を生むでしょう。

＊  背景には、その場所が自分の居場所ではないという思いや、自分
の役割がないという思いが隠れています。日課や役割を作ること
も、解決につながります。

＊  服の裏には、氏名、連絡先などを書いておきましょう。ポケット
の中にも名前や年齢、連絡先などを書いた紙を入れておきましょう。

＊  日中は、なるべく身体を動かすように日課を作ったり、一緒に散
歩をしたりしましょう。

＊  薬はあまり効果的ではありませんが、少しでも目を離すと飛び出
してしまうような場合は医師に相談しましょう。

５）アパシー（意欲の低下・無関心）や抑うつへの対応
＊  被災や近親者との死別に伴う正常なストレス反応として、意欲が
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なく、ぼーっとしていて活動しない、落ち込んでいるといった症
状が起こります。それは一過性のことが多いので、温かく見守る
ことが大切です。

＊   被災に伴うトラウマ状況をきっかけとしてうつ病や抑うつ状態も
生じますが、高齢者ではそれらの経過中に認知症に気づかれるこ
とがあります。

＊  認知症の人にうつ病が合併した場合、コミュニケーションがうま
くとれなくなり、さらに意欲低下や体重減少といった症状を示し、
対応が難しいので医師に相談しましょう。

＊  うつ病と認知症の見分けは、偽性認知症（11ページ）を参照し
てください。

６）不眠への対応
＊  ぐっすり眠ることは、脳の健康のためにきわめて重要です。安眠
できる環境調整が重要です。

＊  昼間はなるべく身体を動かすようにし、明るい屋外へ散歩に出て
みましょう。

７）排泄の問題への対応
＊  避難所などでは、安心して排尿・排便できる環境づくりが最重要
です。水洗機能を失ったトイレでの排泄回数を減らすために食事
や水分摂取を減らす→脱水→せん妄や認知症の症状悪化、という
流れにならないような配慮が大切です。

＊  精神的なストレスや、トイレが少ない避難環境により便秘になり
がちです。「水分を十分にとる」「からだを動かす」「可能であれば
通じのつきやすい食物を摂取する」といった予防策が、便秘対策
の基本です。
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＊  便を軟らかくする薬（緩下剤）や排便を促す内服薬や坐薬などが
あります。必要な場合は、医師に相談してください。

＊  アルツハイマー型認知症では、尿意はあるのにトイレの場所が分
からずに排泄に失敗する場合があります。目の高さくらいの所に
「トイレ」「便所」などと大きく書いた目印をつけてみましょう。
人的な余裕のある場合には、(尿失禁の頻繁な認知症の人に対して)
定期的にトイレに誘導すると尿失禁の回数の減少が期待できます。

＊  対応で最も大切なことは、尿・便失禁を起こしても叱らないこと
です。排泄の失敗を、周囲の人々はどうしてもきつい口調で注意
あるいは叱りがちです。叱る、とがめることで、逆に周囲が困る
ような行動が増える可能性があります ( たとえば，怒られたくな
いから失禁で汚れた衣服を隠すなど )。

２．認知症介護に必要な医療の知識
１）せん妄 
　一般に高齢者は「せん妄」をおこしやすく、また、認知症の人は
しばしばせん妄を合併します。特に、認知症の症状が急に悪化した
ときは、せん妄の有無を見分けることが重要です。せん妄では、身
体の病気が背景に隠れている場合があり、それに対する適切な医療・
ケアでせん妄が良くなることも多いからです。
　せん妄は、ぼーっとして、反応が鈍く、話にまとまりがない、何
かに取り憑

つ

かれたような表情をしている、幻覚や妄想が出る、動き
回るなど無目的な行動を繰り返す、あるいは逆に急に食事を摂らな
くなる、話をせずにじっとしているなど精神活動の低下を示す、と
いったさまざまな形をとる場合があります。

＊  認知症の人は、環境や身体状態のわずかな変化でせん妄を引き起
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こしやすいという特徴を持っています。認知症の症状が急速に悪
化したときは、まずせん妄の合併を疑う必要があります。

＊  被災による環境の変化や心理的不安そのものでもせん妄は生じま
す。温かく、安心できる環境設定が望まれるのは言うまでもあり
ません。声をかけるだけで落ち着くこともあるので、優しい声か
けをお願いします。

＊  せん妄の誘因には、脱水や発熱、 痛、便秘などがあります。まず、
全身状態のチェックをすることが大切です。ただ、認知症の人は、
ご自分から症状を訴えられないことも多いので、「元気がない、食
欲がない、お腹が張っている」などの様子がみられた時は要注意
です。

＊  認知症の人は、夜寝られずに日中うとうとすることで昼夜逆転、
さらに夜間せん妄に移行することが少なくありません。避難所な
ど集団生活では睡眠の確保は難しいのですが、可能な限り夜間の
睡眠時間を確保したいものです。

＊  誘因となる疾患：感染症（インフルエンザ、COVID-19（コロナ）、
肺炎、尿路感染症、感染性胃腸炎など）、代謝障害（肝障害、腎障
害など）、心不全、呼吸不全などでもせん妄を生じやすくなります。
こうした疾患の有無のチェックも大切です。

＊  薬剤性のせん妄：頻尿治療薬（排尿回数を減らす薬）、胃潰瘍の薬、
かゆみ止め、風邪薬、抗不安薬（精神安定剤）、睡眠薬、抗うつ薬、
効果の強い痛み止めなどだけでなく、普段よく使われる薬剤がせ
ん妄の引き金になる可能性があります。薬の種類・数が増えるほど、
せん妄の危険性が増します。

＊  反応の鈍さや話のまとまりのなさなどの症状が徐々に進行する場
合は、慢性硬膜下血腫などが隠れている可能性もありますので、
病院で検査が必要です。
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２）認知症の投薬の基本
　BPSDへの対応は、適切なケアや環境調整を第一に行います。投
薬はあくまでも一時的な対応策です。あまり困っていない症状や早
急に身体的な危険性が迫っていない症状に対しては、無理に対応す
る必要はありません。以下は、薬が必要な場合の要点です。
＊  認知症の薬物療法は、対症療法が基本です。いらいらして動き回っ
たりする活発な興奮状態なのか、やる気がなくぼーっとしている
活動性が低下した状態なのか、と大きく分けて対応します。

＊  興奮を鎮
しず

める薬は、体の動きやバランス、飲み込みなどを悪化さ
せる可能性があります。ふらつきや眠気、飲み込みが悪いなどの
副作用が出現したらいったん内服を止めて医師に連絡しましょう。
強い効果はないですが、注意して使うと副作用が少ない漢方薬も
あります。

＊  ドネペジル（アリセプト®、アリドネパッチ®等）やガランタミン（レ
ミニール®等）、リバスチグミンパッチ（イクセロンパッチ®・リ
バスタッチパッチ®等）は認知機能や意欲を高める薬ですが、下
痢や腹痛、食欲不振などの消化器症状、徐脈、喘息（気管支の収縮）
などの副作用に注意が必要です。

＊  やる気がない、落ち込んでいる、などの様子が見られるときはう
つ病かどうか診察を受けましょう。

＊  レビー小体型認知症では、種々の薬剤に対して作用や副作用が強
く出るので、薬は少量使うのが基本です。また、自律神経機能障
害により失神する（意識を失う）ことがありますがそのときは、
まず横になりましょう。けいれんや、呼吸をしていないなどでな
ければ慌てずに横になって数分間様子を見ましょう。

＊  被災後の混乱状況では、本人が薬を自分で管理できない場合も多
いので、家族や周囲の人たちと、服薬管理できる方法を考えましょう。
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３）偽性認知症：認知症の症状を示すが回復可能で認知症ではない
＊  大きなショックを受け、避難所の中で不活発な状態でいると認知
症の症状が現れることがあります。しかし、適切な医療・ケアで
回復する場合も多いので、ただちに認知症と判断しないようにし
ましょう。

＊  うつ病でも認知症と似た症状になります。やる気がなくなって、
身の回りのことなどができなくなりますが、認知症と違って、今
いる場所や時間などの状況がわかっている（見当識が良い）、隣の人
の状況などを正しく判断しているといった特徴があります。また、
それらを質問すると、アルツハイマー型認知症の「取り繕

つくろ

い現象」
とは異なり、「わかりません」などと即答する傾向があります。

＊  うつ病では、認知症よりも食欲低下や不眠が高率にみられます。
うつ病では、気持ちが内向的、悲

ひあいかん

哀感、不安、焦
しょうそうかん

燥感、自分を責
める、罪

ざいごうかん

業感などの症状が目立ってきます。認知症では、どちら
かというと他人の責任にしたがる傾向がみられます。

＊  偽性認知症は、本人が安心できるような適切な声がけなどのケア、
低栄養状態の改善、熟睡できる環境の調整、過量投与されている
薬剤の減量・中止、あるいは適切な投薬などで回復します。認知
症と決めつけないで、まずは安心できる快適な環境調整を行って
みましょう。うつ状態の場合は、少量の抗うつ薬や抗不安薬（安
定剤）などが有効かもしれません。医師に相談しましょう。

＊  ただし、震災のストレスや不安がきっかけで、気づかれていなかっ
た認知症が明らかになってくる場合もあります。

＊  全身性の病気や慢性硬膜下血腫などが隠れていることもあります
ので、症状が進行する場合は、病院で検査が必要です。
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４）認知症を疑わせる症状
　以下の症状がいくつか見られたら認知症かもしれません。早めの
気づきが大切です。
＊  同じことを何度もくり返し聞く
＊ 被災したことを忘れている、避難所にいることなどが分からない
＊  置き忘れ、しまい忘れが多く、頻

ひんぱん

繁に捜し物をする
＊  無くなったものを盗られたという
＊  出来事の前後関係がわからなくなり、日にちが混乱している
＊  薬を管理してきちんと内服することができなくなった
＊  複雑な話を理解できなくなった

３．認知症の人の環境調整
１）ストレスを減らす
＊  認知症の人の心は、周囲の状況の鏡です。周りの人が穏やかだと
落ち着きますが、周りの人がいらいらしているといらいらしてし
まいます。あなたは一人ではないのですよ、周りにあなたのこと
をよくわかっている、あなたのことを気に掛けている人がいます
よということを、言語を通してあるいは言葉使いや態度で本人に
伝える努力が周囲の人々に求められています。

＊  避難所で過ごす場合は、部屋の隅
すみ

の方などの、落ち着ける場所が
望まれます。刺激が多いと落ち着かなくなります。特に大きな声
が聞こえると不安が強くなります。

＊  安心して眠れる環境が必要です。本人と最も近しい家族が横で寝
ることで安心して睡眠をとることができるでしょう。不眠はせん
妄を誘発します。

＊  知り合いが近くに居る環境が必要です。認知症の人を見知らぬ人
の中で一人にしないようにしましょう。手を握ったり、優しく声
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をかけたりすることが有効です。一人でいると、不安になりやす
いのです。家族が用事でその場を離れるときには、一緒に移動す
るか、あるいは精神的に親しい人に傍

そば

に付き添ってもらうように
しましょう。

＊  認知症の人が安心して排泄できる場所を確保しましょう。安易に
おむつを当てると尊厳が損なわれ、生きる力が失われることがあ
ります。また、BPSDに結びつくこともあります。

＊  重度の認知症の人は、いろいろなものを口に入れる可能性があり
ます。危険なものは戸棚にしまう、高いところに置くなどの注意
が必要です。

　認知症の人は、避難所から、落ち着ける場所になるべく早く移れ
るよう、担当者に相談しましょう。介護保険を既に利用している人
はケアマネジャーに、介護保険未申請の場合は地域包括支援センター
に早急に相談しましょう。サービスの利用についてご本人が気が進
まないという場合もありますが、まずは安全で落ち着ける環境に移
ることを優先し、ショートステイ等の一時的な入所サービスの利用
をためらわないことも重要です。自宅での介護を再開するには、ま
ずご家族の生活の立て直しが肝要で、それが認知症の本人にとって
も良い結果に繋がります。

２）混乱をなくす
＊  一人にしない。トイレや入浴等で認知症の人から離れなくてはい
けないときは、避難所の方や周囲の方に一緒にいていただく、一
緒におしゃべりしていただくなどをお願いしましょう。すべて一
人で抱え込まず、周囲に助けを求めましょう。

＊  認知症の人が落ち着かなくなったら、叱るのではなく、「どうした
の」と優しく声をかけてください。あなたの声の調子が相手の心

－365－



14

被災した認知症の人と家族の支援マニュアル＜介護用詳細版＞

に影響を与えます。穏やかに話しかけ、なぜ怒ったのか原因を聞き、
その原因となっているものを取り除くように努めます。原因がはっ
きりしない時は、前出の項目で記載されている BPSDの誘因に該
当するものはないかを検討してみましょう。

＊  散歩も有効です。明るいところでの律動的な運動は、うつ的な気
分を弱めます。また、ずっと座っていると下肢の静脈血栓（エコ
ノミー・クラス症候群）を誘発します。

＊  くり返し放映されるテレビの衝
しょうげきてき

撃的な映像は、認知症の人の不安
を強くする可能性があります。

＊  避難所で役割がないと、ただじっと座っているだけになり、使わ
ないことによる心身の衰

おとろ

えを来す可能性があります。認知症の人
にもできる作業があるはずです。できることをさがし、日課を作
ることが、生き甲斐となり、生活意欲を高めて、認知機能だけで
なく心身の機能の維持に役立ちます。

＊  肩たたきなどの非言語的コミュニケーションはお奨
すす

めです。避難
所生活では身体活動が低下しがちです。相互に肩を叩く、足のマッ
サージを行うなどの行為は受ける方の気持ちだけでなく、提供す
る方の気持ちも和みます。認知症の人も他人の役に立つ喜びを感
じ、BPSDの予防に役立ちます。

＊  可能であれば傾聴ボランティア（話を聞く人）を避難所の中で募
りましょう。傾聴ボランティアをする人も一緒に元気になります。
生活には役割が必要です。

＊  特に、体育館のような広い避難所では、道具置き場等の小さな部
屋を利用して、デイサービスのように介護の必要な方に集まって
いただき、ケアできると良いでしょう。仲間がいて話をするだけ
でも構いません。人との触れ合いは大切です。

＊  避難所が学校であれば、教室の 1つをデイサービス＆ショートス
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テイとして確保し、認知症の人が落ち着きを取りもどしているケー
スがあります。

３）うろうろと歩き回ることへの対応
＊  避難所では、周囲の人や管理者に認知症であることを知らせ、行
方不明にならないよう見守りを手伝ってもらう必要があります。

＊  夜間に動き回ったとしても、外には出られないような工夫が必要
です。認知症の人の生活スペースを部屋の隅

すみ

にして衝
ついたて

立などで区
切る、夜間は出入り口の前に衝立を置くなど、条件に応じて適切
な対処方法をとれるよう、管理者と相談して対応しましょう。

＊  BPSDが原因で周囲の人達から非難されて避難所に居られなくな
ることがないよう、周囲の理解を得ることが必要です。また、上
記のようにデイサービスを確保できると良いでしょう。

Ⅱ．家族介護者への支援
　認知症の人を介護している家族は、家族自身もゆとりがない上に、
避難所では周囲の人からいろいろ苦情を言われたりして、とても肩
身の狭い思いをしています。認知症の人にさまざまな BPSDが認め
られても、本人を責めたりせず、家族も安心できる言葉をかけましょ
う。まず、家族が穏やかな状態でいることがとても重要です。

１．家族介護者の不安
＊  認知症の人を避難所で介護する人は、今後の不安に加えて、目を
離せない、二人分の生活の確保など、ストレスの多い生活を余儀
なくされています。介護者が倒れては大変です。遠慮しないで、
自分の状態も診てもらいましょう。不安が強い場合は抗不安薬（安
定剤）、うつ状態の場合は抗うつ剤を医師に処方してもらうことも
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可能です。適切な治療で、重度化の悪循環から抜け出せる様にす
ることが望まれます。

＊  介護者が倒れないよう、健康チェックと、持病に対する治療も重
要です。

＊  介護者もぐっすり眠れる環境がとても重要です。不眠は、介護者
の精神状態を悪化させ不安定にします。そして、それが認知症の
人の介護に悪影響を与えます。つい、自分のことは後回しにして
しまいがちですが、介護者の方は遠慮しないで、自分の状態も相
談して、必要な診察を受けましょう。

＊  家族同士でたくさんほめあい、ねぎらいあってください。介護者
の笑顔は認知症の人本人に反映されます。

２．相談役
＊  家族が親身に相談できる人が居ることが介護負担を減らします。
まずは介護や医療の専門職に相談しましょう。介護保険利用者は
ケアマネジャー、介護保険未申請あるいはケアマネジャーがまだ
いない方はお住まいのエリアの地域包括支援センターが相談先で
す。

＊  介護者の話を聞いてくれるような親戚や友人と連絡が取れる情報
環境（電話など）は大切です。

＊  電話相談の情報を 19ページに掲載しています。

Ⅲ．ケアスタッフへの支援
　被災した認知症の人を、定員をオーバーして受け入れている介護
施設では、環境変化によって落ちつかなくなった人を、少ない人数
で長時間勤務によって介護しています。また、スタッフ自身ないし
その家族が被災者であっても、使命感から自分の疲労に気づかない
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か、無視しがちになっています。本来なら、過労や燃え尽き症候群
を未然に防ぎましょう、休息をとりましょうというべきでしょうが、
スタッフの不足による過重な労働は避けがたく、安易に休息をすす
めることで、逆に追いつめてしまう恐れもあります。それでも、や
はり、倒れるまでがんばらずに支援を求めてほしいと伝えたいです。
そして、専門職であるが故の使命感、それからくる精神の高揚や緊
張感の持続から、休息がとれる状況になっても無理をして仕事を続
けているスタッフを見きわめて、健康管理をすることや休息をとれ
るように手配することの必要性を管理者に伝えなければなりません。
不眠や緊張などに対して治療が必要になることもあるでしょう。現
在は様々な災害支援チームがありますので、積極的に支援を求めて
下さい。
　ケアスタッフのストレスの軽減には、介護している認知症の人が
心身ともに落ちつくことが重要であることは言うまでもなく、それ
に対する支援が大切です。
＊  前向きな挨拶や声かけ：「大変だね」という挨拶はやめて、「少し
進んだね」と、前向きな言葉を口にしましょう。脳には、自分の
言ったことを正当化する働きがあります。ただし、つらさを感じ
たときは、それを押し込めることなく、言葉にして他のスタッフ
や支援者に聞いてもらいましょう。また「つらい」「大変」「苦しい」
「疲れた」などの言葉を口にするスタッフがいたら、それは過労や
燃え尽きのサインかも知れないので、共感的に話を聞き、支援を
要するかどうかを考えましょう。

＊  「がんばってね」ではなく「がんばってるね」と互いに声かけしま
しょう。前者はもっとがんばれとがんばりを認めていないので禁
句、後者は相手のがんばりを認めています。他人から認められる
ことが心の支えになります。大変な生活の中にも小さな幸せがあ
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るはずです。それに気づくことで心理ストレスが和らぎます。
◎ 市町村スタッフの心理ストレス対応：認知症と直接関連ありませ
んが、市町村のスタッフも、住民からの様々な要望を受けながら、
国や県の対策とのギャップに悩み、劣悪な環境の中、不眠不休の
活動を続けていると思います。これらの方々にも、上記の記載は
当てはまるでしょう。

さいごに

　被災地で、認知症の人と家族のために奮戦している多くの人に敬
意を表します。このマニュアルが少しでも現場に役立てば幸いです。
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Ⅳ．お役立ち情報

＊     厚生労働省：認知症施策
 ・認知症に関する各種情報を掲載
  https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_

koureisha/ninchi/index.html
 ・震災関連
 https://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/dementia/hisai.html

 自治体向け「災害時精神保健医療福祉活動マニュアル」
 ・詳細参照用（9.7MB）
 https://www.mhlw.go.jp/content/000772550.pdf
 ・手持ち用（869KB）
 https://www.mhlw.go.jp/content/000772549.pdf

＊  日本認知症学会：専門医リストや各種被災した認知症の人と
 家族の支援マニュアルを掲載
 https://dementia-japan.org/

 ・被災した認知症の人と家族の支援マニュアル医療版
 ・被災した認知症の人と家族の支援マニュアル介護用簡易版

＊ 日本老年精神医学会： 専門医リストを掲載
 http://www.rounen.org/

＊ 認知症介護情報ネットワーク（DCネット）： 
 https://www.dcnet.gr.jp/earthquake/
 「避難所での①認知症の人や高齢者の健康管理，②認知症の人と家族支援ガイド，
 ③同：支援者用」「避難所でがんばっている認知症の人・家族等への支援ガイド」等

＊ 認知症の人と家族の会の電話相談
 0120-294-456（通話料無料）、携帯・スマホは050-5358-6578（通話料有料）
 ＜ 土日祝，夏季・年末年始除く、10:00 ～ 15:00 ＞

＊ サイコロジカル・ファーストエイド実施の手引き（日本語版）：
 米国開発の震災被害者のこころのケアマニュアル
 https://www.nctsn.org/sites/default/files/resources/pfa_ja.pdf

＊ 日本内科学会の災害医療情報（サバイバルカード・アクションカード等）
 http://www.naika.or.jp/saigai/

－371－



被災した認知症の人と家族の支援マニュアル

〈介護用 詳細版〉
2025年 3月 31日　発行

作　成： 令和６年度老人保健事業推進費等補助金(老人保健健康増進等事業分)
「認知症の背景疾患等の実態ならびに専門的対応マニュアル
に関する調査研究事業」マニュアル作成部会

発　行：一般社団法人日本認知症学会
　　　　〒 169-0072 東京都新宿区大久保 2-4-12 新宿ラムダックスビル
　　　　（株）春恒社（内）

－372－



被災した認知症の人と家族の支援マニュアル
＜医療用＞

日本認知症学会

令和６年度老人保健事業推進費等補助金 (老人保健健康増進等事業分 )（区分番号）第８２
　認知症の背景疾患等の実態ならびに専門的対応マニュアルに関する調査研究事業 

－373－



目次

はじめに・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １
Ⅰ．認知症の人への医療・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2
 １．せん妄  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2
 ２．代表的な症状（BPSD）への対応 ・・・・・・・・・・・・・ 4
　１）いらいら・興奮などへの対応 ・・・・・・・・・・・・・・ 4
　２）幻覚・妄想への対応 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6
　３）うろうろと歩き回ることへの対応 ・・・・・・・・・・・・ 8
　４）アパシー（意欲の低下・無関心）や抑うつへの対応 ・・・・ 9
　５）不眠への対応 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10
　６）排泄の問題への対応 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・10

 ３．認知症の治療薬の使い方（プライマリケア医向け） ・・・・・11
　１）興奮性の BPSD を鎮める抗精神病薬 ・・・・・・・・・・・12
　２）穏やかな抑制作用の抑肝散 ・・・・・・・・・・・・・・・15
　３）認知機能を高める薬剤 ・・・・・・・・・・・・・・・・・16
　４）抗うつ薬と抗不安薬 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・17
　５）抗てんかん薬（気分安定薬） ・・・・・・・・・・・・・・17
　 ６）その他 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・18

 ４．認知症を疑う徴候 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・18
5．偽性認知症：認知症の症状を示すが回復可能で認知症ではない 19

Ⅱ．認知症の人の環境調整・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・20
１．ストレスをなくす環境調整 ・・・・・・・・・・・・・・・・20
２．混乱をなくす環境調整  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・21
３．うろうろと歩き回ることへの環境調整  ・・・・・・・・・・・22

Ⅲ．家族介護者への支援・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・23
１．家族介護者の不安 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・23
２．相談役 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・24

Ⅳ．ケアスタッフへの心理サポート・・・・・・・・・・・・・・・・24　
Ⅴ．お役立ち情報・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・26

－374－



1

被災した認知症の人と家族の支援マニュアル＜医療用＞

被災した認知症の人と家族の支援マニュアル＜医療用＞　
日本認知症学会被災者支援マニュアル作成ワーキンググループ編

はじめに

　このマニュアルは医療用です。被災され、避難所などで生活され
ている認知症の人と家族を支援するために、令和 6年度老人保健健
康増進等事業に於いて専門家が知恵を出し合い、現地で認知症医療
に携わる医師や看護師など医療職の活動に役立つことを目標にして
作られています。
　マズローの欲求段階を基に人間の欲求を示すと、まず、「寝る場所
と食べ物の確保」、次に「健康状態の保持」、そして次の段階が「仲
間がいて安心して過ごせること」、そしてさらに「役割があり他者に
認められること」、そして最上の段階が「自己実現」です。
　このマニュアルでは寝る場所や寝具、および食べ物や水が確保さ
れていることを前提にしています。認知症の人と家族がぐっすり眠
れて充分食べられる環境が先決です。その上で、健康状態を維持す
る医療が提供され、認知症の人と家族が安心して生活し、役割と生
き甲斐を持って生活できることを支援する “実践的な ”医療マニュア
ルであることをめざしています。したがって、エビデンスに基づく
標準的な医療ガイドラインではありません。
　なお、本マニュアルは、被災現場での、認知症を専門としない医
療職向けアドバイスを載せたものです。薬剤の処方に関しては、医
師を対象としています。最終的な判断は、現場で認知症の人を直接
診ている医師等に委ねます。

－375－



2

被災した認知症の人と家族の支援マニュアル＜医療用＞

Ⅰ．認知症の人への医療
　認知症の症状には、記憶障害、見当識障害（日にちや時間、場所
などがわからない）や実行機能障害（段取りができない、手順がわ
からない）などの認知機能障害だけでなく、不眠、焦燥（いらいら）、
幻覚、妄想といった種々の行動・心理症状（BPSD）【Behavioral 
and Psychological Symptoms of Dementia】があります。被災
地の現場では、認知機能を改善するための医療よりも、BPSDで困っ
ている認知症の人や家族などにとって必要な医療を提供することが
中心になると思います。また、認知症には「せん妄」がしばしば合
併します。認知症の症状が急速に悪化したときは、せん妄の有無を
見分けることが重要です。せん妄では、身体疾患が背景に隠れてい
る場合があり、それに対する適切な医療・ケアで良くなることも多
いからです。
　そこで、このマニュアルは、せん妄と BPSDの治療を中心に記載
しています。

１．せん妄 
　せん妄は、軽度の意識障害に精神活動興奮（まれに低下）を伴う
状態です。ぼーっとして、反応が鈍く、会話にまとまりがない、何
かに取り憑かれたような表情をしている、幻覚や妄想が認められる、
動き回るなど無目的な行動を繰り返す、あるいは逆に急に食事を摂
らなくなる、話をせずにじっとしているなど精神活動の低下を示す、
といった様々な形を取る場合があります。

＊  認知症の人は、体調や環境のわずかな変化でもせん妄を引き起こ
しやすいという特徴を持っています。認知症の症状が急速に悪化
したときは、まずせん妄の合併を疑う必要があります。
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＊   被災による環境の変化や心理的不安そのものでもせん妄は生じま
す。温かく、安心できる環境設定が望まれるのは言うまでもあり
ません。声をかけるだけで落ち着くこともあるので、優しい声か
けをお願いします。

＊  せん妄の誘因には、脱水や発熱、 痛、便秘などがあります。こ
のような全身状態のチェックをすることが大切です。ただし、認
知症の人は、自分からは症状を訴えないことも多いので、「元気が
ない、食欲がない、お腹が張っている」などの様子がみられた時
は要注意です。水分摂取量、食事摂取量、排便回数、体温のチェッ
クが必須です。認知症の人は、夜寝られずに日中うとうとするこ
とで昼夜逆転、さらに夜間せん妄に移行することが少なくありま
せん。避難所など集団生活では睡眠の確保は難しいのですが、可
能な限り夜間の睡眠時間を確保したいものです。

＊  誘因となる疾患：感染症（インフルエンザ、COVID-19（コロナ）、
肺炎、尿路感染症、感染性胃腸炎など）、代謝障害（肝障害、腎障
害など）、心不全、呼吸不全などでもせん妄を生じやすくなります。
こうした疾患の有無のチェックも大切です。

＊  薬剤性のせん妄：抗コリン作用の強い薬剤（トリヘキシフェニジ
ル《アーテン®等》、ソリフェナジン《ベシケア®等；ほかにも頻尿・
過活動性膀胱治療薬には抗コリン作用が強い薬剤が多い》、ブチル
スコポラミン《ブスコパン®等》）や、抗不安薬、睡眠薬（ベンゾ
ジアゼピン系薬剤・非ベンゾジアゼピン系薬剤）、三環系抗うつ薬、
オピオイドを含む鎮痛薬、H2ブロッカー、抗ヒスタミン剤など
だけでなく、多くの薬剤がせん妄の引き金になる可能性がありま
す。服薬状況をチェックしましょう。

＊  せん妄の薬物療法：必要な場合は、夜間せん妄であればレンボレ
キサント（デエビゴ®）、スボレキサント（ベルソムラ®）等のオ
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レキシン受容体拮抗薬を、またトラゾドン（レスリン®等）やミ
アンセリン（テトラミド®等）等を試みてもいいでしょう。これ
らの薬剤が無効な場合は、少量の非定型抗精神病薬が使われます。
注意深く使う必要があるので、「認知症の治療薬の使い方」（11
ページ）を参照してください。抑肝散も、せん妄が始まる前に一
包（2.5g）内服すると有効なケースがあります。

＊  重度で興奮状態が収まらず、自傷・他害の危険性がある場合は、
専門の医師に紹介しましょう。

＊  意識障害が徐々に進行する場合は、慢性硬膜下血腫などが隠れて
いる可能性もありますので、精査が必要です。

２．代表的な症状（BPSD）への対応
　BPSDは、環境やケア、健康状態、心理状態などの影響を強く受
けますので、薬物投与以上に、適切なケアや環境調整、健康チェッ
クが大切です。BPSDが出現してからの対応では、徘徊の場合など、
なかなか解決策が見いだせないことも多いです。BPSDを出現させ
ない介護者教育や環境調整（尊厳を守り安心を与えるケア）が何よ
りも大切です（BPSDの予防）。不眠が続くときや、暴力行為や暴言、
不安症状などの兆しがみられる段階で、迅速な対応を心がけ、それ
以上の悪化を防ぎましょう。

１）いらいら・興奮などへの対応
＊  認知症の人が示す症状には意味があり、その理由があるはずです。
その人の立場になって、その理由を考えてみる、そこに解決の糸
口があります。興奮しているから、抗精神病薬で抑えようと考え
る前に、優しい態度で接し、その人の気持ちを探って下さい。そ
していらいらの原因を取り除くことで、興奮が治まる可能性があ
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ります。本人や介護者に身体的な危険性がなく周囲が許容できる
ときには、好きなように怒ってもらうのも一つの方法です。自分
の思いをはき出すことで、その後、精神的な安定が得られるかも
しれません。そのとき、一緒になって怒らずに、その思いを受け
止めてあげましょう。

＊  せん妄に伴う興奮の場合は、せん妄の誘因を除去するとともに、
せん妄の治療も必要になります。

＊  アルツハイマー型認知症と診断されて投薬を受けていると、ドネ
ペジル（アリセプト®アリドネパッチ®等）、ガランタミン（レミ
ニール®）、リバスチグミン貼付薬（イクセロン®・リバスタッチ®
等）が処方されていることが多いと思います。この場合はドネペ
ジル等の減量～中止を試みるのも一つの方法です。ドネペジルは
半減期が 3日と長い薬剤ですので、3日間程度中止し、落ち着け
ば、その後半量投与かそのまま中止するか判断します。ドネペジ
ル等は、認知機能や意欲を高めますが、いらいらや興奮を悪化さ
せる可能性があります。他にも、内服薬が興奮（せん妄によるも
のを含めて）に関係していることがありますので、薬をチェックし、
不急の薬剤は中止して様子を見ましょう。

＊  投薬が必要な場合は、抗不安薬や睡眠薬ではなく、非定型的抗精
神病薬が選択されます。焦燥感、易刺激性、興奮に起因する、過
活動又は攻撃的言動が見られるアルツハイマー型認知症患者に対
しては、ブレクスピプラゾール（レキサルティ®）が保険適用と
なっており、0.5mg ～ 2mg／ 1×で用います。これらに対して
ブレクスピプラゾールが無効であった場合や、アルツハイマー型
認知症以外の認知症における同様の症状に対しては、リスペリド
ン（リスパダール®等）0.5mg～ 1mg／ 1×、ペロスピロン（ルー
ラン®等）4～ 12mg ／ 1 ～ 3×などを用います。糖尿病がな
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いことが確実な場合はクエチアピン（セロクエル®等）12.5 ～
75mg／ 1～ 3×も使用します（クエチアピンは高血糖をおこす
ので糖尿病には禁忌です。またリスペリドンやペロスピロンも糖
尿病が増悪することがあるので注意してください）。非定型抗精神
病薬は少量から使い始めます（安全のため、体格や健康状態によっ
ては上記よりさらに少量から開始することも考慮しましょう）。認
知症の人では統合失調症の用量より、かなり少ない量を使用しま
す。なお、非定型抗精神病薬は、認知症に対してオフラベルの使
用になります。抗精神病薬の使用に当たっては、必ず「認知症の
治療薬の使い方」（11ページ）を参照してください。

＊  他者に危害を加えるような場合は、専門の医師に紹介してください。

２）幻覚・妄想への対応
＊  物盗られ妄想などの被害妄想は、アルツハイマー型認知症に多い
妄想です。本人にとっては、ものが無くなったことは事実なので、
まずはそれを受け入れて、訴えに耳を貸し、穏やかに対応します。
物盗られ妄想の背景には、不安や喪失感が隠れています。安心で
きるケアが症状緩和に役立ちます。

＊  妄想に対して、適切な対応（ケア）とともに、基本的には少量の
抗精神病薬が有効です（詳しくは 11ページの「認知症の治療薬
の使い方」を参照）。それでも落ち着かなければ専門の医師に相談
しましょう。

＊  あたかもそこに見えているかのようなありありとした幻視や、配
偶者を別人と言うような誤認妄想があれば、アルツハイマー型認
知症よりもレビー小体型認知症が疑われます。レビー小体型認知
症であれば、抑肝散 5.0 ／ 2×朝夕などに即効性があり、非薬物
的対応とともに試みることを勧めます。なお、ドネペジルは保険
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適用となっていますが、避難所などでは投薬を開始しないか、投
与する場合も少量（3mgまで）に止めておいておいた方が無難で
す。抗精神病薬をやむなく使う場合は、薬剤感受性の亢進がある
ので、前項で示した量よりもさらに微量から始めましょう。もし
抗パーキンソン病薬が投与されていたら、その調整も必要かもし
れません。

＊  認知症の人にみられる幻視への対応の基本として、本人に不快な
ものでないとき、周囲の人々に身体的な危険性がないときには、
様子をみるのが一番よいでしょう。無理に薬剤で幻視を消失させ
ようとすると、薬の副作用によって状態をより悪化させる可能性
が高いからです。本人の訴える幻視と上手につき合っていく方法
を考えましょう。たとえば、「あそこに見える人は悪さをしません
から、しばらくこちらに来てお茶でも飲みましょう」などと声か
けを行うと安心します。

＊  レビー小体型認知症の幻視に対して、介護者は慎重に対応するこ
とが求められます。本人には見えていますので、あまり強く否定
せず、しかし「私には見えないので、あなたに見えているのは幻
覚かもしれませんね」と、それを『まぼろし』として客観視でき
るように導けると良いでしょう。本人も、周りの人には見えてい
ないことを、わりと受け入れてくれます。「見えているけれど、そ
のままにしておけばいい」と本人に安心してもらうことが大切です。
一方、レビー小体型認知症でみられる幻視は、視線を移動すると
消失することが多いので、幻視を誘発する物を除いたり、視線や
関心を他の方向に向けたりするようにするのも一つの方法です。

＊  幻覚・妄想は、せん妄でも出現します。普段と雰囲気が変わって
目が据わっている、反応が鈍い、ぼーっとしている、無目的な行
動をくり返すなどの症状が一緒に見られたり変動したりする場合

－381－



8

被災した認知症の人と家族の支援マニュアル＜医療用＞

は、せん妄が疑われます。レビー小体型認知症では、このような
状態と、とても明瞭な状態が短時間で入れ替わって出現すること
がしばしばあります。

３）うろうろと歩き回ることへの対応
＊  医療・介護者からみたら困った行動でも、本人には目的があります。
まずは優しく接し、なんで動き回るのか（出て行こうとするのか）
その理由を聞いてみてください。そして、「そうですね、○○でき
るといいね」などと声をかけます。理由が分かれば、対応の糸口
になります。本人にとっての事実を否定しないようにしましょう。

＊  横に並んでしばらく一緒に歩いていると、心が通じ、会話に答え
てくれるようになるかもしれません。座り心地の良さそうな椅子
を探して「少し腰掛けて休みましょうか」などと声をかけると、
安心を生むでしょう。

＊  背景には、その場所が自分の居場所ではないという思いや、自分
の役割がないという思いが隠れています。日課や役割を作ること
も、解決につながります。

＊  薬物はあまり効果的ではありませんが、少しでも目を離すと飛び
出してしまうなど薬物が必要な場合は、少量の非定型抗精神病薬
が使われます。同じ経路を周徊するタイプの場合は、SSRI（パロ
キセチン（パキシル®等）、フルボキサミン（デプロメール®・ルボッ
クス®等）やセルトラリン（ジェイゾロフト®等）が有効と報告
されています。抑肝散やタンドスピロン（セディール®等）が有
効なこともあります。詳細は、治療薬の項（11-17 ページ）を参
照してください。

＊  服の裏には、氏名、連絡先などを書いておきましょう。ポケット
の中にも名前や年齢、連絡先などを書いた紙を入れておきましょう。
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＊  日中は、なるべく身体を動かすように日課を作ったり、一緒に散
歩をしたりしましょう。

＊  BPSDが原因で、周囲の人たちから非難されて避難所に居られなく
なることのないよう、周囲の理解を得ることや環境調整が重要です。

４）アパシー（意欲の低下・無関心）や抑うつへの対応
＊  被災や近親者との死別に伴う正常ストレス反応としてのアパシー
や抑うつは、健常者だけでなく、認知症の人でも起こりえます。
それは脳震盪のように一過性のもので終わることが多いので、温
かく見守ることが大切です。

＊  被災に伴うトラウマ状況をきっかけとしてうつ病や抑うつ状態も
生じますが、高齢者ではそれらの経過中に認知症が顕在化してく
ることがあります。一方、中等度から重度に進行した認知症の人
にうつ病が合併した場合、その発見は難しく、見逃されて適切な
治療が行われないケースが多くなります。認知症の進行に伴いコ
ミュニケーションがうまくとれなくなり、また意欲低下や体重減
少といった症状を伴うことが多いからです。

＊  うつ病と認知症の見分け方については、偽性認知症（19ページ）
を参照してください。

＊  これらのうつ病や抑うつ状態に対する薬物治療ですが、従来の抗
うつ薬に比べ、SSRI が、副作用が少ない点から推奨されます。セ
ルトラリン（ジェイゾロフト®等）25mgの投与、フルボキサミ
ン（デプロメール®・ルボックス®等）25mgの投与、パロキセ
チン（パキシル®等）5～ 10㎎の投与などです。詳細は、17ペー
ジの治療薬の項を参照。

＊  レビー小体型認知症の初期では不安・抑うつが高い頻度でみられ、
上記の SSRI が用いられますが、抗精神病薬だけでなく、抗うつ剤
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に対しても薬剤感受性の亢進による副作用が出やすいので、より
慎重な投与が求められます。

５）不眠への対応
＊  認知症の人に比較的安全に使用できる睡眠導入薬としては、オレ
キシン受容体拮抗薬のスボレキサント（ベルソムラ®；高齢者に
は 10～ 15mg。クラリスロマイシン・リトナビル含有製剤・ボ
リコナゾールやイトラコナゾールなどの抗真菌薬との併用禁忌）
やレンボレキサント（デエビゴ®；高齢者には 2.5 ～ 5mg）など
をあげることができます。効果は弱いですが、メラトニン受容体
アゴニストのラメルテオン（ロゼレム®）も高齢者に比較的安全に
使える睡眠薬です（SSRI のフルボキサミン（デプロメール®・ル
ボックス®等）との併用禁忌）。また、トラゾドン（レスリン®等）
25～50mgやミアンセリン（テトラミド®等）10～30mgを使っ
てもいいでしょう。作用時間の短い非ベンゾジアゼピン系のゾル
ピデム（マイスリー®等）5～ 10mg、ゾピクロン（アモバン®等）
7.5mg、エスゾピクロン（ルネスタ®）1～ 2mgなど、を使うこ
とを考慮してもいいかもしれませんが、転倒に留意する必要があ
ります。また、作用時間が短くてもトリアゾラム（ハルシオン®等）
は副作用の点からお勧めできません。なお，抑うつに伴う不眠に
はミルタザピン（レメロン®等）7.5 ～ 15mgを使う場合があり
ます。

＊  抑肝散 2.5g/1X 眠前が、昼夜逆転に有効な場合もあります。

６）排泄の問題への対応
＊  避難所などでは、安心して排尿・排便できる環境設定が最重要です。
水洗機能を失ったトイレでの排泄回数を減らすために食事や水分
摂取を減らす→脱水→せん妄や認知機能障害の悪化、という流れ
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にならないような配慮が大切です。
＊  精神的なストレスや、トイレが少ない避難環境により便秘になり
がちです。「水分を十分にとる」「からだを動かす」「可能であれば
通じのつきやすい食物を摂取する」といった予防策が、便秘対策
の基本です。

＊  薬剤を用いる場合は、適量の緩下剤が使われます。また、避難所
などでは浣腸もしにくいので、ピコスルファート液（ラキソベロ
ン®等）やビサコジル座薬（テレミンソフト®等）などが役立ち
ます。

＊  アルツハイマー型認知症では、尿意はあるのにトイレの場所が分
からずに排泄に失敗する場合があります。「便所」「トイレ」など
と目の高さくらいの所に大きく書いた目印をつけてみましょう。
人的な余裕のある場合には、（尿失禁の頻繁な認知症の方に対して）
定期的にトイレに誘導すると尿失禁の回数減少が期待できます。

＊  対応で最も大切なことは、尿・便失禁を起こしても叱らないこと
です。排泄の失敗を、周囲の人々はどうしてもきつい口調で注意
あるいは叱りがちです。叱る、とがめることで、逆に周囲が困る
ような行動が増える可能性があります（たとえば，怒られたくな
いから失禁で汚れた衣服を隠すなど）。

３．認知症の治療薬の使い方（プライマリケア医向け）
　認知症の薬物療法は、今のところ対症療法が基本です。どのタイ
プの認知症かを正確に鑑別診断することが困難な状況では、生活障
害の中心が、記憶障害などの認知機能低下によるものなのか、幻覚・
妄想なのか、興奮なのか、ガマンができない等の性格変化なのかと
いった大まかな傾向をみて対処します。また、BPSDに対しても、い
らいらして多動な興奮状態なのか、やる気がなくぼーっとしている
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鎮静状態なのかと分けて、興奮状態ならそれを鎮める薬剤を、鎮静
状態なら賦活系の薬剤や抗うつ剤を主に使います。また、慎重に使
う必要がありますが、賦活系の認知機能を高める薬剤によって状況
判断できるようになり、興奮性の BPSDが軽減する場合もあります。
　とはいえ、薬剤による BPSDの治療はあくまでも一時的な対応策
で、基本は適切なケアと環境調整です。本人や家族が困っていない
症状や早急に身体的な危険性が迫っていない症状に対しては、無理
に薬剤を使用することはありません。また、必要な薬剤がなかなか
手に入らない状況下では、最小限の量で可能な限り短期間の使用に
限る方がよいと考えます。
　なお、認知症で使われる薬剤の多くは、認知症そのものが適応と
なってはいません（オフラベル → 下記〔※〕を参照）。とくに抗精
神病薬は、死亡リスクを高めるとの報告もありますので、メリット
がデメリットを上回ると判断された場合にのみ、本人・介護者の了
解を得た上で、副作用に注意しながら用います。長期の投与は専門の
医師に相談しましょう。
「かかりつけ医のための BPSDに対応する向精神薬使用ガイドライン
第 3版」（巻末のQRコードよりリンク）を参考にしてください。
〔※ここで挙げる抗精神病薬のうちリスペリドン，ペロスピロン，クエチアピン
の適応外使用については『器質的疾患に伴うせん妄・精神運動興奮状態・易怒
性に対して処方した場合、当該使用事例を審査上認める』との通達があります
（2011 年 9月 28日、厚生労働省保険局医療課長、保医発 0928 第 1号。社会
保険診療報酬支払基金、第 9次審査情報提供）〕

１）興奮性のBPSDを鎮める抗精神病薬
＊  メマンチン（メマリー®）が、興奮性 BPSDに有効な場合があり
ます。5mg／×1から開始し、落ち着くまで、1週間に5mgずつ、
腎機能が正常の場合は 20mgまで増量します（クレアチニン・ク
リアランス＜ 30では 10mgまで）。過量による眠気や、めまい・
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転倒などに注意が必要です。
＊  抗精神病薬は、身体機能を抑制し、歩行が不安定になったり、転
倒を引き起こしたりする可能性があります。また、認知症が進行
しているケースでは誤嚥性肺炎のリスクを高めます。認知機能が
低下して新たな行動異常が生じたりする場合もあります。したがっ
て、適切なケアを第一選択として、必要な場合にのみ、少量の抗
精神病薬を投与します。

＊  抗精神病薬は、少量から始め、数日～週単位で増量して有効量を
投与し、効果が出たら徐々に減量するのが基本です。ブレクスピ
プラゾール（レキサルティ®）なら 0.5mg／× 1、リスペリドン（リ
スパダール®等）なら 0.5mg／× 1、ペロスピロン（ルーラン®等）
なら 4mg／× 1、クエチアピン（セロクエル®等；糖尿病禁忌）
なら12.5～ 25mg／×1から開始します。審査情報提供事例（適
応外使用）に記載はありませんが、ブロナンセリン（ロナセン®等）
には貼付剤 20mgがあり、経口投与が難しい場合でも使うことが
できます。やはり審査情報提供事例（適応外使用）に記載はあり
ませんが、アリピプラゾール（エビリファイ®等）1mg／× 1、
オランザピン（ジプレキサ®等；糖尿病禁忌）2.5mg／× 1など
も使われることがあります。そのほか、チアプリド（グラマリー
ル®等）25mg／× 1も短期間なら比較的安全です。

＊  上記はいずれも初期量を示しています。これらの薬剤に添付のDI
シートには統合失調症の用量が書かれていますが、認知症の高齢
者では、それよりももっとずっと少ない量を使うのが基本です。
なお、緊急の場合は、この限りではありません。

＊  血糖値を測定できない場合はクエチアピンやオランザピンを使い
ません。また糖尿病禁忌ではない薬剤であっても、糖尿病を悪化
させることがあるので注意してください。

－387－



14

被災した認知症の人と家族の支援マニュアル＜医療用＞

＊  眠気～傾眠、嚥下障害、呂律不良、ふらつきなどの副作用が認め
られたら即座に中止するように介護者に伝えてください。投与前
からこれらの症状があったら使わない方が良いでしょう。

＊  抗精神病薬を使う前に、鎮静を目的としてトラゾドン（レスリン®
等）25～ 75mg／× 1～ 3を試したり、背景に脱抑制があると
考えられる場合に SSRI（セルトラリンであれば 25～ 50mg／×
1）を試したりすることもあります。

＊  抗精神病薬などを使用する際には、夕食後あるいは就寝前 (以下、
夜と記載 ) の 1回投与から開始するのが安全です。朝あるいは昼
の服薬は可能な限り避けるほうがよいと考えます。ただし、せん
妄状態になる時間が夕方～夜の場合には、その 2時間程前に投与
するとせん妄を抑えるのに有効です。

＊  薬剤を急激に中止することによって、悪性症候群（発熱や筋痛が
持続して死亡率が高い）を生じるリスクがあります。中止が必要
な場合は、漸減してからの中止が望まれます。また、被災地では、
低栄養・脱水・過労状態にある方、肺炎などの感染症を起こして
いるけれど発熱が認められずに見逃されている方などがいるかも
知れません。そのような人では、抗精神病薬が状態を悪化させ、
最悪の場合は悪性症候群を招く可能性がありますので、投与前に
全身状態のチェックが必要です。

＊  抗精神病薬を投与しても、自傷行為や他者に危害を加えるような
状況の場合は、専門の医師に相談しましょう。

①  ブレクスピプラゾール（レキサルティ®）
分類：非定型抗精神病薬　最小剤形：0.5mg錠
初期量 0.5mg　治療域 0.5 ～ 2mg　分 1

②  リスペリドン（リスパダール®等）
分類：非定型抗精神病薬
最小剤形：0.5mg錠（0.5mgに包された液剤もある）
初期量 0.5mg　治療域 0.5 ～ 1mg
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分 1眠前（または夕）～　分２朝夜
抗幻覚妄想作用は強いが高齢者に長期連用すると蓄積による効果増強
が起こることがある。

③ ペロスピロン（ルーラン®等）
 分類：非定型抗精神病薬　最小剤形：4mg錠
 初期量 4mg　治療域 4～ 12mg　分 1眠前（または夕）～分 3食後
④ クエチアピン（セロクエル®等）
 分類：非定型抗精神病薬　最小剤形：12.5mg錠
 初期量 25mg　治療域 25～ 75mg　分 1眠前（または夕）～分 3
 高血糖に注意、糖尿病では禁忌。
⑤ オランザピン（ジプレキサ®・ザイディス®等）
 分類：非定型抗精神病薬　最小剤形：2.5mg錠
 初期量 2.5 mg　治療域 2.5 ～ 7.5mg　分 1眠前（または夕）
 高血糖に注意、糖尿病では禁忌。
⑥ ブロナンセリン（ロナセン®等）
 分類：非定型抗精神病薬　最小剤形：2mg錠
 （貼付剤 20～ 40mgもある）
 初期量2mg　治療域2～8mg（経口剤）分1眠前（または夕）～分2朝夜
⑦ アリピプラゾール（エビリファイ®等）
 分類：非定型抗精神病薬　最小剤形：1mg錠
 初期量 1mg　治療域 1～ 3mg　分 1眠前（または夕）～分 2朝夜
 投与早期の不安、焦燥、アカシジアに注意。
⑧ チアプリド（グラマリール®等）
 分類：定型抗精神病薬　最小剤形：25mg錠
 初期量 25mg　治療域 25～ 50mg　分 1～ 2
  パーキンソニズムや過鎮静に注意。原則として夕食後あるいは就寝前
に 25mgの服薬から開始するとよい（高齢者では半錠でも効果を示す
ことがある）。認知症の人には1～ 2錠で効果を期待できる。3錠では
しばしば過鎮静になり要注意。

２）穏やかな抑制作用の抑肝散
＊  抑肝散は、興奮性の BPSDの鎮静やせん妄の改善を目的に使われ
ます。効果は弱いです。

＊  軽い焦燥であれば、抑肝散 5.0/2X 朝夕、昼夜逆転であれば抑肝
散 2.5/1X 眠前（夕）を試します。
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＊  甘草を含むので低カリウム血症に注意します。7.5g で 1 か月以
上の長期投与ではカリウムの測定が必要です。避難所などで食事
や野菜の摂取が少ない状況や、下痢などが続くとき、フロセミド
（ラシックス®等）などカリウムを低下させる利尿剤の併用時は要
注意です。利尿剤はスピロノラクトン（アルダクトン®A等）に
切り替えるとカリウム低下を防げます。

① 抑肝散（ツムラ抑肝散エキス顆粒）
  分類：漢方　最小剤形：2.5g 包
 初期量・治療域とも 2.5 ～ 7.5g　分 1～ 3食前
  添付の用法通りに 1日 3回服薬するのではなく、症状に合わせて服薬
量を適宜調整。

３）認知機能を高める薬剤
＊  賦活系の代表はドネペジル（アリセプト®等）です。脳内のアセ
チルコリン分解を抑えて、認知機能や意欲を高めます。通常は
3mgで開始し、1～ 2週後に 5mgに増やします。生活が落ち着
いてから投与開始する方が無難でしょう。このほか、ドネペジル
貼付剤（アリドネパッチ®）、ガランタミン（レミニール®）やリ
バスチグミン貼付薬（イクセロン®・リバスタッチ®）があります。

＊  我慢できない、じっとしていられない、頑固で他人のいうことを
聞かないなどの前頭葉機能障害を示唆する症状がみられる場合は、
新たに投与しない方が良いでしょう。

＊  介護環境が悪い場合などでは、易怒性が高まる、うろうろと落ち
着かないなど興奮性の症状がみられることが稀にあります。この
ような場合は、ドネペジルの半減期は約 3日なので、3～ 7日間
休薬して、穏やかになるかどうか様子を見るのも一つの方法です。

＊  ドネペジル（アリセプト®、アリドネパッチ®等）、ガランタミン（レ
ミニール®）、リバスチグミン貼付薬（イクセロン®・リバスタッチ®）
などのコリンエステラーゼ阻害剤は全身の副交感神経系にも働く
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ので、下痢や腹痛、食欲不振などの消化器症状、徐脈、喘息（気
管支の収縮）などの副作用をもたらす可能性があります。

４）抗うつ薬と抗不安薬
＊  ベンゾジアゼピン系の抗不安薬や睡眠薬は、BPSDに対して使わ
ないのが原則です。なぜならば、筋弛緩作用による転倒、せん妄、
昼夜逆転などを惹起するからです。

＊  不安やうつ症状が強いときはSSRIやミルタザピン（リフレックス®・
レメロン®等）を使用します

①  SSRI セルトラリン（ジェイゾロフト®等）、フルボキサミン（ルボック
ス®・デプロメール®等）

 分類：抗うつ薬　最小剤形：25mg錠
 　   初期量 25mg　治療域 25～ 75mg　分 1～ 3　　　
  多動などの興奮性の BPSDの背景には不安が隠れており、抗うつ剤が
奏功する場合があります。SSRI がせん妄を誘発する危険性もあるので、
レビー小体型認知症では要注意です。

② ミルタザピン（リフレックス®・レメロン®等）
 分類：抗うつ剤　最小剤形：15mg錠
 初期量　7.5mg（半錠）　治療域7.5mg～15mg　分1（夕）：眠気あり

５）抗てんかん薬（気分安定薬）
＊  認知症が重度になると、けいれん発作（てんかん）を併発するこ
とがあります。通常は重積状態にはならないので、レベチラセタ
ム（イーケプラ®）500 ～ 2000mg ／× 2を投与して様子をみ
ます。気分安定薬（→＊）としても作用するとの報告があるバル
プロ酸（デパケン®・バレリン®等）200mg ～ 400mg ／× 2
を投与することもあります。それでも治まらなければ、専門の医
師に相談しましょう。

＊  BPSD の治療において、バルプロ酸などの薬剤が、焦燥や攻撃性
に有効であるとの報告もありますが、専門の医師に相談して使い
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ましょう。

６）その他
＊  レビー小体型認知症では、自律神経機能障害があり、起立性低血
圧による失神を生じやすいのですが、横になっていると、脳血流
が回復します。慌てずに数分間様子を見ましょう。降圧剤を処方
されている場合もありますので、内服薬をチェックします。

４．認知症を疑う徴候
＊  どうも様子がおかしい、おちつかない、ぼんやりしている、適切
な回答が得られないなど、「変だな」と思ったら、認知症を疑いま
しょう。

＊  内服薬を正しく答えられない、娘や息子などの名前や家族構成を
正しく言えない、いつからそこで暮らしているかわからない、な
どがサインです。年齢を尋ねたときに、3歳以上間違える、歳で
はなく生年月日を答える、「忙しくて考えていなかった」などと言
い訳をいうのも特徴です。

＊  質問に答える度に、家族の方を振り向いて答えの確認を求める「振
り向き徴候」も、認知症のサインです。

＊  時計描画（Clock drawing）テストで、文字盤（○の中に 1～
12の数字）と 10時 10分の針を書くテストは、うつ病（描ける）
と認知症（描けない）の比較的簡単な鑑別に使えます。上手に描
けないと認知症の可能性が高いですが、認知症でもしばしば上手
に時計を描けます。失敗に診断的意味があるテストです。

＊  家族が気づく症状としては、同じことを何度も尋ねる、置き忘れ
て探し回ることが多い、出来事の前後関係がわからなくなった、
些細なことで怒ることが増えた、意欲がない・自発性が低下して
きたなどがあります。震災に遭遇したという大きな出来事すら忘
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れていたり、避難所にいるということが分からなかったり、大き
な環境変化のもとで、通常でない記憶障害に初めて気付かれるこ
とがあります。

＊  被災後の混乱状況では、本人が薬を自分で管理できない場合も多
いので、家族や周囲の人たちと服薬管理できる方法を考えましょう。

5．偽性認知症：認知症の症状を示すが回復可能で認知症ではない
＊  大きなショックを受け、避難所の中で不活発な状態でいると認知
症の症状が現れることがあります。しかし、適切な医療・ケアで
回復する場合も多いので、ただちに認知症と判断しないようにし
ましょう。

＊  うつ病でも認知症と似た症状になります。やる気がなくなって、
身の回りのことなどができなくなりますが、認知症と違って、今
いる場所や時間などの状況がわかっている（見当識が良い）、隣の
人の状況などを正しく判断しているといった特徴があります。ま
た、それらを質問すると、アルツハイマー型認知症の取り繕い現
象とは異なり、「わかりません」などと即答する傾向があります。
上記の時計描画テストも鑑別に有用です。

＊  うつ病では、身体症状として食欲低下や不眠が大部分の人でみら
れます。一方、認知症では、身体疾患がなければ食欲低下がみら
れることはそんなに多くはありません ( 不眠はあるかもしれませ
んが )。うつ病では，気持ちが内向的，悲哀感、不安、焦燥感、
自分を責める、罪業感などの症状が目立ちます。認知症では、ど
ちらかというと他人の責任にしたがる傾向がみられます。

＊  偽性認知症は、本人が安心できるような適切な声かけなどのケア、
低栄養状態の改善、熟睡できる環境の調整、過量投与されている
薬剤の調整、あるいは適切な投薬などで回復します。認知症と決
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めつけないで、まずは安心できる快適な環境調整を行ってみましょ
う。うつ状態の場合は、少量の SSRI や抗不安薬などが有効かもし
れません。

＊  ただし、震災のストレスや不安がきっかけで、気づかれていなかっ
た認知症が顕在化する場合もあります。

＊  全身疾患や慢性硬膜下血腫などが隠れていることもありますので、
進行性の場合は精査が必要です。

Ⅱ．認知症の人の環境調整
１．ストレスをなくす環境調整
＊  認知症の人の心は、周囲の状況の鏡です。周りの人が穏やかだと
落ち着きますが、周りの人がいらいらしているといらいらしてし
まいます。あなたは１人ではないのですよ、周りにあなたのこと
をよくわかっている、あなたのことを気に掛けている人がいます
よということを、言語を通してあるいは非言語的な手段を用いて
本人に伝える努力が周囲の人々に求められています。

＊  避難所で過ごす場合は、部屋の隅の方などの、落ち着ける場所が
望まれます。刺激が多いと落ち着かなくなります。特に大きな声
が聞こえると不安が強くなります。

＊  安心して眠れる環境が必要です。本人と最も近しい家族が横で寝
ることで安心して睡眠に入ることができるでしょう。不眠はせん
妄を誘発します。

＊  認知症の人を見知らぬ人の中で一人にしないようにしましょう。
知り合いが近くに居る環境が必要です。手を握ったり、優しく声
をかけたりすることが有効です。認知症の人は一人にされると、
非常に不安になりやすいのです。家族が用事でその場を離れると
きには、一緒に移動するか、あるいは精神的に親しい人に傍らに
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付き添ってもらうようにしましょう。それが難しい場合は、近く
の人に時々声をかけてもらうように頼んで下さい。

＊  認知症の人が安心して排泄できる場所を確保してください。安易
におむつを当てると尊厳が損なわれ、生きる力が失われることが
あります。また、BPSDに結びつくこともあります。

＊  重度の認知症の人は、いろいろなものを口に入れる可能性があり
ます。危険なものは戸棚にしまう、高いところに置くなどの注意
が必要です。

＊  認知症の人は、避難所から、必要な介護を受けられて落ち着いて
過ごせる所になるべく早く移れるよう、優先的な手配が必要です。

２．混乱をなくす環境調整
＊  認知症の人が落ち着かなくなったら、叱るのではなく、「どうした
の」と優しく声をかけてください。あなたの声の調子が相手の心
に影響を与えます。穏やかに話しかけ、なぜ怒ったのか原因を聞き、
そしてその原因となっているものを取り除くように努めます。

＊  散歩も有効です。律動的な運動は、うつ的な気分を弱めます。また、
ずっと座っていると下肢の静脈血栓を誘発します。

＊  繰り返し放映されるテレビの衝撃的な映像は、認知症の人の不安
を強くする可能性があります。健常な人でも心的外傷後ストレス
障害（フラッシュバックなど）になりやすいといわれます。

＊  避難所で役割がないと、ただじっと座っているだけになり、廃用
性の認知機能低下を来す可能性があります。認知症の人にもでき
る作業があるはずです。できることをさがし、日課を作ることが
生き甲斐となり、生活意欲を高めて、BPSDの予防や認知機能を
含めた心身の機能維持に役立ちます。

＊  肩たたきなどの非言語的コミュニケーションはおすすめです。避
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難所生活では身体活動が低下しがちです。相互に肩を叩く、足の
マッサージを行うなどの行為は受ける方の気持ちだけでなく、提
供する方の気持ちも和みます。認知症の人も他人の役に立つ喜び
を感じ、BPSDの予防に役立ちます。

＊  可能であれば傾聴ボランティア（話を聞く人）を避難所の中で募
りましょう。傾聴ボランティアをする人も一緒に元気になります。
生活には役割が必要です。

＊  とくに、体育館のような広い避難所では、道具置き場のような小
さな部屋を利用して、デイサービスのように認知症の人に集まっ
ていただき、ケアできると良いでしょう。仲間がいて話をするだ
けでも構いません。人とのふれ合いは大切です。

＊  避難所が学校であれば、教室の 1つをデイサービス＆ショートス
テイとして確保し、認知症の人が落ち着きを取りもどしているケー
スがあるので参考にして下さい。

３．うろうろと歩き回ることへの環境調整
＊  避難所では、周囲の人や管理者に認知症であることを知らせ、行
方不明にならないよう見守りを手伝ってもらう必要があります。

＊  夜間に動き回ったとしても、外には出られないような工夫が必要
です。認知症の人の生活スペースを部屋の隅にして衝立などで区
切る、夜間は出入り口の前に衝立を置くなど、条件に応じて適切
な対処方法をとれるよう、管理者と相談して対応しましょう。

＊  BPSDが原因で避難所に居られなくなることがないよう、周囲の
人達の理解を得ることが必要です。また、上記のようにデイサー
ビスを確保できると良いでしょう。

＊  避難所の中で、認知症の人の役割や居場所を作ることが有効です。
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Ⅲ．家族介護者への支援
　認知症の人を介護している家族は、家族自身もゆとりがない上に、
避難所では周囲の人からいろいろ苦情を言われたり、間借りしてい
る親族の家でも同様の経験をしたりで、とても肩身の狭い思いをし
ています。認知症の人にさまざまなBPSDが認められても、医療者は、
本人を責めないことはもちろん、家族も安心できる言葉をかけましょ
う。まず、家族が穏やかな状態でいることがとても重要です。

１．家族介護者の不安
＊  認知症の人を避難所で介護する人は、今後の不安に加えて、目を
離せない、二人分の生活の確保など、ストレスの多い生活を余儀
なくされています。不安が強い場合は介護者に、抗不安薬として
ロラゼパム（ワイパックス®等）0.5mg あるいは 1mgの舌下使
用や 1mg/X2 などの処方が有効なケースもあります。うつ状態の
場合は、少量の SSRI は比較的安全に処方できます。抑肝散が介護
者の不安や不眠に有効なケースもあります。詳しくは 15ページ
を参照して下さい。

＊  介護者が倒れないよう、介護者の健康チェックと、降圧剤の投与
などの持病に対する治療も重要です。

＊  介護者もぐっすり眠れる環境が必要です。不眠は、介護者の精神
状態を悪化させ不安定にします（それが、認知症の介護に悪影響
を与えます）。つい、自分のことは後回しにしてしまいがちですが、
介護者が遠慮しないで、自分の状態を相談して必要な診察を受け
られるようにする必要があります。

＊  家族をたくさんほめて、ねぎらってください。介護者の笑顔は本
人に反映されます。

－397－



24

被災した認知症の人と家族の支援マニュアル＜医療用＞

２．相談役
＊  家族が親身に相談できる人が居ることが介護負担を減らします。
＊  介護者が親戚や友人と連絡が取れる情報環境（電話など）が必要
です。

＊  電話相談等のお役立ち情報を巻末に掲載しています。

Ⅳ．ケアスタッフへの心理サポート
　被災した認知症の人を、定員をオーバーして受け入れている介護
施設では、環境変化によって落ちつかなくなった人を、少ない人数
で長時間勤務によって介護しています。また、スタッフ自身ないし
その家族が被災者であっても、使命感から自分の疲労に気づかない
か、無視しがちになっています。本来なら、過労や燃え尽き症候群
を未然に防ぎましょう、休息をとりましょうというべきでしょうが、
スタッフの不足による過重な労働は避けがたく、安易に休息をすす
めることで、逆に追いつめてしまう恐れもあります。それでも、や
はり、倒れるまでがんばらずに支援を求めてほしいと伝えたいです。
そして、専門職であるが故の使命感、それからくる精神の高揚や緊
張感の持続から、休息がとれる状況になっても無理をして仕事を続
けているスタッフを見きわめて、健康管理をすることや休息をとれ
るように手配することの必要性を管理者に伝えなければなりません。
不安や緊張などに対して治療が必要になることもあるでしょう。現
在は様々な災害チームがありますので、積極的に支援を求めるよう
促してください。
　ケアスタッフのストレスの軽減には、介護している認知症の人が
心身ともに落ちつくことが重要であることは、言うまでもなく、そ
れに対する支援も忘れてはなりません。
＊  挨拶や声かけは前向きに：「大変だね」という挨拶はやめて、「や
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り甲斐があるね」「少し進んだね」と、前向きな言葉を口にしましょ
う。脳には、自分の言ったことを正当化する働きがあります。た
だし、つらさを感じたときはそれを押し込めることなく、言葉に
して他のスタッフや支援者に聞いてもらいましょう。また、「つら
い」「大変」「苦しい」「疲れた」などの言葉を口にするスタッフが
いたら、それは過労や燃え尽きのサインかもしれないので、共感
的に話を聞き、支援を要するかどうかを考えましょう。

＊ 「がんばってね」ではなく「がんばってるね」と互いに声かけしま
しょう。前者はもっとがんばれとがんばりを認めていないので禁
句、後者は相手のがんばりを認めています。他人から認められる
ことが心の支えになります。大変な生活の中にも小さな幸せがあ
るはずです。それに気づくことで心理ストレスが和らぎます。

◎ 市町村スタッフの心理ストレス対応：認知症と直接関連ありませ
んが、市町村のスタッフも、住民からの様々な要望を受けながら、
国や県の対策とのギャップに悩み、劣悪な環境の中、不眠不休の
活動を続けていると思います。これらの方々にも、上記Ⅳ項の記
載は当てはまるでしょう。

さいごに

　被災地で、認知症の人と家族のために奮戦している多くの人に敬
意を表します。このマニュアルが少しでも現場に役立てば幸いです。
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Ⅴ．お役立ち情報

＊     厚生労働省：認知症施策
 ・認知症に関する各種情報を掲載
  https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_

koureisha/ninchi/index.html
 ・震災関連
 https://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/dementia/hisai.html

 自治体向け「災害時精神保健医療福祉活動マニュアル」
 ・詳細参照用（9.7MB）
 https://www.mhlw.go.jp/content/000772550.pdf
 ・手持ち用（869KB）
 https://www.mhlw.go.jp/content/000772549.pdf

＊  日本認知症学会：専門医リストや各種被災した認知症の人と
 家族の支援マニュアルを掲載
 https://dementia-japan.org/

 ・被災した認知症の人と家族の支援マニュアル医療版
 ・被災した認知症の人と家族の支援マニュアル介護用簡易版

＊ 日本老年精神医学会： 専門医リストを掲載
 http://www.rounen.org/

＊ 認知症介護情報ネットワーク（DCネット）： 
 https://www.dcnet.gr.jp/earthquake/
 「避難所での①認知症の人や高齢者の健康管理，②認知症の人と家族支援ガイド，
 ③同：支援者用」「避難所でがんばっている認知症の人・家族等への支援ガイド」等

＊ 認知症の人と家族の会の電話相談
 0120-294-456（通話料無料）、携帯・スマホは050-5358-6578（通話料有料）
 ＜ 土日祝，夏季・年末年始除く、10:00 ～ 15:00 ＞

＊ サイコロジカル・ファーストエイド実施の手引き（日本語版）：
 米国開発の震災被害者のこころのケアマニュアル
 https://www.nctsn.org/sites/default/files/resources/pfa_ja.pdf

＊ 日本内科学会の災害医療情報（サバイバルカード・アクションカード等）
 http://www.naika.or.jp/saigai/
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